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Ⅰ 教育文化学部の教育目的と特徴 
 

１．教育研究等の目的及び養成する人材 

１－１．教育文化学部の理念・目的 

宮崎の恵まれた自然環境を生かし、教育と文化の向上と市民生活及び産業の発展を

担う優れた人材を育成することにより、潤いとゆとりある地域社会の形成と発展とに

寄与すること、及び宮崎県における高等教育と学術研究の充実・発展に貢献することを

基本理念とする。この基本理念に基づき、以下の教育目的を掲げる。 

１）各課程の専門的人材養成の観点から要求される専門的知識、専門的学力を身につけ

ること 

２）様々な知識や技能を総合して、社会的課題を的確に判断し、解決する力を養うこと 

３）幅広い教養を身につけた豊かな人間性と道徳性、及び積極的意欲をもった主体性を

育成すること 

４）国際感覚をもつとともに、地域の自然や文化や歴史を理解し、国際社会及び地域社

会の発展に貢献しうる能力を育成すること 

５）きめこまかな教育・指導をおこなうこと 

１－２．養成する人材 

学校教育課程においては、教育に対する強い使命感と教員としての基礎的資質・能力

を確実に備え、発達段階を見通した広い視野から初等教育、中学校教育、特別支援教育

を実践できる人材を養成する。また、人間社会課程においては、高い課題解決能力及び

職業的意識を基礎に欧米及び日本、アジアの言語と文化の理解、人間社会の歴史・文化

的環境の理解、社会のシステムの理解等を通して、社会における課題解決のために貢献

できる人材を養成する。 

なお、さらに詳しい内容については大学ポートレートに掲載している。 

  学校教育課程 http://top.univ-info.niad.ac.jp/faculty/outline/0532/1X74/01/ 

  人間社会課程 http://top.univ-info.niad.ac.jp/faculty/outline/0532/1X73/01/ 

１－３．教育的特徴 

学校教育課程においては、理論と実践を融合し、主体的に考える力を養うために、講

義、演習、実習などの多様な授業形態に、アクティブ・ラーニング（双方向型授業、グ

ループワーク、発表など）を取り入れて指導を行っている。初等教育コース・中学校教

育コース･特別支援教育コースの各コースにおいて、教員としての教養と専門的能力及

び実践的指導力を身につけるため、教育目標に即した専門科目を、大きく基礎期、展開

期、応用・統合期に分けて設置して指導を行っている。 

人間社会課程の言語文化コースでは、多言語・多文化共生の時代的要請に合わせ、ま

た、実際的な国際的コミュニケーション能力とリーダー的実践力の育成に向けて、多様

な講義、演習科目を設置して指導を行い、また、社会システムコースでは、現代社会の

基本構造を理解する方法論と技能の修得、学際的な視点と総合的な視点の育成、現代社

会に関する総合的な知識に基づいた実践的な問題解決能力の育成に向けて、多様な講

義、演習、地域実践活動等の科目を設置して指導を行っている。 

２．教員養成分野のミッション（強みや特色、社会的責任） 

（１）宮崎大学の教員養成分野は、宮崎県教育委員会等との連携により、地域密接型を目

指す大学として、義務教育諸学校に関する地域の教員養成機能の中心的役割を担う

とともに、宮崎県における教育研究や社会貢献活動等を通じて我が国の教育の発展・

向上に寄与することを基本的な目標とし、実践型教員養成機能への質的転換を図る

ものとする。このため、学部運営においては特に以下の二点について取り組む。 

１）実践的指導力の育成・強化を図るため、平成 25 年度で約 20％の学校現場で指導経

験のある大学教員を、第２期中期目標期間における改革を行いつつ、第３期中期目標

期間末には 30％を確保するとともに、その他の教員についても附属学校等で計画的

に学校現場の実践的経験を積ませる取組を行う。 

２）学部に教育委員会の幹部職員や公立の連携協力校の長等が構成員となる常設の諮
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問会議を設置し、学部や大学院のカリキュラムの検証、養成する人材像、現職教員の

再教育の在り方などについて定期的に実質的な意見交換を行い、教育への社会の要

請を受けとめ、その質の向上を図る。また、教員養成や教員研修のプログラムの開発

については、附属教育協働開発センターにおいて、教育委員会職員等の学外の構成員

と大学教員が継続的に協働であたる。 

（２）学士課程教育では、附属学校や公立の連携協力校等を積極的に活用するなど、実践

的な能力を育成しつつ、教科及び教職に関する科目を有機的に結びつけた体系的な

教育課程を編成し、質の高い小学校教員を養成することによって宮崎県における教

員養成の拠点機能を果たしていく。 

なお、卒業生に占める教員就職率は平成 25年度で 67％であり、宮崎県における小

学校教員養成の占有率について、現状は 37％であるが、第２期中期目標期間におけ

る改革を行いつつ、占有率について第３期中期目標期間中に 50％を確保する。さら

に、教員養成に関する大学全体の機能を活用するなど、総合大学の特性を活かして質

の高い中学校教員等を養成する。併せて、人間社会課程については、第３期中期目標

期間末までに廃止する。 

（３）附属学校等と協働して学校における実践的課題解決に資する研究活動を行うとと

もに、免許状更新講習の実施、教育委員会等が行う現職教員研修のプログラム開発、

校外研修への組織的な参画により、我が国の教員の資質能力向上に寄与するなど、教

員の研究活動等を通じて積極的な社会貢献活動を行う。 

 

３．入学者の状況 

  入学者の状況は、資料Ⅰ-1 のとおりであり、適正な入学者を確保している。学校教育

課程の県内出身者は約 40％であり、教職就職対策等は、その特徴に合わせて実施されて

いる。また、上記２（２）を実現するために今後はその向上に努める。 

 

資料Ⅰ-1 教育文化学部入学者状況 
 

入学年度 

 

入学定員 入学者 うち県内 

 
計 

学校教
育課程 

人間社会
課程 

 
計 

学校教
育課程 

人間社会
課程 

 
計 

学校教
育課程 

人間社会
課程 

平成 23 年度 230 150 80 239 157 82 109 68 41 

平成 24 年度 230 150 80 244 159 85 110 73 37 

平成 25 年度 230 150 80 237 153 84 96 53 43 

平成 26 年度 230 150 80 243 159 84 112 63 49 

平成 27 年度 230 150 80 237 154 83 119 72 47 

５ヶ年平均 230 150 80 240 156.4 83.6 109.2 65.8 43.4 

（出典：教育文化学部内資料） 

 

４．平成 28 年度からスタートする教育学部（名称変更）について 

 教育文化学部学校教育課程は平成 20 年度の改組により、教育に対する強い使命感と教

員としての基礎的資質・能力を確実にそなえ、発達段階を見通した広い視野から初等教育、

中学校教育、特別支援教育を実践できる人材を養成してきた。また一方では、附属学校園

における研究・実践を踏まえ、幼小連携、小中一貫教育のあり方について継続的に研究・

実践を行い、一定の成果を蓄積してきた。 

しかし、急速な少子化の進行や学校教育現場における教育課題の多様化・複雑化・深刻

化及び教員養成にかかわる新たな教育政策等に迅速に対応することが求められてきてい

る。 

そこで、教員養成教育の高度化、実践化を目指し、小学校教員の養成を中心に据え、幼

年期から青年期にわたる長期の発達を見通した深い児童理解力をもち、幼稚園との連携

を視野に入れた教育実践力をそなえた教員、青年期全体の発達を見通す見識と深い児童

生徒理解力をもち小中一貫教育を視野に入れた教育実践力をそなえた教員及び時代のニ
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ーズに即応できる特別支援教育の実践力をそなえた教員を養成する教育学部（名称変更）

として新たにスタートする。 

 

５．地域及び関係者の期待 

  宮崎県：  

 ○小中連携または小中一貫教育が急速に拡大しつつあり、義務教育９年間や幼小の

連携を視野に入れた教育実践力の育成が求められている。 

 ○義務教育の質の保証、学力（教科の指導力）の向上、特別支援教育対応、外国語

活動（小学校英語）への対応、理数教育の充実、児童生徒指導対応、小１プロブレ

ム及び中１ギャップ等、様々な教育課題について、教員の研究活動等を通じた社会

貢献が求められている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 

（観点に係る状況） 

本学部の教育目標に沿って、２課程を設置している。入学定員及び入学者は、前出資料Ⅰ-

１（1-3 頁）のとおりである。なお、平成 28 年度からスタートする教育学部（名称変更）

の入学定員は資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 のとおりである。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 教育学部入学定員 

（出典：教育文化学部内資料） 

 

また、現行の教育文化学部教員配置状況は、資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 のとおりである。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 教育文化学部教員配置 

（出典：教育文化学部内資料） 

 

① 組織編成上の工夫 

本学部は、学校教育課程（初等教育コース、中学校教育コース、特別支援教育コース）と

人間文化課程（言語文化コース、社会システムコース）の２課程５コースから編成され、デ

ィプロマポリシー及びカリキュラムポリシー等を定め、公表するとともに、それらに則した

カリキュラムを定め、実施している。（資料Ⅱ-Ⅰ-1-3）また、学部附属の教育研究施設とし

ての教育協働開発センターと附属学校（幼稚園、小学校、中学校）を置き、教育実施体制を

より強固なものとしている。 

なお、平成 28年度からスタートする教育学部においては、上記５．地域及び関係者の期

待を踏まえたコース編成及び教育実施体制を整備することとし、ディプロマポリシー、カリ

キュラムポリシー及びアドミッションポリシーを定めた。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-3 平成 28年度教育文化学部学生便覧 

（出典：http://gakumu.of.miyazaki-u.ac.jp/gakumu/images/pdf/educationalinfo/ 

h27campus-guide/27campus-guide-kyouikubunnkagakubu.pdf） 

 

② 入学者選抜方法の工夫とその効果 

入試については、一般入試（前期・後期）の他、課程・コースによって、大学センター

試験を課す推薦入試、課さない推薦入試、帰国子女・社会人・私費外国人留学生入試な

ど、多様な選抜方法を実施してきた。教育学部の開設に伴い、アドミッションポリシーを

見直すとともに、県内の主要な高等学校を訪問、連絡協議会等における意見交換等を通じ

て、進学動向について情報交換を行い、高等学校側のニーズを調査した。それらを踏ま

学校教育課程 120 人 

小中一貫教育コース 90 人 
小学校主免専攻（50 人） 

中学校主免専攻(40 人) 

教職実践基礎コース 10 人 教職実践基礎専攻（10 人） 

発達支援教育コース  20 人 
子ども理解専攻(10 人) 

特別支援教育専攻(10 人) 

男 女 計
40 16 56
8 7 15
48 23 71計

人間社会課程
学校教育課程

課程
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え、新教育学部の入試については、従来の選抜方法に加えて、宮崎県教員希望枠（推薦入

試）及びAO入試を導入し、ミッションの再定義等の社会的な要請への対応と多様な入学者

選抜の構築を実現した。また、一般入試においては、志願者の獲得等を視野に募集単位の

大括り化と第２志望選抜を導入した。（資料Ⅱ-Ⅰ-1-4） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-4 入試移行図 

 

（出典：宮崎大学教育学部（平成 29 年度）入学者選抜における主な変更点（予告）から抜粋） 
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③ 内部質保証システムと教育の質の向上 

「教育文化学部における教育の質保証の PDCA サイクル」（資料Ⅱ-Ⅰ-1-5）に基づき、教

育の質保証及び質の向上に努めている。具体的な取組例として、FD委員会を中心とした「学

生による授業評価」、「授業公開」、「授業改善シート」（資料Ⅱ-Ⅰ-1-6）等を行っている。ま

た、大学教育の集大成である卒業論文を多くの教員に見てもらうために、グループごとに実

施されている卒論発表会の日程を集約したり、卒業論文の展示をしたりする取組を FD 委員

会で平成 24 年度からスタートさせ、平成 26 年度には学部全体の取組へと発展させた（資

料Ⅱ-Ⅰ-1-7）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-5 教育文化学部における教育の質保証の PDCA サイクル 

（出典：教育文化学部内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-6 「学生による授業評価」の実施概要 

 

「学生による授業評価」の実施概要 

本学部の「学生による授業評価」は Web 入力で実施し、その結果について本 FD 委員会が統計処理

を行っている点で、他学部と異なる特徴を有している。本年度も、まず、Webclass 上で本学部全教

員向けに「学生による授業評価」の実施対象科目に関するアンケートを行った後、その回答科目に

ついて「学生による授業評価」を実施いただき、Web 入力されたデータを集計し、結果を紙に印刷

して担当教員に届けた。前期はアンケート期間が 2014 年 6 月 19 日（木）～8 月 6 日（水）、実施

期間が 7月 1日～8月 6日、後期はアンケート期間が 2014 年 12 月 19 日～2015 年 2 月 17 日（火）、

実施期間が 2015 年 1 月 13 日～2 月 17 日である。実施された「学生による授業評価」科目は、前

期 57 科目、後期 38 科目、合計 95 科目である。 

「授業公開」の実施概要 

「授業公開」は、各教員相互で授業を公開することにより、授業内容・授業方法等の向上を図る、

教育文化学部で先行的に実施している FD 活動である。本年度もまず Webclass 上で、「授業公開」

の実施に関するアンケートを行った後、その結果の一覧を公表して実施した。前期は 2014 年 6 月

19 日～7月 2日にアンケート期間、公開実施は 7月 7日～7月 28 日、後期は 2014 年 12 月 19 日～

2015 年 1 月 13 日にアンケート期間、公開実施は 2015 年 1 月 19 日～2 月 6 日とした。本年度授業

公開された授業科目は前期 29 科目（他学部への公開 19 科目）、後期 17 科目（他学部への公開 9科

目）、合計 46 科目である。 

「授業改善シート」の実施概要 

本活動は、教育方法や教育内容等の改善状況を各教員および学部全体でも把握することを目的に毎

年前後期 2回実施しており、本年度も前期は 2014 年 8 月 18 日～9月 30 日、後期は 2015 年 2 月 18



    宮崎大学教育文化学部 分析項目Ⅰ 

－1-9－ 

日～3月 31 日に実施した。すべて Webclass 上での「授業改善シート」の設問に上限 4科目まで回

答入力するものある。本年度は前期 47 科目、後期 40 科目、合計 87 科目の回答となった。 
 

（出典：2014 年度教育文化学部 FD報告書から抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-7 平成 26年度卒業論文発表会 

 

平成 26 年度卒業論文発表会 

No コース・講座 担当教員 公表の方法 日時 場所 

1 理科教育小講座 中山・野添 口頭発表会 2/1（日） 13:00〜16:00 423 学生実験

室 

2 家政教育講座 岡村好美 口頭発表 2/20（金）9:00〜 T211 

3 学校教育講座 盛満弥生 発表 2/1（日） 13:00～16:20 L401 

4 保健体育講座 保体講座教

員 

発表 2/14（土）9:00～１3:00 L201 

5 技術教育講座 藤元 嘉安 発表 2/19（木）13:00～15:00 技術・家庭科棟      

6 社会学ゼミ 戸島信一 発表会 2/17（火）14:40～17:30 Ｌ214 

7 特別支援教育 戸ヶ崎泰子 発表 2/8（日） 13:00～16:00 L402 

8 音楽教育講座 阪本幹子 発表 2/12（木）16:45〜19:15 音 楽 棟 １ 階 

M125 

9 言語文化 

コース 

吉田好克 発表会     2/19(木）13:00～17:00 Ｌ403、405 

10 数学教育講座 谷本洋（代

表） 

発表 2/20(金)10:00～16:00 L402 

11 地理講座 中村/大平 口頭発表 2/19（木） 9:30～15:00 L413 

12 国語教育 山田利博 

塚本泰造 

卒論発表会 2/8（日) 13:00～ 書道実習室 

13 財政学ゼミ 入谷 貴夫 展示 2/3（火） 13:00～14:30 L214 

14 英語科 アダチ 徹

子 

発表 2/21（土） 9:30～16:00 L303 

15 国語教育講座 楢原義顕 卒論発表会 2/21（土）10:00～12:00 書道実習室 

16 社会科教育 兒玉/吉村 公開 2/9（月） 7:00～12:00 Ｌ403 

 

卒業論文展示 

No. コース・講座・研究室等 担当教員 

1 英語教育 アダチ徹子 

2 家政教育講座 住居学研究室 米村敦子 

3 国語教育講座・中村佳文研究室 中村佳文 

4 保健体育講座 保健体育講座全教員 

5 技術教育講座木材加工研究室 藤元嘉安 

6 哲学講座 柏葉 武秀 
 

（出典：教育文化学部内資料） 

 

平成 26 年度に教員の評価の方法として、GPC を使ってチェックする仕組みを検討し、平

均点の高い科目や成績の標準偏差の低い科目については、どうしてそのような評価になっ

たのかを担当教員に説明を求める申し合わせ（資料Ⅱ-Ⅰ-1-8）を作成した。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-8 GPC を活用した教育活動の点検 

（出典：平成 26 年度教授会資料） 

 

 

自主的な学習を促す取組として、平成 25 年度より、１～３年生の GPA 成績優秀者や大会

などで受賞するなど顕著な活躍をした学生に対して「木犀賞」を、最終学年の最優秀者に対

して「木犀大賞」を授与している。（資料Ⅱ-Ⅰ-1-9） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-9 教育文化学部における「木犀大賞」及び「木犀賞」に関する申合せ 

（出典：宮崎大学教育文化学部における「木犀大賞」及び「木犀賞」に関する申合せ） 

 

また、 平成 26年度からの新たな取組として、「附属学校園を活用した FD活動」を実施し

た。附属小学校・中学校において、「総合的な学習の時間」おける大学教員の助言指導（12

回の授業）と大学教員による「土曜講座」（６講座）を実施した。その実施内容を「附属学

校園を活用した実施報告書」（資料Ⅱ-Ⅰ-1-10）にまとめるとともに、学部 FD フォーラムに

おいても発表し、学部教員に広く伝達している。このことによって、学校現場で指導経験の

ある大学教員を増やす仕組みを構築した。また、担当した教員だけでなく多くの教員が、小・

中学校の現状を把握し、大学の授業にも反映させていくことが期待される。この取組は平成

27 年度も継続して実施した。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-10 附属学校園を活用した FD活動 

1)「附属学校園を活用した FD 活動」の実施状況 

 教育文化学部附属学校園において、本年度から新たに行われた、「総合的な学習の時間」における大

学教員の助言指導、および、大学教員が担当する「土曜講座」について、本 FD 委員会では、「附属学

校園を活用した FD 活動」としても捉え、積極的に活動参加するとともに、「土曜講座」のほとんどを

参観させていただいた。その実施内容については本委員会で報告書書式を設定し、実施教員に活動報

告書としてまとめていただいた。なお、本活動は学部 FD フォーラムの主テーマとしても取り上げさ

せていただいた。   

＜総合的な学習の時間＞ 

月 日 学 年 計 画 

 5/13（火） テーマ設定  

 5/20（火） 講 話   

 5/27（火） テーマ見直し▼研究作業① 1:40-2:45、2:55-4:00  

 6/2（月） 研究作業② 2:00-3:10、3:20-4:30  

 6/10（火） 研究作業③ 2:00-3:10、3:20-4:30  

 6/17（火） 研究作業④ 1:40-2:45、2:55-4:00  

 6/24（火） 研究作業⑤ 2:00-3:10、3:20-4:30  

 7/15（火） 研究作業⑥ 未定 

 9/9（火） 研究作業⑦ 未定 

 9/16（火） 研究作業⑧▼発表原稿完成▼（発表リハーサル含む） 

 9/30（火） 発表会   

10/7（火） パンフレット完成全体の振り返り   

 

＜土曜講座＞ 

講 座 名 講 師 名 対象学年（定

員） 

受 講 日・会 場 

「算数エンタ－楽しい算数の 

エンターテイメント！－」 

教育学研究科 木

根 主税、教育文化

学部 北 直泰、 添

田 佳伸、藤井 良

宜 

小学生全学年  

（50 名） 

10月25日（土）  

10時～11時30分  

附属小学校体育館   

「物語をお兄さん・お姉さん

と読み合おう」  

 

教育学研究科 

竹内 元  

小学3、4年  

（6～16名） 

1月24日（土）  

10時～11時50分  

附属小学校実習生

講義室 

「教室で哲学してみる」 教育文化学部 

柏葉 武秀  

中学１年 

（30～40名） 

9月27日（土）  

10時～10時50分  
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附属中学校 技術室 

「数学の世界をのぞこう！」  

 

教育文化学部 

谷本 洋  

中学生全学年  

（30 名） 

10月25日（土）  

10時～10時50分  

附属中学校 技術室 

「漢字誕生のメカニズム」  

 

教育文化学部 

山元 宣宏  

中学2年  

（30 名） 

11月8日（土）  

10時～10時50分  

附属中学校 技術室 

みやざき未来発電所 

「みぢかな材料で電池をつく

ろう」 

教育文化学部 

中林 健一  

中学1、2年  

（20 名） 

1月24日（土）  

10時～10時50分  

附属中学校 技術室 
 

（出典：2014 年度教育文化学部 FD報告書から抜粋） 

 

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

上記Ⅰの本学のミッションや[想定する関係者とその期待]等を踏まえた上で、新たな教

育実施体制を構築する取組が優れており、期待される水準を上回ると判断される。 
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観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

① 体系的な教育課程の編成状況 

本学部では教育課程を体系的に整理するため、平成 25年度にカリキュラムマトリックス

やカリキュラムフローチャートを作成した。平成 26 年度は、共通教育を基礎教育として再

編成したことに伴い、カリキュラムマトリックス（資料Ⅱ-Ⅰ-2-1）やカリキュラムフロー

チャート（資料Ⅱ-Ⅰ-2-2）の見直しを行った。また、平成 28 年度からスタートする教育学

部のカリキュラムの見直しを実施しており、その際にもカリキュラムマトリックスやフロ

ーチャートを利用している。このように、明確なカリキュラムポリシーに基づき、教育課程

の編成を行っているとともに、実際のカリキュラムの整合性を検討することができる仕組

みが整備されている。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-1 カリキュラムマトリックス 

 

（出典：教育文化学部カリキュラムマトリックスから抜粋） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-2 カリキュラムフローチャート 

（出典：教育文化学部カリキュラムフローチャートから抜粋） 

 

さらに、学校教育課程においては、ステージ論をもとに各ステージ毎に履修カルテを作成

し（資料Ⅱ-Ⅰ-2-3）、４年次においては、「教職実践演習」の授業内でこの履修カルテを使

用して、これまでの学習履歴を振り返り、教員として求められる事項について、成果ととも

に、不足している知識や技能を自己で把握し、自己の課題を発見する等の仕組みを構築して

いる。(資料Ⅱ-Ⅰ-2-4)また、人間社会課程においては、言語文化コース・社会システムコ

ースの課程共通必修科目として、「欧米思想」「国際関係論」「実践的地域マネジメント論」

を設け、近・現代社会の哲学・思想に対する認識と 21世紀の国際社会を理解・認識する能

力及び地域社会の実態を認識し、社会的課題の解決方法を思考し、実践できるマネジメント

能力の基本的能力を育成した上で、各コースの専門性を深める授業構成としている。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-3  履修カルテ作成要領（学生用） 

（出典：履修カルテ作成要領（学生用）から抜粋） 



    宮崎大学教育文化学部 分析項目Ⅰ 

－1-17－ 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-4 教職実践演習シラバス 

（出典：教職実践演習（幼小中高）シラバス） 

 

② 学生のニーズ及び社会のニーズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫 

本学部では、平成 25 年に外部評価を実施した。その評価の中で、学校教育課程の教育課

程において、理科の充実、特別支援教育に関する科目の充実、英語教育の強化などが指摘さ

れた。平成 28年度に名称変更する教育学部での新しい教育課程を検討する際に、これらの

指摘事項を組み入れた。（資料Ⅱ-Ⅰ-2-5） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-5 新教育学部の具体的なカリキュラムの例 

 

【具体的なカリキュラム】 

(1) 学校教育課程全員に小学校免許状の取得を義務づけるが、さらに、小学校英語の

充実に対応するため、以下の授業科目を新設必修科目として設定する。 

○小学校英語（教科専門科目 2単位） 新設科目として開講する。 

○初等英語教育研究Ⅰ、Ⅱ（教職専門科目各 2単位） 

現在、「小学校外国語活動」として半期 2単位を選択として開講しているが、これ

を必修化して開講する。 

(2) 特別支援教育の充実に対応するため、以下の授業科目を新設科目として設定する。 

○特別支援教育入門（基礎教育専門基礎科目 2単位） 

○通常の学級における特別支援教育（教科または教職専門科目 2単位） 

現在半期 2 単位の必修科目として設定しているが、これに加え選択科目を新たに

開講する。 

(3) 教職に対する意識の向上、継続した取り組みを支援するため、以下の授業科目を

新設または内容の充実を図る。 

○教職キャリア教育（基礎教育専門基礎科目 2単位） 新設科目として開講する。 

○教職入門（基礎教育専門基礎科目 2単位） 

現在行われている授業の中に、キャリア教育の視点を加え、内容の充実を図る。 

(4) 理科教育の充実のため、小学校理科の教科専門に加え、以下の授業科目も全員必

修の科目として設定する。 

○初等理科実験（教科専門科目 1単位） 

(5) 教育的協働能力を身に付けさせるために、特に以下の授業科目において内容。方

法等の充実を図る。 

○教職入門（基礎教育専門基礎科目 2単位） 

現在行われている授業の中に、保護者対応、同僚・組織との連携の視点を加え、内

容の充実を図る。 

○各教科教育基礎演習及び各教科教育実践研究 (教職専門科目各 1単位) 

グループワーク等を取り入れることにより、仲間との協働実践を行う。 

○教育実習Ⅳ(教職専門科目 2単位) 

学級通信、家庭との連絡ノート等具体的な保護者とのやりとり等に関する指導を

実習内容に盛り込む。 

(6) 小学校、中学校の両方で教育実習を行うため、以下の授業科目を設定する。 

○教育実習Ⅲ（教職専門科目 1単位） 

現在行われている「異学校種体験学習」を単位化する。小中一貫教育コースでは、

主免校種以外の校種を選択する。 

≪コースごとの特徴的なカリキュラム≫ 

① 小中一貫教育コース 

○小中一貫教育の理論と実践（教職専門科目 2単位） 

② 教職実践基礎コース 

○学校・学級経営論、教育課程・学習開発論（教職大学院に接続する授業科目） 

③ 発達支援教育コース 

○子どもの発達と教育支援（発達支援教育コース科目） 

 

（出典：教育文化学部内資料） 

 

また、学生のニーズを把握するために、毎学期「学生による授業評価」を実施し、その結

果を毎年 FD フォーラムの中で報告している。この授業評価は、教員自身が学生のニーズを

把握するだけでなく、学部として学生のニーズを把握するうえで非常に重要な取組であり、

学部 FD フォーラムにおいて、「学生による授業評価」の平成 25 年度前期・後期、平成 26 年
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度前期の３期に亘る調査結果、各期の特徴や推移等の分析結果（資料Ⅱ-Ⅰ-2-6）の報告が

行われ、それに対する質疑応答を行った。（資料Ⅱ-Ⅰ-1-6、1-8 頁） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-6「学生による授業評価」の結果の分析 

4)平成 26年度前期・後期の結果と平成 25 年度年度前期・後期の結果との比較検討 

平成 26 年度前後期の結果を平成 25 年度前後期の結果と比較検討を行うと、各項目に

ついての①回答比率および②平均点は、以下のグラフと表のようにまとめられる（14 頁

～18頁）。 

各評価項目の回答比率について、平成 26 年度結果と平成 25 年度結果に大きな差はみ

られないが、全般的に 26年度前期に「あてはまる」の回答が高く、26 年度後期に低い。

25 年度前後期はその中間の比率である。一方、未解答は 26 年度後期では 3.6～4.4％と

低く、次いで 26年後期 6.9～7.3％、25 年度は後期 8.6～9.4％、前期 11.2～12.5％と高

く、差が大きい。4 期における平均点は全項目について 1.52～1.94 の範囲にあり、その

差は小さい。 

項目別の 4期の差も小さく、回答比率・平均点ともに『担当教員の授業態度は、教えるこ

とに意欲的で、かつ、信頼できるものであった。』の項目が最も高評価で、一方、『担当教

員は、授業の進め方・内容について、受講生の意見や要望を聞こうとした。』の項目が低

い。 
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（出典：2014 年度教育文化学部 FD報告書から抜粋） 

 

③ 養成人材像に応じた教育方法や自主的学習を促す教育指導方法の工夫 

全学的に、平成 26年度からアクティブ・ラーニングを取り入れた授業の工夫を行ってい

る。教育文化学部の教員の多くが、基礎教育科目の中でアクティブ・ラーニングを実験的に

実践しており、一部の専門科目の教育でもそれらを生かした実践がなされている。また、学

校教育課程においては、教員採用試験に向けて学生の支援の一つとして、希望者を対象に、

毎年教職パワーアップ合宿（資料Ⅱ-Ⅰ-2-7）を１泊２日で実施し、学習目標の明確化やグ

ループによる学習方法などの学習の進め方に関するガイダンスを実施している。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-7 教職パワーアップ合宿について 

（出典：教職パワーアップ合宿概要） 

 

④ 国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫 

平成 28 年度以降のカリキュラムについては、「小学校英語」、「初等英語教育研究Ⅰ」、「初

等英語教育研究Ⅱ」を必修化することとした。（資料Ⅱ-Ⅰ-2-5、1-18 頁）特に学校教育課

程の中学校教育コース英語専攻や人間社会課程言語文化コースでは積極的に留学を勧め、

実際に留学している学生も多い。特に、交流協定校については、留学相談会を開き、留学経

験者の体験談の報告や協定校からの留学生の母校紹介を実施している（資料Ⅱ-Ⅰ-2-8）。ま

た、学部教員や学部同窓会が主体となった国際交流後援会を通して、協定校への派遣留学生

へ渡航一時金を出して支援している。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-8 留学相談会について 

（出典：留学相談会ポスター） 

 

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

上記Ⅰ－２の本学のミッションや[想定する関係者とその期待]等を踏まえた上で、新た

な教育内容を構築するための取組が優れており、期待される水準を上回ると判断される。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

（観点に係る状況） 

① 履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

学生の履修状況は例年と比べて大きな変化はない。平成 27年度、学士課程における学習

を良好に修了して学士を得た者の割合、すなわち卒業率は、学校教育課程が 88.6％、人間

社会課程が 87.1％であった。逆に、卒業しなかった（できなかった）者が、前者が 11.4％、

後者は 12.8％あった。この留年者（休学者を含む）には海外留学に行ったために４年間で

卒業できなかった熱心で意欲的な学生（４名）が含まれている。（資料Ⅱ-Ⅱ-1-1）また、卒

業生の GPA 平均値は、2.5 を越えている。（資料Ⅱ-Ⅱ-1-2） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-1 過去４年間の卒業・就職状況一覧 

 

（出典：教育文化学部内資料） 

卒業年次在籍者数 卒業者数 卒業率 就職希望者数 就職者数 就職率

平成24年度 266 230 86.5% 193 175 90.7%

平成25年度 267 226 84.6% 178 169 94.9%

平成26年度 271 231 85.2% 189 179 94.7%

平成27年度 276 243 88.0% 196 190 96.9%

平成24年度 163 142 87.1% 116 105 90.5%

平成25年度 176 157 89.2% 119 117 98.3%

平成26年度 172 152 88.4% 120 114 95.0%

平成27年度 175 155 88.6% 122 119 97.5%

平成24年度 96 82 85.4% 72 66 91.7%

平成25年度 90 68 75.6% 58 51 87.9%

平成26年度 99 79 79.8% 69 65 94.2%

平成27年度 101 88 87.1% 74 71 95.9%

地域文化課程 平成24年度 1 1 100.0% 1 1 100.0%

生活文化課程 平成24年度 2 2 100.0% 2 2 100.0%

平成24年度 4 3 75.0% 2 1 50.0%

平成25年度 1 1 100.0% 1 1 100.0%

教育文化学部

学校教育課程

人間社会課程

社会システム課程

過去4年間卒業・就職状況一覧

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

98.0%

100.0%

教育文化学部 学校教育課程 人間社会課程

過去4年間就職内定率推移

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-2 卒業生のＧＰＡ平均値 

 平成 25 年度 平成 26 年度 

学校教育課程 ２．５１ ２．７１ 

人間社会課程 ２．６０ ２．５４ 

※平成 25 年度は、平成 22 年度入学者、平成 26 年度は平成 23 年度入学者のうち卒業した者 

（出典：教育文化学部内資料） 

 

② 資格取得等から判断される学習成果の状況 

学校教育課程では、教員免許取得を目指して学習に取り組んでいる。平成 26 年度の同課

程卒業生は 152 名であるが、複数の免許取得があるために、幼稚園免許 41件、小学校免許

124 件、中学校免許 114 件、高等学校免許 66 件、特別支援学校免許 20件、延べ 365 件の１

種免・２種免を含む免許取得という成果を得た。（資料Ⅱ-Ⅱ-1-3）これは、初等教育コース

卒業生の中学校免許を併有率が 69.1%、中学校教育コース卒業生の小学校免許の併有率が

49.0％であり、現職教員の全国平均を大きく上回るものである。（資料Ⅱ-Ⅱ-1-4） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-3 教員免許取得状況 

（出典：教育文化学部内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-4 各学校種ごとの免許状を保有する教諭の割合 

（出典：教育文化学部内資料） 

 

③ 学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケート等の調査結果とその分析結果 

卒業時に「教育の成果や効果に関するアンケート」を実施している。（資料Ⅱ-Ⅱ-1-5）前

カリキュラムを履修した平成 22 年度卒業生と現行カリキュラムを履修した平成 24 年度卒

業生を比較すると、「専門科目で身についた能力（平成 22 年度は「身についた能力）」」のう

ち、「満足している」「とても満足している」と回答した割合は、平成 22年度卒業生が概ね

60～70%、平成 24 年度が概ね 80%と大きく向上した。また、「カリキュラムや施設の満足度」

のうち「満足している」「とても満足している」と回答した割合は、平成 22 年度卒業生が

課程名 １種 ２種 小計 １種 ２種 小計 １種 ２種 小計 １種 小計 １種 ２種 小計 １種 ２種

81 23 2 25 81 0 81 54 2 56 8 8 0 4 4 166 8 174

55 1 3 4 12 15 27 58 0 58 58 58 0 0 0 129 18 147

16 12 0 12 16 0 16 0 0 0 0 0 16 0 16 44 0 44

152 36 5 41 109 15 124 112 2 114 66 66 16 4 20 339 26 365

高等学校 特別支援学校 合計
合計

学校教育

課程

初等教育コース

中学校教育コース

特別支援教育コース

取得教員免許種 卒業

者数

幼稚園 小学校 中学校

計
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76%、平成 24 年度が 82.6%と大きく向上しており、平成 22 年度の改組により改善が図られ

たことが確認された。 

また、全学的に「学習カルテⅠ・Ⅱ」をそれぞれ、２年次と４年次に実施している。（資

料Ⅱ-Ⅱ-1-6）特に４年次生を対象に行われた「学習カルテ」において「そう思う」「ある程

度そう思う」と回答した割合は、専門教育については「授業はわかりやすかった」で 95.8%、

「授業をとおして総合的な判断力が身についた」で 90.1%、「授業をとおして専門分野の知

識を応用できる能力が身についた」で 92.7%など、ほぼすべての項目で 80%を越える結果で

あった。このことからも、学生からの高い満足度が確認できた。 

また、学校教育課程においては、上記の観点Ⅱ-1-2 の①にあるとおり、履修カルテや教

職実践演習を通じて、学業の達成度を確認している。 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-5 教育の成果や効果に関するアンケート 

○平成 24年度調査 
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○平成 22年度調査 

 

 

平成 22 年度と平成 24 年度の比較 「カリキュラムや施設の満足度」 

（出典：卒業生・修了生アンケートの結果から作成） 

 

全く満足
していない

あまり満足
していない

どちらとも
いえない

満足している
とても満足
している

平成22年度 1.0% 5.2% 17.7% 62.5% 13.5%

平成24年度 1.0% 4.0% 12.1% 58.6% 24.2%
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-6  資料（学外）学習カルテⅡ2013 学部別集計： 

http://www.miyazaki-u.ac.jp/cess/research/doc/carte3_2013.pdf 

（出典：宮崎大学教育・学生支援センターウェブサイト） 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

特に学校教育課程の卒業生は、一人あたり 2.4 個の教員免許を取得し、十分な学業の成果

を挙げているなど、期待される水準にあると判断される。 

 

  

 

観点 進路・就職の状況 

（観点に係る状況） 

① 進路・就職状況、その他の状況から判断される在学中の学業の成果の状況 

平成 27 年度の学士課程の卒業者 243 名（学校教育課程 155 名、人間社会課程 88名）のう

ち、大学院進学等の理由で就職を希望していないものを除いた 196 名（学校教育課程 122

名、人間社会課程 74名）の就職率は 96.9％（学校教育課程 97.5％、人間社会課程 95.9％）

であり、前年度同様に良好であった。（資料Ⅱ-Ⅱ-1-1、1-23 頁） 

また、教員採用試験最終合格者数については、平成 25 年度は 24 名（合格率 18.4％）か

ら平成 26 年度は 44 名（合格率 30.5%）と大幅に増加した。平成 27 年度は 34 名（合格率

26.3％）と前年度よりは減少したが、平成 25年度以前と比べても増加傾向にあるといえる。

（資料Ⅱ-Ⅱ-2-1） 

  



    宮崎大学教育文化学部 分析項目Ⅱ 

－1-29－ 

資料Ⅱ-Ⅱ-2-1 過去４年間公立学校教員採用試験合格状況 

 

（出典：教育文化学部内資料） 

 

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

教員採用試験最終合格者数が大きく向上しており、期待される水準を上回ると判断され

る。 

受験者数 一次合格者数 最終合格者数

平成24年度 116 46 20

平成25年度 130 64 24

平成26年度 144 83 44

平成27年度 129 78 34

※数値は延べ数で記載しています

過去4年間公立学校教員採用試験合格状況

学部

0
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40
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
  

（１）教育活動の状況 

① 入学者選抜について 

第２期中期計画期間の当初から、推薦入試の見直し、一般入試の配点変更等、常に入学

者選抜方法の見直し（資料Ⅲ-1）を行ってきた。 

特に、平成 28年度から新たにスタートする教育学部の入学者選抜については、従来型

の推薦入試と一般入試にとどまらず、様々な入試方法を取り入れたほか、募集単位も大括

り化し、さらに入学後に本人の選択により専修を決定するコースを設定するなど、極めて

大きな質の向上を実現した。（資料Ⅲ-2） 

例として、 

○ミッションの再定義等を踏まえ、宮崎県の小学校の教員となることを希望している

者を対象とした推薦入試「宮崎県教員希望枠」を導入することとした。 

○併せて、その選抜は、宮崎県教育委員会の協力を得て実施することとした。 

（資料Ⅲ-3） 

  ○新たに AO 入試を導入し、教員への強い意欲と様々な技能を有する者を選抜の対象と

することとした。（資料Ⅲ-4） 

  ○推薦入試（専門学校枠）を平成 29 年度より拡充し、技術だけではなく、他の教科に

ついても、様々な学習履歴を持つ者を選抜の対象とすることとした。（資料Ⅲ-5） 

 

資料Ⅲ-1 入学者選抜方法の変更した例（抜粋） 

いずれの変更も、高等学校からの要望等に鑑み、過去の入試成績及び入学後の成績等の分

析、検討した結果、変更が適切であるとの結論を得たため。 

○平成 25年度からの変更点 

学校教育課程中学校教育コース技術専攻の推薦入試（センター入試を課さない）の出願

要件について、次のとおり変更した。 

学習成績全体の評定平均値が「4.3 以上」を「4．0以上」に変更した。 

○平成 26年度からの変更点 

学校教育課程中学校教育コース技術専攻の推薦入試（センター入試を課さない）の出願

要件について、次のとおり変更した。 

「高等学校の工業に関する学科・課程（総合学科を含む）を卒業又は卒業見込みの者」

を「高等学校の農業、工業に関する学科・課程（総合学科を含む）を卒業又は卒業見込み

の者」に変更した。 

○平成 27年度からの変更点 

一般入試の配点のうち、一部のコースでセンター試験と個別学力検査の配点比率を見直

した。 

また、高等学校からの推薦人員について下記のとおり変更した。 

        （現行）       （変更後） 

 初等教育コース     2 人以内   →   3 人以内 

  中学校教育コース 

保健体育専攻     1 人以内   →   2 人以内 

技術専攻       2 人以内   →   制限を設けない 

 さらに、中学校教育コース保健体育専攻については、「学習成績全体の評定平均値が

4．3 以上」を「学習成績の概評が B 段階以上、ただし保健体育（教科）の評定平均値

が 4．3以上」に変更した。 

 

○平成 28年度からの変更点（名称変更に伴う移行を除く） 

→新学部小中一貫教育コース小学校主免専攻で実施 
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学校教育課程初等教育コースの推薦入試（センター入試を課す）の出願要件について、

次のとおり変更した。 

学習成績全体の評定平均値が 4.3 以上を 4.0 に変更した。 

 

（出典：教育文化学部内資料） 

  

資料Ⅲ-2 入学者選抜要項 

教育学部学校教育課程小中一貫コースでは、入学後、一つの教科を専修とします。決定方

法は次のとおりです。 

小学校主免専攻：本人の希望を考慮した上で、入学後に決定します。 

中学校主免専攻： 

前期日程文系入試、数学入試及び理科入試で入学した場合、本人の希望に基づき入学

後に決定します。 

前期日程技術・家庭系で入学した場合、技術又は家庭から、本人の希望に基づき入学

後に決定します。 

前期日程音楽系、AO 入試及び推薦入試で入学した場合、出願時に選択した教科が専

修となります。 

小中一貫教育コースで専修とすることのできる教科は、国語、社会、数学、理科、音楽、

美術、保健体育、技術、家庭及び英語です。 

 

（出典：入学者選抜要項から抜粋） 

 

資料Ⅲ-3 推薦入試募集要項 

 

学校教育課程教職実践基礎コース（宮崎県教員希望枠） 

○出願要件： 

 ・小学校教育に対する熱意を有し、教員としての適性があり、学習成績概評が A段階に

属し、卒業後は、本学大学院教育学研究科に進学することを志望し、宮崎県の小学校の

教員となることを希望している者 

・推薦人員は、各高等学校から 2人以内とします。 

 

○選抜方法 

大学入試センター試験及び個別学力検査を免除し、面接、小論文及び出願書類（出身高等

学校長からの推薦書、調査書及び本人自筆の志望理由書）の結果を総合して選抜します。

なお、アドミッション･ポリシー等に則した選抜を実施するため、選抜は、宮崎県教育委

員会の協力を得て実施します。 

○選考方法 

ア． 小論文････当日提示する課題について論述し、解答時間は 90 分とします。 

イ． 面接････複数の教員で行い、口述試験を含み、専攻に関わる基礎能力及び適性等を

みます。 

なお、個人面接（1人 10分から 15分程度）のほかに集団面接を実施します。 

 

（出典：推薦入試募集要項から抜粋） 
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資料Ⅲ-4 AO 入試募集要項 

（出典：AO 入試募集要項から抜粋） 

 

資料Ⅲ-5  宮崎大学教育学部（平成 29年度）入学者選抜における主な変更点（予告）抜粋 

【推薦入試について】 

１．募集人員の変更 

 小中一貫教育コース中学校主免専攻  専門学科枠（センター試験を課さない） 

    （平成２８年度）                       （平成 29 年度） 

 技術  ２人         →        ※技術          2 人  

                                             ※技術以外の教科         1 人 

（出典：宮崎大学教育学部（平成 29 年度）入学者選抜における主な変更点（予告）から抜粋） 
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以上のとおり、入学者選抜方法について改善を行うだけでなく、宮崎県との連携を実現

しているため、「大きく改善、向上している」と判断される。 

 

② 教育内容 

     資料Ⅱ-Ⅰ-2-5（1-18 頁）に示すとおり、様々な要請、要望に応える形での新たなカリ

キュラムを構築した。特に、小中一貫教育に対応し、単にそれぞれの免許を取得するだけ

で無く、「小中一貫教育の理論と実践」といった科目の履修、さらには、小学校、中学校

の両方での教育実習など、これからの初等中等教育を見据えた教育内容を構築した。 

  また、教職実践基礎コースでは、「学校・学級経営論」、「教育課程・学習開発論」など、

教職大学院に接続する科目を履修するなど、学部大学院一貫教育を見据えた教育内容を

構築した。 

  以上のとおり、教育内容の改善だけでなく、学部大学院一貫教育への先進的な取組を開

始しており、「大きく改善、向上している」と判断される。 

 

（２）教育成果の状況 

① 教員採用試験状況の改善 

 資料Ⅱ-Ⅱ-2-1（1-29 頁）のとおり、教員採用試験状況は大きく改善している。従来か

らの取組に加え、同窓会等と連携した教員採用試験２次対策講座、外部の資格試験学校を

活用した教員採用試験１次対策等の各種の取組（資料Ⅲ-6、資料Ⅲ-7）を充実した。 

 また、新教育学部においては、１年次前期に「教職入門」を配置、「教職キャリア教育」

（資料Ⅱ-Ⅰ-2-5、1-18 頁）を新設するなど、キャリア支援に関するカリキュラムの充実

も図る。 
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資料Ⅲ-6 平成 27年度ガイダンス等の日程 

（出典：教育文化学部就職の手引きから抜粋） 
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資料Ⅲ-7  教員採用試験１次対策（資格試験学校利用）と２次対策（同会との連携） 

（出典：平成 27 年度教員採用試験対策講座ポスター・２次対策ポスター） 

 

以上のとおり、教員採用試験状況の大きな改善、カリキュラムの充実とカリキュラム外

の取組の整備により、教員就職への充実した支援体制が確立したことから、「大きく改

善、向上している」と判断される。 
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Ⅰ 教育学研究科の教育目的と特徴 
 
教育学研究科は、教職実践開発専攻（専門職学位課程[教職大学院]）及び学校教育支援

専攻（修士課程）を置き、学部における専門教育又は教職経験の基礎の上に、確かな教育

観と幅広い視野を持ち、高度の専門知識、研究力及び実践力を備えて、学校教育をはじめ

教育の諸分野において教育研究の中核となり、併せて地域文化の向上に寄与しうる人材の

養成を目的としている。 

（宮崎大学教育学研究科ウェブサイト：

http://top.univ-info.niad.ac.jp/faculty/outline/0532/1S01/02/） 
 

１．修士課程の教育目的 

学校教育支援専攻には、資料Ⅰ-1のとおり２つの専修を設置しており、教育臨床心理

学、特別支援教育、日本語支援教育学の各分野についての理論的研究を深め、各分野の

研究能力と実践力を備えて、学校教育をはじめとする教育の諸分野において指導性を発

揮し、併せて地域文化の発展に寄与する人材を養成することを教育目的としている。 

 

資料Ⅰ-1 学校教育支援専攻の専修・分野 

専 攻 専 修・領 域 分  野 

学校教育 

支援専攻 

（修士課程） 

定員：8人 

教育臨床心理 

・教育臨床心理学 

・特別支援教育 

臨床心理学、教育心理学、発達心理学、 

特別支援教育 

日本語支援教育 
言語教育、言語文化、言語心理、国際文化、

文化共生 

（出典：宮崎大学大学院教育学研究科学生募集要項から抜粋） 

 

２．組織の特徴や特色 

学校教育支援専攻（修士課程）は、教育臨床心理専修と日本語支援教育専修の２専修

を設置している。 

教育臨床心理専修は、学校のみならず家庭や社会の中で問題行動を示す幼児・児童・

生徒や障害のある幼児・児童・生徒について、臨床心理学的な観点や教育心理学、生理

学的観点等から分析し、理解を深めるとともに、すべての幼児・児童・生徒の「心の教

育」、「心の健康」の向上をめざして、専門的知見に裏づけられた対応能力を身につけた

メンタルヘルスや特別支援教育のスペシャリスト、特別支援教育の複合的視点をもった

教員を養成している。 

日本語支援教育専修は、外国人児童生徒や海外からの帰国児童生徒に対し、適切な指

導助言を含む日本語教育の支援を行う能力を養うとともに、地域社会の外国人の支援や

国際理解教育及び国際交流を推進する能力を持つ日本語支援教育の専門家を養成してい

る。 

 

３．入学者の状況 

学校教育支援専攻の定員は８名であり、一般的な「一般の選抜方法」のほか、「外国人

留学生選抜方法」「現職教員等の選抜方法」の計３種類の選抜方法を設け、さらに筆記試

験代替措置を講じることにより様々な学習歴を持つ多様な学生を受け入れている。入学

者の状況は、資料Ⅰ-2 のとおりである。過去６年間の定員充足率は、平均 107.3％であ

り、適性である。 
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資料Ⅰ-2 学校教育支援専攻の定員充足率 

 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平 均 

定員 １０ １０ １０ １０ ８ ８ 9 

志願者数 １８ ２２ １４ １２ １１ ９ 14.33 

合格者数 １２ １３ １１ １１ １０ ７ 10.67 

入学者数 １０ １１ １１ １１ ８ ７ 9.66 

充足率（％） 100.0 110.0 110.0 110.0 100.0 87.5 107.33 

入学者数の

内現職教員

学生） 

１（０） ３（２） ４（２） ０（０） ２(1) 

他 1 名 

大学院修学休業

制度 

１(０) 

他 1名 

大学院修学休業

制度 

1.83

（0.83） 

※ ()内は内数で宮崎県教育委員会からの派遣者数 

（出典：教育学研究科内資料） 

 

[地域及び関係者の期待] 

  学校教育支援専攻では、以下の１）～６）のとおり関係者からの期待に対し努力し

ている。 

１）進学を希望する学部学生や現職教員等、外国人留学生： 

公平な選抜方法や多様な入試区分があること。特色ある教育内容が充実している

こと。 

２）在学生： 

取得した学位や研究成果を生かせる満足度の高い職場への就職ができること。 

３）保護者： 

質の高い教育・研究環境が提供され、本人の能力・希望に沿った就職先が担保さ

れること。 

４）雇用者： 

問題解決能力及び社会に対する責任を十分身に付けた、高度な専門性を有する人

材を育成すること。 

５）地域（宮崎県）： 

◯特別支援教育の推進、児童生徒指導対応、小１プロブレムや中１ギャップ、メン

タルヘルス不調への心理的援助等の様々な教育的課題に関する課題解決に向けて、

教員や各専修の持つ専門性を生かして、幼稚園、小中高等学校、特別支援学校と

連携すること。 

◯外国人児童生徒及び海外からの帰国児童生徒に対する適切な指導助言や教育・研

究、さらには学校教育における国際理解教育の推進に関して、小中高等学校や各

種学校と連携すること。 

 ６）国外： 

海外で日本語教育を行う中高等学校及び大学への助言や支援、さらにはそうした

職場での就職を目指す留学生の受け入れ、日本語教師として活躍できる人材を育成

すること。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 

（観点に係る状況） 

学校教育支援専攻の教育研究目標を達成するため、平成 26 年度に学校教育に一層の重点

を置く教育・研究体制へと改組・整備した（資料Ⅱ-Ⅰ-1-1）。本計画は、教育文化学部の

教員養成に特化する方針を背景としたものである。各コースには教育・研究上必要な研究

指導教員及び研究指導補助教員を配置し、大学院設置基準を満たしている。また、学部附

属の教育研究施設としての附属教育協働開発センターや附属学校園（幼稚園、小学校、中

学校）とも連携し、教育実施体制をより強固なものとしている。専攻と定員は、資料Ⅱ-Ⅰ

-1-2 に示すとおりであり、教員構成は、資料Ⅱ-Ⅰ-1-3 に示すとおりである。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 学校教育支援専攻の整備の概要 

（出典：宮崎大学大学院 教育学研究科入学定員の改訂計画書から抜粋） 

 

 

 

 
（整備の目的） 

学校教育支援専攻(修士課程）教育臨床心理専修は、平成 16 年 4 月 1 日から指定を受け
た日本臨床心理士資格認定協会の第 2 種指定の継続申請をせず、学校教育に一層の重点を
置く教育・研究体制をとる。本計画は、教員養成に特化する方針をとる教育文化学部の教員
人事計画を受け、第 2 種指定の要件を満たす臨床心理士資格を持つ教員数等の確保断念を
背景としたものである。学校教育現場の実態やニーズに応じる教育課程の充実のため、臨床
心理士養成のために整備していた臨床心理学領域の科目群を学校教育に応じたものに改変
した上で、教育心理学領域に統合し、新たに教育臨床心理学領域を設ける。この統合改組に
より、教育臨床心理専修は、教育臨床心理学領域及び特別支援教育領域で構成されることに
なる。 

教育臨床心理学領域は、これまで臨床心理学領域において培ってきた臨床心理士養成の
ノウハウを生かし、教育心理学、発達心理学の学科目と融合した教育課程とすることで、心
理学に関する高い専門性を有した人材の養成を目指す。また、教育臨床心理学領域と特別支
援教育領域との密な連携を図る教育課程とすることで、心理学と特別支援教育の複合的視
点をもって子どもを支援できる人材の養成を目指す。 

なお、教育臨床心理学領域の授業科目で対応する学校心理士（資格）については、心理学
的要素をもつ教員養成の充実に資するものとして、学校現場や教育委員会に理解を得られ
るよう、あらためて周知していきたい。 
 上記の整備により、学校教育に関する教育の充実は期待されるものの、臨床心理士を目指
している志願者の減数が想定されるため、2 名の入学定員減を行う。 
【平成 25 年度まで】              【平成 26 年度以降】 

 
 
 
 
 
 
 
 

専攻・専修及び募集人員 
専 攻 専 修 分 野 募集人員 

学校教育支援 

教育臨床

心理 
臨床心理学、教育心理学、発達心理学、特別支援教育 

8 人 日本語 

支援教育 言語教育、言語文化、言語心理、国際文化、文化共生 

 

専  修 領  域 
募集人

員 

教 育 臨 床 心 理 

臨 床 心 理 学 

10 人 
教 育 心 理 学 

特 別 支 援 教 育 

日 本 語 支 援 教 育 
 

専  修 領  域 
募集人

員 

教 育 臨 床 心 理 
教育臨床心理学 

8 人 特 別 支 援 教 育 

日 本 語 支 援 教 育 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 学校教育支援専攻における専攻と定員 

平成 27 年 5月 1日現在  

研究科

名 
専攻名 コース名 

修士課程 
１年 2 年 計 

入学定員 収容定員 

教
育
学
研
究
科 

学
校
教
育 

支
援
専
攻 

教育臨床心理専修 

日本語支援教育専修 
８ 16 7 8 15 

（出典：宮崎大学学務規則第 61 条から抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-3 学校教育支援専攻の研究指導教員  

平成 27 年 10 月現在  

専 攻 現 員（人） 

設置基準で必要な研究指導

教員及び研究指導補助教員

（人） 

学
校
教
育
支
援
専
攻 

専修名 

指導教員数 
研究補助教

員数 
指導教員数 

研究補助教

員数 小計 
教授数（内

訳） 

教育臨床心理専修 ３ ３ ４ 
３ ３ 

日本語支援教育専修 ２ ２ ５ 

（出典：教育学研究科内資料） 

 

教育研究活動に関わる事項は、研究科委員会を中心に審議されている。研究科教務委員

会は、定期的、継続的に開催され、専攻・専修の教育活動を支援し、学校教育支援専攻自

己点検・評価委員会は教員の教育活動の点検評価を行っている。中期計画に掲げる教育研

究組織の見直しや点検評価に基づく改善は研究科企画委員会と学校教育支援専攻 FD 委員会

がそれぞれ行っている（資料Ⅱ-Ⅰ-1-4, 5）。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-4 平成 24年度 第一回学校教育支援専攻 FD懇談会議事録（抜粋） 

 

（出典：平成 24 年度 学校教育支援専攻 FD懇談会議事録から抜粋） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-5 平成 24年度「コミュニケーション支援特論」の授業評価 

 

（出典：平成 24 年度学校教育支援専攻 FD 委員会資料） 

 

また、「教育学研究科における教育の質保証の PDCA サイクル」（資料Ⅱ-Ⅰ-1-6）に基づ

き、教育の質保証及び質の向上に努めている。平成 26年度に教員の評価の方法として、GPC

を使ってチェックする仕組みを検討し、平均点の高い科目や成績の標準偏差の低い科目に

ついては、どうしてそのような評価になったのかを担当教員に説明を求める申し合わせ（資

料Ⅱ-Ⅰ-1-7）を作成した。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-6 教育学研究科における教育の質保証の PDCA サイクル 

（出典：教育学研究科内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-7 GPC を活用した教育活動の点検 

（出典：平成 26 年度 教育学研究科委員会資料） 
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（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

上記Ⅰの本学のミッションや[地域及び関係者の期待]等を踏まえた上で、新たな教育実

施体制を構築する取組が優れており、期待される水準を上回っていると判断される。 

 

 

観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

学校教育支援専攻では、資料Ⅱ-Ⅰ-2-1 に示すような体系的な教育課程が編成されている。 

すべての学生は、１年次に専攻共通科目の「コミュニケーション支援特論」を必修とし

て履修することとしている。このことにより、異なる専門領域の学問に触れることで自己

の専門領域の学修に広がりを持たせる教育を行っている（資料Ⅱ-Ⅰ-2-2）。その上で、１、

２年次に開講される専修・領域別に定められた専修選択必修科目・専修自由選択科目を 20

～24 単位履修することとしている。これらの単位を修得することで、各自の専門とする臨

床心理学、教育心理学、特別支援教育、日本語教育学の各分野についての理論的研究を深

め、その研究成果に立って、各分野の理論の確立と研究の方法論並びに実践力を身につけ

ることができる。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-1 学校教育支援専攻の教育課程 

 
教育臨床心理専修 

日本語支援教育専修 
教育臨床心理学 

分野 

特別支援教育 

分野 

共通必修科目 ２ 

専修必修科目 ４  

専修別科目 専修選択

必修科目 
８ １２ １２ 

専修自由

選択科目 
１２ ８ １２ 

課題研究 ６ ６ ６ 

計 ３２ ３２ ３２ 

（出典：教育学研究科学生便覧から抜粋） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-2 「コミュニケーション支援特論」シラバス 

（出典：「コミュニケーション支援特論」シラバス） 
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教育臨床心理専修においては、心理学と特別支援教育の複合的視点から知識や実践力を

身につけることができるように、専修のすべての学生が専修必修科目として「教育臨床心

理特論」と「特別支援教育特論」を履修することとしている。 

日本語支援教育専修においては、多言語・多文化共生という時代的要請に合わせて、専

修独自に、言語教育はもちろん、言語文化、言語心理、国際文化、文化共生の各分野に複

数の受講科目を設置している（資料Ⅱ-Ⅰ-2-3）。また、専修必修科目である日本語支援教

育実習(1)では、国内での活動として、学内の外国人留学生や海外協定校からの日本語研修

生を対象にした日本語教育の教育実習を行うなど、教育課程の編成の工夫も行われている

（資料Ⅱ-Ⅰ-2-4）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-3 日本語支援教育専修カリキュラム 

（出典：教育学研究科学生便覧から抜粋） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-4 日本語支援教育実習（１）シラバス 

 （出典：日本語支援教育実習（１）シラバス） 
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２年次には、指導教員による「課題研究」６単位を履修し、修士論文としてまとめる。

修士論文の研究指導に当たっては、「宮崎大学大学院教育学研究科学位論文審査基準」（資

料Ⅱ-Ⅰ-2-5）を定めるなどして指導体制の強化を図っている。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-5 宮崎大学大学院教育学研究科学位論文審査基準 

（出典：宮崎大学大学院教育学研究科学位論文審査基準） 

 

このような専門科目での学修や研究指導を通して、高度な専門知識や技能を統合し、課

題の解決と新たな価値の創造につなげていく能力や態度を養うことができる。なお、課程

修了要件は、必修科目と選択科目を合わせて、32 単位以上修得することとなっている（資

料Ⅱ-Ⅰ-2-6）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-6 宮崎大学教育学研究科規程（抜粋） 

（出典：宮崎大学教育学研究科規程から抜粋） 

宮崎大学大学院教育学研究科学位論文審査基準 

                                                      平成２５年１０月１６日

制         定

（趣旨） 

第１条 宮崎大学学位規程第７条に規定する学位論文の審査については、この基準による

ものとする。 

（修士論文） 

第２条 修士論文に係る審査（評価）の基準は、その論文が学術的意義、新規性、創造 

性、信頼性及び有用性を有していること。 

（その他） 

第３条 学位論文の審査（評価）にかかる基準は、この基準に定めるもののほか、別に定め

る。 

（課程の修了要件） 

第３３条 課程の修了要件は、本専攻に２年以上在学し、32単位以上を修得し、かつ、必要な研究指

導を受けた上、本専攻の目的に応じ、修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

（学位論文の提出） 

第３５条 本専攻においては、修士の学位論文は、１年以上在学し、所定の単位を修得又は修得見込

みでなければ提出することは出来ない。 

（最終試験） 

第３６条 本専攻においては、最終試験は、大学院に所定の期間在学し、32単位以上を修得又は修得

見込みであり、かつ、必要な研究指導を受けた上、学位論文を提出した者について行う。 

２ 最終試験は、審査した学位論文及びこれに関連ある科目について、筆記又は口述試験によって行う。 

３ 最終試験は、学位論文を審査した教員が行う。ただし、その教員が退職し、又は事故があるときは、

研究科委員会が定めた他の教員が行う。 

４ 最終試験には、学位論文に関連ある科目を担当する教員が加わることがある。 

第３７条 本専攻においては、学位論文の審査には、各専修が定める学位論文審査基準及び修了認定

基準を適用するものとする。 
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以上のような教育課程を体系的に整理するため、平成 25 年度にカリキュラムマトリック

ス（資料Ⅱ-Ⅰ-2-7）やカリキュラムフローチャートを作成し、これにそった履修指導が行

われている。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-7 カリキュラムマトリックス 

 

（出典：教育学研究科カリキュラムマトリックスから抜粋） 

 

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

上記Ⅰの本学のミッションや［地域及び関係者の期待]等を踏まえた上で、新たな教育内

容を構築するための取り組みが優れている。さらに、専攻・専修に応じたカリキュラムが

整備されており、期待される水準を上回っていると判断される。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

（観点に係る状況） 

修了認定は、単位取得状況並びに課題研究及び最終試験の審査結果に基づき研究科委員

会で行っている。身につけた主体的な研究能力及び課題探求能力を学位論文（課題研究）

により判定すると（資料Ⅱ-Ⅱ-1-1）、平均点 84.7～90.5 点と優れた成績を修めている。ま

た、修了率は、平成 27 年度が 57.1%であるが、これは修了年次在籍者数に長期履修学生を

含んでいるためであり、過去３年を見ても標準修業年限を超えて在籍した学生は１名のみ

である。また、就職率については、平成 25 年度と平成 26 年度は 100%であり、平成 27年度

は 75.0％であるが、４名中３名（未内定１名は留学生で、本人の希望により在学中に就職

活動を行わなかった）が就職していることを見ても、非常に高い水準を保っている（資料

Ⅱ-Ⅱ-1-2）。 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-1 学位論文（課題研究）の評価分布 

（出典：教育学研究科内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-2 過去４年間の修了・就職状況一覧 

 

（出典：教育学研究科内資料） 

 

専修免許状取得状況については、平成 27 年度の修了は７名であり、幼稚園専修免許状２

件、小学校専修免許状２件、中学校専修免許状１件、高等学校専修免許状１件、特別支援

学校専修免許状１件の延べ７件の専修免許状取得という成果を得た（資料Ⅱ-Ⅱ-1-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

学位論文（課題研究）の評価分布

修了者 秀 優 良 可 平均点

平成24年度 11 10 1 0 0 90 .5

平成25年度 8 4 4 0 0 86 .5

平成26年度 10 6 3 1 0 86 .5

平成27年度 7 3 3 1 0 84 .7

修了年次在籍者数 修了者数 修了率 就職希望者数 就職者数 就職率

平成24年度 6 5 83.3% 5 4 80.0%

平成25年度 6 6 100.0% 3 3 100.0%

平成26年度 13 9 69.2% 6 6 100.0%

平成27年度 7 4 57.1% 4 3 75.0%

※現職は除く

過去4年間修了・就職状況一覧

修士課程
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-3 修了生の教員免許状取得状況（専修免許状）

 

（出典：教育学研究科内資料） 

 

教育臨床心理専修では、学生の研究能力を高めるために、国内外の学会で研究発表した

り、学術雑誌や紀要等に論文を投稿したりすることを奨励している。その結果、資料Ⅱ-Ⅱ

-1-4 やⅡ-Ⅱ-1-5 に示すような大学院学生と教員の共著による論文・研究発表が数多くな

されている。 

日本語支援教育専修では、日本語支援教育実習(1)と並行して、海外にある協定校の日本

語学科と連携した日本語支援教育実習(2)を開講している。協定校の授業内において日本語

教育実習を実施し、現場での教育能力の向上を目指している。（資料Ⅱ-Ⅱ-1-6） 

また、平成 27年度からは、地域にある小学校からの要請を受けて、前期には大学院学生

2名が授業に入り込み、補助的役割を果たした。後期からは、外国人児童の家庭学習支援の

ために「放課後教室」を開設し、支援を行っている。現在のところ参加者は 3 名である。

（資料Ⅱ-Ⅱ-1-7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

専修 専修 専修 専修 専修

10 1 2 3 3 2 11

8 0 0 1 0 1 2

10 5 7 1 1 0 14

7 2 2 1 1 1 7

35 8 11 6 5 4 27

平成26年度修了生

計

学校教育支援専攻

取得教員免許種

平成27年度修了生

合計

平成25年度修了生

平成24年度修了生

卒業

者数
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-4 教育臨床心理専修における大学院生と教員の共著による論文（平成 23～24

年度） 

 

（出典：教育学研究科内資料） 

  

＊1
特別支援学校における行動問題を示す重度知的障害児への機能的アセスメントに基づく介入
塩見憲司，戸ヶ崎泰子 特殊教育学研究， 50 （1） 55 - 64

2
障害児通園施設における多様な障害種が混在する集団での保育の効果 長曽我部博，田村智
佐枝，大西三紀子，松田美香，江藤志保，浜山 梢，角沙緒里，杉元春菜，立元 真 宮崎大学
教育文化学部紀要教育科学，26，21-38

3
小学校教師のストレス対処とストレス症状 立元真，柿田雅彦，坂邊夕子 宮崎大学教育文化学
部附属教育実践総合センター研究紀要，20，101-109

4
幼稚園教諭自身によるペアレント・トレーニングの実践：どのような母親に効果が見られたのか
福島裕子，立元 真，古川望子，椎葉恵美子，齊田聖美 宮崎大学教育文化学部紀要教育科
学，28，61-72

5
幼稚園教諭自身によるペアレント・トレーニングの実践(2)：どのような子どもに効果が見られたの
か 福島裕子，立元 真，古川望子，齊田聖美，椎葉恵美子 宮崎大学教育文化学部紀要教育
科学，28，73-81

＊6
保育者の養育スキル研修が幼児の行動に及ぼした効果 立元 真，古川望子，福島裕子，永友
絵理 教育系・文系の九州地区国立大学間連携論文集，5（１）

7
集団社会的スキル訓練の長期維持効果：1年フォローアップ 岩永三智子・松原耕平・山下文大・
石川信一・佐藤正二 宮崎大学教育文化学部附属教育実践総合センター研究紀要，19，1-13

＊8
幼児用問題行動尺度（保育者評定版）の改訂 金山元春・金山佐喜子・磯部美良・岡村寿代・佐
藤正二・佐藤容子 学校カウンセリング研究，12，25-32

＊9
幼児用社会的スキル尺度（保育者評定版）の開発 金山元春・中台佐喜子・磯部美良・岡村寿
代・佐藤正二・佐藤容子 カウンセリング研究，44(3)，216-226

12
児童の自尊感情と抑うつに及ぼす集団ＳＳTの効果の検討 萩原真菜,上原香織,佐藤容子 宮
崎大学教育文化学部附属教育実践総合センター研究紀要，20，93-100

＊13
自閉症スペクトラム障害に併存する社交不安障害に対する認知行動療法 石川信一，下津紗
貴，下津咲絵，佐藤容子，井上祐紀 児童青年精神医学とその近接領域，53（1），11-24

＊14
幼児を持つ母親の育児自動思考尺度の開発とストレス反応の関連 岡島純子,佐藤容子,鈴木
伸一 行動療法研究，37（1），1-11

＊は，審査付き論文
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-5 教育臨床心理専修における大学院生と教員の共同研究による学会発表 

（平成 23～24 年度） 

 

（出典：教育学研究科内資料） 

 

 

1
田中利枝，石川信一，佐藤寛，尾形明子，戸ヶ崎泰子，佐藤容子，佐藤正二 2011 児童の集団
SSTによる抑うつ低減の長期的維持効果：３年間フォローアップ 第８回日本うつ病学会総会

2
Shin TATSUMOTO,Misako FURUKAWA, Eri NAGATOMO, Hiroko FUKUSHIMA 2011 The Effects
of Individual Preventive Behavioral Parent Training to mothers referred from Perinatal Medical
Center. Paper presented at the 3rd Asian Cognitive Behavioral Therapy Conference 2011 Seoul

3
Sato, H., Toyama, M., Sakai, M., Sato, M., Okamura, H., & Sato, S 2011 Mental health of
adolescents in the foot-and-mouth disease affected areas of Japan. 3rd Asian Cognitive
Behavior Therapy Conference Catholic University,Seoul,South Korea.

4
Sato, M., Okamura, H., Sakai, M., Sato, H., Toyama, M., & Sato, S 2011 Outbreak of foot-and-
mouth disease and posttraumatic symptoms, depression, and stress response in adolescents.
3rd Asian Cognitive Behavior Therapy Conference Catholic University,SeoulSouth Korea.,

5
Tanaka, R., Ishikawa, S., Sato, H., Ogata, A., Togasaki, Y., Sato, Y., & Sato, S 2011 Long-term
effects of classroom-based SST on preventing of depression in children: A three year follow-
up.  3rd Asian Cognitive Behavior Therapy Conference Catholic University,Seoul,South Korea.

6
立元 真，福島裕子，古川望子，永友絵理 2011 予防的ペアレント・トレーニングプログラムの
実行可能性研究(1)～幼児版予防プログラムの検討～ 日本行動療法学会第37回大会 発表論
集 344-345.

7
田中利枝，佐藤正二 2011 小学6年生における社会的問題解決訓練の維持効果の検討 日本行
動療法学会第37回大会

8
萩原真菜，上原香織，佐藤容子 2011 児童の自尊感情と抑うつに及ぼす集団SSTの効果 日本
行動療法学会第37回大会

9
波戸綾香，尾形明子，石川信一，戸ヶ崎泰子，佐藤正二 2012 児童生徒の抑うつ症状の性差
および発達的変化の検討：小児抑うつ尺度（CDI）を用いて 第９回日本うつ病学会総会

10
田中利枝，加治屋誠朗，佐藤正二 2012 中学校における集団社会的スキル訓練の長期的維
持促進効果 第9回日本うつ病学会

11
立元 真，福島裕子，古川望子 2012 小学生版予防的ペアレント・トレーニングの試み(2) 日本
行動療法学会第38回大会発表論集 124-125.

12
栗本真衣，掘徹也，佐藤容子 2012 うつ病患者の不眠症状に対する認知行動療法-認知的特
徴に焦点を当てたアプローチの効果 日本行動療法学会第38回大会

13
加藤智子，掘徹也，佐藤容子 2012 統合失調症の抑うつが主観的QOLに及ぼす影響の検討
日本行動療法学会第38回大会

14
萩原真菜，外山彩加，佐藤容子 2012 過剰適応者の対人ストレス経験と対人ストレスコーピン
グの関連 日本行動療法学会第38回大会

15
田中利枝，後藤吉道，佐藤正二 2012 児童に対する学級単位の社会的問題解決訓練-長期的
維持と抑うつ低減効果の検討 日本行動療法学会第38回大会

16
萩原真菜，細山田修，佐藤容子 2012 児童に対する自尊感情向上プログラムの効果 日本教
育心理学会第54回総会

17
中野敬，佐藤容子 2012 中学生の学校適応感に及ぼす心理・行動的要因の検討 日本教育心
理学会第54回総会

18
細山田修，萩原真菜，佐藤容子 2012 認知行動理論に基づく学級経営の工夫改善 日本教育
心理学会第54回総会

19
Ishikawa, S., Sato, H., Togasaki, Y., Sato, Y., & Sato, S. 2012  Universal prevention for
depression in school: Implication for anti-stigma action in education. the International Meeting
of WPA Anti-stigma section (6th), Yokohama,JAPAN
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-6 日本語支援教育実習（2） 参加者数 

 

（出典：教育学研究科内資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実習生 実習補助 実習生 実習補助

平成22年度 2
1
（内訳：学部生・1名）

2
5
（内訳：学部生・5名）

平成23年度 2
4
（内訳：学部生・4名）

4
5
（内訳：学部生・5名）

平成24年度 2 0 3
3
（内訳：学部生・3名）

平成25年度 2
4
（内訳：学部生・5名）

3
1
（内訳：学部生・1名）

平成26年度 2
4
（内訳：学部生・4名）

3 0

平成27年度 1
4
（内訳：M1・2名、学部生・2名）

3
1
（内訳：学部生・1名）

韓国（順天大学校） 台湾（東呉大学）
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-7 放課後教室開設のお知らせ・ご案内（抜粋） 

 

 

不開示情報

不開示情報
不開示情報
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（出典：放課後教室開設お知らせ・ご案内から抜粋） 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

本専攻修了生の学力や資質・能力を判定するために、適正な単位認定を行っており、ほ

とんどの学生の修士論文の成績評価も非常に高い。また、各自の目指す教員免許状（専修

免許状）を取得し、修了率も安定している。 

以上のことより、学生は学力や資質・能力を十分身につけており、本専攻の学業成績も

高いことから、期待される水準にあると判断される。 
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観点 進路・就職の状況 

（観点に係る状況） 

本専攻の修了生の進路又は就職状況を資料Ⅱ-Ⅱ-1-2（2-15 頁）に示す。平成 24～26 年

度の就職率は全体として、就職を希望する修了者（学位取得者）の 80～100％と良好であり、

いずれも学校教員、臨床心理学分野、日本語支援教育分野など専門関連分野へ就職してい

る。平成 27年度は 75％であるが、就職未内定者の 1名は留学生で、修士論文を完成させた

後に県外で就職することを希望していたものである。そのため、修了時には就職が未内定

であった。 

 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

就職率は安定して高い水準を維持しており、いずれも学校教員、臨床心理学分野、日本

語支援教育分野など専門関連分野に就職している。 

以上のことから、本専攻の就職状況は、期待される水準にあると判断される。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況  

１．教育臨床心理専修の改組・整備 

教育臨床心理専修は、平成 16年度から日本臨床心理士資格認定協会の第２種指定を

受け、臨床心理士養成に取り組んでいたが、ミッションの再定義や教育文化学部の教

員養成に特化する方針にそって、平成 26年度に教育臨床心理専修を学校教育に一層の

重点を置く教育・研究体制へと改組・整備し、心理学と特別支援教育の複合的視点を

もって幼児・児童・生徒の支援ができる人材の養成を可能とする、教育臨床心理学領

域と特別支援教育領域との密な連携を図る教育課程を編成した。 

 

２．入学者の確保の改善 

上記の「Ⅰ教育学研究科の教育目的と特徴」の入学者の状況及び観点１－１のとお

り、学校教育支援専攻においても、入学者数は安定している。募集人員が少ないため、

平成 26 年度の充足率は、87.5％であるが、欠員は１名であり、過去６年間の充足率も

107.3％と極めて良好な状況である。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

教育臨床心理専修は、平成 25年度入学者までは、臨床心理士を目指す学生を受け入

れてきた。本専修を修了した学生は、修了後１年間の実務経験を経て受験資格を得る

ことができるが、修了生のほとんどが修了１年後に臨床心理士資格認定試験を受験し、

合格している、そして、その資格を生かして心理臨床活動に携わっている。 

また、学会等での研究発表や論文発表が精力的に行われており、学会賞を受賞した

学生もいる。 

以上のとおり、十分な教育成果が上がっていることから、「改善、向上している」と

判断される。 
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３．教職実践開発専攻 
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Ⅰ 教職実践開発専攻の教育目的と特徴 
 

１．専攻（専修･コース）の目的 

教職実践開発専攻においては、「学校・学級経営コース」、「生徒指導・教育相談コース」、

「教育課程・学修開発コース」及び「教科領域教育実践開発コース」の４コースを設置し

ている。本専攻では、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した

能力と、小学校、中学校及び中等教育学校等の高度の専門的な能力及び優れた資質を有す

る教員養成のための教育を行うことを目的としている。 

「学校・学級経営コース」では、高い学級経営能力と高度な実践力・応用力を備えた新

人教員及び教育経営・学校経営及び学級経営に関する深い教育的見識を持ち、それらを具

体的に応用できる高度の力量を備えた学校づくりのリーダーや学級を円滑に経営する指

導能力を備えたスペシャリスト、指導主事及び将来の学校管理者等の養成を目的として

いる。 

「生徒指導・教育相談コース」では、生徒指導や教育相談の機能を生かした高度な実践

力・応用力を備えた新人教員及び各学校段階における生徒指導や教育相談に関する深い

教育的見識を持ち、それらを実践の場に具体的に応用できる高度の力量を備えたスペシ

ャリストや学校リーダーの養成を目的としている。 

「教育課程・学習開発コース」では、高度な授業実践力・応用力を備えた新人教員及び

学校段階におけるカリキュラムの開発や編成に関する深い教育的見識を持ち、それらを

年間計画や単元開発に具体化したり実施したり、評価したりすることのできる高度の力

量を備えた特に小学校段階の学校リーダーの養成を目的としている。 

「教科領域教育実践開発コース」では、地元教育委員会から強く要請されている児童・

生徒に確かな学力を身に付けさせる高度な実践力・応用力を備えた新人教員及び特定の

教科に関する深い教育的見識を持ち、その教科についての年間指導計画や単元開発及び

教材開発等を行うことのできる能力とともに、教科を越えて優れた企画力・実践力を備え

た学校内のリーダーの養成を目的としている。 

 

２．教員養成分野のミッション（強みや特色、社会的責任） 

「学校・学級経営コース」、「生徒指導・教育相談コース」、「教育課程・学習開発コース」

及び「教科領域教育実践開発コース」の４コースを設け、宮崎県教育委員会等との連携・

協働により、学部修了者を対象として、より実践的な指導力・展開力を備え、新しい学校

づくりの有力な一員となり得る新人教員の養成を行う。また現職教員を対象として、地域

や学校における指導的役割を果たし得る教員等として不可欠な、確かな指導的理論と優

れた実践力・応用力を備えたスクールリーダーを養成する。このため、実務家教員と研究

者教員のチーム・ティーチングによる授業や学校での実習を基礎とする授業を通して、理

論と実践を架橋した教育の充実を図る。 

なお、教職大学院の修了者（現職教員を除く）の教員就職率は、平成 25 年度で 86％で

あるが、第２期中期目標期間における改革を行いつつ、第３期中期目標期間中は 90％の

確保を目指す。 

 

３．入学者の状況 

入学者の状況は、資料Ⅰ-1 のとおりである。過去６年間の定員充足率の平均は、97.6%

であり、適性である。 
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資料Ⅰ-1 教職実践開発専攻入学者状況 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 平均 

募集人員 28 28 28 28 28 28 28 

志願者数 27 28 34 33 30 39 31.83 

合格者数 26 28 32 31 28 34 29.83 

入学者数 25 25 30 26 26 32 27.33 

充足率 89.3% 89.3% 107.1% 92.9％ 92.9％ 114.3％ 97.6％ 

現職教員学生 8(8) 10(10) 10(9) 13(12) 10(10) 11(11) 10.3(10) 

※現職教員学生のうち( )内は宮崎県教育委員会派遣者数 
（出典：教育学研究科内資料） 

 
４．地域及び関係者の期待 

宮崎県では、次代を担う子どもたちの健やかな成長を図るために豊かな人間性や高い

専門性を有する優れた教職員の確保、教職員自らが専門性向上に取り組むための研修等

の充実、学校の組織力向上のための取組が目標として掲げられている。教職実践開発専攻

には、新しい学校づくりの有力な一員となり得る新人教員や地域や学校における指導的

役割を果たし得る確かな指導的理論と優れた実践力・応用力を備えたスクールリーダー

の養成が期待されているところである。また障がいのある子どもの確かな成長と可能性

を追求するため、障がいに適切に対応できる実践的指導力の向上や専門性の高い教員の

養成が求められているところである。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 
分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 
（観点に係る状況） 
本専攻は教育目標に沿って、「学校・学級経営コース」、「生徒指導・教育相談コース」、「教

育課程・学習開発コース」及び「教科領域教育実践開発コース」の４コースを設置している。

入学定員及び入学者は、資料Ⅰ-1（3-3 頁）のとおりである。 

 
（１）組織編成上の工夫 

教職実践開発専攻（教職大学院）各コースの教員数は資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 のとおりである。 
 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-1：教職実践開発専攻教員配置 

コース 男性教員 女性教員 合計 

学校・学級経営 5（3） 1 6（3） 

生徒指導・教育相談 5（2） 2 7（2） 

教育課程・学習開発 3（3） 1 4（3） 

教科領域教育実践開発 45（10） 13（2） 58（12） 

※（ ）内は専任教員 
（出典：教育学研究科内資料） 

 
宮崎県及び宮崎県教育委員会と連携し、宮崎県教育委員会との交流人事による実務家

教員３名と、宮崎県教育委員会推薦による実務家教員（みなし専任）３名を採用している。

共通必修科目・コース必修科目については研究者教員と実務家教員がチームで授業担当

することにより、現代の教育課題について多様な視点から学習する機会を受講者に提供

している。 
 

（２）入学者選抜方法の工夫とその効果 

教職実践開発専攻においては、一般的な「大学卒業見込み・卒業者等の選抜方法」のほ

か、「常勤３年以上の社会人経験者の選抜方法」、「現職教員（常勤３年以上６年未満の現

職教員）の選抜方法」及び「現職教員等（常勤６年以上の現職教員及び教育行政機関職員）

の選抜方法）」の計４種の選抜方法を設け、さらに、学部での学修成績や教育現場におけ

る業績に応じて筆記試験免除、筆記試験代替措置を講じることにより、多様な学習歴を持

つ志願者に対応している。 
さらに「教育学研究科教職実践開発専攻広報活動の強化」の取組として募集要項に入

学・進学相談会の案内を掲載し（資料Ⅱ-Ⅰ-1-2）、募集要項や大学院案内を県内すべての

小中高等学校へ送付した。さらに学内・外における進学・入試説明会を実施などの積極的

な取組を通じて、定員を充足させるための工夫に努めている。平成 27 年度には、連携協

力校として新たに高等学校を４校追加し、高等学校の現職教員や高等学校教員を目指す

大学生の受け入れが可能となった。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-2：入学・進学相談会案内 

（出典：宮崎大学大学院教育学研究科学生募集要項から抜粋） 
 

（３）内部質保証システムと教育の質の向上 

「教育学研究科における教育の質保証の PDCA サイクル」（Ⅱ-Ⅰ-1-3）に基づき、教育

の質保証及び質の向上に努めている。平成 26 年度に教員の評価の方法として、GPC を使

ってチェックする仕組みを検討し、平均点の高い科目や成績の標準偏差の低い科目につ

いては、どうしてそのような評価になったのかを担当教員に説明を求める申し合わせ（資

料Ⅱ-Ⅰ-1-4）を作成した。さらに、平成 26年度に「宮崎大学教職大学院の評価システム

の改善」として質の上場に向けた分析、改善策を FD 報告書に取りまとめるなどの取組を

行っている。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-3：教育学研究科における教育の質保証の PDCA サイクル 

（出典：教育学研究科内資料） 
 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-4：GPC を活用した教育活動の点検 

（出典：平成 26 年度教育学研究科委員会資料） 
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大学院生の修了認定については、宮崎県教育委員会、宮崎市教育委員会及び連携協力校

の代表が外部評価者として参加するという体制（学習達成度評価専門委員会）を確立し、

毎年２月に評価を受けている。（資料Ⅱ-Ⅰ-1-5） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-5：平成 27年度課題研究発表会実施要項 

（出典：平成 27 年度課題研究発表会実施要項から抜粋） 
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修了生に対しては、みやざき教育フォーラムを開催し（資料Ⅱ-Ⅰ-1-6）、教職大学院修

了生（特に現職教員）の修了後の成果の発表や活躍の場を提供している。また、平成 24

年度に１名を対象に試行した教職大学院修了生に対する授業力向上フォローアップ事業

を平成 25 年度には８名にひろげて 10 回の授業研究を実施した。本事業は、大学院修了

生である現職教員の授業力アップのためだけではなく、勤務校の課題解決等にも協働的

に取り組むものである。また、授業参観には学部生や大学院生も参加し、地域の教育課題

に対応していく学校のあり方やプロセスを多元的に学び、教員としてより幅広い高度な

資質を育成しようとするものである。平成 26 年度は、教育協働開発センターに実施主体

を移し、対象者を 25 名にひろげて継続して実施している。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-6 みやざき教育フォーラムポスター 

（出典：みやざき教育フォーラムポスター） 
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（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

上記Ⅰの本学のミッションや地域及び関係者の期待等を踏まえた上で、新たな教育実施

体制を構築する取組が優れており、期待される水準を上回ると判断される。 
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観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

① 体系的な教育課程の編成状況 

教育課程を体系的に整理するため、平成 25年度にカリキュラムマトリックス（資料Ⅱ-Ⅰ

-2-1）やカリキュラムフローチャートを作成した。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-1：カリキュラムマトリックス（抜粋） 

 
（出典：教育学研究科内資料） 

 

また、人材養成の目的及び修得すべき知識・能力に照らして、学修の成果をまとめたポー

トフォリオと課題研究に基づいて、外部評価者も加わった評価体制を整えている。（資料Ⅱ

-Ⅰ-1-5、3-7 頁） 

 

② 学生のニーズ及び社会のニーズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫 

授業評価、授業改善シート及び FD研修会で協議等の取り組みを行っている。（資料Ⅱ-Ⅰ

-2-2, 3） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-2：教職実践開発専攻 FD 研修会報告 

（出典：教職実践開発専攻 FD 委員会資料から抜粋） 
 

資料 Ⅱ-Ⅰ-2-3：授業改善シート（抜粋） 

 

 

教職実践開発専攻前期ＦＤ研修会報告 

 

日時：2013 年 9 月 27 日（金） 15:00－17:00  

場所：第一会議室 

出席者（敬称略）：渡木，柳瀬，遠目塚，厨子，満丸，川口，新地，小野，盛満，菅，中

山，椋木，高橋，吉村，幸，押田，竹内 

内容：１）前期共通必修科目に対する学生による授業評価を受けての各報告と協議 

     ①教科学習の構成と展開・評価と課題 

     ②教科外活動の構成と展開・評価と課題 

     ③情報メディアによる実践的指導方法と課題 

  ④学校カウンセリングの実践と課題 

     ⑤学級経営の実践と課題 

     ⑥現代の教育課題と学校の社会的役割  

   ２）実務家教員と研究者教員の協働について 

   ３）ＦＤ活動の在り方について 

「学級経営の実践と課題」の課題と改善策 

～アンケート結果に基づいて～ 

授業担当：押田・柳瀬・遠目塚 

Ⅰ科目の達成目標 

［到達目標］ 

【共通】  

ア 学校経営（学年経営）の基礎単位としての学級経営の実際について理論的に理

解し、かつ実践することができる。また、他の教員と適切に情報を共有して協働

体制を構築することができる。  

イ 学習集団及び生活集団としての学級づくりの理論と方法を理解し、かつ実践に

移し、さらに改善の工夫を行うことができる。  

ウ 保護者との連携を図り、その意見や要望に適切に対応できる。  

【現職】  

エ 学級経営の課題の分析と解決の方策の工夫に関して他の教員を指導するととも

に、所属する学校を越えて地域の諸学校の教員に対しても指導することができ

る。  

【ストレート】  

オ 学校教育目標や保護者等の意見や要望を受け、学級目標の具現化を図るマネ

ジメントサイクルの方策や活用等について理解している。 

 

（省略） 
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（出典：教職実践開発専攻 FD 委員会資料から抜粋） 

 

特に教育実習に関しては、平成 22 年度より教科指導に関して授業直後の時間帯に指導す

る体制を整えた。（資料Ⅱ-Ⅰ-2-4） 

 

資料 Ⅱ-Ⅰ-2-4：基礎能力発展実習における授業事後検討会の工夫・改善について（抜粋） 

（出典：教職実践開発専攻 FD 委員会資料から抜粋） 
 

また、「個別観察」という「子ども理解」の領域に関する内容を新たに導入した。平成 23

年度には、きめ細かく指導するために、実務家教員が附属学校にほぼ常駐する体制を整備し

た。平成 24年度より、実習に道徳の授業を加えて内容を充実させ、それに合わせて平成 25

年度より道徳に関わる大学院のカリキュラムの履修時期を一部変更した。 

その他、教職大学院 FD 研修会の議論に基づいて、平成 26 年度より授業終了後に大学院

生が授業を振り返る時間をつくることで、指導の成果を上げることができた。また全課程を

終了した終了直前時に、達成度評価確認科目である教職総合研究と課題研究発表会に関す

るアンケート調査を行い、その結果を共有する中で、次年度以降の教育内容・方法の改善を

行う体制を整えた。 

Ⅴ今後の改善策 

今年度より実務家教員が１名増員となり、学級通信等へのコメントを充実する

ことが出来た。一方で時間配分や方法に課題も指摘されており、改善していきた

い。また、担当者の役割分担についても再考していきたい。 

 

 

学級経営案の作成に関し、具体的な学校像や学級像が分からないまま進めるこ

とへの困難さが指摘されている。現職教員の所属校や詳細な事例校を設定するな

どの工夫を試みていきたい。 
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③ 養成人材像に応じた教育方法や自主的学習を促す教育指導方法の工夫 

教育実習においては、現職教員学生と通常の大学卒学生が、それぞれメンターやストレー

トマスターの役割を果たすとともに協働して学習している。現職教員学生は、メンターとし

て、ストレートマスターの指導をその実習内容の一部とし、ストレートマスターは、メンタ

ーの指導を受けながら実習を進めるなど、教育方法の工夫を行っている。（資料Ⅱ-Ⅰ-2-5） 

 

資料 Ⅱ-Ⅰ-2-5：基礎能力発展実習における授業事後検討会の工夫・改善について（抜粋） 

（出典：教職実践開発専攻 FD 委員会資料から抜粋） 

 

 

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

上記Ⅰの本学のミッションや[地域及び関係者の期待]等を踏まえた上で、新たな教育内

容を構築するための取組が優れている。さらに、学生のニーズ及び社会のニーズに対応した

カリキュラムが整備されており、期待される水準を上回ると判断される。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

（観点に係る状況） 

① 履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

目標達成確認科目である教職総合研究（Ⅰ・Ⅱ）においては、宮崎県教育委員会、宮崎市

教育委員会及び連携協力校の代表が外部評価者として参加する学習達成度評価委員会で評

価されるが、ほぼ全ての受講生が「秀」または「優」の成績を修めており、十分な学習成果

が得られている。（資料Ⅱ-Ⅱ-1-1） 

また、長期在学生等を除く修了予定者のうち、90％が修了している。過去３年間において

も同様に高い修了率である。（資料Ⅱ-Ⅱ-1-2） 

 

資料 Ⅱ-Ⅱ-1-1：教職総合研究の評価分布 

（出典：教育学研究科内資料） 

 

資料 Ⅱ-Ⅱ-1-2：過去４年間の修了・就職状況一覧 

 

教職総合研究（Ⅰ・Ⅱ）の評価分布

修了者 秀 優 良 可　 平均点

平成24年度 25 8 16 1 0 87 .4

平成25年度 35 19 16 0 0 89 .2

平成26年度 19 15 3 1 0 90 .7

平成27年度 26 10 14 2 0 86 .5

修了年次在籍者数 修了者数 修了率 就職希望者数 就職者数 就職率

平成24年度 19 16 84.2% 16 14 87.5%

平成25年度 22 22 100.0% 20 19 95.0%

平成26年度 14 10 71.4% 7 7 100.0%

平成27年度 16 14 87.5% 14 14 100.0%

※現職教員は除く

過去4年間修了・就職状況一覧

教職大学院
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（出典：教育学研究科内資料） 

 

② 資格取得等から判断される学習成果の状況 

平成 27 年度の修了生 26名中、幼稚園免許３件、小学校免許 15件、中学校免許 21 件、高

等学校免許 18件、延べ 57 件の免許取得という成果を得た。（Ⅱ-Ⅱ-1-3） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-3：修了生の教員免許取得状況 

（出典：教育学研究科内資料） 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

毎年修了率は安定しており、また、目標達成科目の成績評価も非常に高く、期待される水

準にあると判断される。 

 

 

 

 

 

 

教職実践開発専攻

幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

専修 専修 専修 専修 専修

25 1 14 21 19 55

35 4 20 29 26 79

19 3 13 9 9 34

26 3 15 21 18 57

105 11 62 80 72 0 168

合計

平成25年度修了生

平成24年度修了生

取得教員免許種 卒業

者数

平成26年度修了生

計

平成27年度修了生

0%

10%
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30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

教職大学院 修士課程

過去4年間就職内定率推移

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
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観点 進路・就職の状況 

（観点に係る状況） 

就職率は年々改善し、概ね良好である。（資料Ⅱ-Ⅱ-1-2、3-14 頁）なお、教員採用試験

は、修了者の増減により最終合格者数も増減しているが、合格率は 20%程度で推移している。

（資料Ⅱ-Ⅱ-1-4） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-4：過去４年間公立学校教員採用試験合格状況 

 （出典：教育学研究科内資料） 

 

受験者数 一次合格者数 最終合格者数

平成24年度 21 8 3

平成25年度 23 14 6

平成26年度 12 4 2

平成27年度 16 6 2

平成24年度 39 15 8

平成25年度 34 17 7

平成26年度 25 9 4

平成27年度 35 11 4

※数値は延べ数で記載しています

過去4年間公立学校教員採用試験合格状況

教職大学院
2年

教職大学院
1年・2年

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

平成24年度 平成26年度 平成24年度 平成26年度

教職大学院

2年
教職大学院

1年・2年

過去4年間公立学校教員採用試験合格状況

受験者数 一次合格者数 最終合格者数
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（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

就職率は、安定しており、期待される水準にあると判断される。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）教育活動の状況 

① 教職実践開発専攻における連携協力校（教育実習科目の実施校）の拡大 

教職実践開発専攻において、その教育活動の大きな柱である教育実習科目の実習先に

ついて、平成 27 年度に「宮崎大学大学院教育学研究科履修細則」を改正し、あらたに高

等学校４校（宮崎県立宮崎大宮高等学校、宮崎県立宮崎南高等学校、宮崎県立宮崎西高等

学校、宮崎県立宮崎北高等学校）を追加した。（資料Ⅲ-1）このことにより、教育活動に

広がりを持たせることだけでなく、高等学校の現職教員や高等学校教員を目指す大学生

の受け入れが可能となった。 

 

資料Ⅲ-1：宮崎大学大学院教育学研究科履修細則（抜粋）  

教育実習科目の履修は、各附属学校、連携協力校及び宮崎県教育委員会・宮崎市教育委

員会所管の教育施設で行う。（別表４） 

別表４  

教育実習科目の実施校 実 施 区 分  実 習 校  

学校における実習  基礎能力発展実習  

（３単位）（必修）  

附属小学校  

附属中学校  

学校教育実践研究実習  

（３単位）（必修）  

教育実践開発研究実習  

（４単位）（必修）  

宮崎市立江平小学校  

宮崎市立西池小学校  

宮崎市立生目台東小学校  

宮崎市立本郷小学校  

宮崎市立学園木花台小学校  

宮崎市立加納小学校  

宮崎市立宮崎東中学校  

宮崎市立宮崎西中学校  

宮崎市立生目台中学校  

宮崎市立本郷中学校  

宮崎市立木花中学校  

宮崎市立加納中学校  

宮崎県立宮崎大宮高等学校  

宮崎県立宮崎南高等学校  

宮崎県立宮崎西高等学校  

宮崎県立宮崎北高等学校  

メンターシップ実習  

（４単位）（必修）  

附属小学校  

附属中学校  

その他の実習  インターンシップ実習Ⅰ  

（１単位）（選択）  

インターンシップ実習Ⅱ  

（１単位）（選択）  

宮崎県教育研修センター

他 宮崎県教育委員会所管の

教育施設  

宮崎市教育情報研修セン

ター他 宮崎市教育委員会所

管の教育施設  

（出典：宮崎大学大学院教育学研究科履修細則第４条（１）エから抜粋） 
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② 入学者の確保の改善 

  上記の「Ⅰ教育学研究科の教育目的と特徴」の入学者の状況及び観点１－１のとおり、

平成 22～23 年度の教職実践開発専攻の充足率は 89．3％であったが、入学者の確保に向

けた取組や学生のニーズを把握する取組等により、その後入学者の確保については改善

している。特に、以前はあるコースの入学者が極端に少ない年度があったが、本学部教員

及び本学研究科の修士課程教員との連携によって教員の充実を図ったことで、平成 28年

度入学者については、宮崎県教育委員会からの現職教員派遣や県外大学出身者が入学し、

コースによるアンバランスは解消しつつあると言える。 

  以上のとおり、より充実した教育活動の体制が確立したと判断され、「改善、向上して

いる」と判断される。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

① 教育改善と協働体制の強化 

本専攻においては、現職教員学生と通常の大学卒学生の主に２つのタイプの学生が存

在している。教育実習においては、メンター（現職教員学生）とストレートマスター（通

常の大学卒学生）として、それぞれの役割を果たすとともに協働して学習している。それ

らをより充実したものとするため、実務家教員等も教育の実施体制に組み込みながら、教

育改善が日々行われている。その取組の１つとして、「教職大学院の教育改善と協働体制

の強化」の取組が挙げられる。本プロジェクトは、教職大学院実務家教員 OB を招聘した

授業指導技術向上セミナーの開催や、教職大学院の共通科目に対する院生による授業参

加を発展させ、FD へ院生を参画させた FD ワークショップの試みなど、４つのプロジェ

クトからなるものである。これらのプロジェクトにより、教員採用試験の最終合格率は

20%程度で推移し、一定の効果を得ている。 

以上のとおり、教育の成果をさらに充実した教育成果へ結びつける取組が行われてお

り、「改善、向上している」と判断される。 
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Ⅰ 医学部の教育目的と特徴 
 

１. 宮崎大学医学部の教育理念（教育理念・目標、育成する人材像） 

（１）医学科 

医学科の使命は、教育・研究・診療を通して、地域社会や人類全体の健康と福祉の

増進に寄与することです。 以下を備えた医師、研究者、教育者を育成します。 

１） 医の倫理に徹し高潔かつ温かな人間性を有する人  

２） 最新の幅広い知識と確かな技術を持ち、常に向上のための努力を惜しまない人  

３） 地域の問題を理解すると共に豊かな国際性を有する人 

 

（２）看護学科 

[基本理念]  

人間理解と生命への尊厳を基盤として、自己の成長と人への配慮・支援を可能とす

る主体的で情操豊かな人間性と看護実践に関する総合的な能力を養うとともに、発展

する高度医療とその専門化の中で生じる多様な保健医療福祉ニーズに対して、広い視

野をもって実践できる看護職者を育成する。さらに、教育・実践・研究の連携を推進

し、人々の健康と福祉の向上並びに看護学の発展と看護の質の向上に寄与する。  

[教育目標] 基本理念に基づき、以下の基礎的能力を養うことを目標としている。  

１） 人への深い関心と信頼を基礎にして、生活する人の理解と生命を尊重した行動

ができる感性豊かな人間性を育成する。  

２） 看護実践のための知識・技術・態度を習得し、創造的・批判的な思考力、専門

的知識に基づいた判断と課題を解決できる能力、科学の発達に適応できる能力

を養い、社会のニーズや医療の高度化・専門化・多様化 に対応できる能力を育

成する。  

３） 健康問題をライフサイクル、環境、文化等の視点から包括的に理解し、保健・

医療・福祉・教育等の関連領域の人々と連携し、専門職者として責任ある判断

と問題を解決し得る能力を養う。  

４） 国際的な視野を持ち、社会に貢献できる能力を養う。  

５） 実践・教育・研究を通して看護学の発展と看護の質の向上に寄与できる能力を

養う。 

 

２．教育目的を具体化するための特徴 

宮崎大学のスローガン等に基づき、宮崎の地域医療に貢献でき、国際的にも活躍で

きる優れた医師及び医学研究者の育成のため、医学科は基礎医学・臨床医学における

授業科目のほとんどが医師の養成に必須の科目で構成されており、進級判定も厳しく

行っている。しかも、選択科目として医学研究者育成に関わる授業科目や英語教育充

実のための授業科目を配置している。 

また、看護による健康への支援をとおして社会と地域の保健医療に貢献できる人材

の育成のため、看護学科は３年次後期から始まる臨地実習を重視して、臨地実習履修

基準を設けている。基礎看護実習や、各専門領域看護学実習の履修方針を定めるとと

もに、専門領域の臨地実習をすべて修得しなければ、４年次からの総合実習は受けら

れないと明確に定めている。また、実習を通して、学生の主体性を重視し、実践力の

養成に努めている。 

 

【想定する関係者とその期待】 

学生は、医療専門職として専門知識・技術を修得し、国家資格試験に合格し、専門

性を活かして医師あるいは看護専門職に就き、社会に貢献することを期待している。 

医療機関等は、医師として医療を地域へ還元するだけでなく、へき地医療、小児科、

産科医療、救急医療を担う人材がバランスよく輩出され、地域のニーズに対応できる

高度な看護専門職者が輩出されることを期待している。また、これら医療人が県内に



宮崎大学医学部 

－4-3－ 

適切に定着し、宮崎県の医療を支えることが期待されている。 

宮崎県唯一の医療人養成機関として、本県における医学、医療の最先端を担う資質

の高い医師、看護専門職者の養成・確保に努めるとともに、中核医療機関として地域

医療の向上・充実に貢献することが求められている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 

（観点に係る状況） 

 ●教員組織編成や教育体制の工夫とその効果 

医学部は、宮崎医科大学として昭和49年に新設され、平成13年に看護学科が設置され、

平成15年に宮崎大学との統合・法人化を経て、２学科講座制（４修士講座、11博士講座）

による教員組織を編制している。また、平成26年度に医科学看護学研究科を再編し、こ

れまでの医科学専攻（修士課程）の教員に獣医学系の教員を加えて、新たに医学獣医学

の修士課程を設置し、看護学専攻（修士課程）は看護学研究科として独立させた。 

教員は医学部、看護学研究科（修士課程）及び医学獣医学総合研究科の教育を併せて

担当している。 

【教育体制の工夫】 

医学部の教育の改善を行うPDCA体制を資料Ⅱ-Ⅰ-1-1に示す。教育内容、教育方法の改

善に向けての取り組みは、教務委員会が中心となって行ってきた。また、医学部におけ

る教育・研究の活動に関する自己点検・評価を行い、必要な人材の配置、外部評価等の

取り組みを総合評価検討委員会が行っている。一方、看護学科では、独自に学科内にFD

委員会や臨地実習連絡会を設置し、研修会の開催や、日本看護系大学協議会及び文部科

学省等大学外で行われるFD研修会への参加を通して、教員の教育に対する意識改革や臨

地実習の充実に努めている。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 医学部・医学研究科におけるPDCA体制 

 （出典：医学部内資料） 

 

●多様な教員の確保の状況とその効果 

教員の採用については原則として公募制により採用人事を行っているほか、医学部に

おいては、平成 14 年４月１日から任期制を導入し、任期制の対象職種は教授、准教授、

講師、助教、助手の全職種を対象としている。任期制教員の雇用期間は５年間であり、

再任審査と合わせて教員個人評価を実施しており、教育研究意識の向上及び教員組織活

動の活性化に努めている（資料Ⅱ-Ⅰ-1-2、ウェブ資料Ⅱ-Ⅰ-1-3）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 医学部における平成 25年度までの任期制導入の状況 

教授 准教授 講師 助教 助手 合計
医学部 43/43 22/26 11/12 76/85 1/1 153/167
医学部附属病院 2/2 8/8 25/27 71/72 － 106/109

 （出典：医学部内資料） 

 

ウェブ資料Ⅱ-Ⅰ-1-3 国立大学法人宮崎大学における任期付き教員の雇用期間に関する

規程 

（http://www.miyazaki-u.ac.jp/kitei/gakugai/koukaikitei/2-3-20.pdf） 

 

●入学者選抜方法の工夫とその効果 

将来、地域医療を担う医師の養成を目的に設けられた地域枠･地域特別枠推薦入試で

入学した学生が、卒業直後は宮崎に残らないことがある現状から、平成 26年度から地
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域枠、地域特別枠推薦入試において、卒業後は県内の研修プログラムに参加し、研修修

了後も引き続き宮崎の医療に従事するよう募集要項に明記し、入学者選抜を行っている。 

また、入学後の修学状況と入学者選抜方法の相関に関する検証として、入試成績等調

査委員会を設置し、入試成績等追跡調査のためのデータベースを構築していくことを決

定した。 

 

●教員の教育力向上や職員の専門性向上のための体制の整備とその効果 

医学部においても FD を推進する委員会等が設置され、それぞれ FD活動を推進し、資

料のとおり FD／SD 活動（講演会、研修会）を実施している。FD活動等によって、教育

方法や教育内容及び運営面の改善をしている。 

医学部では、様々な FD講演会・FD研修会等を実施し（資料Ⅱ-Ⅰ-1-4）、組織として

教育の質の向上や授業の改善に結び付けるとともに、FD講演会等で教職員のアンケート

を実施することにより、教職員からの意見聴取を行い、FD活動の方針に反映させている。 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-1-4 医学部主催の FD／SD 活動（講演会・研修会） 
部局名 タイトル（実施年度・参加人数） 内容・成果 

医学部 「医療研修におけるシミュレーションの『ス

スメ』」 

平成22 年06 月03 日・30 名 

医療安全教育に関して、医療シミュレーショ

ンを活用することの必要性について講演を

行った。 

「クリッカーを用いた効果的な学生講義の

実践法」 

平成23 年10 月26 日・32 名 

学生応答・理解度把握システムによる双方向

型授業の一例として、クリッカーの講義を実

践している大学の具体例や問題点について

講演を行った。 

「試験問題の評価方法について：他大学の卒

業試験実施例」 

平成24 年02 月10 日・31 名 

国家試験形式MCQによる卒業試験の実施につ

いて、さらなる試験の充実を図るべく講演を

行った。 

「CBT試験問題作成について」 

平成24 年04 月10 日・38 名 

CBT 試験問題の作成方法について講演を行っ

た。 

「西洋式に理解する漢方理論」 

平成24 年04 月25 日 

漢方医学教育に対する講師育成のための講

演を行った。 

医学教育モデル・コア・カリキュラムに関す

るFD研修会 

平成24 年08 月08 日 

モデル・コア・カリキュラムの改訂に伴い、

学生が修得すべき学習内容も変化している

ことから、概要の説明を行った。 

「国家試験形式問題の作成法」 

平成24 年09 月14 日・35 名 

国家試験の問題作成形式であるMCQ 形式の

作成方法についてFD を行い、国試形式で行

われている卒業試験問題作成に役立てた。 

平成24 年度臨床実習診断学実習に伴う教育 

平成 24 年 10 月 18 日 

診断学実習における教育方法について勉強

会を行った。 

平成24 年度共用試験OSCE に伴う学内評価

者講習会 

平成24 年12 月10 日・42 名 

共用試験 OSCE の実施にあたり、学内評価者

に対する 

「医療シミュレーション教育技法発表会」 

平成25 年03 月01 日・30 名 

今後に活かせるようなシミュレーション教

育の実践例を交え、発表会を行った。 

「診療参加型臨床実習の充実のために」 

平成25 年03 月15 日・38 名 

診療参加型実習の事例を紹介DVD を使用し

映像で示し、従来のポリクリと呼ばれている

臨床実習との違いを理解することで、診療参

加型臨床実習を充実させるためのFD を行っ

た。 

「共用試験医学系CBT試験問題作成につい

て」 

平成25年4月2日・37名 

適正なCBT試験問題を作成するためのポイン

トについて理解を深めた。 

「これからの臨床実習－診療参加型臨床実

習－」 

平成25年9月20日・39名 

診療参加型臨床実習について理解を深めて

もらい、今後の臨床実習の充実に繋げた。 

「平成25年度臨床診断学実習に伴う教育担 臨床診断学実習担当者が共通認識を持った
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当者連絡会」 

平成25年10月3日・23名 

上で指導に当たり、学生がより質の高い実習

を実施できるようにした。 

「国際基準に対応した医学教育：医学教育の

質保証と医学教育カリキュラム改革」 

平成26年1月24日・26名 

国際基準に対応した医学教育について理解

を深めてもらい、今後の医学教育（実習等）

に繋げた。 

「共用試験医学系CBT試験問題作成につい

て」 

平成26年4月3日・27名 

適正なCBT試験問題を作成するためのポイン

トについて理解を深めた。 

「学生主体型ロールプレイの有用性」 

平成26年6月19日・25名 

学生を主体としたロールプレイの有用性に

ついて理解を深めた。 

「平成26年度臨床診断学実習に伴う教育担

当者連絡会」 

平成26年10月1日・21名 

臨床診断学実習担当者が共通認識を持った

上で指導に当たり、学生がより質の高い実習

を実施できるようにした。 

「臨床実習後のOSCEについて」 

平成26年10月23日・30名 

臨床実習後 OSCE の問題点や実施状況の講演

を聞き、臨床実習後 OSCE の在り方について

理解を深め、今後の医学教育の充実をはかる

FD を行った。 

「PET分子イメージングと再生医療：iPS細胞

によるパーキンソン病治療実現化における

分子イメージング」 

平成27年3月13日・36名 

PET 分子イメージグが iPS 細胞を用いたパー

キンソン病の患者さんにおける移植治療後

のモニタリング、客観的評価法として極めて

有用であるとの講演を聞き、最新研究への理

解を深めた。 

「SP（模擬患者）参加型教育について」 

平成27年3月26日・27名 

模擬患者を導入した教育方法について知識

を深めた。 

「共用試験医学系CBT試験問題作成につい

て」 

平成27年4月3日・27名  

適正なCBT試験問題を作成するためのポイン

トについて理解を深めた。 

（出典：医学部内資料） 

 

●教育プログラムの質保証・質向上のための工夫とその効果 

複視眼的視野を持つ国際的医療人の育成(GP)の一貫として、医学英語講座(EMP)を専

門科目として開講し、海外での臨床実習等を実施している。また、教育の質の改善・

向上を図るための取組として、医学科では、グローバルな医学教育認証に対応したカ

リキュラムに改正し平成 26 年度新入生から適用した。看護学科では国が定める最新の

看護師、保健師養成課程に沿ったカリキュラムに改正し、平成 24 年度入学生から適用

した。その他にも医学科の卒業試験において、出題領域ごとの平均点と得点分布の統

計結果、設問ごとの正答率、及び識別指数を解析し、出題した講座等にフィードバッ

クするとともに、卒業試験の成績と国家試験合否の相関を調査している。さらに、試

験を担当する教員に対して多肢選択式客観試験（Multiple Choice Question:MCQ）形式

の問題作成についての FDを行い、卒業試験実施方式、問題作成に活かしている。さら

に、平成 27 年度から地方自治法による宮崎市の指定管理制度導入方針に基づき、本学

が指定管理者として管理運営を行う「宮崎市立田野病院」及び「介護老人保健施設さざ

んか苑」を活用した卒前・卒後研修及び専門医の一貫教育プログラムの開発のためのワ

ーキンググループを立ち上げ、検討を行い、学生実習を実施した。 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

良き医療人育成のため PDCA サイクルの各要素を充実し、適切に運用できる体制を築き、

教職員を対象にして、専門家を招聘し FD/SD を積極的に行い日々教育の向上を心がけて

いる。また教育の質を担保するために、総合評価検討委員会を設置し、26年に外部評価

を受け、高評価を受けている。また優秀な教授陣を採用するため、平成 14年から職員の

任期制を採用するとともに、教員採用は公募制とし、機動的に優秀な職員を採用できる

体制としている。 
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グローバルに活躍する医療人を育成するため、医学科では新カリキュラムを平成 26

年から導入し、看護学科でも国のすすめる最新のカリキュラムに変更した。さらには医

学英語教育に注力し、研究室配属および臨床実習等で海外研修を積極的に取り入れてい

る。 

総合診療が今後重要視されることから、宮崎市立田野病院の指定管理者となり、在宅

医療を含む地域医療教育、および総合診療教育を、卒前卒後一貫教育の主な目的として

行うよう計画中である。 
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観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

●体系的な教育課程の編成状況 

医学部の教育課程は、医学科及び看護学科において、ディプロマ・ポリシー及びカリ

キュラム・ポリシーに基づき、かつ、教育目標に沿い国家試験が求める専門技能の習得

に必要な専門基礎科目と専門科目を適切に配置し、体系的な教育課程を編成している。

国家試験が求める専門技能の修得に必要な専門基礎科目と専門科目で体系的な教育課

程を編成しており、多くの科目が必修科目となっている。 

医学科の「専門教育」は、専門基礎科目と基礎医学科目で構成される。専門基礎科目

は、専門科目への導入科目と位置づけ、１・２年次に開講し、基礎医学科目は２年次か

ら開講し、早期から医師を目指すモチベーションを高める教育課程となっている。３年

次後半から臨床医学科目が開講され、臨床実習に必要な基本的知識・技術を修得できる

内容となっている。４年次には総合型臨床医学科目の講義科目を多数開講し、加えて臨

床実習前の臨床診断学を開講し手技等を身に着け OSCE により評価を行っている。５年

次には少人数グループに分かれ、医学部附属病院で全診療科の臨床実習を行い、基本的

な臨床知識・技術の習熟を目指している。６年次のクリニカル・クラークシップでは、

社会の多様なニーズに対応するため、選択制を取り入れ、学内外の施設で臨床参加型実

習を行っている。 

看護学科のカリキュラムは国が定める最新の看護師、保健師養成課程に沿ったもので

構成されており、教育目標に従って、看護学科の専門教育は専門基礎科目、専門科目で

構成されている。 

医学科、看護学科とも少人数での対話・討論形式を取り入れた演習・実習を多く配置

し、教育効果を高める工夫を行っている（資料Ⅱ-Ⅰ-2-1）。 

   

資料Ⅱ-Ⅰ-2-1 学部等の特色ある取組例 

医学部 平成 20 年に、「複視眼的視野を持つ国際的医療人の育成」プログラ

ムが文部科学省の教育 GP事業に採択され、その展開として、英語が

使える医療人の育成をめざし、医学科では、EMP：English for Medical 

Purposes、看護学科では ENP：English for Nursing Purposes のプ

ログラムを開設している。その受講生を中心に、国際交流協定を締

結した海外の大学へ派遣している 

講義と実習又は演習で授業を構成し、講義で理解した事項について

も、実習又は演習を課すことで、更に実践的に理解を深めることが

できるよう配慮している。 

医学科 １年生 「学内早期体験実習」では、１名から３名程度の少人数で

附属病院の病棟、外来、中央診療施設だけではなく、医療

情報部、医事課等も体験実習場所に含まれており、医療現

場における様々な職種の重要性を認識させている。 

３年生 研究室配属では、各研究室に１名から数名の学生を配属さ

せ、３週間の間、配属先研究室員の指導の下、生命科学研

究に必要な基本的な手技、研究に対する考え方や姿勢等を

学んでいる。また、海外協定校（タイ国：ソンクラ大学、

中国：上海交通大学、イタリア：カリアリ大学）での研究

室配属（４週間）も行っており、希望者の中から選考して、

それぞれの協定校に２名から５名程度の学生を派遣して

いる。 

５年生 臨床実習は５名から６名程度の少人数グループを単位と

して実施することで、教育効果の向上を図っている。 
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６年生 クリニカル･クラークシップでは、附属病院だけでなく県

内外の医療施設、海外協定校（タイ国：ソンクラ大学、米

国：カリフォルニア大学アーバイン校）においても実習す

ることが可能な体制を取っている。 

看護学科 １年生 入学直後の授業で、５名程度の少人数グループで看護学科

各研究室見学の時間を設けている。 

基礎看護学実習Ⅰでは、５～６名程度の少人数グループで

附属病院、及び学外の施設を訪れ、早期の段階で医療の現

場と看護活動の実際に触れ、人、環境、健康、看護の理解

を深めるとともに、看護の役割について学んでいる。 

４年生 総合実習の実習施設には海外の協定大学も含まれており。

毎年、数名の学生がそこで実習を行っている。 

「生命倫理」では、臨床現場で生じている倫理問題をグル

ープワーク形式で議論を行っている。 

－ 県内の中学校や高校等を訪問し、性に対しての意志決定や

問題解決能力をはぐくむための活動「思春期ピア・カウン

セリング」を学生が主体的に行っている。 

（出典：医学部内資料） 

 

●社会のニーズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫 

 学生の多様なニーズや社会からの要請に応えられるよう、地域の施設において実習を

行い専門科目の単位として認定している。また、海外の大学と協定を結び、医学部で行

う実習のうち、医学科３年生「研究室配属」、医学科６年生「クリニカル･クラークシッ

プ」看護学科４年生「総合実習」では、それらの海外協定大学で実習を行い、評価を受

けることで医学部所定のカリキュラムにおいて、各実習科目の単位が修得できる（資料

Ⅱ-Ⅰ-2-2）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-2 学生のニーズや社会の要請等に対応した教育課程の編成状況 

１．学生の多様な

ニーズに対応す

る他大学との単

位互換や共同教

育 

医学部で行う実習のうち、医学科３年生「研究室配属」、医学

科６年生「クリニカル･クラークシップ」看護学科４年生「総合

実習」の実習先施設には、タイ国ソンクラ大学等の海外協定大

学が含まれており、そこで実習を行い、評価を受けることで医

学部所定のカリキュラムにおいて、各実習科目の単位が修得で

きる。 

医学部では、タイ王国ソンクラ大学医学部と学生交流協定を締

結し、単位互換制度に基づく６年次でのクリニカルクラークシ

ップを実施している。 

２．社会からの要

請等に応えられ

る地域と連携し

た教育・研究 

医学部では学外の施設において早期体験実習、臨地実習、クリ

ニカルクラークシップを実施し、専門科目の単位として認定し

ている。 

３．社会的及び職

業的自立を図る

ために必要な能

力を培うための

教育 

医学部を除く３学部でインターンシップを実施し、専門科目の

単位として認定している 
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４．学術の発展動

向の教育への反

映 

医学部医学科では、国際的な医学教育認証に対応したカリキュ

ラム改編を行い、平成 26年度より実施している。 

 

医学部では、平成 20年に、「複視眼的視野を持つ国際的医療人

の育成」プログラムが教育 GPに採択され、その展開として、英

語が使える医療人の育成をめざし、医学科では、EMP：English for 

Medical Purposes、看護学科では ENP：English for Nursing 

Purposes のプログラムを開設している。その受講生を中心に、

国際交流協定を締結した海外の大学へ派遣している。 

医学部看護学科では、カリキュラムを国が定める最新の看護師、

保健師養成課程に沿ったものに改正し、平成 24年度入学生から

適用した。（保健師課程は選択制） 

※本学では、平成 23 年度入学生までは全員が保健師の受験資格

を得ることが可能でしたが、指定規則改正により、平成 24 年度

入学生から選択制（３年次）により 40 名が卒業時に保健師の国

家試験資格が得られます。（平成 24 年度募集要項より） 

医学部医学科では、国際感覚豊かな研究医を育成するために平

成 25年度に「医学研究者育成コース」を開設した。

（http://www.med.miyazaki-u.ac.jp/fostering/） 

医学部では、臨床技術トレーニングセンターで、シミュレータ

ーを使用した学生教育を行っている。 

（出典：医学部内資料） 

 

●国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫 

① 国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫 

医学部では、平成 20 年に、「複視眼的視野を持つ国際的医療人の育成」プログラムが

文部科学省の教育 GP に採択され、その展開として、英語が使える医療人の育成をめざ

し、医学科では、EMP:English for Medical Purposes、看護学科では ENP:English for 

Nursing Purposes のプログラムを開設している。その受講生を中心に、国際交流協定を

締結した海外の大学へ派遣している。 

 

●養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫 

医学科では、国際的な医学教育認証に対応したカリキュラムに改編し、平成 26年度新

入生より適用している。また、国際感覚豊かな研究医を育成するために平成 25年度に「医

学研究者育成コース」を開設した。看護学科ではカリキュラムを国が定める最新の看護

師、保健師養成課程に沿ったものに改正し、平成 24 年度入学生から適用した。医学科、

看護学科とも少人数での対話・討論形式を取り入れた演習・実習を多く配置し、教育効

果を高める工夫を行っている。 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

医学部は１）地域医療に貢献すること医療人の育成、２）国際的医療人の輩出を目的

としている。そのために医学部では早い時期から地域医療に触れられるように早期体験

実習を医学部１年生に、早期地域医療体験実習を２年生時に行っている。一方看護学科

では基礎看護学実習（１・２年）において、附属病院や学外医療施設で実際の医療現場

に出向き、看護業務への理解、および患者理解を経験している。その結果、毎年医師と
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して 30 名以上、看護師として 35 名以上を宮崎県の地域医療に輩出している。 

一方医学部では文部科学省の教育 GP 事業に、「複視眼的視野を持つ国際的医療人の育

成」プログラムが平成 20年に採択され、その展開として英語が使える医療人の育成をめ

ざし、医学科では、EMP：English for Medical Purposes、看護学科では ENP：English for 

Nursing Purposes のプログラムを開設している。その受講生を中心に、国際交流協定を

締結した海外提携校へ、クリニカルクラークシップ（医学科６年）および研究室配属（医

学科３年）、および看護学科では総合実習（看護学科４年）として派遣して、平成 22年

から現在まで、医学科は 85 名、看護学科は 31 名海外の施設での実習を経験し、経験者

は年度によって差はあるものの、概ね増加傾向にある。また、海外からも医師や学生を

受け入れの年々増加傾向にあり、交際交流が活発に行われている。 

さらに宮崎大学医学部への進学希望者を増やすため、出前講義等も積極的に行い、地域

のニーズに応える努力を行っている。 

  全国の医学部共通の課題として、医学部出身の研究者の減少が危惧されている。研究者

の処遇等の問題はあるが、医学部出身の研究者を増やすために、若手研究者育成コースを

平成25年に設置し、現在44名の学生が研究者を目指して、医学部授業を受けると同時に研

究を行い、将来研究者となるべく研究を行っている。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

（観点に係る状況） 

●履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

医学部の教育の達成状況の検証・評価は、教務委員会及び教授会において行われている。

具体的には（1）単位取得、進級、卒業判定及び状況の点検、（2）学生による授業評価アン

ケート、（3）国家試験の結果の解析等であり、医学科では加えて（4）共用試験（CBT と OSCE）

の成績を解析し、教育成果の達成状況を検証している。 

学生の進級又は卒業判定は、医学部履修細則に基づく進級・卒業判定基準に従い、年度

末に教授会で行っている。 

 

●資格取得状況、学外の語学等の試験の結果、学生が受けた様々な賞の状況から判断され

る学習成果の状況 

 平成 26 年度の国家試験合格率は医師 87.2％、看護師 96.8％、保健師 98.5％、助産師 100％

で、看護師、助産師の国家試験は全国平均を上回っているが、医師、保健師の国家試験は

全国平均より低い。ここ数年医師国家試験については全国平均を下回っているため、国家

試験結果と密接に関係している卒業試験の在り方をワーキンググループで検討している。 

 

●学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケート等の調査結果とその分析結果 

 授業評価のアンケートによると、『シラバスに記載された「教育目標」に到達した』の質

問内容に対し、医学科では「当てはまる」が 37.3%、「やや当てはまる」が 36.2%、看護学

科では、それぞれ 51.0%、38.7%の回答があった。また、授業の到達度、満足度の平均（5

点満点）は、それぞれ医学科 4.3、4.1、看護学科 4.6、4.4 であり、多くの学生が概ね、学

業成果の達成感を感じているとの結果であった。 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

学業成績としての評価指標は国家試験の合格率がある。医師国家試験結果は若干平均

より低いが、前述するように、看護師、助産師および保健師は高い合格率を維持してい

る。さらなる合格率向上を目指し、グローバル認証を目指して新カリキュラムを導入し、

さらには国試対策ワーキンググループで対策を検討し、都度実施している。 
また学生を対象としたアンケートでは、満足度および達成度項目で概ね好評であり、

学生の期待に添う形で成果が得られているものと考えられる。結果として臨床研修マッ

チングでは毎年 30名以上の医師が当該附属病院で研修を受ける状況にあることから、期

待される水準と思われる。 
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観点 進路・就職の状況  

（観点に係る状況） 

●進路・就職状況、その他の状況から判断される在学中の学業の成果の状況 

医学科、看護学科ともに国家試験に合格した卒業生のうち医療機関等への就職希望者は、

医学部附属病院を始めとする病院、保健所等に全員就職しており、すべて目的とする専門

職に就いている。卒後臨床研修の義務化に伴い、医学科卒業と同時に博士課程へ進学する

者はいないが、看護学科卒業生にあっては、毎年数名が修士課程に進学している。 

看護学科では、医学部附属病院の看護部との連携・協働や病院主催の就職オリエンテ

ーションを開催した。 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

医学部において教育の目的は倫理的で、高潔かつ温かな人間性を有し、最新の幅広い知

識と確かな技術を持ち、常に向上心に裏付けられた努力を惜しまない医師を育成すること

である。医学部では、授業の一環として生命倫理入門、臨床倫理基礎論を倫理教育として

行っている。さらに最新の医学研究に触れ、早い時期から高度な医療知識を教育している。

平成 26 年度の国家試験合格率は看護師 96.8％、保健師 98.5％、助産師 100％ 

で、看護師、助産師の国家試験は全国平均を上回っている。また医師国家試験ではさらな

る合格率向上を目指しワーキンググループで検討し、平成 22年からは国家試験に準じた試

験方式とし実施している。教育のアンケート調査においても、概ね高評価である。教育の

成果としての就職率は毎年ほぼ 100％である。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

教育活動の状況については、下記資料Ⅲ-Ⅰに示すとおりである。 

 

資料Ⅲ-Ⅰ：教育活動の状況 

事例１ 

 

医学教育を受けた研究者が少ないことから、平成 24 年度から３年次に研究室

配属制度を導入し、早い時期から最新の医学知識に触れ、医学研究に興味を

持たせ、常に学ぶ姿勢を持つ医師を養成している。 

事例２ 世界を視野に入れた国際感覚を持った医療従事者の育成のため、EMP、ENP を

早くから導入し、英語教育を積極的に取り入れ、クリニカルクラークシップ

および研究室配属（医学科）、および看護学科では総合実習として海外関連

施設へ学生を派遣している。平成 22 年から平成 27 年まで、医学科は 85名、

看護学科は 31 名海外の施設での実習を経験しており、希望者はおおむね増加

傾向であるとともに、この制度を目的として入学する学生もいる 

事例３ 医学部は、宮崎医科大学として昭和49年に新設され、平成13年に看護学科

が設置され、 

平成 15 年に宮崎大学との統合・法人化を経て、２学科講座制（４修士講座、

11 博士講座）による教員組織を編制している。また、平成 26 年度に医科学看

護学研究科を再編し、これまでの医科学専攻（修士課程）の教員に獣医学系

の教員を加えて、新たに医学獣医学の修士課程を設置し、看護学専攻（修士

課程）は看護学研究科として独立させ、より効率的な教育システムを構築し

た。 

事例４ PDCA サイクルを効率的に運用するために、不十分であったチェック体制を充

実するため、関連教育病院連絡協議会を新たに設置し、教育活動の質保障体

制を整えた。 

実例５ 医学科では、グローバルな医学教育認証に対応したカリキュラムに改正し平

成 26 年度新入生から適用した。看護学科では国が定める最新の看護師、保健

師養成課程に沿ったカリキュラムに改正し、平成 24 年度入学生から適用し

た。その他にも医学科の卒業試験において、多肢選択式客観試験（Multiple 

Choice Question:MCQ）形式を採用し、問題作成についての FD を行い、卒業

試験実施方式、問題作成に活かしている。出題領域ごとの平均点と得点分布

の統計結果、設問ごとの正答率、及び識別指数を解析し、出題した講座等に

フィードバックするとともに、卒業試験の成績と国家試験合否の相関を調査

し、常に改善に努力している。 

実例６ 

 

平成 27年度から地方自治法による宮崎市の指定管理制度導入方針に基づき、

「宮崎市立田野病院」及び「介護老人保健施設さざんか苑」の指定管理者を

本学が担当し、今後卒前・卒後研修教育及び専門医の一貫教育プログラム運

用に活用するよう計画し、第 3期中期計画では本格運用を行う予定である。 

（出典：医学部内資料） 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

医学部において教育の目的は倫理的で、高潔かつ温かな人間性を有し、最新の幅広い

知識と確かな技術を持ち、常に勉学し努力を惜しまない医師を育成することである。そ

のため医学部では、授業の一環として生命倫理入門、臨床倫理基礎論を倫理教育として

行っている。さらに最新の医学研究に触れ、早い時期から高度な医療知識を教育してい

る。 

教育成果として重要な国家試験において、看護師 96.8％、保健師 98.5％、助産師 100％

と平成 26年度も高合格率を維持し、全国平均を上回った。また医師国家試験ではさらな

る合格率向上を目指しワーキンググループで検討し、平成 22年からは国家試験に準じた
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試験方式を卒業試験に採用し実施している。 

結果、教育のアンケート調査においては、概ね高評価であるばかりでなく、卒業後の

就職率は 100％と非常に良好である。しかし現状に満足せず、今後も期待に添うため、入

試成績等調査委員会を新たに設置し、これまでの入学者の成績、および就職先を詳細に

分析し、地域医療に貢献する優秀な人材を入学させるよう随時改革を行っている。 
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Ⅰ 看護学研究科の教育目的と特徴 
 

１．宮崎大学看護学研究科の教育目的 

宮崎大学医学部では平成 13 年４月に看護学科が設置され、看護学における学部教育がス

タートした。平成 17 年４月、学部教育の上にさらなる能力開発と当時に保健医療現場で活

躍出来る看護実践者・指導者、教育者・研究者として、社会のニーズに対応出来る看護実

践能力の開発と向上及び看護介入の方策を実証的・実践的に教育・研究できる人材の養成

を目指し、大学院医学系研究科修士課程医科学専攻に新たに看護学専攻を加えて、２専攻

となった。 

平成 22年４月には医学系研究科の博士課程が医学と獣医学を融合した医学獣医学総合研

究科として新たに設置されたことに伴い、研究科名を修士課程２専攻の趣旨・目的を表し

た医科学看護学研究科に変更し運営されていたが、平成 26年４月に発展的に解消し、看護

学研究科として独立した。 

看護学研究科においては、人々の健康と保健医療福祉の向上に貢献できる研究・教育・

実践能力の育成を目的とするために、生命の尊厳と幅広い人間理解を基盤に、高い倫理観

と批判的思考ならびに実践に即した問題解決能力を涵養する。また、地域特性に対応し、

学際的思考と国際的視野から、研究成果を世界に向けて発信することにより看護学の発展

に寄与する。 

 

２．教育目的を具体化するための教育目標と特徴 

看護学研究科看護学専攻（修士課程）アドミッションポリシー（資料Ⅰ-1）及び教育理

念と教育目標（資料Ⅰ-2）については下記の通りである。 

 

  資料Ⅰ-1 看護学研究科看護学専攻（修士課程）アドミッションポリシー 

看護学研究科では、看護学の研究と教育及び実践をより推進し、教育理念に沿った人材

を育成するために次のような教育目標を掲げる。 

①看護に関連する諸科学を基礎とし、看護学の体系化に寄与する教育・研究者の育成 

②批判的思考力と高度な問題解決能力を持ち、看護現象を学際的に探求し、保健医療

福祉の場に還元できる能力を持った人材の育成 

③地域特性に対応したチーム医療の担い手として、他職種と協働し保健医療活動の充

実に貢献できる人材の育成 

④国際的視野を持ち、看護学に関する学術的な交流を通して、研究成果を国内外に向

けて発信できる人材の育成 

 

 （出典：宮崎大学大学院看護学研究科看護学専攻（修正課程）アドミッションポリシー） 
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資料Ⅰ-2 教育理念と教育目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：看護学研究科設置計画書） 

 

今日、疾病構造の変化や急速な高齢化と少子化、家族形態の小規模化と生活機能の変容

がさらに進行する中、主体的に考え行動することができ、保健、医療、福祉等のあらゆる

場において看護ケアを提供できる能力や患者・家族にとって最適な医療を効率的に提供す

るため、チーム医療の調整役としてのより高度なコミュニケーション能力を備えた高度専

門職業人としての看護専門職の育成が求められている。 

本学が立地する宮崎県において、上述のように医療を取り巻く環境が大きく変化し、患

者や家族の生活の質の向上を実現するため、限られた医療資源の中で質の高い医療サービ

スをより効率的に提供していくことが求められている。しかし、県面積の 76％を森林が占

める立地条件から、５大疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）及び５

大事業（へき地、救急、小児、周産期、災害医療）において、「いつでもどこでも必要な医

療サービスが受けられる医療体制の確立」が課題となっており、質の高い医療従事者の育

成・確保が求められている。 

また、宮崎県は、全国でも高い自殺率（平成 23 年度全国ワースト３位、24 年度同６位）

となっており、自殺予防対策が急務とされている中、人々のメンタルヘルスに介入でき得

るスキルをもつ看護師や保健師の養成も求められている。 

以上の宮崎県のニーズを基に、特に本学看護学研究科では、がん、周産期、自殺の問題

に焦点を当て、課題に対応できる高度専門職業人及び研究者の育成に取り組んでいる。 

 

３．入学者の状況  

看護学研究科は、研究者育成コース・研究者育成コースの２つの育成コースがあり、入

学定員は 10 人（若干名の外国人留学生特別選抜を含む）となっている（資料Ⅰ-3）。 

 

資料Ⅰ-3 コース、募集人員 
コース 教育・研究領域 募集人員 

研究者育成コース 
基盤システム看護学 10 人 

（若干名の外国人留学生特地域・精神看護学 

専門職者としての高い倫理観

研究 教育

実践

生命の尊厳 人間の理解

•課題探求能力
•批判的思考力

視野の拡大

•地域特性の理解
•他職種との連携・協働

連携・協働

•学際的視野
•国際的視野

問題解決

•高度な専門的知識
•高度な専門性に裏付けられ
た技術

専門的能力

宮崎大学大学院看護学研究科教育理念と教育目標の概念図

世界に発信できる人材
地域社会に貢献できる人材

高度な看護研究・教育ができる人材
質の高い看護実践ができる人材

コンピテンシー

円環的、学際的な看
護学の深化・拡大・
醸成を保障する教育
環境と体制
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成人・老年療養支援看護学 別選抜を含む） 
母子健康看護学 

実践看護者育成コース 

がん看護 

実践助産学開発 

実践助産学 

※実践看護者育成コース実践助産学は最大 5名 （出典：平成 28 年度学生募集要項） 

 

実践助産学開発および実践助産学領域については出願時に当該コースの履修を希望した

者の中から選抜している（資料Ⅰ-3）。その選抜については、一般選抜、社会人特別選抜ま

たは外国人留院生特別選抜のいずれかの方法で行っている。 

一般選抜に係る出願資格に加えて、実践助産学開発においては、助産師免許を有し、３

年以上の助産の実務経験を有する者、実践助産学においては、看護師免許を有し、又は看

護師免許取得見込みの者で学業に専念できる者（ただし、看護師国家試験不合格の者は、

本入学試験合格者であっても入学することはできない）としている。 

（１）長期履修制度（大学院設置基準第 15条の適用、第 30条の２を準用）； 

助産実践開発領域は、院生の個別の事情（介護・育児、職業を有している等）によ

り、標準年限を超えて一定の期間にわたり、計画的に教育課程を修了できる４年の長

期履修制度を導入している。 

（２）夜間履修（大学院設置基準第14条「教育方法の特例」の適用）； 

有職者が離職することなく修学することが可能となるよう昼夜開講している。 

 

資料Ⅰ-3 入学者内訳 

  入学者数 研究者育成 
実践看護者育成 

（がん看護） 

実践看護者育成 

（実践助産学開発） 

実践看護者育成 

（実践助産学） 

平成 26 年度 10    7（1） 1 0 2 

平成 27 年度 10      3 2 0 5 

※（ ）内は内数で留学生の数              （出典：看護学研究科資料） 

 

[想定する関係者とその期待]  

問題解決能力を有する看護実践者の育成と看護学の教育・研究者の素地育成を目的とし

て、各種の医療機関、保健・福祉施設、行政、教育・研究機関などにおいて、看護実践・

指導・研究・教育ができる人材の育成を使命としている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 

（観点に係る状況） 

本学の医学系の研究科として、医学獣医学総合研究科医科学獣医科学専攻と、看護学の

研究・教育者及び高度な能力を有する看護実践者の育成を目的とした看護学研究科が並立

することになり、研究者育成コースでは基礎研究者、地域・精神研究者、継続教育･管理研

究者を配置し、相互に補完する体制をとる。実践看護者育成コースでは教員の実践経験の

専門性が要求され、実践の質を重視して実践研究者を配置した（資料Ⅱ-Ⅰ-1-1）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 教員組織表及び教員数 

看護学研究科 看護学専攻（修士課程） 

平成 教授 准教授 講師 助教 計 助手 兼任教員等 

 

   26 

     人 

   11 

  (11) 

     人 

    2 

  ( 2) 

     人 

    6 

  ( 6) 

     人 

    0 

  ( 0) 

    人 

   19 

  (19) 

   人 

    0 

  ( 0) 

      人 

  21 

   (21) 

 

   27 

     人 

   10 

  (10) 

     人 

    2 

  ( 2) 

     人 

    5 

  ( 5) 

     人 

   10 

  (10) 

     人 

   27 

  (27) 

    人 

    1 

  ( 1) 

      人 

  20 

   (20) 

（出典：平成26・27年度キャンパスガイド） 

 

本研究科においては、すべての専任教員は担当科目に対応した当該分野における十分な

研究業績を有していることから、教育カリキュラムを適切に運営し、教育研究成果を挙げ

るための能力を有している。また、オムニバス方式で行う科目には、看護系の教授をコー

ディネーターとして配置し、担当する教員ごとの教育内容を点検・調整し、円滑な教育が

行える体制となっている。 

本研究科は１専攻２コース（研究者育成コース、実践看護者育成コース）で構成される。

いずれも専門科目、共通科目ともに看護学における十分な知識と経験のある教員に加え、

産婦人科領域で豊富な臨床経験を持つ医師および医師免許を持ち薬理学分野における基礎

研究を中心に取り組んできた教員で構成する。また、兼担として、医学科及び附属病院教

授、講師及び助教、さらに医学教育改革推進センターの教員及び専門分野に造詣の深い非

常勤講師が担当する。また一部授業においては、安全衛生保健センター教授と講師が専任

として担当する。 

このように、看護教育に長けた本研究科の教員が中心になり教育、研究指導を行いなが

ら、講義科目の内容に精通している医師などの他職種の教員等にも授業を担当してもらう

ことで、教育内容の質の向上を図っている。 

これにより、看護分野だけではなく医療を構成する多様な教員が一緒になって看護教育

を実践することで、様々な角度からの視点、物事を捉える力や知識等を得ることが出来る

と考える。 

教員の資質の維持向上の方策として教育改善活動（FD活動）の積極的な実施、若手教員

の育成に取り組むこととしている。また、定期的に学生による授業評価を実施し、カリキ

ュラムが適切に実施され、十分な教育効果を達成しているかどうかを検証している。 

医学部看護学科は、平成 13 年４月に看護による健康への支援を通して、社会と地域の保

健医療に貢献できる人材の育成を目指して設置された。現行の宮崎大学大学院医科学看護

学研究科（修士課程）には、医科学専攻と看護学専攻の２専攻があり、医科学専攻は、平

成 15年４月に設置され、理学、農学などの自然科学系の４年制学部卒業者を中心に受け入

れてきた。看護学専攻は、平成 17 年４月に医学部看護学科を基礎として、「生命の尊厳を

基盤に、生活者の QOL の向上を目指し、批判的思考や高度な問題解決能力を持って看護介

入の方法を探究・実践・開発できる人材を育成し、地域の保健医療福祉の向上と看護学の
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発展に寄与する」という教育理念のもとに開設された。平成 22 年４月には、研究科名を医

学系研究科から医科学看護学研究科に名称変更し、看護学専攻は平成 25 年４月までに、看

護免許保有者を中心に 89名を受け入れてきた。 

また、看護学修士課程では、平成 18 年の全学の教育研究組織等の外部評価及び平成 19

年の自己点検・外部評価において、「社会人の入学者が多いことや高度な看護実践家を指向

する者が多いことから、高度看護実践者の育成を充実させることの検討も必要」との指摘

を受けたことを踏まえ、平成 21 年度から、がん看護専門看護師の養成を開始した。その後

も社会のニーズを踏まえ、看護分野での専門的知識と学識及び基本的研究能力を高めるた

め、看護学専攻のカリキュラム改革を不断に行ってきたところである。 

 

【教育支援体制】 

・産科・新生児医療の臨床現場において、母体や新生児の医療および看護を実践する上

で発生する問題点や母子健康を増進するための環境因子から発生する問題点への対応

法ならびに医師と看護師・助産師の医療連携の在り方に関する研究計画の作成、研究

の実行、研究結果の分析、研究論文の作成にいたる一連の過程を指導した。 

・助産師が自立して行う正常な周産期にある女性の助産診断、助産技法、適応を促すケ

ア技術、性の健康教育に関する研究課題について研究指導を行った。 

・臨床現場および地域社会における助産実践モデルと実践方法の開発に関する課題につ

いて、また、助産教育と継続教育に関する課題について研究指導を行った。 

・ハイリスクおよび遺伝に関連した健康問題を有する新生児・乳児とその家族のケアに

関する課題について、研究テーマにそった研究計画を立案して研究活動を行うための

研究指導を行った。 

・南タイ、プリンス・オブ・ソンクラ大学看護学部との交流協定により、学部生、院生

及び教員の文化・学術交流を実施している。さらに２年毎のアメリカ、オーストラリ

ア、中国、インドネシアなどの PSU の協定大学との国際カンファレンスを共催し、院

生の研究発表の場にもなっている。 

・小児・母性看護学講座では、2007 年から毎年 JICA 研修を受け入れている。この研修

の中で、発展途上国の医師・看護師・行政関係の職員と交流を行うことにより、国際

的な視野を身につける機会を提供している。 

・桜川プロジェクト 

   助産・看護実践力の向上を目的に、附属病院看護部、医学部産婦人科との連携のも

と、５つのプログラム内容について学習会を開催している。新生児蘇生法、産後出血、

肩甲難産、胎児心拍モニタリング。（開催実績：延べ 14回開講、参加者 78名） 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

厚生労働省が毎年行っている人口動態統計月報年計（概数）の概況「第９表人口動態総

覧（率）、都道府県別」から乳児死亡率、新生児死亡率、周産期死亡率を全国平均と宮崎県

の平成 23年と平成 26 年のそれぞれを比較したのが下の表（資料Ⅱ-Ⅰ-1-2）である。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 死亡率 

（ 出生千人対 ）死亡率 

項    目 乳児死亡率 新生児死亡率 周産期死亡率 

調査年（平成） 23 年 26 年 23 年 26 年 23 年 26 年 

全 国  平 均 2.3 2.1 1.1 0.9 4.1 3.7 

宮  崎  県 3.0 2.5 1.6 0.9 4.3 2.7 

（出典：厚生労働省人口動態統計月報年計の概況「第９表人口動態総覧（率）、都道府

県別」） 

この表からみると着実に全国平均に近づいており、周産期死亡率に至っては全国平均を

１ポイント上回っている。  
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観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

教育課程の編成については、基礎教育科目と専門科目に区分し、基礎教育科目は、各領

域に関連する基礎的素養を涵養する内容となっている。また、専門科目は、各領域に関す

る高度な専門的知識及び能力を修得できる内容となっている。さらに、学術的見地から医

学獣医学総合研究科（修士課程）の開講科目も履修可能としている。 

修了要件としては当該課程に２年以上在籍し、本研究科が定めた所定の単位（30単位以

上）を修得し、必要な研究指導を受け、かつ本研究科が行う修士論文審査及び最終試験に

合格することである。論文審査は主査１名、副査２名（副査のうち１名は他領域の教員と

する）からなる審査委員会が行う。最終試験の成績は審査委員が論文審査の口頭発表を聴

取し、関連した事項につき質問した結果に基づいて判断する。学位論文の審査及び最終試

験の合否は、審査委員会の報告に基づき、看護学研究科委員会の議を経て、同委員会で決

定する。 

医療の高度化、専門分化など、急速な社会情勢の変化の中で、人々の健康生活へのニー

ズは多様化し、看護職はその対応を迫られている。このような変化は宮崎県においても同

様であり、本学におけるこれまでの実積を踏まえ、学部教育の基礎看護学、地域・精神看

護学、成人・老年看護学、小児・母性看護学の４講座における学士課程教育を基盤にして、

大学院教育の教育・研究領域を２コース７領域構成として教育課程を編成している。 

また、キャリアップや実践の専門性を高めることなどを目的とし、働きながら大学院に

進学を希望する者に対しては授業の夜間開講や長期履修制度を設けることで、勤務しなが

らの履修を可能としている。 

専門科目の中には開発途上国など諸外国の母子保健支援の事例検討を行い、日本の地方

市町村の母子保健の現状と課題と比較してその相違について検討し、母子保健の課題解決

のための方策について探究するものもあり、グローバルな見地に立った上で地域の看護実

践ができるよう工夫している。 

医学部では平成20年に「複視眼的視野を持つ国際的医療人の育成」プログラムが教育GP

に採択され、その展開として、英語が使える医療人の育成をめざした教育を行い、その受

講生を中心に、国際交流協定を締結した海外の大学へ派遣していた。 

平成21年にはタイ、プリンス・オブ・ソンクラ大学看護学部（PSUFN）と協定を結び、学

部学生、大学院生、教員の交換留学、国際カンファレンス（２年毎、およそ10か国の共催）

の共催に取り組んできた。学部学生の単位互換を伴う相互留学も軌道に乗り、大学院生の

交換留学、教員の学術交流・共同研究、国際カンファレンスの開催などにおいて教育研究

連携の強化を図ってきた。本研究科においでも毎年履修生をPSUFNへ派遣し、異文化におけ

る文化理解および助産学に関する学術交流、臨地・臨床実習により実践力を強化し、日本

／宮崎の母子保健および周産期医療への提言ができるようなスキルが身につくことを目標

として教育を行っている。 

このような地域・社会の状況変化及びニーズに対応し、新たに設置する看護学研究科で

は、特に宮崎県の地域ニーズである「がん」・「メンタルヘルス」・「小児」・「周産期」に重

点をおいた看護学の学術研究を通じて社会に貢献できる研究者・教育者及び高度で複雑な

課題を解決できる看護専門職や助産師を育成する。そのために、これまで培ってきた教育・

研究指導の実績を踏まえ、学部の４講座を土台として、旧修士課程の教育・研究領域「ス

トレス対処看護学」を慢性疾患や認知症の増加やセルフケアの支援の必要性に対応した「成

人・老年療養支援看護学」に、また、「地域生活看護学」を虐待や自殺、メンタルヘルスな

どの社会と個の健康問題に対応できる教育・研究領域として「地域・精神看護学」に改編

した。「基盤システム看護学」は、従来の教育・研究に加え、医療の高度化に伴うリスクマ

ネジメントの観点から、安全管理に関する内容を、「母子健康看護学」は、少子化や家族機

能の低下への対応ができる教育・研究力を強化して、これら新たな４つの教育・研究領域

と「がん看護」に、「実践助産学開発」及び「実践助産学」領域を設定し、教育研究を展開

していくことにより地域社会の要請に応えていこうとするものである。 

これらの領域から、将来的な諸課題に対して追求する優れた研究能力を備えた教育研究
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者を育成する「研究者育成コース」と臨床の現場における専門領域を指導的立場として活

躍できる探究力及び実践力のある看護師及び助産師を育成する「実践看護者育成コース」

を設定し、課題探求能力とスキルや資源を創出できる複合的な能力を有する人材を輩出し、

長期的なキャリアスパンの中で目標とする人材育成を推進していく。 

このために、看護学に特化した看護学研究科看護学専攻として改組するものであり、そ

れまでの医科学看護学研究科の看護学専攻（10 名）「修士論文コース」と「専門看護コー

ス」を、看護学研究科看護学専攻（10 名）「看護学の教育者・研究者としての基盤となる

能力を育成する「研究者育成コース」と批判的思考力と高度な問題解決能力を有する看護

実践者を育成する「実践看護者育成コース」に再編した。 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

本学においては、問題解決能力を有する看護実践者の育成と看護学の教育・研究者の素

地育成を目的として、各種の医療機関、保健・福祉施設、行政、教育・研究機関などにお

いて、看護実践・指導・研究・教育ができる人材の育成を使命とし、看護系人材の供給に

貢献してきたところである。しかしながら、今日、疾病構造の変化や急速な高齢化と少子

化、家族形態の小規模化と生活機能の変容がさらに進行する中、主体的に考え行動するこ

とができ、保健、医療、福祉等のあらゆる場において看護ケアを提供できる能力や患者・

家族にとって最適な医療を効率的に提供するため、チーム医療の調整役としてのより高度

なコミュニケーション能力を備えた高度専門職業人としての看護専門職の育成が求められ

ている。 

本学が立地する宮崎県においても、上述のように医療を取り巻く環境が大きく変化し、

患者や家族の生活の質の向上を実現するため、限られた医療資源の中で質の高い医療サー

ビスをより効率的に提供していくことが求められている中、県面積の 76％を森林が占める

立地条件から、５大疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）及び５大事

業（へき地、救急、小児、周産期、災害医療）において、「いつでもどこでも必要な医療サ

ービスが受けられる医療体制の確立」が課題となっており、質の高い医療従事者の育成・

確保が求められている。 

以上の宮崎県のニーズを基に、特に本学看護学研究科では、がん、周産期、自殺の問題

に焦点を当て、課題に対応できる高度専門職業人及び研究者の育成に取り組んでいる。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

（観点に係る状況） 

医科学看護学研究科学生の学会発表数については、毎年度調査し、30％～40％の学生が

発表しており、また、論文投稿についても10％～20％の学生が投稿している。看護学研究

科の学生についても、今後調査を行っていく予定である。 

看護学研究科における授業評価アンケートによると、「講義はよく準備されていた」100％、

「研究に対する意欲が刺激された」52％、「講義であなたの知識が増えた」100％の回答を

得ており、授業内容については、学生は概ね、学業成果の達成感を感じているとの結果で

あった。 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

平成 26 年度に入学し、長期履修を選択しなかった３名の学生全員が、今年度に学位審査

を受ける予定である。この状況から判断にするに履修・修了状況はスムーズに行われてい

るものと判断している。平成 26 年度入学の長期履修学生および平成 27年度入学の学生に

おいても、既に研究を開始している。 

 

資格取得状況 

新生児蘇生法講習会 Aコースを５名の実践助産学の学生を受講し、ブロバイダーの資格

を得ている。また、実践助産学開発の１名の学生が ALSO ブロバイダーコースを受講し、ブ

ロバイダーの資格を得ている。 
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観点 進路・就職の状況  

（観点に係る状況） 

宮崎大学医学部看護学科は、平成 13年４月に看護による健康への支援を通して、社会と

地域の保健医療に貢献できる人材の育成を目指して設置された。これまでの宮崎大学大学

院医科学看護学研究科（修士課程）には、医科学専攻と看護学専攻の２専攻があり、医科

学専攻は、平成 15 年４月に設置され、理学、農学などの自然科学系の４年制学部卒業者を

中心に受け入れてきた。看護学専攻は、平成 17 年４月に医学部看護学科を基礎として、「生

命の尊厳を基盤に、生活者の QOL の向上を目指し、批判的思考や高度な問題解決能力を持

って看護介入の方法を探究・実践・開発できる人材を育成し、地域の保健医療福祉の向上

と看護学の発展に寄与する」という教育理念のもとに開設された。平成 22年４月には、研

究科名を医学系研究科から医科学看護学研究科に名称変更し、看護学専攻は平成 25 年４月

までに、看護免許保有者を中心に 89 名を受け入れてきた。 

また、看護学修士課程では、平成 18 年の全学の教育研究組織等の外部評価及び平成 19

年の自己点検・外部評価において、「社会人の入学者が多いことや高度な看護実践家を指向

する者が多いことから、高度看護実践者の育成を充実させることの検討も必要」との指摘

を受けたことを踏まえ、平成 21 年度からがん看護専門看護師の養成を開始した。 

その後も社会のニーズを踏まえ、看護分野での専門的知識と学識及び基本的研究能力を

高めるため、看護学専攻のカリキュラム改革を不断に行ってきたところである。 

 
（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

厚生労働省が隔年で調査を行っている「衛生行政結果報告（就業保健師等の年次推移）」

によると、平成26 年末現在の「保健師」は48,452 人で、前回（平成24 年）に比べ1,173 人

（2.5%）増加している。「助産師」は33,956 人で、前回に比べ2,121 人（6.7%）増加して

いる。「看護師」は1,086,779 人で、前回に比べ71,035 人（7.0%）増加している。全国平

均と宮崎県の平成22年と26年を比較したのが下の表（資料Ⅱ-Ⅱ-2-1）である。 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-2-1 保健師等の就業者数 

人口１０万人あたりの保健師等の就業者数 

資    格 保 健 師 助 産 師 看 護 師 

      調査年（平成）  22 年 26 年  22 年 26 年  22 年 26 年 

      全 国  平 均 35.2 人 38.1 人 23.2 人 26.7 人 744 人 855 人 

      宮  崎  県 46.9 人 54.6 人 22.4 人 27.6 人 1154 人 1010 人 

 （出典：厚生労働省「衛生行政結果報告（就業保健師等の年次推移）） 

 

この表から宮崎は全国平均を上回ったことが分かる。助産師は平成 22年には全国平均を

下回っていたが、平成 26 年は 0.9 ポイント上回った。これは県外へ流出していた保健師

等が県内に残留し就業していることが要因であり、これからもポイントは上昇すると予想

される。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

①収容定員を適切に充足した教育活動の実施 

  看護学研究科に移行して以降は、１次募集で定員を充足している状況である。平成

28 年度においては、12名の応募があった。 

 

②働きながら学びたい学生への積極的対応 

  働きながら学びたいという学生のニーズに応えて、夜間やその他特定時間・時期に

講義、研究指導を行うなど、学生が仕事を持ちながら学業ができる環境を整備した。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

①地域のニーズ応じた「がん看護」および「高度実践助産師」の育成 

がん看護：平成 26年度から取り組んでいる。現在、３名の学生を指導している。 

高度実践助産師：平成 26年度から取り組んでいる。現在、７名の学生を指導してい

る。 

 

②標準修業年限内の学位取得率 

   看護学研究科へ移行後（平成 26年度）に入学し、長期履修を選択しなかった３名の

学生全員が、今年度に学位審査を受ける予定である。 
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Ⅰ 工学部の教育目的と特徴 
 

１．工学部の教育理念 

21 世紀の工学技術者は、専門知識を身につけるだけでなく、技術者としての倫理観を持

つ必要があることなど、幅広い能力が必要とされている。また、その能力も国際的に通用

するものでなければならない。さらに、我々を取り巻く環境の様々な問題や高度情報化社

会への対応など、従来の技術だけでは対処できない課題が次々に発生してきている。 

 このような背景のもとで、本学部では十分な基礎学力と幅広い応用力を身につけ、課題

探求能力と創造性を持ち、優れたコミュニケーション能力をそなえ、自主的・総合的に的

確な判断ができる人間性豊かな専門技術者・研究者の養成を目指す。このため学部教育で

は、日本技術者教育認定機構(JABEE)による教育プログラムに責任をもって対応できる体制

を構築する。また、宮崎地域における唯一の工学系学部として、社会へ高度な教育の場を

提供することで地域への貢献を果たす。  

 

２．専門教育の目標 

本学の教育目標及び工学部の教育理念に基づき、専門教育の目標を資料のとおり定め、

広く公表するとともに、学生、教員に周知している。また、各学科では、より具体化した

学習教育到達目標を定め、学生に周知している。 

 

３．組織の特徴 

 教員組織は、工学教育研究部に一元所属しており、学科の垣根を越えた教育研究が可能

な体制を整備している。学生が所属する学科には、それぞれ担当の教員が配置され、基礎

及び専門教育にあたっている。また、３つのセンター（工学基礎教育センター、工学国際

教育センター、環境・エネルギー工学研究センター）が設置され、工学基礎教育センター

は、数学、物理、化学の基礎教育科目を主に担当している。工学国際教育センターと環境・

エネルギー工学研究センターは、主要業務の他、担当教員の専門に近い分野において教学

も担当している。 

 

４．教育の特徴 

 全ての学科が日本技術者教育認定機構（JABEE）の定めた基準に基づき、教育プログラム

を実施しており、授業改善に関する報告書を基に「授業評価会」等を開催し、教育の質の

保証につなげている。 

 

５．入学者選抜方法の工夫 

推薦入試、個別入試（前期、後期）、私費外国人入学試験などの多様な選抜方法を実施し

ており、個別入試においては第二志望による合否判定も行なっている。また、アドミッシ

ョン・ポリシーを整備し、入学者選抜の指針を明確にしている。 

 

[想定する関係者とその期待] 

学生は専門知識を享受するための十分な教育を受けること及び専門性を活かした職に就

くことを期待している。地域の高校からは、出前講義や入学前教育などの高大接続が期待

されている。また、学生の就職先となる産業界からは、専門性だけでなく、語学やコミュ

ニケーション能力を備えた優秀な人材の輩出が期待されている。特に宮崎の企業からは、

企業をリードする人材の育成及び社会人の生涯にわたる高等教育が期待されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 

（観点に係る状況） 

 時代の変遷による学術分野の広がり、産業構造の変化及び社会の大学への要請に応じて、

平成 24 年度にそれまでの６学科から７学科へと学部を改組した。同時に、教員組織を教育

組織と分離して全ての教員で組織された「工学教育研究部」を設置し（資料Ⅱ-Ⅰ-1-1）、

各学科の教育プログラムに基づき、担当の教員が適切に配置され、基礎及び専門教育にあ

たっている。学科の名称と定員を資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 に示す。また、学部運営組織は資料Ⅱ-Ⅰ

-1-3 に示すように、いくつかの委員会やセンターが置かれている。教務委員会は教育の実

施や改善に関する事項等を審議し、アドミッション委員会では入学者選抜に関する事項を

審議する。これらの審議を受け、教授会は教育に関する重要事項を決定する。教育に関係

するセンターとその業務・任務については資料Ⅱ-Ⅰ-1-4 に示す。技術職員を配置し組織

化した教育研究支援技術センターも、教育補助業務を行っている。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 宮崎大学工学教育研究部規程 
 
 （設置） 
第１条 宮崎大学工学部及び工学研究科（以下「工学部及び工学研究科」という。）にお
ける教育研究上の目的を達成するための教員組織として、宮崎大学工学教育研究部（以
下「工学教育研究部」という。）を置く。 

 
 （学部教育等の担当） 
第２条 工学教育研究部の教員は、工学部及び工学研究科の教育を担当し、かつ、工学部
各学科及びセンター等におけるいずれかの職務を担当するものとする。 

 
 （雑則） 
第３条 この規程に定めるもののほか、工学教育研究部に関し必要な事項は、工学教育研
究部が別に定める。 

（出典：宮崎大学工学教育研究部規程） 
 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 工学部に置く学科とその収容定員 

入学年度 学科 入学定員 収容定員 

平成 23 年度以前 

材料物理工学科 49 196 
物質環境化学科 68 272 
電気電子科学科 88 352 
土木環境工学科 58 232 
機械システム工学科 49 196 
情報システム工学科 58 232 
 (10) (20) 

計 370(10) 1,480(20) 

平成 24 年度以降 

環境応用化学科 58 232 
社会環境システム工学科 53 212 
環境ロボティクス学科 49 196 
機械設計システム工学科 54 216 
電子物理工学科 53 212 
電気システム工学科 49 196 
情報システム工学科 54 216 
 (10) (20) 

計 370(10) 1,480(20) 
 備考：括弧書きは、第３年次編入学定員分で外数である。 

（出典：宮崎大学学務規則第 1 条の 2） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-3 工学部の運営組織図 

 
（出典：工学部資料） 
 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-4 工学部のセンター業務 

センター名 業務・任務 
工学基礎教育センター (1) 工学基礎教育（数学、物理、化学）の企画及び実施に関す

ること。  
(2) 工学基礎教育（数学、物理、化学、技術者倫理と経営工学、

工学英語等）の教員間 ネットワーク推進に関すること。  
(3) 入学前教育及び補習補充教育に関すること。  
(4) その他工学基礎教育に関すること。 

国際教育センター (1) 工学部の学術交流、国際共同研究、学生交流、海外留学な
ど国際連携・国際協力プログラム の企画・推進に関する
こと。  

(2) 外国人留学生の受入れ先と留学生派遣先の調整や教育内
容の提案などの留学支援に関すること。  

(3) リンケージプログラム（LP）に関すること。  
(4) ダブルディグリープログラム(DDP)に関すること。  
(5) 学生への英語教育に関すること。 

教育改革推進
センター 

教育改革推
進部門 

(1) 教育プロジェクト（教育ＧＰ申請と推進）に関すること。 
(2) 工学部及び工学研究科の教育改革に関すること。  
(3) 教育の質の向上（ＪＡＢＥＥ教育プログラムを含む）に関

すること。  
(4) 推進センターの点検・評価に関すること。  
(5) その他教育改革部門の企画及び運営に関すること。 

キャリア支
援部門 

(1) 就職活動などに伴う学生の支援及び就職の手引きの作成
に関すること。  

(2) 就職セミナー及び先輩による講演会の企画及び実施に関
すること。  

(3) e-ラーニングシステムの企画及び運営に関すること。  
(4) その他キャリア支援部門の運営に関すること。 

インターン
シップ実施

(1) 学部及び大学院における長期インターンシップの企画・推
進に関すること。  
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部門 (2) インターンシップの企画・調整・推進に関すること。  
(3) その他インターンシップ実施部門の運営に関すること。 

FD 部門 (1) 教員の恒常的な教育方法等の改善について、企画及び推進
を行う。 

(2) その他ＦＤ部門の運営に関すること。 
（出典：宮崎大学工学部工学基礎教育センター規程 

宮崎大学工学部国際教育センター規程 

宮崎大学工学部教育改革推進センター教育改革推進部門要項 

宮崎大学工学部教育改革推進センターキャリア支援部門要項 

宮崎大学工学部教育改革推進センターインターンシップ実施部門要項 

宮崎大学工学部教育改革推進センターFD 部門要項） 

 

教員採用では多様な教員の確保に努めている。平成 22年度以降に採用された教員の採用

前業務及び女性教員、外国人教員の採用数をそれぞれ資料Ⅱ-Ⅰ-1-5、資料Ⅱ-Ⅰ-1-6 に示

す。平成 27 年 10 月１日現在で、女性教員の占める割合は 4.4％、外国人教員の占める割

合は 5.6％となっている。特に、国際教育センター担当助教については、国際的な活動実

績を持つ女性教員を採用したことで、「めざせ GLOBAL ENGINEER!イギリス大学での授業模

擬体験 2 日間イベント」を開催することができ、100 名を超える学部生、大学院生、教職

員が参加するなど、学生に英語のセミナーや講義に触れる機会を増やし、国際的なキャン

パスライフを提供することが可能となった。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-5 教員の採用前実務経験等（平成 22年度以降平成 28 年 4 月 1日現在まで）    

   前職 

職階 
民間等 

地方公務
員等 

大学等 
国・独立行
政法人等 

新卒・空白等 
合計
（人） 

教授 
0 0 4 1 0 

5 
0% 0% 80.0% 20.0% 0% 

准教授 
1 0 11 1 1 

14 
7.1% 0% 78.6% 7.1% 7.1% 

助教 
0 1 1 0 0 

3 
0% 0.3% 0.3% 0.3% 0% 

合計 1 0 15 3 1 22 

※ ％は職階毎の合計に対する割合を示す。        
※ 合計人数は、承継外任期付教員を除く。 

 （出典：人事課提供資料を基に作成） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-6 女性教員と外国人教員の採用数 

（平成 22年度以降成 28年 4月 1 日現在まで）  

   教授 准教授 助教 合計（人） 

女性 1 0 1 2 

外国人 2 2 0 4 

合計 3 2 1 6 

              （出典：人事課提供資料を基に作成） 
 

入学者選抜では、一般選抜（前期・後期）、推薦入試、帰国子女入試、私費外国人留学生

入試、編入学生のための入試等を組み合わせ、また、一般選抜においては第二志望による

合否判定も行なっており、多様な選抜により学生を受け入れている（資料Ⅱ-Ⅰ-1-7）。選

抜に際し、各学科の教育目標に基づき、「求める学生像」だけでなく、「大学入学までに身

につけて欲しい教科・科目等」、入試区分ごとの「入学者選抜の基本方針」を記載したアド
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ミッション・ポリシーを定めて公開している（資料Ⅱ-Ⅰ-1-8）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-7 各種入試における募集人員 

学科 入学 
定員 

募集人員 
一般入試 推薦入試 

帰国 
子女 
入試 

私費外国 
人留学生 
入試 

前期 
日程 

後期 
日程 

センター

試験を課

さない 

センター

試験を課

す 
環境応用化学科 58 34 12 12 － 若干人 若干人 
社会環境システム工学科 53 33 10 10 － 若干人 若干人 
環境ロボティクス学科 49 29 10 10 － 若干人 若干人 
機械設計システム工学科 54 32 11 11 － 若干人 若干人 
電子物理工学科 53 31 10 5 7 若干人 若干人 
電気システム工学科 49 29 10 5 5 若干人 若干人 
情報システム工学科 54 32 11 5 6 若干人 若干人 

計 370 220 74 58 18   
（出典：平成 28 年度入学者選抜要項） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-8 アドミッション・ポリシーの例：環境応用化学科 
 
１．教育理念（教育理念・目標、育成する人材像） 

環境応用化学科では，企業等で実践力を有する工学専門職としてグローバルに活躍でき
る技術者の育成を教育の目標に掲げ，学士課程を通じて以下の資質や能力を修得した学生
に学位を授与します。 
(1) 自然との共生や環境との調和や社会への貢献の視点を持ち，社会的責任感と科学的倫理
観をもって物事を判断する能力 

(2) 産業界で技術者として活躍するために必要な工学および化学の基礎を習得し，実験や観
察の結果を考察でき，問題解決に柔軟に応用する能力 

(3) 自主的，継続的な学習により知識や技術を高め，それらを課題の探求と解決に生かし，
正しく明瞭にまとめ伝える能力 

２．入学者受け入れ方針（求める人材像） 
本学科は化学，化学工学及び生物工学を基礎として，地球環境や生態系を保全する物質・

資源・エネルギーの生産及び循環プロセスに関する技術の創造と発展に貢献できる人材の
育成を目的とした教育研究を行います。 
したがって，本学科では次のような人を求めます。 

(1) 化学の知識・技術・考え方を真剣に学び，それを将来，応用化学あるいは環境・生物工
学等の分野で活かしたいという情熱を持っている人 

(2) 化学及び環境に関連する自然科学に対して幅広い興味や好奇心を持っている人 
(3) 実験や観察が好きで科学現象について考え，それを表現できる人 
(4) 数学，化学を含む理科及び語学の基礎学力を有し，それを身近な問題に応用できる人 

３．入学者選抜の基本方針 
本学科では，多様な観点から受験生の学力や資質を見るため，以下の入試方法によって

積極的に学生を受け入れます。 
【一般入試】（前期日程・後期日程） 

基礎学力に加えて，環境応用化学を学習する上で重要な理数系の科目に優れた能力を持
つ人を受け入れます。 
【推薦入試】（センター試験を課さない推薦入試） 

高校での成績が優秀で，さらに自然科学や語学の基礎学力ならびに環境応用化学への強
い学修意欲および資質を備えた人を受け入れます。 
【編入学試験】（推薦入試・一般入試） 

高専や短期大学等から3年次編入に相応しい基礎学力を備え，環境応用化学への強い学修
意欲を持つ人を受け入れます。 
【帰国子女入試】 

自然科学や語学の基礎学力ならびに環境応用化学への強い学修意欲および資質を備えた
帰国子女を受け入れます。 
【私費外国人留学生入試】 

日本留学生試験の成績が優秀で，さらに自然科学や語学の基礎学力ならびに環境応用化
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学への強い学修意欲および日本語によるコミュニケーション能力を備えた外国人を受け入
れます。 

４．高等学校等で履修すべき科目、取得しておくことが望ましい資格等 
本学科へ入学後の科目履修において支障が生じないためには，高等学校または高等専門

学校等で履修すべき教科・科目について偏りなく履修しておくことが必要です。特に，化
学，数学および物理については，それらの基本的な知識と理解を有し，さらに教科書レベ
ルの標準的な内容を修得しておくことを求めます。 

（出典：http://www.miyazaki-u.ac.jp/exam/files/ad-tec1.pdf） 
 

学科ごとの入学定員充足率及び学部編入学の入学定員充足率の推移をそれぞれ資料Ⅱ-

Ⅰ-1-9、資料Ⅱ-Ⅰ-1-10 に示す。各学科とも平均の定員充足率は定員の±10％以内にある。 

入学者選抜方法を改善するため、入学後の修学状況、学業成績、進路と入試方法との相

関を調査し、継続的かつ組織的に検証作業を行う（資料Ⅱ-Ⅰ-1-11）ほか、高校との入試

に関する連絡協議会において、高校側の要望を聴取している。その結果、高等学校側から

の強い要望と推薦入試における学力担保の観点から、推薦入試に大学入試センター試験を

課す試験を導入することとした。その事例を資料Ⅱ-Ⅰ-1-12 に示す。また、その他の改善

事例は資料Ⅱ-Ⅰ-1-13 のとおりである。 
 
資料Ⅱ-Ⅰ-1-9 入学定員充足率（上図は改組前、下図は改組後） 

 

 
（出典：大学現況票（平均入学定員充足率計算表） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-10 学部編入学定員充足率 

 
（出典：大学現況票（平均入学定員充足率計算表）） 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-1-11 入学後の修学状況と入学者選抜方法の相関に関する検証事例 
 
全学アドミッション専門委員会は、平成23年度に引き続き、入試方法と入学者の学業成績

の相関等について、平成20年度入学者を対象に調査を行った。本調査では、３つの入試区分
（一般前期、一般後期、推薦）の間で入学後の成績状況を比較した。目的の一つは、特定の
入学者選抜方法が学生の成績不振を招いていないかどうかを検証することにある。結果は、
「推薦」の入学者で成績不振は見当たらなかったが、工学部材料物理、土木環境、機械シス
テム等、一部で「推薦」における成績の低下がみられた。工学部では「推薦」にセンター試
験を課していない学科があり、今後の推移を注意深く見守っていくこととした。 
各学部・研究科において、平成23年度に引き続き、入学者選抜方法を改善するため、以下

のように入学後の修学状況、学業成績、進路と入試方法との相関を調査した。 
 
【他学部分は省略】 
 

（３）工学部は、各学科の２年生以上の学生に対して、キャリア支援システムを用いて、入
試区分と通算GPAとの相関について調査し、修学状況や学業成績は入試区分による違いは
見られないこと等がわかった。 

（出典：宮崎大学平成 24 年度自己点検・評価書の事業番号【3】の記載より抜粋：
http://www.of.miyazaki-u.ac.jp/~hyouka/daigakuhyouka-hp/tyuuki.html） 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-1-12 地域からの要請を考慮した入学者選抜の改善事例 
 
工学部推薦入試におけるセンター試験を課す試験の導入、工学部の変更理由書と連絡協議会

（19、20、21 年度）資料 
工学部アドミッション委員会では、昨年度より「センター試験を課した推薦入試（推薦入試

Ⅱ）」の新規導入について検討を重ね、教務委員会を通じて各学科のご意見をお尋ね致しまし
たところ、当初、物質環境化学科と機械システム工学科を除く４学科から賛同のご回答を頂き
ました。しかし、この４学科で統一した試験方法を採用すべく更に検討・調整していく過程で、
材料物理工学科と土木環境工学科の２学科は改めて「導入困難」と判断されるに至り、導入を
希望する学科は電気電子工学科と情報システム工学科の２学科となっております。 

このような状況ではありますが、当工学部における昨今の推薦入試での状況や、先日の「高
等学校との連絡協議会」での高校側からの強いご要望等に鑑み、当委員会としては、たとえ２
学科だけであっても、実施できる学科は「センター試験を課した推薦入試」を導入すべき、と
判断するに至りました。 

（出典：工学部アドミッション委員会報告（平成 21 年 8月 21 日）より抜粋） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-13 平成 26年度における入試関連の改善点 

学科 入試区分 変更点 効果 
環境ロボティ

クス学科 
編入学（一般） 試験科目の変更 受験者増 

電気システム

工学科 
推薦（センターを

課さない） 
面接で物理や数学の試

問を導入 
優秀な学生確保が可能なシス

テムの構築 
機械設計シス

テム工学科 
 受験生向けウェブサイ

トの開設 
平成 27 年度入学志願者倍率

が 3.3 倍（前期日程）に向上 
（出典：工学部各学科自己点検評価報告書から抜粋） 

 

学部の教育改革推進センターFD部門は、全学のFD専門委員会と情報を共有しながらFD活

動を推進している（資料Ⅱ-Ⅰ-1-14）。また、各学科・センターでもそれぞれの枠組みでFD

活動を自主的に行っている。例えば工学基礎教育センターでは、教育改革推進センターFD

部門との共催で工学部FD報告会を実施し、センターの数学及び物理の教育の取組について

報告している。これらのFD活動等によって、教育方法や教育内容及び運営面の改善を行っ

ている（資料Ⅱ-Ⅰ-1-15）。 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-1-14 工学部主催の FD/SD 活動（講演会、研修会） 

タイトル 
（実施年度・参加人数） 

内容・成果 

工学部ＦＤ講演会 
（平成 23 年度） 

講演Ⅰ「教育評価から戦略的 FD へ：工学部における学生調査の活用につい
て」 

講演Ⅱ「自主を促すキャリア教育の取り組み内容と今後の展望 －新たに導入
した教育の仕組みやツールの活用について－」 

第５回専門職・技術者倫
理ワークショップ 
（平成 23 年度） 

講演Ⅰ「事実と価値」という観点から展開する技術者倫理教育 
-金沢工業大学における実践より- 

講演Ⅱ「進化に必要なブラックボックスと技術者倫理」 

エンジニアリング・デザ
イン教育の取り組み 
（平成 24 年度，44 名） 

工学部各学科および農学部応用生物科学科のエンジニアリング・デザイン科
目の取り組みの紹介と意見交換を行った。 

JABEE 新基準勉強会 
（平成 24 年度，41 名） 

平成 24 年度から JABEE 教育プログラムの受審が JABEE 新基準で行えるよう
になった。これまでの基準と新基準の違いを把握し、新基準での受審に備え
るための勉強会を農学部と工学部との合同で開催した。また、工学部では平
成２４年度から改組により新学科が立ち上がったが、新学科での JABEE 教育
プログラムへの対応についても情報交換を行った。 

第１回工学部ＦＤ/ＳＤ
研修会 
（平成 24 年度，29 名） 

平成 23 年度～24 年度にかけて実施された本学の学生に対する調査「学習カ
ルテⅠ・Ⅱ」の回答について各学部・学科別の解析結果が報告された。調査
対象の統一の必要性やこれまで蓄積してきた解析結果の活用，さらに本学の
各学部において育成したい学生像など様々な視点から活発な議論が交わさ
れ，非常に有意義な研修会となった。 

第６回専門職技術者倫
理ワークショップ 
（平成 24 年度，16 名） 

前半は，技術者倫理調査研究委員会副委員長 小林幸人氏から全国の大学を調
査してまとめられつつある「モデルシラバス Ver.1」について中間報告と解
説をしていただいた。 
後半は，参加者が 5 人前後のグループに分かれて，技術者倫理科目を実際に
行うことを想定して，学習・教育目標の設定や教育内容及び教材の決定など
を議論するワークショップを実施した。最後に各グループでまとめた討論内
容について議論した。 

アクティブ・ラーニング
ＦＤワークショップⅠ 
（平成 24 年度，35 名） 

演題 「記憶」のメカニズムを利用した「わかる」授業のつくりかた －協同
学習で成績アップ！－ 
アクティブ・ラーニングの手法について参加者が実際に体験しながら学ぶワ
ークショップを行った。 
e ラーニングサイトで実施状況を視聴できる。 

アクティブ・ラーニング
ＦＤワークショップⅡ 
（平成 24 年度，42 名） 

演題  協同学習で教育効果てきめん！教えない授業”TBL” 
”チーム基盤型学習（TBL）”について実習を行いながら説明を受けた。TBL で
は教員は毎回の問題（RAT）を作成する必要はあるが，授業では全く講義を行
わず，グループで問題を解決するので，”講義しない授業”となることがわ
かった。 
e ラーニングサイトで実施状況を視聴できる。 
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学習指導要領から見た
高等学校数学と工学部
学生の現状について 
（平成 25 年度，23 名） 

1．講演会"学習指導要領から見た高等学校数学"について 
2．報告：数学の確認テスト結果から見える工学部新入生の現状 
3．意見交換 

アクティブ・ラーニング
導入科目報告会 
（平成 25 年度，33 名） 

アクティブ・ラーニング導入科目の授業担当者から、導入する際の工夫や導
入による効果などについて報告があり、専門科目へのアクティブ・ラーニン
グの導入を推進する上で、有意義な情報交換の場を提供することができた。 

工学基礎教育センター
の物理教育と数学教育
の取組 
（平成 26 年度，20 名） 

工学基礎教育センターが取り組む物理教育と数学教育の概要と状況について
報告があり、活発な異見交換が行われた。 

学生の主体的学びを促
すタブレット用教材開
発の事例紹介 
（平成 26 年度，15 名） 

中央大学理工学部 辻 知章 氏から、学生の主体的学習を促すためのタブレ
ット iPad 用のアプリケーション教材開発と効果に関する機械工学材料力学
分野での取り組みの事例について紹介いただいた。又、本学工学部教育技術
支援センター 相川 勝 氏からタブレットと各種ハードウェアを連携させる
情報通信技術研修の成果について紹介いただいた。教員と協同し、本技術を
学生の学習用アプリケーション開発に活用する今後の方向性について意見交
換を行った。 
メディアサイト集録コンテンツ URL 

 

反転授業 FD ワークショ
ップ 
アクティブ・ラーニング
導入科目報告会 
（平成 26 年度，20 名） 

第一部では、講師に山梨大学教育国際化推進機構大学教育センター副センタ
ー長 塙 雅典氏を招いて、反転授業の授業方法や教材の具体例、その教育効
果について、山梨大学での取り組みの事例について紹介いただいた。併せて、
講師の指導の下に教材の作成方法や公開手順の簡単な実習を体験した。 
第二部では、平成26年度にアクティブ・ラーニングを導入した6科目の担当教 
員による報告会を行い、工夫した点や導入効果に関する発表があった。 
メディアサイト集録コンテンツ URL 

 

第 1 回 FD/SD 研修会 
「微積分基礎クラス」に
おける反転授業の試み 
（平成 27 年度，38 名） 

関西大学理工学教育開発センターの濱本 久二雄 氏を招いて、数学基礎教育
における反転授業について講演いただいた。工学専門教育においても数学を
背景とした科目は多く、反転授業のアイデアが参考となった。 
メディアサイト集録コンテンツ URL 

 
高等学校と大学との物
理教育に関する連絡会 
・第 2回 FD/SD 研修会 
アクティブ・ラーニング
講習会 
（平成 27 年度，44 名） 

物理連絡会定例報告の後、高等学校と大学におけるアクティブ・ラーニング
教育の実践報告を行った。第二部では、産業能率大学経営学部の小林 昭文 氏
を招いて、アクティブ・ラーニングの定義、意義、効果、必要なスキル、導
入の仕方などについて講演いただき、グループワークを実施した。 

第3回工学部FD/SD研修
会・アクティブ・ラーニ
ング実施報告会 
（平成 27 年度，42 名） 
 

工学部教育改革推進センター部門とFD部門が共同で開催した。前半部では教
育改革推進センターより予算配分を受けた教員によるAL教育の成果報告会、
後半ではFD部門主催による河合塾より野吾教行氏を講師として、同社の調査
にもとづいた国立大学のアクティブ・ラーニング教育の内容と成果について
講演会を、それぞれ、実施した。 

（出典：工学部FD報告書より作成） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-15 FD 活動が教育の質の向上や授業の改善に結び付いた具体例 

教育の質の向上や授業の改善に結び付いた具体例 
(1)平成 23 年度には、工学部全学科の教育プログラムが日本技術者教育認定機構（JABEE）の認定を受

け、国際的に通用性のあるものとなった。 
(2)平成 21～23 年度の GP「自主を促す工学技術者キャリア教育」の取組みを通じて、キャリアプラン

シート、履修成績のポートフォリオ（履修カルテ）及びキャリア学習履歴証明（キャリア・ディベロ

ップメント証明書）など支援システムが整備され、学生がキャリア学習に自主的に意欲的に取り組め

るようになった。 
(3)各学科での拡大教育改善委員会をはじめ、教員間連絡ネットワーク組織の活動により、教育効果の向

上や改善に継続的に取り組んでいる。 
(4)授業改善に関する学生によるアンケートの継続的な実施により、学生の意見を取り入れている。 

この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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(5)推薦入学合格者へ数学などの入学前学習教材を送付して添削による学習を実施したり、大学での物理

学実験に触れる機会を持つ取組で、専門基礎学力の修得を支援し専門基礎科目への関心を啓発してい

る。 
(6)新入生を対象とした数学や物理の補習により、学生の専門基礎学力の修得を支援している。 
(7)クリッカー・システムの利用によって、学生の集中力を持続させ、能動的学習の促進に役立てている。 
(8)アクティブ・ラーニングのワークショップにより、アクティブ・ラーニングを取り入れた専門科目が

全体で 60 科目以上に増え、学生と教員との双方向授業、グループによる協同学習の学習経験を提供で

きるようになった。また、学生に授業の予習、復習を与え、自主的学習を促している。 
（出典：工学部FD報告書より作成） 

 
改組前の６学科全てが日本技術者教育認定機構（JABEE）により認定された。改組後も既

に５学科がプログラム変更等で継続認定されており、残る２学科も新規に受審予定である

（資料Ⅱ-Ⅰ-1-16）。したがって、すべての学科がJABEEの認定基準（資料Ⅱ-Ⅰ-1-17）に

従った教育改善のシステムを構築している。具体的には、授業改善に関する報告書を科目

ごとに作成し、これを基に「授業評価会」等を開催し、教育の質の保証や向上につなげる

など、学科内でPDCAサイクルを整え(資料Ⅱ-Ⅰ-1-18)、継続的な自己点検評価及び教育改

善を行っている。ここでは、学生、教職員、学外者（同窓会、高校との連絡協議会及び高

校教員との教育ネットワーク等）、卒業・修了生、就職先関係者から聴取した意見も活用

している。これらの活動例を別添資料Ⅱ-Ⅰ-1-19に示す。一方、学部全体の教育の質保証

については、学部長を中心に、教育改革推進センター、学部教務委員会等がPDCAサイクル

に取り組む体制となっている(資料Ⅱ-Ⅰ-1-20)。 

学外関係者からの意見や評価結果を改善に結び付けた具体的事例として、平成24年度に

工学部が改組され、育成する人材像をはじめ、組織・構成から教育プログラム等まで、学

外関係者からの意見に基づき様々な改善と取組が行われた。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-16 日本技術者教育認定機構（JABEE）による認定状況 

改組前 認定機関 改組後の状況 
材料物理工学科 平成 22～27 年度  
物質環境化学科 平成 16～26 年度 環境応用化学科として認定継続 

（平成 27 年度継続審査受審） 
電気電子工学科 平成 16～26 年度 電気システム工学科として認定継続 

（平成 27 年度継続審査受審） 
土木環境工学科 平成 15～28 年度 社会環境システム工学科として認定継続 
機械システム工学科 平成 17～27 年度 機械設計システム工学科として認定継続 
情報システム工学科 平成 17～27 年度 情報システム工学科として認定継続 
  電子物理工学科   ：平成 29 年度受審予定 
  環境ロボティクス学科：平成 28 年度受審予定 

（出典：平成25年度大学調査より作成したものに追加） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-17 JABEEが定める認定基準 
基準 1 学習・教育到達目標の設定と公開 
(1)プログラムが育成しようとする自立した技術者像が定められていること。この技術者像は、プログラ

ムの伝統、資源及び修了生の活躍分野等が考慮されたものであり、社会の要求や学生の要望にも配慮
されたものであること。さらに、その技術者像が広く学内外に公開され、また、当該プログラムに関
わる教員及び学生に周知されていること。 

(2)プログラムが育成しようとする自立した技術者像に照らして、プログラム修了時点の修了生が確実に
身につけておくべき知識・能力として学習・教育到達目標が設定されていること。この学習・教育到
達目標は、下記の(a)～(i)の各内容を具体化したものであり、かつ、その水準も含めて設定されている
こと。さらに、この学習・教育到達目標が広く学内外に公開され、また、当該プログラムに関わる教
員及び学生に周知されていること。なお、学習・教育到達目標を設定する際には、(a)～(i)に関して個
別基準に定める事項が考慮されていること。 
(a)地球的視点から多面的に物事を考える能力とその素養 
(b)技術が社会や自然に及ぼす影響や効果、及び技術者が社会に対して負っている責任に関する理解 
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(c)数学及び自然科学に関する知識とそれらを応用する能力 
(d)当該分野において必要とされる専門的知識とそれらを応用する能力 
(e)種々の科学、技術及び情報を活用して社会の要求を解決するためのデザイン能力 
(f)論理的な記述力、口頭発表力、討議等のコミュニケーション能力 
(g)自主的、継続的に学習する能力 
(h)与えられた制約の下で計画的に仕事を進め、まとめる能力 
(i)チームで仕事をするための能力 

 
基準 2 教育手段 
2.1 教育課程の設計 
(1)学生がプログラムの学習・教育到達目標を達成できるように、教育課程（カリキュラム）が設計され、

当該プログラムに関わる教員及び学生に開示されていること。また、カリキュラムでは、各科目とプ
ログラムの学習・教育到達目標との対応関係が明確に示されていること。なお、標準修了年限及び教
育内容については、個別基準に定める事項を満たすこと。 

(2)カリキュラムの設計に基づいて、科目の授業計画書（シラバス）が作成され、当該プログラムに関わ
る教員及び学生に開示されていること。シラバスでは、それぞれの科目ごとに、カリキュラム中での
位置付けが明らかにされ、その科目の教育内容・方法、到達目標、成績の評価方法・評価基準が示さ
れていること。また、シラバスあるいはその関連文書によって、授業時間が示されていること。 

 
2.2 学習・教育の実施 
(1)シラバスに基づいて教育が行われていること。 
(2)学生の主体的な学習を促し、十分な自己学習時間を確保するための取り組みが行われていること。 
(3)学生自身にもプログラムの学習・教育到達目標に対する自分自身の達成状況を継続的に点検させ、そ

れを学習に反映させていること。 
 
2.3 教育組織 
(1)カリキュラムを適切な教育方法によって展開し、教育成果をあげる能力をもった十分な数の教員と教

育支援体制が存在していること。 
(2)カリキュラムに設定された科目間の連携を密にし、教育効果を上げ、改善するための教員間連絡ネッ

トワーク組織があり、それに基づく活動が行われていること。 
(3)教員の質的向上を図る取り組み（ファカルティ・ディベロップメント）を推進する仕組みがあり、当

該プログラムに関わる教員に開示されていること。また、それに従った活動が行われていること。 
(4)教員の教育活動を評価する仕組みがあり、当該プログラムに関わる教員に開示されていること。また、

それに従って教育改善に資する活動が行われていること。 
 
2.4 入学、学生受け入れ及び異動の方法 
(1)プログラムの学習・教育到達目標を達成できるように設計されたカリキュラムの履修に必要な資質を

持った学生を入学させるための具体的な方法が定められ、学内外に開示されていること。また、それ
に従って選抜が行われていること。 

(2)プログラム履修生を共通教育等の後に決める場合には、その具体的方法が定められ、当該プログラム
に関わる教員及び学生に開示されていること。また、それに従って履修生の決定が行われていること。 

(3)学生をプログラム履修生として学外から編入させる場合には、その具体的な方法が定められ、学内外
に開示されていること。また、それに従って履修生の編入が行われていること。 

(4)学内の他のプログラムとの間の履修生の異動を認める場合には、その具体的方法が定められ、関係す
る教員及び学生に開示されていること。また、それに従って履修生の異動が行われていること。 

 
2.5 教育環境・学生支援 
(1)プログラムの学習・教育到達目標を達成するために必要な教室、実験室、演習室、図書室、情報関連

設備、自習・休憩施設及び食堂等の施設、設備が整備されており、それらを維持・運用・更新するた
めに必要な財源確保への取り組みが行われていること。 

(2)教育環境及び学習支援に関して、授業等での学生の理解を助け、学生の勉学意欲を増進し、学生の要
望にも配慮する仕組みがあり、それが当該プログラムに関わる教員、職員及び学生に開示されている
こと。また、それに従った活動が行われていること。 

 
基準 3 学習・教育到達目標の達成 
(1)シラバスに定められた評価方法と評価基準に従って、科目ごとの到達目標に対する達成度が評価され

ていること。 
(2)学生が他の高等教育機関等で取得した単位に関して、その評価方法が定められ、それに従って単位認

定が行われていること。編入生等が編入前に取得した単位に関しても、その評価方法が定められ、そ
れに従って単位認定が行われていること。 

(3)プログラムの各学習・教育到達目標に対する達成度を総合的に評価する方法と評価基準が定められ、
それに従って評価が行われていること。 

(4)修了生全員がプログラムのすべての学習・教育到達目標を達成していること。 
(5)修了生がプログラムの学習・教育到達目標を達成することにより、基準 1(2)の(a)～(i)の内容を身につ
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けていること。 
 
基準 4 教育改善 
4.1 教育点検 
(1)学習・教育到達目標の達成状況に関する評価結果等に基づき、基準 1～3 に則してプログラムの教育

活動を点検する仕組みがあり、それが当該プログラムに関わる教員に開示されていること。また、そ
れに関する活動が行われていること。  

(2)その仕組みは、社会の要求や学生の要望にも配慮する仕組みを含み、また、仕組み自体の機能も点検
できるように構成されていること。 

(3)その仕組みを構成する会議や委員会等の記録を当該プログラムに関わる教員が閲覧できること。 
 
4.2 継続的改善 
教育点検の結果に基づき、プログラムの教育活動を継続的に改善する仕組みがあり、それに関する活動
が行われていること。 
 

（出典：JABEEウェブサイト 

http://www.jabee.org/accreditation/basis/accreditation_criteria_doc/） 

 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-18 学科内のPDCAの体制の例：環境応用化学科 

 
（出典：工学部ウェブサイト http://www.chem.miyazaki-u.ac.jp/jabee/jabee0.html） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-20 工学部における PDCA 体制 

 
（出典：平成 25 年度大学調査より作成） 

 

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

学部改組により、学術分野の広がり、産業構造の変化及び社会の大学への要請に応じた

学部教育を可能とし、同時に、教員組織を教育組織と分離して組織したことで、学科の教

育プログラム実施において自由な教員配置が可能となった。また、工学基礎教育センター

の設置により、各学科の専門教育と連携した基礎教育の充実及び高校との教育接続も推進

している。教育を実施するのに十分な教員を確保しており、女性、外国人、国際的な実績

を有する教員なども充実させている。教員の教育力向上に向けて、教育改革推進センター

の FD部門が中心となり FD 研修会を開催しており、その成果が教育の質向上等に結び付い

ている。 

入学者の選抜に関しては、アドミッション・ポリシーを明確にし、多様な方法で選抜を

行っている。特に個別試験への第２志望の導入や、推薦入試における推薦条件、方法等が

工夫されている。 

教育の質保証に関しては、全学科が JABEE の認定基準に基づき、学生、教員、学外者等

の意見も聴取しながら、授業改善のための PDCA サイクルを組織的に実行している。 

以上より、工学部の教育実施体制は、関係者の期待する水準を上回ると判断する。 
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観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

大学の教育理念・目標を踏まえ、学部としてのディプロマ・ポリシーとアドミッション・

ポリシーを定めている。また、全学科が JABEE の基準に従って、それぞれに育成する人材

像及び学習・教育到達目標を定め、それに応じたディプロマ・ポリシー、カリキュラム・

ポリシー、アドミッション・ポリシーを策定し、体系的な教育プログラムを編成している

（資料Ⅱ-Ⅰ-2-1）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-1 カリキュラム・ポリシーの例：工学部環境応用化学科 
 
工学部環境応用化学科 
 環境応用化学科では、十分な基礎学力と幅広い応用力を身につけ、課題探求能力と創造性
を持ち、優れたコミュニケーション能力をそなえ、自主的・総合的に的確な判断ができる人
間性豊かな人材を養成するため、以下の方針に基づいてカリキュラムを編成し、教育を実施
します。 
【教育課程の編成の方針】 
１．幅広く深い教養と基本的な学習能力の獲得のため、共通教育カリキュラムとして、共通
科目（大学入門セミナー、情報処理、外国語、保健・体育）、主題科目（環境と生命、倫理
と文化、現代社会の課題、自然の仕組み）と教養発展科目を設置します。 

２．工学技術者として求められる工学の基礎や倫理観を学ぶために、工学基礎科目を設置し
ます。 

３．応用化学技術者として必要な基礎及び応用知識を体系的に学ぶために、実験科目を含め
た学科専門科目を教育目標に即し段階的に設置します。 

４．自主的、継続的な学習により知識や技術を高め、それらを課題の探求と解決に生かし、
成果を正しく伝える能力を育成するために、卒業研究等の科目を設置します。 

【実施の方針】 
５．各授業科目について、シラバスで到達目標、授業計画、成績評価基準・方法を明確にし、
周知します。 

６．問題解決能力、デザイン能力、コミュニケーション能力等を育成するために、問題発見、
問題解決、チームワーク、発表・質疑討論等を含むアクティブ・ラーニングを積極的に取
り入れた授業形態による指導を行います。 

７．学科科目の試験答案を返却し、“学習・教育目標達成度自己点検”を学生自ら記入させて、
学習・教育目標に対する達成度と今後の学習計画を点検させます。 

８．成績評価基準、方法に基づき厳格な評価を行います。 
（出典：宮崎大学工学部カリキュラム・ポリシー 

http://www.miyazaki-u.ac.jp/tech/pdf/curriculum.pdf） 

 

学科は編成したカリキュラムに基づいて学習教育到達目標と授業科目との対応をカリキ

ュラムマトリックスに示すとともに、科目間の関係や科目の配当年次をカリキュラムフロ

ーチャートとしてキャンパスガイド（学生便覧）に記載している（資料Ⅱ-Ⅰ-2-2）。 

工学基礎教育センターでは、学生が高校で履修した内容の理解を深めるために入学前教

育及び補習教育を実施し、さらに１、２年次に配置した工学基礎科目（数学・物理・化学）

を主に担当することで、基礎学力を確実に身につけさせている。また、学科専門科目との

連携を図るため、科目内容などを学科に周知、相談する FD懇談会を開催している。 

工学分野の人材養成のために、技術士による「技術者倫理と経営工学」の講義を行って

いるほか、キャリア形成教育として、文部科学省 平成 21年度大学教育・学生支援推進事

業【テーマＡ】「自主を促す工学技術者キャリア教育（平成 21～23 年度）」に取り組み、正

課外での学生の自主的なキャリア学習を支援する資格取得支援講座や工学技術者知識講座

を実施した。このうち工学技術者知識講座については e-ラーニングにより継続している。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-3 ｅ-ラーニングによる工学技術者知識講座 

http://www.miyazaki-u.ac.jp/tech/sce/formation-study/elearning.html 

（出典：宮崎大学工学部ウェブサイト） 
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毎年行う卒業時アンケートのほか、教員は科目ごとに学生による授業改善アンケートを

実施している。また、各学科が行っていた就職先や卒業生へのアンケートは、教育改革推

進センターFD部門が組織的に実施するよう改め、卒業後３年目の卒業生及び前年度卒業生

の就職先を対象としたアンケートを毎年実施することとし、社会のニーズの把握に努めて

いる。これらのアンケート結果から、例えば資料Ⅱ-Ⅰ-2-4 の様な取組を行った。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-2 カリキュラムフローチャートの例：電子物理工学科 

 
（出典：キャンパスガイド） 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-2-4 アンケートによるニーズの把握とその対応の例 

学科・センター 取組 
環境応用化学科 ・学生の意見聴取会等での学生のニーズの把握 

・卒業生の講演会および授業評価会への外部委員の招聘等を通し
た社会のニーズの把握 

・資格取得支援講座「水質関係公害防止について学ぶ会」、「危
険物取扱について学ぶ会」、「高圧ガス製造保安責任者(乙種化
学)の受験対策講座」の開講 

・自主勉強会「水質関係公害防止」の開講 
環境ロボティクス学科 ・分野横断的な教育を編成 

・コミュニケーション力、チームワーク力を養う演習科目を少人
数教育体制で実施 

・社会的ニーズの高い医療機器等を対象として、九州保健福祉大
学臨床工学科の複数教員による医療分野と工学分野を融合した
講義を実施 

電子物理工学科 ・学生からの要望による時間割編成の工夫 
工学基礎教育センター ・学生からのニーズの高い数学と物理科目の補習授業を実施 

（出典：平成 26 年度工学部各学科自己点検評価報告書から作成） 

 

学生の海外への渡航を促す科目として海外体験学習（１単位）を導入した。これにより、

インドネシアに５名の学生を派遣し、帰国後、海外体験についてのプレゼンテーションを

実施した。また、国際的な工学系人材育成の観点から、１，２年生に対して TOEIC 受験を

義務化するとともに、TOEIC 導入に関して外部講師を招き講演会を実施した。学生に英語

のセミナーや講義に触れる機会を増やし、国際的なキャンパスライフを提供することを目

的に「めざせ GLOBAL ENGINEER!イギリス大学での授業模擬体験 2日間イベント」を開催し、

多くの学部生、大学院生、教職員が参加した。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-5 英語セミナーの例 http://www.miyazaki-u.ac.jp/topics/20141218 

（出典：宮崎大学工学部ウェブサイト） 
 

いずれの学科も分野の特性に応じて授業形態を工夫しており、資料Ⅱ-Ⅰ-2-6 に示すよ

うに、講義科目のほかに、演習や実験・実習を配置し、講義が約 75％、それ以外の授業形

態が約 25％となっている。実験・実習では課題探究型のデザイン教育やプロジェクト基盤

学習（PBL）教育も実施している。このほか、資料Ⅱ-Ⅰ-2-7 に示すように、様々な学習指

導方法の工夫を行っている。また、学外企業等での就業体験の機会を提供するために、イ

ンターンシップ、もしくは長期インターンシップを全ての学科が開講し、学生に将来の自

己の人材像を意識させている。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-6 学科別授業形態の科目数の分布状況 

入学

年度 学  科 
授 業 区 分 組み合わせ比率 

講義 演習 実験・ 
実習 

実験・ 
演習 

講義・ 
演習 計 講義 その他 

平
成23

年
度
以

前 

材料物理工学科 37 3 11  4 55 67.3% 32.7% 
物質環境化学科 43 3 7   53 81.1% 18.9% 
電気電子工学科 50 3 9   62 80.6% 19.4% 
土木環境工学科 50 15 8   73 68.5% 31.5% 
機械システム工学科 47 2 10   59 79.7% 20.3% 
情報システム工学科 45 9 3   57 78.9% 21.1% 

平
成24

年
度
以
降 

環境応用化学科 40 3 8   51 78.4% 21.6% 
社会環境システム工

学科 44 13  8  65 67.7% 32.3% 

環境ロボティクス学

科 34 9 5   48 70.9% 29.1% 

機械設計システム工

学科 40 1 11   52 76.9% 23.1% 

電子物理工学科 37  7  3 47 78.7% 21.3% 
電気システム工学科 39 8 9   56 69.6% 30.4% 
情報システム工学科 37 8 4   49 75.5% 24.5% 

注 網掛けは、緑色：20～39％、黄色:40～59％、橙色：60～79％、ローズ:80～100％を示す。 
（出典：学科への調査の集計結果） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-7 授業での学習指導法の工夫 

（網掛けは、緑色：20～39％、黄色:40～59％、橙色：60～79％、ローズ:80～100％を示す。） 

学科 授業区分 

科

目

数 

学習指導法上の工夫 

少人数 

（10 人程度） 

双方向 

対話・討論 
フィールド型 メディア活用 TA 活用 

科目

数 
％ 

科目

数 
％ 

科目

数 
％ 

科目

数 
％ 

科目

数 
％ 

材料物理工学科 

講義 37 0 0 3 8 0 0 5 14 1 3 
演習 3 0 0 1 33 0 0 0 0 0 0 
実験・実習 11 5 45 5 45 3 27 4 36 3 27 
講義・演習 4 0 0 0 0 0 0 1 25 4 100 

物質環境科学科 

講義 43 2 5 2 5 0 0 5 12 0 0 
演習 7 5 71 4 57 6 86 6 86 4 57 
実験・実習 3 1 33 2 67 1 33 1 33 1 33 

電気電子工学科 

（A・B コース） 

講義 50 1 2 1 2 0 0 11 22 5 10 
演習 3 2 67 2 67 0 0 3 100 3 100 
実験・実習 9 7 78 7 78 3 33 7 78 4 44 

土木環境工学科 

講義 50 2 4 1 2 2 4 14 28 0 0 
演習 15 2 13 2 13 1 7 7 47 9 60 
実験・実習 8 6 75 5 63 5 63 2 25 4 50 
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機械システム工

学科 

講義 47 2 4 4 9 0 0 22 47 0 0 
演習 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
実験・実習 10 6 60 6 60 5 50 5 50 4 40 

情報シ

ステム

工学科 

応用コ

ース 

講義 45 0 0 1 2 0 0 9 20 0 0 
演習 9 3 33 8 89 0 0 8 89 7 78 
実験・実習 3 3 100 3 100 1 33 2 67 1 33 

専修コ

ース 

講義 45 0 0 1 2 0 0 9 20 0 0 
演習 9 2 22 8 89 0 0 8 89 7 78 
実験・実習 3 2 67 3 100 1 33 2 67 0 0 

 

学科 授業区分 

科

目

数 

学習指導法上の工夫 

少人数 

（10 人程度） 

双方向 

対話・討論 
フィールド型 メディア活用 TA 活用 

科目

数 
％ 

科目

数 
％ 

科目

数 
％ 

科目

数 
％ 

科目

数 
％ 

環境応用化学

科 

講義 40 1 3 5 13 0 0 4 10 0 0 
演習 3 1 33 2 67 1 33 1 33 1 33 
実験・実習 8 5 63 5 63 7 88 7 88 4 50 

社会環境システ

ム工学科 

講義 44 5 11 5 11 2 5 12 27 8 18 
演習 13 2 15 2 15 2 15 1 8 1 8 
実験・演習 8 2 25 0 0 1 13 4 50 2 25 

環境ロボティク

ス学科 

講義 34 1 3 6 18 0 0 15 44 2 6 
演習 9 4 44 5 56 0 0 6 67 6 67 
実験・実習 5 4 80 1 20 1 20 1 20 3 60 

機械設計システ

ム工学科 

講義 40 1 3 4 10 0 0 15 38 1 3 
演習 1 0 0 0 0 1 100 0 0 0 0 
実験・実習 11 10 91 8 73 5 45 6 55 6 55 

電子物理工学

科 

講義 37 0 0 3 8 0 0 4 11 0 0 
講義・演習 3 0 0 0 0 0 0 1 33 1 33 
実験・実習 7 4 57 2 29 2 29 2 29 4 57 

電気システム工

学科 

講義 39 0 0 0 0 0 0 5 13 1 3 
演習 8 1 13 1 13 0 0 2 25 4 50 
実験・実習 9 8 89 7 78 2 22 7 78 6 67 

情報システム工

学科 

講義 37 0 0 3 8 0 0 22 59 0 0 
演習 8 2 25 8 100 0 0 8 100 6 75 
実験・実習 4 4 100 2 50 1 25 1 25 2 50 

（出典：学科への調査の集計結果） 

 

学生の主体的な学習を促すための特色ある取組の例として、「自主を促す工学技術者キ

ャリア教育」で実施した工学デザイン実習を発展させた 60科目を超えるアクティブ・ラー

ニング導入科目と、平成 23 年度より稼働を始めた工学部キャリア支援システムが挙げられ

る。キャリア支援システムでは GPA（Grade Point Average）の算出・表示等、学生の成績

集計ができるので、学生が学習の到達度や、専門科目における自分の成績位置を確認でき、

これをもとに学生が自己評価結果や今後の目標を記入し、教員がコメントを返すことで学

生の学習意欲を高めることができる（別添資料Ⅱ-Ⅰ-2-8）。 

学生が授業時間外の学習を行うよう、授業時間外学習の指示をシラバスに記載するとと

もに、多くの授業でレポート課題を出したり、中間テストを実施したりして授業時間外の

学習を促している（資料Ⅱ-Ⅰ-2-9）。卒業研究では週報等学習記録を提出させ、学習状況

を確認している（別添資料Ⅱ-Ⅰ-2-10）。このような自己学習が過度の負担とならないよう

に、履修登録には上限を設定し、キャンパスガイド等で周知している（資料Ⅱ-Ⅰ-2-11）。

実際の学生の履修状況は資料Ⅱ-Ⅰ-2-12のとおりである。また、学生が主体的に学習を行

う部屋として、静かな環境で学習するための教室と、グループで相談しながら学習するた

めの教室を各１部屋、講義時間帯を除き休日も含め24時間開放しており、期末試験前など

の利用者が増加する時期には、利用状況に応じてさらに１教室を開放している。また、就
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職情報検索もできる「工学部学生学習情報室」も設置している。このほかの学修支援の取

り組み例を資料Ⅱ-Ⅰ-2-13に示す。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-9 授業時間外の学習を促す工夫 

科目数 
レポート ミニテスト 中間テスト 

科目数 割合 
（％） 科目数 割合 

（％） 科目数 割合 
（％） 

409 233 57 119 29 179 44 

注) ・割合は、総科目数に対する％で示す。   
・網掛けは、緑色：20.0～39.9％、黄色：40.0～59.9％、橙色：60.0～79.9％を示す。 

（出典：平成25年８月に学科ごとに行った調査） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-11 履修登録の上限設定の例：工学部環境応用化学科 
 
１） 受講科目登録できる半期の単位数について 

本学科では、受講科目登録できる半期の単位数を、前学期、後学期とも原則として 25
単位以内とします。ただし、25 単位には教職に関する科目の単位及び集中講義の単位

は含みません。 
（出典：キャンパスガイド） 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-2-12 学年ごとの学生あたり平均修得単位数 

入学年度 学科 1 年 2 年 3 年 4 年 
前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 

平成 23 年度以前 
（平成 24 年度実績） 

材料物理工学科   16 17 17 12 5 9 
物質環境化学科   18 18 16 14 4 9 
電気電子工学科   15 16 15 15 7 10 
土木環境工学科   14 22 16 14 3 8 
機械システム工学科   15 14 14 15 3 9 
情報システム工学科   15 15 16 9 2 9 

平成 24 年度以降 
（平成 27 年度実績） 

環境応用化学科 21 20 23 24 17 17 2 21 
社会環境システム工
学科 17 19 19 27 29 13 3 17 
環境ロボティクス学
科 21 20 23 23 22 14 1 21 
機械設計システム工
学科 20 23 17 24 20 14 6 20 
電子物理工学科 22 18 22 23 14 18 7 22 
電気システム工学科 21 22 21 19 19 16 4 21 
情報システム工学科 21 21 19 22 22 17 3 21 

注 旧学科は平成 24 年度、改組後の学科は平成 27 年度の各学年での学生あたり平均履修
単位数を示す。 

（出典：平成 27 年度末現在の学生の履修状況から調査） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-13 学修支援の取り組み例  

学科・センター 取組 
電気システム工学科 
（電気電子工学科） 

・履修や学習に関する相談、復習・レポート作成のサポート等を「道

草塾」と称して実施 
工学基礎教育センター ・数学履修科目のより高度で発展的な内容を学びたい学生の要望に

応えて、発展的な内容での自主ゼミを実施 
・数学の成績優秀者への学部長表彰 

（出典：工学部自己点検評価報告書より） 
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（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

学科毎にディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー

を定め、これらをもとに、学生が卒業時に備えるべき能力を到達目標として設定している。  

またこれらの目標が確実に達成されるように、カリキュラムフローチャートを作成し、科

目間の連携を図るなど、体系的な教育課程を編成している。教育課程の編成とその成果に

ついて卒業生の就職先や卒業生へのアンケート等を実施し、その改善につなげている。ま

た、このような社会のニーズの把握を組織的に行うように改めている。 

工学分野の人材育成に適合するよう、講義、演習、実験・実習科目を適切に配置してお

り、学生の主体的な学習を促すため、アクティブ・ラーニングを積極的に導入するととも

に、工学部キャリア支援システムを使った、学生自身による学修成果の把握を促している。 

 学生が海外に目を向ける取組及び英語の語学力強化も図っている。 

以上より、工学部の教育内容・方法は、関係者の期待する水準を上回ると判断する。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

（観点に係る状況） 

 在学中の履修状況、学習成果については学生、教員共に、工学部キャリア支援システム

の履修カルテ機能で随時把握することができる。すべての学科が JABEE の設定する基準に

基づき、工学分野において卒業時に求められる能力の達成度評価を行っており、卒業生す

べてが学習・教育到達目標を達成していることを確認している。 

入学から卒業までの在学期間中の成績分布及び単位修得状況を資料Ⅱ-Ⅱ-1-1 に示す。

共通教育科目及び専門科目の単位修得率はいずれも82％以上で、80点以上がいずれも40％

以上を占めている。卒業研究の成績分布を資料Ⅱ-Ⅱ-1-2 に示す。卒業研究の単位修得率

は 98％以上で、80 点以上は 80％以上であり、高い水準を示している。最近５年間の卒業

状況は資料Ⅱ-Ⅱ-1-3 に示すように、69%以上で推移している。 

以上の履修・卒業状況から学習成果が上がっていると判断される。 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-1  学士課程での修得全科目の成績分布と単位修得率 

 入学年度 開講年度 
秀 

100～90 

優 

89～80 

良 

79～70 

可 

69～60 

単位 

修得率 

不可 

59～0 
未履修 

共通科目 H21 H21～22 21.2% 30.5% 20.5% 17.1% 89.3% 3.6% 7.1%

専門科目 H21 H21～24 13.9% 26.3% 21.9% 20.1% 82.1% 9.2% 8.6%

平均   22.3% 33.5% 22.0% 14.7% 92.6% 2.4% 5.0%

（出典：学務情報システムより集計） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-2  学士課程での卒業論文の成績の分布 

入学年度 
秀 

100～90 

優 

89～80 

良 

79～70 

可 

69～60 

単位 

修得率 

不可 

59～0 
未履修 

H21 28.7% 52.3% 13.8% 3.4% 98.2% 0.0% 1.8% 

H22 26.0% 46.0% 17.0% 5.0% 94.0% 0.0% 6.0% 

H23 21.5% 49.6% 19.8% 5.0% 95.9% 0.0% 4.1% 

H24 25.5% 54.2% 17.5% 2.2% 99.4% 0.0% 0.6% 

（出典：学務情報システムより集計） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-3  学士課程の入学者数に対する卒業率の推移 

入学年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

入学者数 384 390 397 387 384 383 

標準修業年限卒業率 78.1% 74.4% 77.8% 69.5% 77.9% 77.3% 

×1.5年内卒業率 88.8% 88.2% 87.4% 87.6%   

（出典：学務情報システムより集計） 

 

学生の資格取得状況は資料Ⅱ-Ⅱ-1-4 のとおりであり、専門性に応じた教職免許や技術

資格を取得している。また、平成 26 年度は学部全体で各種学会から 13名の学生が表彰を

受けている（資料Ⅱ-Ⅱ-1-5）。特筆事例として、環境応用化学科では、文部科学省が主催

する第４回サイエンスインカレにおいて、４年生がコンソーシアム奨励賞を受賞した（資

料Ⅱ-Ⅱ-1-6）。このように工学部全体として、多くの資格取得、学会からの表彰実績があ

り、学習成果が上がっていると判断される。 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-4  主な資格取得者の状況の推移 

卒業年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

教員免許 
  （高校１種） 

(2.6%) 
10 

(6.0%) 
21 

(3.8%) 
17 

(5.2%) 
17 

(4.9%) 
18 

(5.3%) 
20 

環境計量士 
危険物取扱者（甲種) 

0 
5 

1 
3 

0 
10 

0 
11 

0 
13 

0 
5 
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危険物取扱者（乙種） 
公害防止管理者 
電気主任技術者第2種 
電気主任技術者第3種 

3 
7 
0 
1 

4 
10 
0 
0 

1 
6 
0 
0 

0 
2 
1 
0 

0 
0 
0 
0 

3 
0 
0 
0 

注１．( )内は、学部卒業者数に対する資格取得者の割合（％） 

（出典：学部の調査結果） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-5 学生の学会からの表彰の状況 

年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

学会等からの表彰件数 6 5 10 8 

（出典：学部の調査結果） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-6 サイエンス・インカレにおける受賞 

http://www.miyazaki-u.ac.jp/tech/events/pdf/award_20150313.pdf 

（出典：宮崎大学工学部ウェブサイト） 
 

教員は担当科目について「学生による授業改善アンケート」を実施したうえで、各学科

は前期、後期の講義期間終了後、FD 報告会（授業評価会）を開催し、アンケートの結果を

公表し分析している。科目ごとの目標に対する達成度や満足度は概ね良好である（資料Ⅱ-

Ⅱ-1-7）ものの、講義時間外での学生の自習時間が少ないことが課題であり、対策が必要

である。また、卒業時アンケートでは外国語によるコミュニケーション能力が身についた

との回答は若干低い結果となった。この結果を受け、英語教育を強化するために、TOEIC

の受験を義務化するとともに、英語のセミナーを開催することとした。 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-7  学生による専門科目の授業評価アンケート結果 

入学年度 学科 
質問項目 1（到達度） 質問項目 2（満足度） 

H23 
前期 

H24 
前期 

H25 
前期 

H26 
前期 

H23 
前期 

H24
前期 

H25 
前期 

H26 
前期 

H23 年度以前 平均 3.1 3.1 3.2 3.3 3.2 3.2 3.3 3.4 

H24 年度以降 平均 － 3.2 3.1 3.1 － 3.4 3.2 3.2 
・質問項目1： 私はこの科目の「達成目標」に到達した。 

・質問項目2： この授業は満足できるものだった。 

・表中の数値は、「あてはまる＝４」、「ややあてはまる＝３」、「あまりあてはまら

ない＝２」、「あてはまらない＝１」とし、クラスの平均値を示す。 

（出典：学生による授業改善アンケート結果よりとりまとめ） 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

在学中の単位修得率は 80％以上で、卒業状況もほぼ 70％以上で推移しており、卒業生す

べてが、学科の設定した学習・教育到達目標を達成している。また、専門性に応じた資格

取得にも努力しており、学会からの表彰も多く受けている。これらの事から、学習成果が

上がっていると判断される。 

「学生による授業改善アンケート」では、科目ごとの目標に対する達成度や満足度は概

ね良好であるが、自己学習時間が少ないという課題が残っている。 

以上より、工学部の学業の成果は、関係者の期待する水準にあると判断する。 
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観点 進路・就職の状況  

（観点に係る状況） 

宮崎大学合同会社説明会、宮崎大学就職情報などを活用して、各学科の就職担当教員が

就職活動支援を行っている。就職担当教員は、状況を随時教室会議等で報告しており、進

路未決定者については、就職担当教員と指導教員が連携するなどして就職指導を行ってい

る。また、工学部同窓会と連携して就職アドバイザーを雇用し、学生の個別指導も行って

いる。情報システム工学科では、企業見学会を開催し、働く現場の見学や採用担当者との

意見交換を行い、就職活動に対する意識の向上を促した。 

卒業生の進路状況の概要を資料Ⅱ-Ⅱ-2-1 に示す。また、主な就職先を資料Ⅱ-Ⅱ-2-2

に示す。就職率は 94％以上で、そのうち技術系企業への就職率は 71％以上である。修士課

程への進学率は約 38％であり、在学中の学業の成果も良好と判断される。一方、留年率に

ついては改善が必要である。 

 
資料Ⅱ-Ⅱ-2-1 卒業生の就職状況の推移 

卒業年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

卒業者(学位取得者)総数 383 352 398 327 368 394 

就職希望者数 215 190 225 163 183 237 

就職率(専門関連分野) 75.7% 81.6% 74.0% 71.1% 75.4% 81.4% 

就職率(全体) 94.0% 94.2% 99.1% 100.0% 100.0% 98.7% 

修士課程進学者総数 141 132 136 128 148 140 

修士課程進学率 36.8% 37.5% 34.2% 39.1% 40.2% 35.5% 

（出典：学部調査結果より） 
 
資料Ⅱ-Ⅱ-2-2 卒業生の主な就職先 

区   分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 
農業、林業 2 4 1 2 2 2 
漁業    1   
鉱業、採石業、砂利採取業     1  
建設業 41 34 28 25 36 30 
製造業 77 58 79 51 39 91 
電気・ガス・熱供給・水道業 4 6 11 5 6 8 
情報通信業 24 27 28 24 23 23 
運輸業、郵便業 3 1 3 0 4 2 
卸売業、小売業 8 8 14 15 8 3 
金融業、保険業 1 1 7 5 5 4 
不動産業、物品賃貸業   2 0   
学術研究、専門・技術サービス業 4 4 4 1 5 18 
宿泊業、飲食サービス業  1  0 2 1 
生活関連サービス業、娯楽業 4 1 1 0 1 2 
教育、学習支援業 1 4 5 2 5 8 
医療、福祉 3 2 1 0 1 3 
複合サービス業 3 3 2 1 2 1 
サービス業 3 9 8 8 7 2 
公務 24 16 29 23 36 35 
その他      1 

合  計 202 179 223 163 183 234 
（出典：学部調査結果より） 

 

教育改革推進センターFD部門では、卒業後３年を経過した卒業生及び前年度卒業生の就

職先へのアンケートを実施している（別添資料Ⅱ-Ⅱ-2-3）。卒業生アンケート調査では、

在学時に身につけた能力のうち、基礎学力、問題解決能力、コミュニケーション能力等が

役立ったとの回答が多かった（資料Ⅱ-Ⅱ-2-4）。就職企業先へのアンケート調査では、就

職先の約９割が工学部の教育に対して肯定的評価をしている（資料Ⅱ-Ⅱ-2-5）。 
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資料Ⅱ-Ⅱ-2-4 卒業生へのアンケート結果 

 

（出典：平成 25 年度実施卒業生アンケートの集計結果） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-2-5 就職先へのアンケート結果 

 

 

（出典：平成 25 年度実施就職先アンケートの集計結果） 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

卒業生に占める修士課程への進学率は約 38％、就職希望者の就職率は 100％に近いこと

から、在学中の学業の成果が良好であると言える。また、就職者のうち技術系企業への就

職率は 74％以上であり、ほとんどの学生が、関係者から期待される職業に就いている。卒

業生や、就職先へのアンケート結果では、専門性や倫理観において高い評価を受けている。 

以上より、工学部の進路・就職の状況は、関係者の期待する水準にあると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

時代の変遷による学術分野の広がり、産業構造の変化及び社会の大学への要請に応じて

平成 24 年度にそれまでの６学科から７学科へと学部を改組した。同時に、教員組織を教育

組織と分離して学科の垣根を越えた教育が可能な体制を整備した。加えて、工学基礎教育

センターを設置し、専門基礎教育科目の教育を強化した。 

入学者選抜においては、入学者の入学後の状況や高校の要望を参考に、一般選抜と推薦

入試について改善を行った。 

全学科が JABEE の認定基準に対応した教育プログラムを実行しており、「授業評価会」、

教員の FD等を通して、教育プログラムや教育方法の改善を行っている。また、ディプロマ、

カリキュラム、アドミッションの３つのポリシーを整備し、教育プログラムの体系性を確

認できるようにした。 

講義にはアクティブ・ラーニングを多く取り入れるとともに、必要な自己学習量をシラ

バスに明記することで、学生の主体的な学習を促している。また、学生が自己の学修成果

を確認できるように、工学部キャリア支援システムを導入し、履修カルテ機能を活用する

よう整備した。 

以上のように、組織、入試方法の大幅な改訂を行うほか、全学科が JABEE の基準に対応

した教育を行うこととなった。また、学生の主体的な学習へと導く方策を工夫しており、

重要な質の変化があったと判断する。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

多くの学生が各種学会から表彰を受けている。特に、文部科学省が主催する「学生によ

る自主研究の祭典 第４回サイエンスインカレでは、４年生１名がサイエンスインカレ・

コンソーシアム奨励賞を受賞した。 

 在学中の学業の成果に関して卒業生や就職先を対象としたアンケートは、以前は、それ

ぞれの学科独自で実施しており、実施間隔も長いものであった。これを教育改革推進セン

ターの FD部門が実施するよう体制を整え、アンケートを毎年実施するように改めた。 

 以上、特に卒業生や就職先へのアンケートを組織的に実施する体制を整えたことから、

重要な質の変化があったと判断する。 
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Ⅰ 工学研究科の教育目的と特徴 
 

１．大学院工学研究科修士課程の教育目的 

 21 世紀の技術者は、専門知識だけでなく、技術者としての高い倫理観を持ち、地球的規

模で物事を考えることが要求される。また、環境問題の解決や高度情報化社会への対応な

ど、従来の技術だけでは対処できない課題が次々に発生してきている。 

 このような背景のもとで、工学部及び大学院では、十分な基礎学力と幅広い応用力を身

につけ、課題探求能力とデザイン能力を持ち、優れたコミュニケーション能力を備え、自

主的・継続的に学習でき、国際的に通用する人間性豊かな専門技術者・研究者の養成を目

指す。 

 このため大学院修士課程では、各専攻分野において、基礎的素養を涵養すると同時に、

高度な専門知識とその応用だけでなく、広い範囲にわたる総合的な判断力を発揮できる高

度専門技術者及び研究者を組織的体系的に育成することを目的とする。 

 

２．工学研究科修士課程の教育目標 

 専門的かつ先端的な高度技術を習得し、産業界などで活躍できる実践的な応用力を有す

る高度専門技術者の育成を最優先の目標とする。このため、各専攻が独自の教育目標に基

づき学部教育と大学院修士課程教育とで一貫性を持つ教育カリキュラムを体系的に構築し

ている。 

○企業などの基礎及び応用技術開発部門で中心的役割を果たせる高度専門技術者を育成

する。 

○学部教育で学んだ専門基礎知識を発展させ、先端専門分野の技術を習得させる。 

○自ら行う実験研究の中で、課題の探求と解決のプロセスを通して研究手法を身につけ、

創造性と研究計画立案の能力を育成する。 

○社会人や外国人留学生を積極的に受け入れて先端技術教育を行い、国内外で活躍でき

る人材を養成する。 

○柔軟な教育システムにより、社会や産業界からのニーズが高い新分野及び境界分野の

教育を積極的に行う。 

 

３．組織の特徴 

 工学研究科修士課程は、学部改組前の旧６学科の積み上げによる６専攻、応用物理学専

攻・物質環境化学専攻・電気電子工学専攻・土木環境工学専攻・機械システム工学専攻・

情報システム工学専攻を設置している。教育・研究の高度化や学際化、国際化及び社会の

ニーズにも配慮しており、他専攻、他研究科、国内外の他大学とも連携、協力することに

よって豊富なカリキュラムを備えている。また、各専攻は複数の履修モデルを学生に示し、

個々の学生が、その専門性に応じて履修できるように配慮している。なお、平成 28年度か

らは、学士課程の延長だけではない融合型専攻として教育プログラムを再構築し、コース

ワークから研究指導へ有機的につながりを持った体系的な教育を行うための改組を行うこ

とが決まっている。 

 

[想定する関係者とその期待] 

大学院学生は、高度専門職業人として十分な知識や技能を身につけ、修了後には専門性

を活かした職業に就くことを希望している。企業からは専門性が高く、グローバルに活躍

できる自立した工学系人材の育成を期待されている。また、地域の企業からは、高度な技

術教育の実施により、社会人の「学び直し」を通して地域産業の振興に貢献することが期

待されている。さらに、アジア、アフリカの諸国からは、自国の学生や行政官に対する高

度な専門教育が求められている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 

（観点に係る状況） 

 工学研究科には、工学部旧６学科（平成 24 年度以前の学科）をもとに資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 に

示す６専攻を設置している。平成 24年度の工学部改組に伴い教員組織を教育組織と分離し

て、全ての教員で組織された「工学教育研究部」を設置し、所属教員が工学研究科の教育

を担っている。また、工学教育研究部に設置された国際教育センター、工学基礎教育セン

ター、環境・エネルギー工学研究センターの担当教員も工学研究科の教育を担っている。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 研究科に置く専攻と定員 

専 攻 名 入学定員 収容定員 
取得できる学位 
（付記する名称） 

応 用 物 理 学 専 攻 
物 質 環 境 化 学 専 攻 
電 気 電 子 工 学 専 攻 
土 木 環 境 工 学 専 攻 
機械システム工学専攻 
情報システム工学専攻 

17 
27 
36 
16 
19 
19 

34 
54 
72 
32 
38 
38 

修士（工学） 

計 134 268  
（出典：宮崎大学学務規則第 61 条） 

 

 教育や研究指導を担当する専任教員は、資格審査を受けており、大学院設置基準に定め

られた専任教員数が確保されている。なお、経営工学（MOT）関連科目では企業等の専門家

を非常勤講師として採用しているが、これら一部の科目を除いてほとんどの科目を専任教

員が担当している（資料Ⅱ-Ⅰ-1-2）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 授業科目の専任教員担当状況           平成25年度 

学科・課程名 授業科目数 
専任教員担当科目数 非常勤講師 

担当科目 教授 准教授 その他 

応用物理学専攻  24  15  8 1 0 

物質環境化学専攻  23  13  8 0 2 

電気電子工学専攻  21  16  5 0 0 

土木環境工学専攻  27  19  7 0 1 

機械システム工学専攻  15  11  4 0 0 

情報システム工学専攻  22  11 10 0 1 

共通   3   0  0 0 3 

計 135 85 42 1 7 

                          （出典：専攻での調査を基に作

成） 

 

 工学研究科の運営組織を資料Ⅱ-Ⅰ-1-3 に示す。運営組織のほとんどが工学部の運営組織

と共通であり、学部長が研究科長を兼ねている。研究科長を委員長とする研究科委員会で

は、教育課程の編成、学生の入学、修了、学位の授与、その他教育研究に関する重要事項

について審議している。また、教務担当副学部長を委員長とする教務委員会を毎月１回以

上開催し、教育課程や教育方法等を検討している。ファカルティ・ディベロップメント（FD）

を推進するために、工学部教育改革推進センターに FD部門を設置している。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-3 工学部の運営組織図 

 
（出典：工学部資料） 

 
 国際的な教育の観点から、国際教育センターと各専攻が協力し、海外からの大学院生や

行政官を受け入れるダブルディグリープログラム（DDP）やリンケージプログラム（LP）の

ほか、留学生特別プログラムを実施している。また、日本人学生の海外への留学を増加さ

せるために、大学間及び学部間の連携協定を締結している。これらの取組を資料Ⅱ-Ⅰ-1-4

に、これらの実績を資料Ⅱ-Ⅰ-1-5 にまとめる。 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-1-4 海外と連携した取組 

プログラム 相手国 協定締結先等 

ダブルディグリープログラム 
（DDP） 

インドネシア 
ブラウィジャヤ大学 

バンドン工科大学 

ミャンマー 

ヤンゴンコンピュータ大学 

マンダレーコンピュータ大学 

ヤタナポン工科大学 

リンケージプログラム（LP） インドネシア 
インドネシア政府 
（ガジャマダ大学、バンドン工
科大学） 

大学間・学部間学術交流協定 
インドネシア リアウ大学 

モンゴル モンゴル国立大学 

アフリカの若者のための産業人材
育成イニシアティブ 
（ABE イニシアティブ） 

アフリカ諸国 
独立行政法人 国際協力機構 
(JICA)事業 

アフガニスタン未来への架け橋・中
核人材プログラム 
（PEACE プロジェクト） 

アフガニスタン 
独立行政法人 国際協力機構 
(JICA)事業 

日本・アジア青少年サイエンス交流
事業 
（さくらサイエンスプラン） 

アジア諸国 
国立研究開発法人  
科学技術振興機構(JST)事業 

（出典：工学部資料） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-5 外国人留学生の受け入れと海外への派遣の実績 

 プログラム H22 H23 H24 H25 H26 H27 

受入 

国費・私費外国人 4 4 5 4 1  

ダブルディグリープログラム(DDP) 4 2 2 5 2 4 

リンケージプログラム(LP) 5 5 1 4  3 

外国人留学

生特別選考

(SP) 

ABE シニシアティブ － － － － 1 5 

PEACE プロジェクト － － － － － 2 

国費外国人入学生 － － － － 1  

派遣 ダブルディグリープログラム(DDP)    3  3 

（出典：「宮崎大学工学部・大学院工学研究科の活動の紹介」より整理） 

 

入学者選抜においては、選抜方針として「求める学生像」を記載したアドミッション・

ポリシーを研究科及び各専攻で定めて公開している（資料Ⅱ-Ⅰ-1-6）。各専攻では、さら

に、「入学者選抜の基本方針」、「入学までに学修しておくことが望ましい学問分野」等の項

目も定め、公表している（資料Ⅱ-Ⅰ-1-7）。選抜方法は、「大学院工学研究科修士課程入試

に関する申合せ」に従い、資料Ⅱ-Ⅰ-1-8 のように多様な入試を実施しており、アドミッシ

ョン・ポリシーに従い、筆記試験、面接試験、口述試験、書類審査等の選抜方法を組み合

わせ、総合的に合否を判定している。外国人留学生特別プログラム入試及び外国人留学生

特別選考は秋季入学試験として実施しており、この入学試験により入学した学生には、す

べて英語による授業を提供している（資料Ⅱ-Ⅰ-1-9）。 

大学院入試における過去５年間の定員充足率の推移を資料Ⅱ-Ⅰ-1-10 に示す。定員の

130％を超す専攻が平成 22 年度に存在していたが、平成 24 年度に定員の見直しを行った結

果、専攻間の偏りが大幅に改善された。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-6 アドミッション・ポリシーの例：研究科と応用物理学専攻 

入学者受入方針（アドミッション・ポリシー） 
 
「修士課程のアドミッション・ポリシー」 
 工学研究科修士課程では、各専攻の専門性に応じた教育目標に基づき、学部教育と連携した専門的かつ

先端的な高度技術を修得出来る教育を行い、将来、産業界などで活躍できる実践的な応用力を有する高度

専門技術者の育成や、博士後期課程進学を目指す人の教育を行っています。 
 本研究科の修士課程では、以下の人を積極的に受け入れます。 

１．地域社会や国際社会に貢献したいという熱意をもつ人 
２．自主的積極的に学び、研究意欲のある人 
３．専門的かつ先端的な高度技術を修得するために必要な専門基礎学力を有し、日本語や英語によるコ

ミュニケーション能力を有する人 
 

専攻 各専攻のアドミッション・ポリシー 
応用物理学専攻  応用物理学専攻は、ミクロからマクロにわたる物質・エネルギー分野の

基礎的研究を通して、多様な分野への応用力を持つ高度技術者の育成を目

指しています。未来の研究・開発の担い手として、自らを高める努力を惜

しまないバランスのとれた人材育成を重視しています。 
したがって、本専攻では次のような人を求めています。 

１．工学の基礎である物理学・応用物理学の知識を有し、実践的な応用力

を身につけたい人 
２．問題解決能力と専門分野に関するコミュニケーション能力を身につけ、

国際的に活躍したい人 
３．物理学を通して自然の本質を理解し、社会の発展や地域の理科教育に

貢献したい人 
 

（出典：平成 27 年度宮崎大学大学院工学研究科修士課程学生募集要項） 

 



宮崎大学工学研究科 分析項目Ⅰ 

－7-6－ 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-7：宮崎大学ウェブサイト 

http://www.miyazaki-u.ac.jp/exam/files/kou_syushi.pdf 
 
資料Ⅱ-Ⅰ-1-8 修士課程入試 

入試区分 対象 
一般入試 日本人、外国人 
社会人入試 社会人 
外国人留学生入試 外国人 
リンケージプログラム インドネシアの行政官 
ダブルディグリープログラム 海外協定校の卒業生 
外国人留学生特別プログラム 外国人 
外国人留学生特別選考 
（JICA 事業への対応） 

 

・ABE イニシアティブ アフリカ 54 ヵ国のいずれかの国籍を有する者 
・PEACE プロジェクト アフガニスタンの行政官等 
・人材育成奨学計画（JDS） 

（H28 年度入学から） 
対象国の行政官等 

（出典：各入試の学生募集要項より） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-9：英語による講義科目：土木環境工学専攻の例 

 

（出典：宮崎大学大学院工学研究科修士課程履修案内より抜粋） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-10 入学者の充足率の推移（図中の赤太線は、70％または 130％を示している。） 

 
（出典：大学現況票（平均入学定員充足率計算表）） 

 
研究科における FD 活動は、学士課程の FD 活動と区別せずに、教育改革推進センターFD

部門が企画・実施している（資料Ⅱ-Ⅰ-1-11）。FD活動で得られた知見は、教育方法や教育

内容及び運営面の改善に活かしている。教育研究の補助業務を行う技術職員に対しても、

計画的に研修を実施し、職務に関する専門知識の習得と技術の向上を図っている。これは

学内の研修会だけでなく、他大学と連携した研修も実施している（資料Ⅱ-Ⅰ-1-12）。 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-1-11 工学部改革推進センター主催の FD/SD 活動のうち、研究科に関係するもの 

タイトル 
（実施年度・参加人数） 

内容・成果 

第５回専門職・技術者倫
理ワークショップ 
（平成 23 年度） 

講演Ⅰ「事実と価値」という観点から展開する技術者倫理教育 
-金沢工業大学における実践より- 

講演Ⅱ「進化に必要なブラックボックスと技術者倫理」 

エンジニアリング・デザ
イン教育の取り組み 
（平成 24 年度，44 名） 

工学部各学科および農学部応用生物科学科のエンジニアリング・デザイン科
目の取り組みの紹介と意見交換を行った。 

第６回専門職技術者倫
理ワークショップ 
（平成 24 年度，16 名） 

前半は，技術者倫理調査研究委員会副委員長 小林幸人氏から全国の大学を調
査してまとめられつつある「モデルシラバス Ver.1」について中間報告と解
説をしていただいた。 
後半は，参加者が 5 人前後のグループに分かれて，技術者倫理科目を実際に
行うことを想定して，学習・教育目標の設定や教育内容及び教材の決定など
を議論するワークショップを実施した。最後に各グループでまとめた討論内
容について議論した。 

アクティブ・ラーニング
ＦＤワークショップⅠ 
（平成 24 年度，35 名） 

演題 「記憶」のメカニズムを利用した「わかる」授業のつくりかた －協同
学習で成績アップ！－ 
アクティブ・ラーニングの手法について参加者が実際に体験しながら学ぶワ
ークショップを行った。 
e ラーニングサイトで実施状況を視聴できる。 

アクティブ・ラーニング
ＦＤワークショップⅡ 
（平成 24 年度，42 名） 

演題  協同学習で教育効果てきめん！教えない授業”TBL” 
”チーム基盤型学習（TBL）”について実習を行いながら説明を受けた。TBL で
は教員は毎回の問題（RAT）を作成する必要はあるが，授業では全く講義を行
わず，グループで問題を解決するので，”講義しない授業”となることがわ
かった。 
e ラーニングサイトで実施状況を視聴できる。 

学生の主体的学びを促
すタブレット用教材開
発の事例紹介 

中央大学理工学部 辻 知章 氏から、学生の主体的学習を促すためのタブレ
ット iPad 用のアプリケーション教材開発と効果に関する機械工学材料力学
分野での取り組みの事例について紹介いただいた。又、本学工学部教育技術
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（平成 26 年度，15 名） 支援センター 相川 勝 氏からタブレットと各種ハードウェアを連携させる
情報通信技術研修の成果について紹介いただいた。教員と協同し、本技術を
学生の学習用アプリケーション開発に活用する今後の方向性について意見交
換を行った。 
メディアサイト集録コンテンツ URL 

 

反転授業 FD ワークショ
ップ 
アクティブ・ラーニング
導入科目報告会 
（平成 26 年度，20 名） 

第一部では、講師に山梨大学教育国際化推進機構大学教育センター副センタ
ー長 塙 雅典氏を招いて、反転授業の授業方法や教材の具体例、その教育効
果について、山梨大学での取り組みの事例について紹介いただいた。併せて、
講師の指導の下に教材の作成方法や公開手順の簡単な実習を体験した。 
第二部では、平成26年度にアクティブ・ラーニングを導入した6科目の担当教 
員による報告会を行い、工夫した点や導入効果に関する発表があった。 
メディアサイト集録コンテンツ URL 

 

「微積分基礎クラス」に
おける反転授業の試み 
（平成 27 年度，38 名） 

関西大学理工学教育開発センターの濱本 久二雄 氏を招いて、数学基礎教育
における反転授業について講演いただいた。工学専門教育においても数学を
背景とした科目は多く、反転授業のアイデアが参考となった。 
メディアサイト集録コンテンツ URL 

 
（出典：工学部のFDに関する報告書より作成） 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-1-12 技術職員に対する資質向上の取組 

取組事例 
＊初任者研修 

１） 月１回の初任者に対する業務報告会【平成 24 年度技術センター初任者業務報告書：月例業務報
告書 24.4～25.3 月分】 

２） 専門技術習得に向けた各種講習会受講【平成 24 年度技術センター初任者各種講習会受講報告
書：24.4-7 月分】 

＊職場内研修【技術センター報告 Vol.10：P33-34】 
１）学部教員からの要請に伴う技術研修【技術センター報告 Vol.10：P38,平成 24 年度技術研修評価

資料「研修実施計画書」・ 
「研修実施日程表」・「研修実施報告書（技術職員・要請者分）」】 

２）技術センターが必要と認める技術研修【技術センター報告 Vol.10：P39,P7,P55-90, 平成 24 年
度技術研修評価資料 
「研修実施計画書」・「研修実施日程表」・「研修実施報告書（技術職員・要請者分）」】 

＊スキルアップのための研修 
１） 技術発表会【技術センター報告 Vol.10：P35-37,P7-32】 
２） 九州地区技術研究会（隔年開催）【技術センター報告 Vol.9：P7-16】 

＊その他 
１） 地域貢献活動【技術センター報告 Vol.10：P40-52】 
２） 出張報告等【技術センター報告 Vol.10：P107-110,】 
３） 資格習得と科学研究補助金【技術センター報告 Vol.10：P111】 
４）センター発足十周年記念行事【特別講演会・活動報告会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ,十周年記念ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ・ﾎﾟｽﾀｰ,各種

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ資料】 
（出典：技術センター資料） 

 

研究科における教育の自己点検・評価の実施組織、および教育プログラムの PDCA サイク

ルは、学部教育と区別なく整備し（資料Ⅱ-Ⅰ-1-13）、継続的な自己点検評価及び教育改善

を行っている。また、各専攻における教育改善の取組として、各教員は担当する授業科目

に対して講義の最終日等に「学生による授業改善アンケート」を実施している。このほか、

「学生からの意見聴取会」、「教員学生懇談会」等を定期的に開催し、学生からの意見聴取

及び教職員からの意見聴取も行われている。これらをもとに、専攻では授業改善報告書の

作成（資料Ⅱ-Ⅰ-1-14）や授業改善の教員間の話し合いの場がもたれ、情報交換を行うこ

とで、担当者の授業改善及び組織的な教育改善を行っている。 

 

 

  

この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-13 工学研究科における PDCA 体制 

 
（出典：平成 25 年度大学調査より作成） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-14：授業改善報告書：機械システム工学専攻の例 

 

（出典：平成 25 年度授業改善報告書より） 

 

 

 

 

不開示情報
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就学中に身につけた、高度専門技術者としての能力に対する修了生や就職先へのアンケー

トは、平成 25年度までは専攻ごとに郵送、もしくは同窓会の場を利用するなどの方法で実

施していたが、平成 26 年度からは、これまでの取組に加え、教育改革推進センターFD 部門

が毎年アンケートを実施する体制を整え（資料Ⅱ-Ⅰ-1-15）、その結果を報告書にまとめて

いる。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-15：修了生及び就職先へのアンケート実施方法 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-15 （つづき） 

 
（出典：平成 24 年度 工学部の FDに関する報告書より） 
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学外関係者からの意見や評価結果を改善に結び付けた具体的事例として、改組等の組織

改編がある。工学研究科の改組（資料Ⅱ-Ⅰ-1-16）は平成 28 年度に行うことが認められ、

育成する人材像をはじめ、組織・構成から教育プログラム等まで、学外関係者からの意見

に基づき様々な改善と取組が行われた。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-16：工学研究科の改組計画 

 

（出典：文部科学省への説明資料） 
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（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

工学研究科及び各専攻の教育目標を掲げ、それぞれの目標を達成するために必要な教員

を、教育組織としての専攻に配置し、教育活動を行っている。各専攻では、授業改善報告

書の作成や授業改善の教員間の話し合いの場がもたれ、担当者の授業改善及び組織的な教

育改善を行い、教育の質を向上させている。また、研究科全体としても、研究科委員会を

中心に、専攻や各種センター、委員会がそれぞれの任務に従って PDCA の体制を整えている。

このような取組の結果、平成 28 年度からの工学研究科の改組が認められることとなった。 

研究科内には教育改革推進センターを設置し、FD 活動はもとより、修了生や就職先への

アンケートを組織的に実施する体制を整えた。 

学生の確保については、アドミッション・ポリシーを明確にして募集を行い、適切な入

学希望者の確保に努めているとともに、入学定員の見直しにより、平成 24年度以降の入学

者数は、定員のほぼ 100％となっている。外国人留学生の受け入れについては、国際教育セ

ンターが中心となり、多くのプログラムを導入したことで、様々な国から留学生が入学す

るようになった。 

以上より、工学研究科の教育実施体制は、関係者が期待する水準を上回ると判断する。 
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観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

工学研究科及び各専攻は、教育目的に沿ってディプロマ・ポリシー（資料Ⅱ-Ⅰ-2-1）及

びカリキュラム・ポリシー（資料Ⅱ-Ⅰ-2-2）を定め、これに基づいて資料Ⅱ-Ⅰ-2-3 に示

すように専攻ごとに履修目標を設け、学生に履修モデル（資料Ⅱ-Ⅰ-2-4）を示し、教育方

針を明確にして教育を実践している。各科目と履修目標の関連も示されており（資料Ⅱ-Ⅰ

-2-5）、学生は履修モデルを参考に履修することによって、体系的に教育目標を達成するこ

とができる。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-1 研究科及び専攻のディプロマ・ポリシー：応用物理学専攻の例 

工学研究科修士課程のディプロマポリシー 

  工学研究科では、大学院所定の単位数を修得し、且つ、修士論文審査と最終試験におい
て、学術研究の取組状況と研究成果から、下記の各専攻が目標とした高度専門技術者とし
ての能力を身につけたことが確認された合格者に対して修士課程の修了を認めると同時
に、修士（工学）の学位を与える。 

応用物理学専攻 

  応用物理学分野、応用数学分野、医学物理分野の専門的な知識と技術 
  課題を見出し、それを解決する実践的な応用力 
  協調しながら研究を進めるためのコミュニケーション及びプレゼンテーション能力 
  技術者としての責任を理解し、グローバリゼーションに対応する能力 

（出典：宮崎大学ウェブサイト 

掲載 URL http://www.miyazaki-u.ac.jp/tech/kyouiku/edu-target.html） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-2 専攻のカリキュラム・ポリシー：応用物理学専攻の例 

応用物理学専攻 
 
応用物理学専攻では、その教育理念に基づき、数学、物理学および医学物理の応用能力を

修得し、応 用物理学分野を始めとする２１世紀の先端技術に貢献できる人材を育成するた
め、以下の方針に基づいてカリキュラムを編成し、教育を実施します。 
 
【教育課程の編成の方針】 
 1. 文献検索や調査・研究を通して、グローバルな視点から問題点を見出し、実践的な応  

用力を獲得させるため、すべての学生が履修する科目として特別セミナーおよび特別研
究を設置します。 

2. 科学技術者として、社会に対する役割や経営感覚および倫理観を身につけるために MOT 
関連科目を設置します。 

 3. 学部における数学と物理の専門知識を踏まえた上で、量子物理、計測物理および材料開
発工学の 3 つの科目区分を設置します。 

 4. 学生がこれらの科目区分から、興味ある分野について高度な専門知識を主体的に学習で
きるように するため、量子物理、材料開発、計測物理、医学物理および太陽電池関連の 
5 分野に重点を置く履修モデルを設置します。 

 
【実施の方針】 
 5. 各科目について、履修モデル、教育目的、教育目標、授業計画、成績評価基準、成績評

価方法をシ ラバスに明示し、印刷物の配布およびホームページにより周知します。 
 6. 成績評価は、成績評価基準、成績評価方法に基づき厳格な評価を行います。 

（出典：宮崎大学ウェブサイト 

掲載 URL http://www.miyazaki-u.ac.jp/tech/pdf/m_curriculum.pdf） 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-2-3 履修目標：応用物理学専攻の例 
 本専攻では，基礎的素養を身につけ，高度な専門技術を習得し，広い範囲にわたる総合的
な判断力を発揮できる高度技術者及び研究者の育成を主な目的としており，以下の履修目標
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を設定している。 
(a) 応用物理学分野，応用数学分野，医学物理学分野に関連する専門知識を修得する。 
(b) 科学的思考力や物理現象の体系的理解力を育成する。 
(c) 問題意識をもって情報を収集，分析し，主体的な姿勢を育成する。 
(d) セミナー，論文等において各自の考えや成果を明瞭に伝え，真摯な態度でコミュニケー

ションを図れる力を育成する。 
（出典：宮崎大学大学院工学研究科修士課程履修案内より抜粋） 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-2-4 履修モデル：応用物理学専攻の例 

２．応用物理学専攻の履修モデル 
 
以下の５種類の履修モデルが考えられるが，指導教員と相談の上，別のモデルを設定するこ
ともできる。 

履修モデル 各モデルに関連の深い科目 
量子物理工学に
重点を置くモデ
ル 

原子核物理学，量子力学特論，ハドロン物理学，低エネルギー分子
物理学，核融合プラズマの原子過程，天体物理学，宇宙物理学特論，
高エネルギー天文学，一般相対性理論，環境流体力学，粒子物理学
特論 

材料開発工学に
重点を置くモデ
ル 

半導体物性特論，光電子デバイス工学特論，固体物理学，ナノ構造
光電変換デバイス工学，無機材料化学特論，先端半導体デバイス特
論，量子力学特論、薄膜結晶成長工学，光センシング工学 

計数物理工学に
重点を置くモデ
ル 

非線形科学概論，離散力学系，非線形力学系，固有値問題特論，一
般相対性理論，天体物理学，宇宙物理学特論，高エネルギー天文学，
環境流体力学，計算流体力学，量子力学特論，非線形偏微分方程式
序論 

医学物理学に重
点を置くモデル 
 

生体構造学概論，生体機能学概論，病理・病態学概論，基礎細胞生
物学，原子核物理学，核医学基礎論，量子力学特論，ハドロン物理
学，粒子物理学特論，非線形力学系 

太陽電池関連分
野に重点を置く
モデル 

半導体物性特論，光電子デバイス工学特論，固体物理学，ナノ構造
光電変換デバイス工学，先端半導体デバイス特論，太陽光エネルギ
ー変換工学特論，太陽光エネルギー変換特別セミナー 

専攻共通科目 
応用物理学特別講義，応用物理学特別セミナー，技術経営とﾍﾞﾝﾁｬ
ｰﾋﾞｼﾞﾈｽ論，知的財産管理と技術者倫理，MOT and Venture 
Business，インターンシップ，長期インターンシップ，応用物理特
別研究 I・II 

（下線部は融合分野科目で，医学獣医学総合研究科・医科学獣医科学専攻の科目履修を必要とする） 
 

（出典：宮崎大学大学院工学研究科修士課程履修案内より抜粋） 
 
資料Ⅱ-Ⅰ-2-5 科目と履修目標との対応：応用物理学専攻の例 
 
３．応用物理学専攻の授業科目区分 
 
 専攻の教育目標に沿って，授業科目を３区分している。量子物理と材料物理の応用物理学分野の科
目は，それぞれ量子物理工学および材料開発工学に区分し，また，応用物理学分野の計測物理と応用
数学分野の科目は，計数物理工学に区分している。なお，核医学基礎論は，医学と連携した学問領域
の開拓を視野に入れた研究教育を行うという教育目標に沿って設定している。 
 

科目区分 授業科目 履修目標 関連する学部の授業科目 

(a) (b) (c) (d) 

量子物理 
工学 

原子核物理学 ○    現代物理，核物理工学 

粒子物理学特論 ○  ○ ○ 現代物理，核物理工学 

ハドロン物理学 ○    現代物理，核物理工学 

量子力学特論 ○ ○  ○ 量子力学Ⅰと演習，量子力学Ⅱ 

低エネルギー分子物理学 ○ ○   量子力学Ⅱ 

核融合プラズマの原子過程 ○   ○ 量子力学Ⅱ 

核医学基礎論 ○    核物理工学 

生体構造学概論 ※   ○     
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生体機能学概論 ※   ○     

病理・病態学概論 ※ ○     

基礎細胞生物学 ※ ○     

計数物理 
工学 

天体物理学 ○    宇宙物理と観測技術 

高エネルギー天文学 ○ ○   宇宙物理と観測技術，核物理工学 

宇宙物理学特論  ○ ○   宇宙物理と観測技術，電磁気学Ⅱ 

一般相対性理論 ○    現代物理 

環境流体力学       ○ ○   流体物理と計測 

計算流体力学 ○ ○   流体物理と計測 

非線形力学系   ○ ○   数学解析，線形代数，応用数学 

非線形科学概論 ○ ○   数学解析，線形代数，応用数学 

固有値問題特論 ○ ○   数学解析，線形代数，応用数学 

離散力学系 ○ ○   数学解析，線形代数，応用数学 

非線形偏微分方程式序論 ○ ○   数学解析，線形代数，応用数学 

材料開発 
工学 

半導体物性特論       ○    現代物理，物性工学Ⅱ 

先端半導体デバイス特論 ○  ○  物性工学Ⅱ，応用物理工学Ⅰ 

太陽光ｴﾈﾙｷﾞｰ変換工学特論  ○ ○   現代物理，物性工学Ⅱ，材料物性工学 

太陽光ｴﾈﾙｷﾞｰ変換特別ｾﾐﾅｰ  ○ ○   現代物理，物性工学Ⅱ，材料物性工学 

光電子デバイス工学E ○    物性工学Ⅱ，材料物性工学 

固体物理学E                ○    物性工学Ⅰと演習，物性工学Ⅱ 

ﾅﾉ構造光電変換ﾃﾞﾊﾞｲｽ工学E ○   ○ 物性工学Ⅱ，材料物性工学 

無機材料化学特論C  ○ ○  基礎化学，応用化学概論 

薄膜結晶成長工学E ○ ○   物性工学Ⅱ，熱力学 

光センシング工学E ○ ○   物性工学II，基礎物理学実験 

共通 

応用物理学特別講義 ○    材料物理工学特別講義Ⅰ･Ⅱ 

応用物理学特別セミナー ○  ○ ○ 課題研究Ⅱ 

インターンシップ   ○  工場実習 

長期インターンシップ   ○  工場実習 

応用物理特別研究Ⅰ ○ ○ ○ ○ 卒業研究 

応用物理特別研究Ⅱ ○ ○ ○ ○ 卒業研究 

MOT関連 

技術経営とﾍﾞﾝﾁｬｰﾋﾞｼﾞﾈｽ論   ○  技術者倫理と経営工学 

知的財産管理と技術者倫理   ○  技術者倫理と経営工学 

MOT and Venture Business   ○  技術者倫理と経営工学 
※ 医学にも造詣のある高度技術者として，医学物理士の資格取得を視野に入れて設定している。 
Ｅ  電気電子工学専攻の教員が担当 
Ｃ 物質環境化学専攻の教員が担当 

（出典：宮崎大学大学院工学研究科修士課程履修案内より抜粋） 

 

研究指導及び学位論文の作成指導の基本方針は工学研究科規程で定められており、複数

教員による指導体制を整備している（資料Ⅱ-Ⅰ-2-6）。研究指導は特別研究の中で行われ、

指導教員グループが学生と協議して研究テーマを決定した後、学生ごとに研究指導計画書

を作成して研究科に提出する（資料Ⅱ-Ⅰ-2-7）。指導教員はこの計画書に沿って学位論文

の作成指導を行っている。また、学生には学会への積極的な参加や学術誌へ論文投稿を促

す指導をしている。その結果、多くの入学者が修了要件に定められた期間内に修了してい

る（資料Ⅱ-Ⅰ-2-8）。 

  



宮崎大学工学研究科 分析項目Ⅰ 

－7-19－ 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-6 研究指導等に関する規定 

宮崎大学大学院工学研究科規程 
（指導教員） 

第８条 学生の授業科目履修・研究及び学位論文に対する指導を行うため、学生ごとに指導
教員を置く。 

２ 指導教員は、研究指導を担当する資格を有する教授、准教授又は助教とし、主指導教員
１名及び副指導教員１名以上を置くものとする。 

３ 主指導教員は教授又は准教授とする。 
４ 指導教員は、研究科委員会において定める。 

（出典：宮崎大学大学院工学研究科規程より抜粋） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-7：研究指導計画書：応用物理学専攻の例 

  

（出典：研究指導計画書より） 

  

不開示情報 不開示情報
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-8 研究科の修了率  
卒業年度／入学年度 H22/H21 H23/H22 H24/H23 H25/H24 H26/H25 H27/H26 

修了者数/入学者数 113/129 133/147 124/136 118/137 121/130 119/131 

修了率 87.6% 90.5% 91.2% 86.1% 93.1% 90.8% 

（出典：研究科での調査結果のまとめ） 

 

高度専門技術者を育成するための科目群の設定、社会のニーズ、学生のニーズに対応し

たカリキュラム編成上の工夫や履修方法について資料Ⅱ-Ⅰ-2-9 にまとめる。社会のニーズ

を踏まえ、社会的及び職業的自立を促すための「技術経営とベンチャービジネス論」及び

「知的財産管理と技術者倫理」の受講を推奨しており、ほとんどの学生がこの２科目のい

ずれかを履修している。また「太陽光発電関連産業のニーズに応える高度専門性を持つ人

材育成プログラム」及び「太陽光発電関連産業群形成を目指した高度人材創出プログラム」

といった外部資金を活用し、カリキュラムに特別履修モデルを設定するなど、産業等で活

躍できる人材の育成とともに企業技術者に対する社会人教育も継続的に行っている。 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-2-9 社会や学生のニーズに対応したカリキュラム編成上の工夫や履修方法 

取組内容 取組状況 

他専攻、他研究
科の単位認定 

10 単位までは他専攻や他研究科で開講している科目が単位認定されてい
る。このほか、学際的な科目として、農学研究科の 3 科目や医学研究科の 4
科目は自専攻科目として開講している。また、他専攻科目を自専攻科目とし
て開講している例も多い。 

（出典：工学研究科規程、工学研究科履修案内） 

他大学院との
単位互換 

九州大学大学院システム情報科学府で開講している「ICT 社会ビジネス工学
特論」（２単位）等の単位互換を行っている。 

（出典：工学研究科履修案内） 
鹿児島大学大学院理工学研究科との間で単位互換に関する協定を締結して
おり、特別聴講学生として 10 単位を上限として履修できる。 

（出典：工学研究科履修案内） 
秋入学制度の
導入状況 

秋入学制度を利用して、平成 21 年度からリンケージプログラム（LP）、平
成 22 年度からダブルディグリープログラム（DDP）制度、平成 23 年度か
ら外国人留学生特別プログラム制度を実施している。 

英語による授
業科目 

ダブルディグリープログラムやリンケージプログラムで開講されている科
目は全て英語で講義されている。また、「MOT and Venture Business」は
英語による講義である。（25 科目） 

（出典：工学研究科履修案内） 
インターンシ
ップ等、社会的
及び職業的自
立を図るため
の教育編成あ
るいは授業内
容 

企業と連携して長期インターンシップを実施し、企業での技術開発研究を可
能にしている。また、社会ニーズをとらえて、社会的及び職業的自立を促す
ための「技術経営とベンチャービジネス特論」及び「知的財産管理と技術者
倫理」の受講を推奨している。これらの講義では、弁護士・弁理士、技術士、
産学官コーディネーター、企業の第一線で活躍している方々が、それぞれの
分野でのトピックについて講義を行っている。 

学生の多様な
ニーズ、学術の
発展動向、社会
からの要請等
に配慮した教
育改革プロジ
ェクト等での
革新的な取組
とそれらの成
果 

経済産業省産業技術人材育成事業「太陽光発電関連産業のニーズに応える高
度専門性を持つ人材育成プログラム（平成 21～22 年度）」、全国中小企業団
体連合会ものづくり分野の人材育成確保事業「太陽光発電関連産業群形成を
目指した高度人材創出プログラム（平成 23 年度）」などの事業成果を人材育
成に活用している。また、学生ニーズに応えるために、各専攻では、複数の
「履修モデル」を設定し、専門知識を深められるようにしている。「履修モ
デル」では、農学研究科の科目をモデルに加えて単位取得ができる専攻もあ
る。このほか、太陽光発電関連産業群形成を目指した高度人材創出プログラ
ムに関連して、特別履修モデルを設定している専攻もある。 

地域の技術者
等のニーズを

平成 26 年度は、太陽光プロジェクト講演会を 9 名の講師を招いて 6 回開催
した。また高度人材創出プログラムでは、8 名の外部講師がそれぞれ 2 回の
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踏まえた社会
人の「学び直
し」 

講義を実施した。このプログラムには、一般人平均 11 名を含む平均 50 名が
参加した。 

（出典：工学研究科規程、履修案内） 

 

各専攻は教育目的に沿って、講義、実験・実習、演習等の教育方法を組み合わせて教育

課程を編成し（資料Ⅱ-Ⅰ-2-10）、多様な学習指導法を組み合わせて教育を行っている（資

料Ⅱ-Ⅰ-2-11）。特に演習を含む科目では双方向型やメディア活用の割合が高い。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-10 専攻別授業形態の分布状況（単位数）      ［平成 24年度カリキュラム］ 

専  攻 
授  業  区  分 組み合わせ比率 

講義 演習 実験・実習 計 講義 その他 
応用物理学専攻 40 15 0 55 72.7% 27.3% 
物質環境化専攻 30 17 2 47 63.8% 40.4% 
電気電子工専攻 36 26 3 65 55.4% 44.6% 
土木環境工専攻 44 20 5 69 63.8% 36.2% 
機械システム工学専攻 16 17 0 33 48.5% 51.5% 
情報システム工学専攻 20 15 0 35 57.1% 42.9% 
注：網掛けは，緑色 20.0～39.9％，黄色 40.0～59.9％，橙色 60.0～79.9％，ローズ 80.0～100％を示す。 

（出典：研究科における調査より） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-11 授業区分ごとに利用する学習指導法を分類した表 

専攻 授業区分 
科
目
数 

少人数 
(10 名程度) 双方向型 フィールド

型 
メディア活

用 

科
目
数 

割
合
（
％
） 

科
目
数 

割
合
（
％
） 

科
目
数 

割
合
（
％
） 

科
目
数 

割
合
（
％
） 

応用物理学専攻 
講義 20 8 40 5 25 0 0 2 10 
演習 2 0 0 0 0 0 0 0 0 
講義・演習 3 2 67 3 100 0 0 3 100 

物質環境化専攻 
講義 16 2 13 2 13 0 0 2 13 
演習 5 2 40 3 60 2 40 5 100 
講義・演習 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

電気電子工専攻 

講義 18 4 22 4 22 0 0 6 33 
演習 3 1 33 2 67 1 33 2 67 
講義・演習 4 4 100 4 100 4 100 4 100 
実習 2 2 100 2 100 2 100 2 100 

土木環境工専攻 

講義 22 1 5 4 18 5 23 12 55 
講義・演習 4 4 100 4 100 0 0 0 0 
講義・実験 1 0 0 0 0 0 0 1 100 
演習 2 2 100 2 100 0 0 0 0 

機械システム工学専攻 
講義 8 0 0 1 13 0 0 6 75 
演習 4 4 100 4 100 4 100 2 50 
講義・演習 3 3 100 2 67 2 67 3 100 

情報システム工学専攻 
講義 10 0 0 3 30 0 0 9 90 
演習 5 4 80 5 100 2 40 3 60 

計  133 43 32 50 38 22 17 62 47 
注：網掛けは，緑色 20～39％，黄色 40～59％，橙色 60～79％，ローズ 80～100％を示す。 

（出典：研究科における調査より） 
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修了に必要な単位数は 30 単位であり、１年次における実際の平均取得単位数は 22 単位

程度と適正である（資料Ⅱ-Ⅰ-2-12）。また、単位の実質化のために、授業時間外の学習

を促す工夫の事例を資料Ⅱ-Ⅰ-2-13 に、学習指示の具体例を資料Ⅱ-Ⅰ-2-14 にそれぞれ示

す。レポートを課すことによって授業外での学習時間を確保する場合が多く、科目数の 70％

を占めている。学習時間の把握は、科目ごとの授業評価アンケート調査により行っており、

１科目あたりの学習時間が２～４時間の回答が多い（資料Ⅱ-Ⅰ-2-15）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-12 学年ごとの学生あたりの平均修得単位数 

専攻 
平成 25 年度の履修単位数 

1 年 2 年 
応用物理学専攻 22 8 
物質環境化専攻 25 6 
電気電子工専攻 22 7 
土木環境工専攻 21 8 
機械システム工学専攻 24 7 
情報システム工学専攻 21 6 
平成 25 年度の各学年での学生あたり平均履修単位数を示す。    

（出典：学務情報システム） 
 
資料Ⅱ-Ⅰ-2-13 授業時間外の学習を促す工夫 

専攻 科
目

数 

レポート ミニテスト 中間テスト 
科目数 割合

（％） 科目数 割合
（％） 科目数 割合

（％） 
応用物理学専攻 25 12 48 0 0 1 4 
物質環境化専攻 22 15 68 4 18 3 13 
電気電子工専攻 27 23 85 0 0 0 0 
土木環境工専攻 29 20 69 0 0 2 7 
機械システム工学専攻 15 12 80 3 20 1 7 
情報システム工学専攻 15 11 73 2 13 0 0 

計 133 93 70 9 7 7 5 
（出典：研究科における調査より） 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-2-14 学生への自主学習指示の例 
科目区分 学習指示の内容 

講 義 

○各講義に復習を要する。復習が毎回の準備学習になる。 
○準備学習【予習、復習】講義に関連する分野の基礎について予習しておく。学

習内容と自分の研究分野と関連させて復習する。 
○講義内容に関する予習と復習を要する。 
○３回の授業につき１回程度の簡易レポート（宿題）を課す。板書や配布プリン

トなどを参考に十分な時間をとり考察すること（１回につきおおむね３～４時
間程度を要するものを課す）。期末にも総合レポートを課す。 

○【準備学習等内容・量】個人の課題レポートを６回程度課し，図書館等での調
査と十分な考察が必要である（各４時間以上目安）。３回のグループワークは，
課外でのグループ調査・討論とプレゼン資料作成が必要である（数日間目安）。
当日のグループ発表の練習時間も必要である。 

演 習 

○毎回の授業で，Ｃ言語のプログラム作成の演習を行い，レポートとして提出さ
せる。１～２時間をかけて復習させている。時間内に出来上がらない場合には，
学生が所属する研究室でプログラム作成をしたうえで，次の回の授業開始時
に，レポートを提出させている。また、英文課題を出して、予習（１～２時間
程度を目安）に取り組ませている。 

○講義の予習および復習は、毎時間行うことを指示した。 
（出典：研究科における調査より） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-15 授業評価アンケートから得られた学生の授業時間外学習時間 

専攻 調査した

科目数 
１科目あたりの学習時間 

1 時間 
未満 1-2 時間 2-4 時間 4-6 時間 6 時間 

以上 
応用物理学専攻 6 10 21 19 6 10 
物質環境化学専攻 7 11 42 46 30 15 
電気電子工学専攻 3 6 22 18 14 20 
土木環境工学専攻 5 10 10 13 14 4 
機械システム工学専攻 4 8 11 17 33 13 
情報システム工学専攻 4 13 24 19 4 7 

計 29 58 130 132 101 69 
             （出典：平成 25 年度授業評価アンケート） 

 

学生の主体的な研究の促進や、学生の研究意欲向上のために、他の研究機関等での研究

機会（資料Ⅱ-Ⅰ-2-16）や、学会発表の機会（資料Ⅱ-Ⅰ-2-17）を提供している。平均す

ると毎年、ひとりあたりほぼ１件は発表しており、学生が活発に研究活動を行っているこ

とが分かる。 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-2-16 他の研究機関等での研究状況 

年度 派遣先 人数 
平成22年度 宇宙航空研究開発機構 1 名 

平成23年度 宇宙航空研究開発機構、理化学研究所、大阪大学理学部 5 名 

平成24年度 宇宙航空研究開発機構、理化学研究所、大阪大学理学部 6 名 

平成25年度 宇宙航空研究開発機構、理化学研究所、京都大学理学部 5 名 

平成26年度 独立行政法人日本原子力研究開発機構、宇宙航空研究開発機構、
大阪大学理学部、京都大学理学部、日本大学理工学部、 5 名 

平成27年度 宇宙航空研究開発機構 1 名 

（出典：：研究科における調査より） 
 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-17 学生の学会発表及び論文投稿状況の推移 

年度 在学者数 
学会発表 論文投稿 

総件数 件数／人 総件数 件数／人 

平成21年度 245 251 102.4% 95 
(89) 

38.8% 
(36.3%) 

平成22年度 272 280 102.9% 142 
(130) 

52.2% 
(47.8%) 

平成23年度 278 308 110.8% 101 
(91) 

36.3% 
(32.7%) 

平成24年度 266 305 114.7% 112 
(98) 

42.1% 
(36.8%) 

平成25年度 269 209 77.7% 93 
(83) 

34.6% 
(30.9%) 

平成26年度 271 239 88.2% 121 
(117) 

44.6% 
(43.2%) 

平成27年度 271 236 87.1% 113 
(106) 

41.7% 
(39.1%) 

（ ）内は採択された論文を表す。        （出典：研究科における調査より） 

 

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

研究科のディプロマ・ポリシーに基づき、各専攻ではディプロマ、カリキュラム、アド

ミッションの３つのポリシーを整合性のある形で定め、ウェブサイトや履修案内で公表し

ている。これらのポリシーに基づいて、専攻では履修目標を設け、学生に履修モデルを示

し、教育方針を明確にして教育を実践している。各科目は履修目標と関連付けられ、体系
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的にカリキュラムが編成されており、学生は履修モデルを参考に履修することによって教

育目標を達成できるよう工夫されている。 

 研究指導は、指導教員グループが学生と協議して研究テーマを決定した後、学生ごとに

研究指導計画書を作成している。このため、学生は研究時の目的やスケジュールを納得し

たうえで研究に取り組むことができ、学会参加や学術誌への論文投稿を積極的に行ってい

る。 

 学生や社会の様々なニーズに対応して、高度専門技術者を育成する目的で、社会的及び

職業的自立を促すための科目、英語による授業、高度人材育成のための特別履修モデルな

どを設定し、多くの学生が履修している。 
 それぞれの科目では講義、演習、実験・実習科目を適切に配置しており、多様な学習指

導法を組み合わせた講義を行っている。また、授業時間外の学習を確保する取り組みも行

われている。 

以上より、工学研究科の教育内容・方法は、関係者が期待する水準を上回ると判断する。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

（観点に係る状況） 

成績評価はシラバスに記載された成績評価基準及び成績評価方法に従って、レポート、

中間テスト、最終試験等の組み合わせにより行われ単位が認定される。単位認定の透明性

の観点から、成績評価に対する学生からの異議申し立て対して、組織的な対応体制を整え

ている（資料Ⅱ-Ⅱ-1-1）。修士論文に係る合否判定基準は、履修案内に記載し学生に周知

している（資料Ⅱ-Ⅱ-1-2）。修了認定は、研究科の学位授与方針に基づく単位の取得、評

価基準による学位論文の審査及び最終試験の合否によって行っている。学位論文に係る審

査は、研究科委員会が審査委員会を設置し、公開の論文発表会を実施する。審査結果は審

査報告書にまとめられ、研究科委員会での厳密な審査により修了並びに学位授与の合否が

決定される（資料Ⅱ-Ⅱ-1-3）。 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-1 異議申し立てに関する申合せ 

 

                               平成１９年 ２月２０日 

                               制         定 

一部改正 平成 26 年 12 月 16 日 

 

工学部・工学研究科専門科目の成績評価に対する 

異議申し立てに関する申合せ 

 

 １ この申合せは、宮崎大学工学部専門科目履修内規第５条及び宮崎大学大学院工学研究科規程第 

１４条の規定に基づき、成績評価に対する申し立てに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 ２ 成績評価に対して異議がある場合、その成績評価を受けた者は、原則として当該学期内に工学部

教務・学生支援係を通じて副学部長（教務担当）宛に申し立てをすることができる。 

 ３ 前項による成績評価に対する申し立てを副学部長（教務担当）が受けた場合は、当該学生の所属

学科（専攻）に対処を依頼し、学科（専攻）は適宜、学生及び担当教員から事情を聴取し対処す

る。学科長（専攻主任）はその結果を副学部長（教務担当）に報告する。 

 ４ 学科長（専攻主任）から報告を受けた副学部長（教務担当）は、申し立てをした学生に対して対

処結果を通知する。 

 ５ 本申合せは、学生が直接担当教員に申し立てることを妨げるものではない。 

 

（出典：宮崎大学大学院工学研究科修士課程履修案内より抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-2 修士論文の合否判定基準 

７．修士論文の合否判定基準 

 

工学研究科修士課程における修士論文の合否判定基準は、下記の項目です。 

〔1〕 共通的な項目 

１．研究の目的や課題を明確にしていること。 

２．研究成果が明確に記載され適切な考察が行われていること。 

３．十分なプレゼンテーション能力を有していること。 

〔2〕 各専攻による項目 

専門分野の特長をふまえて、各専攻における基準が別途設定される場合がある。 

（出典：宮崎大学大学院工学研究科修士課程履修案内より抜粋） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-3 修士論文の審査体制 

工学研究科の修士論文審査体制の図 
 

学位申請者 
（学位論文） 

←学位授与 
申請→ 研究科長 

審査付託↓ ↑審査結果 
研究科委員会 

審査 
審査委員会設置｜ ↑審査報告書 

↓ ｜(最終試験を含む) 

審査委員会 － 審査委員 3 名以上 
(専攻の教授 1 名，指導教員を含む） 

                                           ｜ 
修士論文発表会 

(公開，専攻ごと) 
 

（出典：宮崎大学大学院工学研究科修士課程学位論文審査並びに最終試験実施要項をもとに作

成） 

 

入学から修了までの在学期間中の成績分布及び単位修得状況を資料Ⅱ-Ⅱ-1-4 に示す。単

位修得率はほぼ 90％である。修士論文の成績分布を資料Ⅱ-Ⅱ-1-5 に示す。特別研究Ⅱ（修

士論文）の単位修得率はほぼ 98％であり、高い水準を示している。最近５年間の修了状況

は資料Ⅱ-Ⅱ-1-6 に示すように、86%以上で推移している。 

 
資料Ⅱ-Ⅱ-1-4  修得全科目の成績分布と単位修得率 

入学年度 開講年度 
秀 

100～90 

優 

89～80 

良 

79～70 

可 

69～60 

単位 

修得率 

不可 

59～0 
未履修 

H23 H23～24 28.3% 42.9% 17.1% 4.2% 92.6% 0.5% 6.9% 

H24 H24～25 26.6% 43.8% 16.8% 6.7% 93.9% 1.1% 5.0% 

H25 H25～26 30.1% 40.9% 16.4% 6.8% 94.2% 0.7% 5.1% 

H26 H26～27 34.8% 38.7% 15.0% 6.5% 95.0% 0.4% 4.6% 

＊評定は成績（素点）をもとに、秀(100～90)、優(89～80)、良(79～70)、可(69～60)、不可

(59～0)で区分し、60 点以上が合格である。 

＊単位修得率は登録科目中の合格者の割合である。 

＊端数処理、退学者等の関係で、単位修得率と不合格率(不可）,(未履修)の合計は 100％にな

らない。 
（出典：学務情報システムより集計） 

 
資料Ⅱ-Ⅱ-1-5  特別研究Ⅱ（修士論文）の成績の分布 

入学年度 
秀 

100～90 

優 

89～80 

良 

79～70 

可 

69～60 

単位 

修得率 

不可 

59～0 
未履修 

H23 34.9% 53.1% 9.1% 1.1% 98.3% 0.0% 1.7% 

H24 40.3% 47.3% 9.3% 1.6% 98.4% 0.0% 1.6% 

H25 47.8% 35.8% 8.2% 0.7% 92.5% 1.5% 6.0% 

H26 50.0% 40.2% 4.9% 4.9% 100% 0% 0% 

（出典：学務情報システムより集計） 
 
資料Ⅱ-Ⅱ-1-6  入学者数に対する修了率の推移 
入学年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

入学者数 129 147 136 137 130 131 

標準修業年限修了率 87.6% 90.5% 91.2% 86.1% 93.1% 90.8% 

×1.5年内修了率 92.2% 93.9% 93.4% 89.8% 93.8%  

（出典：学務情報システムより集計） 
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 資格取得状況は資料Ⅱ-Ⅱ-1-7 に示すように、専門性に応じた教職免許や技術資格を取得

している。学生の学会発表及び論文投稿の状況を資料Ⅱ-Ⅰ-2-17（7-16 頁）に、各種コン

ベンション等の受賞数を資料Ⅱ-Ⅱ-1-8 に示す。工学研究科は学生一人あたりの学会発表数

が 102％以上、論文投稿数が 36％以上であり、学生の修士論文等の内容・水準が高いこと

が学会にて評価されている。 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-7  主な資格取得者の状況の推移 

修了年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

教員免許 
   （高校専修） 

(3.1%) 
4 

(0.7%) 
1 

(5.1%) 
7 

(1.6%) 
2 

(2.4%) 
3 

(8.3%) 
10 

環境計量士 
危険物取扱者（甲種) 
危険物取扱者（乙種） 
公害防止管理者 
電気主任技術者第1種 
電気主任技術者第3種 

0 
5 
0 
7 
0 
2 

1 
2 
2 
5 
1 
2 

0 
6 
0 
7 
0 
0 

0 
3 
0 
3 
0 
0 

0 
0 
0 
0 
0 
0 

0 
0 
1 
0 
0 
0 

注１．( )内は、修了者数に対する資格取得者の割合（％） 

（出典：研究科における調査より） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-8 各種コンベンション等の受賞状況 

年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

受賞件数 6 12 33 35 24 11 

（出典：研究科の調査結果） 

 

 教員は担当する全ての科目の最終授業において「学生による授業改善アンケート」を実

施し、授業の目標に対する到達度、理解度に関する学生の自己評価、教員の授業に対する

準備及び授業の満足度に関する質問をしている。その結果、到達度や満足度等の評価は高

い（資料Ⅱ-Ⅱ-1-9）。 

 修了時アンケート調査（資料Ⅱ-Ⅱ-1-10）を教育改革推進センターFD 部門が毎年実施し

ており、平成 24 年度の調査結果では、基礎的学力・専門的知識及び課題探求能力等が身に

ついたとの回答が多かった。ただし、「国際的に通用する専門技術者になれた」と回答した

修了生が 40％以下であった（資料Ⅱ-Ⅱ-1-11）。この結果を受け、国際教育センターが主体

となり、学生に英語のセミナーや講義に触れる機会を増やすことを目的に「イギリス大学

での授業模擬体験 2日間イベント」を開催することとした。 

 
資料Ⅱ-Ⅱ-1-9 学生による授業改善アンケート結果 

質問項目（教育の成果） H24 H25 H26 H27 

私はこの授業のシラバスに示された目的や目標を達成すること
ができた。 80% 90% － － 
私はこの授業に関して全体的には満足できた。 85% 95% － － 
注：数値は、「そう思う＝４」、「どちらかといえばそう思う＝３」、「どちらかといえばそう思わ
ない＝２」、「そう思わない＝１」とし、４と３を選択した学生の割合を示す。 

（出典：学生による授業改善アンケート結果よりとりまとめ） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-10：修了時アンケート 

（出典：平成 24 年度 工学部の FDに関する報告書より） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-11 修了時アンケートの集計結果 

質問：十分な基礎学力と幅広い応用力が身についた． 

 

 

質問：課題探求能力とデザイン能力（必ずしも解が一つでない課題に対して，種々の学問・

技術を統合して，実現可能な解を見つけ出す力）が身についた． 

 

 

質問：国内的にも国際的に通用する専門技術者・研究者となれた． 
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（出典：平成 24 年度 工学部 FD に関する報告書より） 
 

 

（水準）期待される水準を上回っている。 

（判断理由） 

在学中の単位修得率はほぼ 90％、特別研究Ⅱ（修士論文）の単位修得率はほぼ 98％、最

近５年間の修了状況は 87%以上と、高い水準を示しており、学業の成果が上がっている。ま

た、学会での研究発表や論文投稿のほか、各種コンベンションからの受賞も多く、学生の

修士論文等の内容・水準が高いことが学会にて評価されている。 

修了時の状況を把握するために、教育改革推進センターの FD 部門がアンケートを毎年実

施しており、多くの学生が、基礎的学力・専門的知識及び課題探求能力等が身についたと

回答している。 

以上より、工学研究科の学業の成果は上がっており、関係者の期待する水準を上回って

いると判断する。 
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観点 進路・就職の状況 

（観点に係る状況） 

 就職支援や進路指導は、就職担当教員が宮崎大学合同会社説明会、宮崎大学就職情報な

どを活用して行っている。また、工学部同窓会と連携して就職アドバイザーを雇用し、学

生の個別指導も行っている。 

修了者における進路状況の概要を資料Ⅱ-Ⅱ-2-1 に示す。また、主な就職先を資料Ⅱ-Ⅱ

-2-2 に示す。就職率はほぼ 100％で、そのうち技術系分野の就職率は約 92％である。 

 
資料Ⅱ-Ⅱ-2-1 大学院課程修了生の就職状況の推移 

修了年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

修了者(学位取得者)総数 127 148 136 128 134 121 

就職希望者数 118 131 123 110 123 119 

就職率(専門関連分野) 92.4% 95.1% 88.5% 95.4% 91.0% 95.7% 

就職率(全体) 100.0% 93.9% 99.2% 99.1% 100% 99.1% 

博士後期課程進学者総数 5 9 3 7 3 0 

博士後期課程進学率 3.9% 6.1% 2.2% 5.4% 2.2% 0% 

                                              （出典：研究科の調査結果より） 
 
資料Ⅱ-Ⅱ-2-2 産業別就職状況 

区分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

漁業     2  

鉱業、採石業、砂利採取業 1      

建設業 9 17 11 12 11 20 

製造業 59 65 74 62 69 64 

電気・ガス・熱供給・水道業 6 3 7 3 4 2 

情報通信業 18 14 14 10 16 16 

運輸業、郵便業  1  1 1 1 

卸売業、小売業 2  1    

金融業、保険業 2  2 1   

不動産業、物品賃貸業       

学術研究、専門・技術サービス業 3 10 3 5 4 5 

宿泊業、飲食サービス業     1  

生活関連サービス業、娯楽業       

教育、学習支援業 3 2 2  1 3 

医療・福祉    3  1 

サービス業 2 3 2 4 3  

公務 13 8 6 7 11 4 

その他    1  2 

合 計 118 123 122 109 123 118 

（出典：研究科の調査結果より） 

 

 教育改革推進センターFD 部門では、修了後３年を経過した修了生及び前年度修了生の就

職先へのアンケートを実施している（資料Ⅱ-Ⅱ-2-3、Ⅱ-Ⅱ-2-4）。その分析結果を、それ

ぞれ資料Ⅱ-Ⅱ-2-5、資料Ⅱ-Ⅱ-2-6 にまとめる。修了生アンケート調査では、修士課程で

身につけた能力の全てにおいて、約 70％以上が「役に立っている」もしくは「どちらかと

いえば役に立っている」と肯定的に回答した。また、工学研究科教育への満足度について

は９割近くが肯定的回答であった。修了生の就職先企業に、修了生の能力や素養ついてア

ンケート調査を実施した結果は、修了生に係わる全 7 項目の資質・素養について、75％以

上の企業が肯定的な評価をした。特に、専門領域に係わる職務遂行上の素養や倫理感につ

いては、85％～90％の企業が高い評価をしている。 
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資料Ⅱ-Ⅱ-2-3：修了後 3年目の修了生へのアンケート 

 

（出典：平成 24 年度 工学部の FDに関する報告書より） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-2-4：修了生の就職先へのアンケート 

 

（出典：平成 24 年度 工学部の FDに関する報告書より） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-2-5 修了後 3年目の修了生に対するアンケートの集計結果 

 

（出典：平成 25 年度実施修了生アンケートの集計結果） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-2-6 修了生の就職先に対するアンケートの集計結果 

 

（出典：平成 25 年度実施就職先アンケートの集計結果） 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

修了生のうち、就職希望者の就職率はほぼ 100％であることから、在学中の学業の成果が

良好であると言える。また、就職者のうち専門に関係する企業への就職率は 90％程度であ

り、学部卒業生に比べ高い割合で、学生自身及び企業から期待される職業に就いている。

修了後３年目の修了生へのアンケート結果では、修士課程で身につけた能力の全てにおい

て、約 70％以上が肯定的に回答し、工学研究科教育に対して９割近くが満足している。就

職先企業へのアンケート結果では、全ての資質・素養について、75％以上の企業が肯定的

な評価をした。特に、専門性や倫理観において高い評価を受けている。 

以上より、工学研究科の進路・就職の状況は、関係者の期待する水準にあると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 工学研究科の中にいくつかのセンターが設置された。このうち教育改革推進センターで

は、FD 講演会・研修会の実施や、修了生、就職先へのアンケートを組織的に実施する体制

が整えられた。また、国際教育センターは各専攻と協力し、国際的な教育の観点から、海

外からの大学院生や行政官を受け入れるダブルディグリープログラム（DDP）やリンケージ

プログラム（LP）のほか、留学生特別プログラムを実施している。また、日本人学生の海

外への留学を増加させるために、大学間及び学部間の連携協定を締結している。このよう

に国際教育センターが中心となり、多くのプログラムを導入したことで、様々な国から留

学生が入学するようになった。留学希望者のニーズに応え、外国人留学生特別プログラム

入試及び外国人留学生特別選考は秋季入学試験として実施しており、この入学試験により

入学した学生には、すべて英語による授業を提供している。 

 工学研究科における教育によって、修了時に修得しておくべき能力を見直し、ディプロ

マ・ポリシーを改訂するとともに、教育目標を達成するようにカリキュラム・ポリシーを

定め、これに基づき体系的な教育カリキュラムを構築した。また、このカリキュラムを実

施するうえで、入学時に学生が備えているべき資質をアドミッション・ポリシーとして定

め、これら３つのポリシーが整合性を持つように整備した。 

修士論文における研究指導においては、指導教員グループが学生と協議して研究テーマ

を決定するように改め、学生ごとに研究指導計画書を作成させるようにした。このため、

学生は研究時の目的やスケジュールを納得したうえで研究に取り組む事ができるようにな

った。 

以上のように、センターの設置、海外からの留学生を受け入れるための多くのプログラ

ムの導入のほか、入試から修了までの見通した体系的なカリキュラムの構築、研究指導内

容の明確化などを行っており、重要な質の変化があったと判断する。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

就学中の単位修得状況や修了状況、修了後の就職状況には大きな変化はないものの、在

学中の学業の成果を把握する方策として、各専攻が独自に行っていた修了時アンケートや

修了後数年を経過した修了生及び就職先企業へのアンケートを、教育改革推進センターの

FD 部門が組織的、定期的に実施する体制を整えた。これにより、特に修了後３年を経過し

た修了生と就職先企業へのアンケートを確実に実施できるようになった。 

 以上、教育成果の状況把握の方法について重要な質の変化があったと判断する。 
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Ⅰ 農学部の教育目的と特徴 
 

１ 農学部の教育目的 

農学部の教育目的は、教育理念及び教育目標として定められている（資料Ⅰ-１）。教育

目的の核となるのは、「農学に関する広範囲かつ高度な知識と技術の修得」、「農学に関する

課題探求と問題解決を通して地域と国際社会に貢献できる人材の育成」、「専門技術者とし

ての倫理観や各種能力の増進」である。これらは、宮崎大学の中期目標において「大学の

基本的な目標」【教育】として謳われている「『人間性』、『社会性・国際性』、そして『専門

性』を培う教育を実施し、その質の向上を図るとともに、多様な地域社会の要請に応える

ことのできる有為の人材を育成する。」と整合性がとられている。 

 

２ 組織の特徴及び特色 

農学部では、植物生産環境科学科、森林緑地環境科学科、応用生物科学科、海洋生物環

境学科、畜産草地科学科、獣医学科の６学科を設置し、それぞれが独自の教育理念・目標

及び育成する人材像を定めている（資料Ⅰ-２）。これらの学科と連携して、森林、耕地、

草地、海洋といった多様なフィールドを活用し、「自然との共生」及び「食と環境の調和」

を追求する教育研究を行うために、農学部附属フィールド科学教育研究センターが設置さ

れている（資料Ⅰ-３）。また、獣医学科と連携して、産業動物（牛、豚）や伴侶動物（犬、

猫）に関する実践的な獣医臨床教育を行うために、附属動物病院が設置されている（資料

Ⅰ-３）。農学部附属農業博物館は、地域の農林水畜産及び文化に関わる貴重な標本・資料

の収集・保管・展示を行い、地域を始め多様な教育の場となっている（資料Ⅰ-３）。 

 

３ 入学者の状況 

平成 27 年度における農学部入学者は 267 名であり、定員 265 名にほぼ合致（100.8%）し

ている。入学者のうち、一般入試による者が 82%（前期日程 58%、後期日程 24%）を占め、

次いで 18%が推薦入試によるものである（資料Ⅰ-４）。 

 

[想定する関係者とその期待] 

農学部が想定する関係者とその期待は以下の８つに集約される。 

１）受験生：学歴や履歴などに配慮した多様な入試区分。客観的で透明性のある公平な選

抜方法。 

２）在学生：農学に関する広範囲かつ高度な知識と技術を身に付け、専門性を生かした職

場や大学院等で活躍できる人材となるための充実した教育。 

３）学生の保護者：学生が安全な環境下で授業料に見合った良質な教育を受け、本人の希

望に沿った進路（就職、進学など）に進めること。 

４）卒業生：卒業後の再教育や支援等の提供。 

５）雇用者：農学に関する広範囲にわたる高度な知識と技術、コミュニケーション能力、

社会性・協調性を身に付けた優秀な専門技術者の育成と供給。 

６）地域：技術相談への対応、講演会、研修会及び公開講座の開催等。 

７）国内：男女共同参画社会の実現等。 

８）国外：留学生の受入、国際社会に貢献できる人材の育成と供給、男女共同参画社会の

実現等。 
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資料Ⅰ-１ 農学部の教育理念・教育目標 

〔教育理念〕 

農学部は、食料、環境、資源及び生命に関する基礎知識の理解をもとに、広い視野で物事を考える総合

的判断力や問題解決能力を涵養しつつ、社会の要請に応えるための農学に関する高度な専門性と技術を

修得させ、それらに関する問題解決を通じて地域と国際社会に貢献できる人材を育成することを理念と

する。 

〔教育目標〕 

・幅広い教養と食料、環境、資源及び生命に関する基礎知識に加え、農学分野における高度な知識及び技

術を用いて社会のさまざまな課題を探求し解決できる能力を養成する。 

・フィールドにおける実践教育を推進し、農学分野において、地域と国際社会に貢献できる人材を育成す

る。 

・専門技術者としての倫理観、情報収集能力、文章表現能力、プレゼンテーション能力及びコミュニケー

ション能力を高める教育を行う。 

（出典：http://www.agr.miyazaki-u.ac.jp/jyukensei/index.html より抜粋） 

 
資料Ⅰ-２ 農学部６学科の教育理念・目標及び育成する人材像 

〔植物生産環境科学科〕 

植物生産環境科学科は、植物生産に関わる専門知識と国際性を備えた指導力を習得し、環境と調和し

た効率的・持続的な植物生産、流通システムの開発、最適な機械化技術・安全技術の開発、生産基盤

及び物質循環型の農村社会の創出ができ、国際的に貢献できる人材の育成を目指しています。 

〔森林緑地環境科学科〕 

森林緑地環境科学科は、森林緑地の環境保全と生態系の修復、森林資源や水資源の循環的・安定的利

用に関する最新の知識と技術を有し、これらの問題の解決を目指して専門的な立場で活躍できる人材

の育成を目指しています。 

〔応用生物科学科〕 

応用生物科学科は、今世紀において地球規模で人類が直面すると予測される生命・食料・環境問題に

応えるために創設された学科です。本学科は生物工学の手法を用いた生物の機能と活用、食品の機能

と利用法及び安全性についての教育・研究を行っています。そこで本学科では、２１世紀における生

命・食料・環境問題を解決するために、先端的・独創的な科学技術の発展に寄与できる創造性と問題

解決能力を備えた人材と国際化・情報化に対応できる人材の育成を目指しています。 

〔海洋生物環境学科〕 

海洋をはじめとした水域環境と自然に対して興味を持ち、理解しようと努力し、生物の生産や管理で

活躍したいと考えている方や水域環境の保全を指向する方を歓迎します。太陽系で唯一水に恵まれた

地球では、未解明な生物・非生物資源の宝庫でもある海洋が二酸化炭素の吸収や全球の熱収支におい

て最重要な生態系であり、地球の未来を左右します。本学科では広く水圏の生物と環境に関する知識

を習得し、ミクロ・マクロな視点で生物の生産利用や環境問題に対応できる人材を育成します。 

〔畜産草地科学科〕 

畜産草地科学科は、良質で安全な畜産物の生産を支える科学を探究します。すなわち、輸入飼料に依

存せず、自給飼料生産に基盤を置き、低コスト・省力化の下で限られた自給飼料資源をリサイクルさ

せる科学の確立を目指します。そのため、本学科では畜産に関する基礎的、応用的な知識を身に付け

ているばかりでなく、食料・飼料自給率の向上や、自然・社会環境との調和をはかりながら、国内外

の「食料・農業・農村」をめぐる諸課題の解決にも貢献できる人材を育成します。 

〔獣医学科〕 

獣医学は動物の疾病の予防・診断・治療のための学問として発達してきましたが、生活の多様化や高

度化に伴い、研究分野は動物の保健の向上のみならず、公衆衛生、医薬品開発、動物愛護、環境保全

など、広範囲にわたる生命科学の重要な一翼を担っています。獣医学科は広範な分野で高度な専門性

を発揮できる獣医師、さらに動物医学を基本とした幅広い応用能力を身につけ、高い実践能力を備え

た人材の育成を目指しています。 

（出典：http://www.agr.miyazaki-u.ac.jp/jyukensei/6gakka/6gakka.html より抜粋） 
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資料Ⅰ-３ 農学部附属施設の概要 

〔附属フィールド科学教育研究センター〕 

前身の農学部附属自然共生フィールド科学教育研究センターは、平成 13 年４月にそれまでの農学部

附属３施設、すなわち附属農場(牧場を含む）、附属演習林および附属水産実験所を機能的に統合し

て設置されました。設置の理念として、自然との共生および環境との調和を掲げ、これを実践するた

めの総合的な農学教育研究に活用可能な内外に開かれた附属施設を目指してきました。また、平成 22

年 10 月には、教育・研究機能の充実・強化を図るため、教育･研究支援部門（４部門）と４附帯施設

に組織を整備し、「宮崎大学農学部附属フィールド科学教育研究センター」に改称しました。 

〔附属動物病院〕 

昭和 15 年宮崎高等農林学校時代に開設され、昭和 28 年に官制化されて宮崎大学農学部の附属施設と

なりました。その後、平成 20 年には、附属家畜病院から附属動物病院へと名称が変更されました。

病気の動物が大学周辺のみならず県外からも診察を受けに訪れ、地域動物医療の中心となっていま

す。特に、畜産地帯に位置するため、和牛を主とした産業動物医療に力を入れていますが、犬、猫な

どの診療頭数も多くあります。単なる診察施設業務だけでなく、学生の教育・研究の場としても重要

な役割を果たしているのは当然ですが、地域の診療獣医師の相談・研修の施設としての役割も担って

います。 

〔附属農業博物館〕 

昭和 10 年、本学の前身、宮崎高等農林学校の開校 10 周年記念事業として、旧船塚キャンパスに設置

されました。その後、昭和 61 年に、宮崎大学の統合移転にともなって、新館が現在地に竣工され、

平成 10 年には文部省省令化を受けました。農・林・畜・水産業に関した資料を収集・展示するとと

もに、宮崎大学農学部で行われている最新の研究とその成果を紹介しています。また、視聴覚機材を

備えた講義室、実験室があり、学生や一般の方を対象とした講座や実習も行っています。 

（出典：http://www.agr.miyazaki-u.ac.jp/introduction/facilities.html、http://www.

agr.miyazaki-u.ac.jp/~vet/vet_hosp/about.html、http://www.agr.miyazaki-u.a

c.jp/~museum/info/outline.html より抜粋） 

 
資料Ⅰ-４ 農学部の入学者の状況（平成 27年度） 

学科 定員 一般入試 

前期日程 

一般入試 

後期日程 

推薦入試 帰国

子女 

社会人 私費外国

人留学生 

計 

植物生産環境科学科 50 28 10 12 0 0 0 50 

森林緑地環境科学科 50 31 10 10 0 0 0 51 

応用生物科学科 55 32 12 11 0 0 0 55 

海洋生物環境学科 30 14 10 6 0 0 0 30 

畜産草地科学科 50 28 12 10 0 0 0 50 

獣医学科 30 21 10 － 0 － 0 31 

計 265 154 64 49 0 0 0 267 

（出典：http://www.miyazaki-u.ac.jp/exam/files/H27ippan3.pdf を一部修正） 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 

(観点に係る状況) 

農学部は、その教育理念・教育目標（前出資料Ⅰ-１、8-3 頁）を実現するために６学科

を置いている。また、畜産に関する実務的人材を育成するために本学に設置されている畜

産別科の入試や教育等を担っている。農学部の学科構成と入学・収容定員を資料Ⅱ-Ⅰ-1-1

に、畜産別科の目的、入学定員及び収容定員を資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 に示す。各学科は、その教

育理念・目標及び育成する人材像を公表している（前出資料Ⅰ-２、8-3 頁）。農学部の６

学科は平成 22年４月に、それ以前の５学科を改組し、再編されたものである。 

農学部の組織は上記６学科、事務部及び附属施設から成る（資料Ⅱ-Ⅰ-1-3）。農学部附

属施設は、附属フィールド科学教育研究センター、附属動物病院及び附属農業博物館から

成り、教育理念・教育目標を実現するため、６学科と連携して学部の教育に当たっている

（前出資料Ⅰ-３、8-4 頁）。 

教員組織に関して、農学部の専任教員（平成 27 年 5 月 1 日）は 110 名であり、学科に

13～25 名、附属施設に９名が配置され、学部の教育を担当している（資料Ⅱ-Ⅰ-1-4）。外

国人の専任教員は、平成 21 年から 25 年まではいなかったが、平成 26 年以降は１名となっ

た（資料Ⅱ-Ⅰ-1-5）。女性の専任教員は、平成 21年から 22年までは３名であったが、そ

の後増加し、平成 26 年の４名を除くと、５～６名で推移している（資料Ⅱ-Ⅰ-1-5）。 

入学者選抜に関して、農学部は、アドミッションポリシーに加え、入学者選抜の基本方

針を入試種別ごとに定め、公表している（資料Ⅱ-Ⅰ-1-6）。各学科においても、入学者の

受入れ方針（求める人材像）を公表している（農学部ウェブサイト参照）。入学者の充足率

は、いずれの学科でも 100～108%を維持している（資料Ⅱ-Ⅰ-1-7）。畜産別科の入学者の

充足率は、平成 22 年度は低かったものの、平成 23年度以降は 75～125%を維持している（資

料Ⅱ-Ⅰ-1-7）。畜産別科の充足率の変動幅が大きいことには、入学定員が４名と少ないこ

と（前出資料Ⅱ-Ⅰ-1-2、8-6 頁）が関係している。農学部では、入学者選抜方法を改善す

るため、入学後の修学状況、学業成績、進路と入試方法との相関を調査し、継続的かつ組

織的に検証作業を行っている（資料Ⅱ-Ⅰ-1-8）。さらに、地域貢献と国際貢献のための人

材育成「産業動物コンサルタント育成プログラム」と「グローバル人材育成学部教育プロ

グラム」のために、平成 28 年度から入学定員を 20名増員することとし、27年度に公表し

ている（資料Ⅱ-Ⅰ-1-9）。 

教員の教育力向上のための取組の１つとして、農学部では、学期ごとに、教員は各自が

実施した全授業科目の点検シートを作成し（資料Ⅱ-Ⅰ-1-10）、各学科は点検シートをもと

に授業改善検討会を開催している。また、教育プログラムの質保証・質向上のための取組

の１つとして、年に２回「成績通知書」を作成し、クラス担任及び指導教員等が担当学生

の成績及び単位取得状況を把握すると共に履修指導を行っている（資料Ⅱ-Ⅰ-1-11）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 農学部の学科構成と入学・収容定員 

学科 入学定員 収容定員 

植物生産環境科学科 50 200 

森林緑地環境科学科 50 200 

応用生物科学科 55 220 

海洋生物環境学科 30 120 

畜産草地科学科 50 200 

獣医学科 30 180 

計 265 1120 

（出典：http://www.miyazaki-u.ac.jp/guide/numb/department より抜粋） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 畜産別科の目的と収容定員 

目的 畜産別科は高等学校卒業又はこれと同等以上の学力のある人に対し、酪農業その他一

般畜産業に関する技能教育を施し、実務に有能な人材を養成することを目的としてい

ます。 

入学定員 4 

収容定員 4 

（出典：平成 28年度宮崎大学畜産別科学生募集要項より抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-3 農学部の組織 
 

 
 

（出典：http://www.agr.miyazaki-u.ac.jp/introduction/soshiki.html より抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-4 農学部の専任教員数（平成 27 年 5月 1 日） 

学科 教授 准教授 講師 助教 計 

植物生産環境科学科 6 8 0 2 16 

森林緑地環境科学科 7 4 1 1 13 

応用生物科学科 9 9 0 2 20 

海洋生物環境学科 6 6 0 1 13 

畜産草地科学科 7 4 0 3 14 

獣医学科 10 9 0 6 25 

附属施設 5 3 1 0 9 

計 50 43 2 15 110 

（出典：http://www.agr.miyazaki-u.ac.jp/introduction/syokuinsuu.html より抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-5 農学部における外国人及び女性の専任教員の数 

教員 項目 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

外国人 教員数 0 0 0 0 0 1 1 

全教員に占める割合 0% 0% 0% 0% 0% 0.9% 0.9% 

女性 教員数 3 3 5 6 6 4 5 

全教員に占める割合 2.8% 2.8% 4.7% 5.7% 5.4% 3.6% 4.5% 

（出典：農学部総務係提供資料にもとづく） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-6 農学部のアドミッションポリシーと入学者選抜の基本方針 

〔アドミッションポリシー〕 

農学部では、水・土レベルから国土・地球レベルまで、陸生生物から水生生物まで、遺伝子レベルから

個体・集団・生態系レベルまで、動植物・微生物生産から食品加工・流通まで、さらに純粋な基礎科学

領域から生命科学分野・工学的分野・社会科学的分野までも含む生物関連の総合的な応用科学領域の教

育と研究を行っています。そして「地域に根ざし世界の食料・環境問題の克服を目指す」をスローガン

に、より柔軟に幅広く農学の専門分野を身につけさせ、主体性と創造性に富み、個性豊かで、国際的に

も通用する人材の育成を目指しています。 

〔入学者選抜の基本方針〕 

・一般入試（前期日程・後期日程）：理科に重点を置きつつ、総合的に学力の優れた人を受け入れます。 

・推薦入試：修学に必要な基礎学力を備えるとともに、農学に対する強い興味と課題解決意欲を持ち、

加えてコミュニケーション能力を有している人を受け入れます。 

・帰国子女：農学に対する強い興味と国際的な視野を持ち、日本語等によるコミュニケーション能力も

備えた熱意ある帰国子女を受け入れます。 

・社会人入試：社会人としての経験を基に農学に対する専門的知識と教養を身につけたい、という強い

勉学意欲を持つ人を受け入れます。 

・私費外国人留学生入試：農学に対する強い興味と英語や日本語等による語学力及びコミュニケーショ

ン能力も備えた熱意のある外国人を受け入れます。 

・編入学試験：編入に相応しい学力を備えるとともに、農学に対する強い興味と課題解決意欲を持ち、

加えてコミュニケーション能力を有している人を受け入れます。 

・グローバル人材育成入試：農学に対する強い興味と国際的な視野を持ち、英語による語学力及びコミュ

ニケーション能力も備えた熱意のある外国人を受け入れます。特に本プログラムでは生物資源とバイ

オテクノロジーの教育に力を入れていますので、その分野に強い興味を有する方を受け入れます。【和

訳】 

（出典：http://www.agr.miyazaki-u.ac.jp/jyukensei/index.html より抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-7 農学部における入学者の充足率 

学科 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

植物生産環境科学科 108.0% 106.0% 100.0% 100.0% 108.0% 100.0% 

森林緑地環境科学科 108.0% 104.0% 104.0% 104.0% 100.0% 102.0% 

応用生物科学科 103.6% 103.6% 105.5% 101.8% 100.0% 100.0% 

海洋生物環境学科 106.7% 103.3% 103.3% 103.3% 106.7% 100.0% 

畜産草地科学科 104.0% 108.0% 100.0% 102.0% 102.0% 100.0% 

獣医学科 106.7% 103.3% 106.7% 103.3% 103.3% 103.3% 

畜産別科 25.0% 75.0% 100.0% 75.0% 125.0% 100.0% 

（出典：H22～H26 は大学機関別認証評価 自己評価書（平成 26 年６月）より数値を抜粋、

H27 は農学部教務・学生支援係提供資料にもとづく） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-8 農学部における入学者選抜方法の検証結果の改善への活用事例 

平成 26 年度に、入試種別、入試における得点及び入試後の GPA との相関を調査するなど、入学した学生

の学業成績を追跡調査し、点検・分析した結果、2つの学科において平成 28 年度入試の入学者選抜方法を

見直した。 

学科 新旧 一般入試 

前期日程 

一般入試 

後期日程 

推薦入試 

植物生産環境科学科 旧 28 10 12 

新 26 14 10 

海洋生物環境学科 旧 14 10 6 

新 16 10 4 

平成 27 年に、さらなる改善の余地について検討した結果、当面は前年度の対応で十分であることを確認

した。 

（出典：中期目標・中期計画に係る平成 27 年度計画の実施状況等（中間報告）ならびに平

成 26年度第６回アドミッション専門委員会議事要旨より抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-9 農学部における定員増 

農学部の定員増について 

宮崎大学農学部は、近年、地域産業への貢献と国際貢献のための人材育成に注力しており、今後、この

両貢献をさらに推進するため、入学定員を 20 名増員し、（１）産業動物コンサルタント育成プログラム

（学生 10 名）、（２）グローバル人材育成学部教育プログラム（学生 10 名）の二つの事業を実施します。 

（１）産業動物コンサルタント育成プログラムの実施（学生 10 名増） 

畜産・酪農の現場において、生産から販売までトータルにコーディネートできる人材を育成するため、

畜産分野の学問領域に加え、コンサルタントに必要な種々の実践的知識や、農業経済学、家畜防疫学、畜

産物の流通や加工学、統計・分析学などを学ぶ、産業動物コンサルタント育成プログラムを開講します（畜

産草地科学科の学生定員を 10 名増員し、３年次から希望者（約 10 名程度）を対象に実施）。 

（２）グローバル人材育成学部教育プログラムの実施（学生 10 名増） 

新たなグローバル人材の育成を目指すため、英語による講義によって学位取得を可能とする教育プログ

ラムに取り組みます。１～２年次は、海外の大学で教養と専門基礎教育を学び、３年次から本学で専門教

育を英語で学びます。主な対象は、海外の留学生になりますが、将来的には、日本人学生もこのプログラ

ムを受けることが可能です。また、学内の留学生が増えることにより、日本人学生の国際性が豊かになる

ことも期待されます。 

（出典：平成 28年度宮崎大学入学者選抜要項より抜粋） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-10 農学部における授業点検シート 
 

 
 

（出典：農学部 FD 委員会提供資料） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-11 農学部における教育の質保証・質向上のための工夫 

年に２回「成績通知書」を作成し、クラス担任及び指導教員等が担当学生の成績及び単位取得状況を把

握すると共に履修指導を行っている。 

 

 
 

（出典：農学部教務・学生支援係提供資料） 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

学部の教育理念・教育目標を実現するために、６学科を置くとともに、附属施設との連

携教育体制を築いている。また、学科と附属施設に適切な教員配置を行っている。これら

は、受験生、在学生、学生の保護者、卒業生、雇用者ならびに地域の期待に沿うものであ

る。 

外国人及び女性の専任教員は、わずかではあるが増加している。この傾向は、特に、在

学生ならびに国内外の期待に沿うものである。 

入学者選抜に関して、アドミッションポリシーと入学者選抜の基本方針を明文化してい

る。学部入学者の充足率は高く、畜産別科入学者の充足率は改善されている。また、入学

者選抜方法を改善するための取組が継続的かつ組織的に行われている。さらに、教員の教

育力向上のための取組や教育プログラムの質保証・質向上のための取組も継続的に行われ

ている。これらは、受験生、在学生、学生の保護者、卒業生、雇用者ならびに地域の期待

に沿うものである。平成 28 年度から入学定員を 20 名増員する取組は、受験生、地域なら
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びに国外の期待を上回るものであるとみなせる。 

以上を総合して、農学部の教育実施体制は、想定する関係者の期待に応えていると判断

される。 
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観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

農学部は、その教育理念・教育目標（前出資料Ⅰ-１）及びディプロマポリシー(卒業認

定・学位授与に関する方針)（後出資料Ⅱ-Ⅰ-2-9、8-16 頁）を踏まえ、カリキュラムポリ

シーを定めている（資料Ⅱ-Ⅰ-2-1）。各学科においても、その教育理念・目標及び育成す

る人材像（前出資料Ⅰ-２、8-3 頁）ならびに学士（農学・獣医学）としての能力（農学部

ウェブサイト参照）を踏まえ、カリキュラムポリシーを定めている（農学部ウェブサイト

参照）。これらにもとづいて、学部・学科の教育課程が編成されている（資料Ⅱ-Ⅰ-2-2）。 

卒業に必要な単位数は、基礎教育科目が 36 単位、専門科目が 92 単位（獣医学科以外の

学科）あるいは 157 単位（獣医学科）で、合計が 128 単位（獣医学科以外の学科）あるい

は 193 単位（獣医学科）である（資料Ⅱ-Ⅰ-2-3）。専門科目の必修・選択の割合は、学科

の特性（教育理念・目標及び育成する人材像、カリキュラムポリシー、学士としての能力）

に応じて決められている。また、専門科目には、講義科目のほかに、演習や実験・実習が

配置され、講義・その他の割合も、学科の特性に応じて決められている（資料Ⅱ-Ⅰ-2-4）。 

養成人材像に応じた教育方法の工夫として、いずれの学科でも、グループ・少人数単位、

双方向対話・討論、メディアの活用、TA の活用等の学習指導法を取り入れており、応用生

物科学科以外の学科では、フィールドを積極的に活用した学習指導を行っている（資料Ⅱ-

Ⅰ-2-5）。個別の工夫例（資料Ⅱ-Ⅰ-2-6）のうち、①「International GAP（国際的適性農

業規範）対応の食糧管理専門職業人の養成」による GAP 指導員講座の教育、②「畜産基地

を基盤とした大学間連携による家畜生産に関する実践型統合教育プログラム開発」による

ティーチング・ポートフォリオの取組、③附属フィールド科学教育研究センターを利用し

た「自然との共生」及び「食と環境の調和」を追求する教育は、農学部に特徴的なもので

ある。 

自主的学習を促す教育方法として、すべての科目について、担当教員、ナンバリングコー

ド、ディプロマポリシーとの対応関係、教育目的、到達目標、授業計画、教材、評価基準、

評価方法などを記載したシラバスを作成し、本学の学務情報システム WAKABA を通して、学

内外に公開している（資料Ⅱ-Ⅰ-2-7）。学生におけるシラバスの認知度や活用等は、学生

による授業評価で把握している。「配付したシラバスは、講義の内容・進め方についてわか

りやすく書いてありましたか」との質問に対し、「わかりやすかった」と回答した学生は

86～93%に達し、「実験・実習に関するシラバスは、適切でありましたか」との質問に対し、

「非常に不満」あるいは「やや不満」と回答した学生は 0～2%に留まっている（資料Ⅱ-Ⅰ

-2-8）。 

学位授与に関して、農学部は、ディプロマポリシー(卒業認定・学位授与に関する方針)

を定め、公表している（資料Ⅱ-Ⅰ-2-9）。各学科においても、学士（農学・獣医学）とし

ての能力（農学部ウェブサイト参照）を公表している。ディプロマポリシーに定められた

素養・能力の修得は、授業科目（必修と選択）の履修と規定単位の取得によって担保され

る（前出資料Ⅱ-Ⅰ-2-3、8-13 頁）。授業科目における成績評価の客観性と厳格性を確保す

るために、農学部では、標準成績評価基準を明示している（資料Ⅱ-Ⅰ-2-10）。また、平成

26 年度に、成績に関する申し立て方法について見直し、学部として組織的な対応ができる

ように改正した（資料Ⅱ-Ⅰ-2-11）。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-1 農学部のカリキュラムポリシー 

本学部では、その教育理念に基づき､食料､環境､資源及び生命に関する高度な専門性を修得し､総合的判

断力と問題解決能力を通じて地域と国際社会に貢献できる人材を養成するため､以下の方針に基づいて

教育課程を編成・実施します。 

 

【教育課程編成の方針】 

1．幅広く深い教養と基本的な学習能力の獲得のため､全ての学生が履修する基礎教育カリキュラムとし

て､導入科目(大学教育入門セミナー､情報・数量スキル､外国語コミュニケーション)､課題発見科目

(専門教育入門セミナー、環境と生命､現代社会の課題)、専門基礎科目と学士力発展科目を設置する。 

2. 農学を学ぶ上で基礎となる知識修得のため､学部共通科目を設置する。 

3. 専門的な方法論と知識を体系的に学ぶため､専門基盤科目､専門科目を段階的に設置する。 

4. 学士課程を通して英語能力を涵養するため､専門英語科目を設置する。 

5. 地域と国際社会に貢献できる人材を育成するために､フィールドにおける実践教育科目を設置する。 

6. 専門技術者としての倫理観を涵養できる科目を設置する。 

7. 獲得した知識や技能を統合し､課題を分析､解決する能力を育成するために､卒業論文等の科目を設置

する。 

【実施の方針】 

1．各授業科目について､シラバスで到達目標､授業計画､成績評価基準･方法を明確にし､周知する。 

2. 主体的に考える力を育成するために､アクティブラーニング(双方向型授業､グループワーク､発表な

ど)を積極的に取り入れるなど授業形態、指導方法を工夫する。 

3. 成績評価基準･方法に基づき厳格な評価を行う。 

4. 学位授与方針に基づく学生の学習過程を重視し、在学中の学習成果の全体を評価する。 

（出典：http://www.agr.miyazaki-u.ac.jp/jyukensei/index.html より抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-2 農学部における教育課程の編成状況の概要 

学科 教育課程の編成状況 

植物生産環境科学科、森林緑

地環境科学科、海洋生物環境

学科、畜産草地科学科 

多様な人材育成に対応できる科目を配置して選択できることを基本とした

カリキュラムを編成している。 

応用生物科学科 国際通用性のある専門技術者の養成を達成する日本技術者認定機構

（JABEE）の認定制度に対応した体系的な技術者教育カリキュラム（JABEE

教育プログラム）を編成している。 

獣医学科 国家試験が求める専門技能の修得に必要な専門基礎科目と専門科目で体系

的な教育課程を編成しており、多くの科目が必修科目となっている。 

（出典：大学機関別認証評価 自己評価書（平成 26年６月）より抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-3 農学部における卒業に必要な基礎教育科目と専門科目及び必修科目と選

択科目（平成 27 年度） 

学科 
基礎教育科目の単位数 専門科目の単位数 

合計 

（＝卒業所

要単位数） 

資格等 
必修 選択 計 必修 選択 計 

植物生産環境科学科 

22 14 36 

22 70 92 

128 

JGAP 認定 

森林緑地環境科学科 48 44 92  

応用生物科学科 64 28 92 JABEE 認定 

海洋生物環境学科 48 44 92  

畜産草地科学科 53 39 92  

獣医学科 145 12 157 193 国家資格 

（出典：宮崎大学キャンパスガイド（平成 27年度）より抜粋） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-4 農学部における形態別の科目数 

学科 

形態 割合 

講義 演習 実験・

実習 

実験・

演習 

講義・

演習 

講義・

実習 

計 講義 その他 

植物生産環境科学科 65 1 14 0 0 0 80 81.3% 18.7% 

森林緑地環境科学科 56 4 13 4 0 0 77 72.7% 27.3% 

応用生物科学科 47 2 14 0 0 0 63 74.6% 25.4% 

海洋生物環境学科 59 0 14 0 0 0 73 80.8% 19.2% 

畜産草地科学科 84 1 17 0 0 0 102 82.4% 17.6% 

獣医学科 72 2 54 0 0 0 128 56.3% 43.7% 

（出典：大学機関別認証評価 自己評価書（平成 26年６月）より抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-5 農学部における学習指導法の工夫 

学科 授業形態 
科目

数 

少人数（10

人程度） 

双方向対

話・討論 

フィールド

型 

メディア活

用 
TA活用 

科目

数 
% 

科目

数 
% 

科目

数 
% 

科目

数 
% 

科目

数 
% 

植物生産環境科学科 講義 65 3 5 3 5 2 3 6 9 1 2 

演習 1 0 0 1 100 0 0 0 0 0 0 

実験・実習 14 4 29 5 36 8 57 0 0 3 21 

森林緑地環境科学科 講義 56 1 2 4 7 0 0 3 5 0 0 

演習 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

実験・実習 13 1 8 2 15 6 46 0 0 6 46 

実験+演習 4 0 0 0 0 3 75 0 0 1 25 

応用生物科学科 講義 47 1 2 1 2 0 0 7 15 0 0 

演習 2 1 50 2 100 0 0 0 0 0 0 

実験・実習 14 0 0 3 21 0 0 1 7 13 93 

海洋生物環境学科 講義 66 0 0 10 15 1 2 8 12 3 5 

演習 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

実験・実習 14 1 7 6 43 4 29 4 29 5 36 

畜産草地科学科 講義 84 3 4 3 4 0 0 5 6 0 0 

演習 1 1 100 1 100 1 100 0 0 0 0 

実験・実習 16 4 25 3 19 7 44 0 0 8 50 

獣医学科 講義 72 2 3 17 24 3 4 3 4 1 1 

演習 2 2 100 2 100 0 0 0 0 0 0 

実験・実習 54 30 56 45 83 25 46 4 7 9 17 

（出典：大学機関別認証評価 自己評価書（平成 26年６月）より抜粋） 
 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-6 農学部における養成人材像に応じた教育方法の工夫例 

・文部科学省特別経費「International GAP（国際的適性農業規範）対応の食糧管理専門職業人の養成」

（平成 23～26 年度）の取組で、平成 23 年度に木花フィールド（農場）が国立大学法人で初めて GAP（適

正農業規範）認証を獲得し、平成 24 年度には「GAP 指導員講座」を植物生産環境科学科の学生等を対

象に開講し、学生 37 名が日本 GAP 協会から JGAP 指導員資格を認定された。在学中に多くの学生が資

格を取得するのは、日本の大学で初めてである。この GAP 普及に向けた教育プログラムの開発の取組

が評価され、平成 25 年 6月に日本 GAP 協会から「GAP 普及大賞」を受賞している。 

・文部科学省大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム「畜産基地を基盤とした大学間連携

による家畜生産に関する実践型統合教育プログラム開発」では、学習指導方法の工夫としてティーチ

ング・ポートフォリオへの取組も行い、現在も畜産基地を基盤とした大学間連携による実践型適正家

畜生産技術者養成教育として取組を継続している。 

・実験・実習科目に TA を配置し、学生に身近で、適切な指導を行い学習の実効を上げている。 
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・卒業研究では、学生を研究室に配属し、少人数での原書講読や細やかな研究指導を受けている。 

・学部の講義室に、液晶プロジェクターを設置し、メディア活用による実践的教育を支援している。ま

た、視聴覚媒体を通し、学習効果を高めることができるよう、コンピュータ、ビデオ、OHP、CD、カセッ

ト等の各種器材を整備し、共同利用に供している。 

・フィールド教育実践の場として、農場、牧場、演習林、水産実験場からなる農学部附属フィールド科

学教育研究センターを有しており、森林、耕地、草地及び海洋といった多様なフィールドを活用する

ことにより、「自然との共生」及び「食と環境の調和」を追求する教育研究をおこなっている。 

（出典：大学機関別認証評価 自己評価書（平成 26年６月）より抜粋） 
 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-7 農学部におけるシラバスの例 
 

 

  

 

  

 

（出典：宮崎大学 学務情報システム WAKABA（https://syllabus.of.miyazaki-u.ac.jp/syl

labus/index2.jsp）より） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-8 農学部におけるシラバスの活用状況（平成 25 年度） 

授業形態 質問 学科 科目数 肯定的な回答の割合 

講義 配付したシラバスは、講

義の内容・進め方につい

てわかりやすく書いてあ

りましたか 

植物生産環境科学科 39 90.0% 

森林緑地環境科学科 33 89.3% 

応用生物科学科 36 93.2% 

海洋生物環境学科 35 85.5% 

畜産草地科学科 34 92.7% 

獣医学科 18 92.0% 

授業形態 質問 学科 科目数 否定的な回答の割合 

実験・実習 実験・実習に関するシラ

バスは、適切でありまし

たか 

植物生産環境科学科 9 0% 

森林緑地環境科学科 14 0% 

応用生物科学科 11 0.7% 

海洋生物環境学科 10 2.4% 

畜産草地科学科 13 0% 

獣医学科 7 1.0% 

講義に対する肯定的な回答：「わかりやすかった」、実験・実習に対する否定的な回答：「非常に不満」と

「やや不満」。 

（出典：農学部 FD 委員会提供資料にもとづく） 
 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-9 農学部のディプロマポリシー(卒業認定・学位授与に関する方針) 
本学部では、宮崎大学学務規則に規定する修業年限以上在学し、各学科所定の単位数を修得し、以下の

素養を身につけ、かつ、卒業論文審査に合格した学生に対して卒業を認定し、学士（農学・獣医学）の

学位を与える。 

・専門技術者としての倫理観 

・分かりやすく表現できる記述力、プレゼンテーション能力およびコミュニケーション能力 

・各学科が目標とした専門的知識・技術と指導力を有し、地域と国際社会に貢献できる技術者としての

能力 

（出典：http://www.agr.miyazaki-u.ac.jp/jyukensei/index.html より抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-10 農学部における標準成績評価基準 

標準成績評価基準は、下記の標語と評点により、秀、優、良、可を合格とし、不可は不合格とする。 

秀：評点 90 点以上（到達目標を特に優秀な水準で達成している） 

優：評点 80～89 点（到達目標を優秀な水準で達成している） 

良：評点 70～79 点（到達目標を良好に達成している） 

可：評点 60～69 点（到達目標の必要最低限は達成している） 

不可：評点 60 点未満（到達目標の必要最低限を達成していない） 

（出典：宮崎大学農学部専門科目の受講及び試験に関する内規より抜粋） 
 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-11 農学部における成績に関する申し立て 

新 旧 

成績評価を受けた者は合否発表後 1 週間以内に授

業担当教員に答案等の閲覧を請求することができ

る。また、成績評価に異議がある場合には、原則と

して学期末までに教務・学生支援係に申し立てをす

ることができる。 

成績評価を受けた者は合否発表後 1 週間以内に授

業担当教員に答案等の閲覧を請求することができ

る。また、成績評価に異議がある場合には、原則と

して学期末までに授業担当教員に申し立てをする

ことができる。 

（出典：宮崎大学農学部専門科目の受講及び試験に関する内規より抜粋） 
 

 

 

 



宮崎大学農学部 分析項目Ⅰ 

－8-17－ 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

教育理念・教育目標及びディプロマポリシー(卒業認定・学位授与に関する方針)を踏ま

えてカリキュラムポリシーを定め、これにもとづいて体系的な教育課程が編成されている。

また、専門科目の必修・選択の指定、講義、演習及び実験・実習の構成が、学科の特性（教

育理念・目標及び育成する人材像、カリキュラムポリシー、学士としての能力）に応じて

決められている。これらは、在学生、学生の保護者ならびに雇用者の期待に沿うものであ

る。 

養成人材像に応じた教育方法の工夫のうち、学習指導法に関するものは、在学生及び保

護者の期待に沿うものである。また、「International GAP（国際的適性農業規範）対応の

食糧管理専門職業人の養成」による GAP 指導員講座の教育、ならびに「畜産基地を基盤と

した大学間連携による家畜生産に関する実践型統合教育プログラム開発」は、在学生及び

保護者だけでなく、受験生、雇用者、地域ならびに国内の期待にも沿うものである。うち、

GAP 指導員講座の教育は、国外の期待にも沿うものとみなせる。 

さらに、自主的学習を促す教育方法は、在学生及び保護者の期待に、ディプロマポリシー

(卒業認定・学位授与に関する方針)及び標準成績評価基準の明文化は、特に、在学生、学

生の保護者ならびに雇用者の期待に沿うものである。成績に関する申し立て方法の見直し

及び改正は、特に、在学生の期待に沿うものである。 

以上を総合して、農学部の教育内容・方法は、想定する関係者の期待に応えていると判

断される。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

（観点に係る状況） 

農学部における学業の成果はいくつかの指標にもとづいて評価できる。修得全科目の成

績分布と単位修得率によると、成績は「秀」及び「優」が 52～66%を占め、単位修得率は

87～96%と高い（資料Ⅱ-Ⅱ-1-1）。卒業論文の成績は「秀」及び「優」が 72～93%を占め、

単位修得率は 90～100%と高い（資料Ⅱ-Ⅱ-1-2）。卒業率によると、標準修業年限卒業率は

86～97%の高い値で推移している（資料Ⅱ-Ⅱ-1-3）。 

資格取得状況によると、学部の人材育成目標を反映して、教員免許の資格取得率は 2～

6%と低いが、獣医師国家試験の合格率（獣医学科）は 81～100%と高く推移している（資料

Ⅱ-Ⅱ-1-4）。また、家畜人工授精師の資格取得者は、平成 23 年度を除くと 20～30 名程度

で、食品衛生管理者及び毒物劇物取扱責任者の資格取得者は 50名程度で推移している。学

芸員の資格取得者は平成 25 年度以降になって大きく増加する傾向にある。 

学生による授業評価（資料Ⅱ-Ⅱ-1-5、資料Ⅱ-Ⅱ-1-6）によると、講義科目については、

授業方法や講義の内容に関する質問に対し、80～100%（平均 91%）の学生が肯定的な回答

をしている（資料Ⅱ-Ⅱ-1-7）。また、実験・実習科目については、シラバス、時間設定、

配布資料、説明・指導・助言、機械・器具、TAによる補助などに関する質問に対し、否定

的な回答をした学生割合は 0～10%（平均 1%）に過ぎない。学習カルテ：アンケートによる

と、教育の成果に関する質問に対して肯定的な回答をした学生は、共通教育については 29

～61%であるが、専門教育については 70～93%に達している（資料Ⅱ-Ⅱ-1-8、資料Ⅱ-Ⅱ

-1-9）。 

 
資料Ⅱ-Ⅱ-1-1 農学部における修得全科目の成績分布と単位修得率 

学科 科目 入学

年度 

開講年

度 

秀 

100～90 

優 

89～80 

良 

79～70 

可 

69～60 

単位 

修得率 

不可 

59～0 
未履修 

獣医以外 共通教育 H21 H21～22 21.2% 30.5% 20.5% 17.1% 89.3% 3.6% 7.1% 

専門 H21 H21～24 21.7% 30.8% 20.1% 13.9% 86.6% 2.1% 11.4% 

獣医 共通教育 H19 H19～20 28.3% 31.4% 20.5% 9.9% 90.2% 1.3% 8.5% 

専門 H19 H19～24 36.5% 29.5% 18.8% 11.5% 96.4% 1.2% 2.4% 

獣医学科は６年制である。端数処理、退学者等の関係で、単位修得率、不可（不合格率）及び未履修の合

計は 100%にならない。 

（出典：大学機関別認証評価 自己評価書（平成 26年６月）より抜粋） 
 
資料Ⅱ-Ⅱ-1-2 農学部における卒業論文の成績分布 

学科 入学

年度 

秀 

100～90 

優 

89～80 

良 

79～70 

可 

69～60 

単位 

修得率 

不可 

59～0 
未履修 

獣医以外 H21 82.8% 10.3% 0.0% 6.9% 100.0% 0.0% 0.0% 

H23 18.2% 53.8% 13.8% 4.5% 90.3% 0.0% 9.7% 

獣医 H19 17.2% 60.8% 14.1% 2.2% 94.3% 0.0% 5.7% 

H21 84.4% 3.1% 0.0% 3.1% 90.6% 0.0% 9.4% 

（出典：獣医学科以外の学科の H21 年度データ及び獣医学科の H19 年度データは大学機関別

認証評価 自己評価書（平成 26年６月）より抜粋、その他のデータは農学部教務・

学生支援係提供資料にもとづく） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-3 農学部における入学者数に対する卒業率の推移 

学科 項目 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

獣医以外 入学者数 246 261 248 244 249 247 

標準修業年限卒業率 89.8% 86.2% 89.9% 86.9% 88.4% 90.2% 

×1.5年内卒業率 95.1% 95.8% 95.2% 91.0% 92.0%  

獣医 入学者数 31 32 34 32 32 31 

標準修業年限卒業率 96.8% 90.6% 88.2% 90.6%   

×1.5年内卒業率 96.8% 93.8% 88.2%    

獣医学科は６年制である。獣医学科以外の平成 22 入学年度の 1.5 年内卒業率は５年間での卒業率である。

獣医学科の平成 19 入学年度及び 20 入学年度の 1.5 年内卒業率は、それぞれ８年間及び７年間での卒業率

である。 
（出典：H18～H22 は大学機関別認証評価 自己評価書（平成 26 年６月）を一部修正、H23

は農学部教務・学生支援係提供資料にもとづく） 
 
資料Ⅱ-Ⅱ-1-4 農学部における主な資格取得者の状況の推移 

資格 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

教員免許（高校１種） 5 

（1.9%） 

17 

（6.4%） 

11 

（3.8%） 

11 

（4.2%） 

7 

（2.7%） 

13 

（4.9%） 

獣医師国家試験 受験者 

        合格者 

 

33 

28 

（84.8%） 

26 

21 

（80.8%） 

35 

34 

（97.1%） 

30 

30 

（100.0%） 

32 

29 

（90.6%） 

29 

27 

（93.1%） 

学芸員 4 3 11 1 16 24 

家畜人工授精師 25 21 11 20 21 33 

食品衛生管理者 49 47 45 50 48 55 

毒物劇物取扱責任者 52 55 58 53 49 50 

( )内は卒業者数に対する資格取得者の割合。 

（出典：H21～H25 は大学機関別認証評価 自己評価書（平成 26 年６月）を一部修正、H26

は農学部教務・学生支援係提供資料にもとづく） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-5 農学部専門科目「学生による授業評価」調査票（講義） 
 

 
 

（出典：農学部 FD 委員会提供資料） 
 

  

授業科目名 実施年月日　　平成　　　年　　　月　　　日

1桁目・・・ 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 A B -

2桁目・・・ 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 - - t

3桁目・・・ 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 - - -

4桁目・・・ 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 - - -

15) この授業のレポート作成や予習･復習および試験準備学習に要した１週間あたりの平均学習時間数は？

「

学

生

自

身

の

学

習

態

度

に

関

す

る

項

目

」

13) この授業について、予習しましたか。

 　5：した　  　   　 4：少しした           3：しなかった        　　　   (2･1はなし)

  ＊3に丸印をつけた人は、何故予習しなかったのか、その理由を記述欄に記入して下さい。

14) 復習をしましたか。

「

講
義
の
内
容
に
関
す
る
項
目

」

 5) 配布したシラバスは、講義の内容・進め方についてわかりやすく書いてありましたか。

　5：わかりやすかった　4：わかりにくかった　3：シラバスを読んでも内容が良く分からなかった

 　2：シラバスについて知らなかったので、受講前に読んでいなかった　　　　　　　　　(1はなし)

 6) この講義全体の目標はよく理解できましたか。

 7) この授業に興味を持てましたか。

　5：持てた　　        4：持てなかった　　　　　　　　　 (3～1はなし)

 8) 毎回の授業のねらいはその都度明確にされていましたか。

　5：されていた　      4：されていなかった　　　　　　　 (3～1はなし)

 9) 毎回の授業の内容はよく準備されたものと感じられましたか。

　5：適切　　　　4：多すぎる　  　3:物足りなかった　     (2･1はなし)

15 4

5 4

「

こ

の

授

業

方

法

に

関

す

る

項

目

」

 1) 講義は、聞き取りやすかったですか。

　5：聞き取りやすかった　　　　　　4：早口で聞き取りにくかった

　3：声が小さく聞き取りにくかった　2：その他の理由で聞き取りにくかった 　 (1はなし)

 2) 講義を進めるスピードは適切でしたか。

　5：適切     4：速過ぎる     3：遅すぎる               　  (2･1はなし)

15)

　5：理解できた      　4：理解できなかった　　　　　　 　(3～1はなし)

　5：準備されていた　  4：準備不足　　　　　　　　     　(3～1はなし)

10) 授業での説明は理解しやすかったですか。

11) 授業の内容は難しく（難易度）感じましたか。

　5：適切　　　　4：難しかった　　3:易しすぎた　       　(2･1はなし)

12) 授業内容の量は、適切でしたか。

　5：理解しやすかった  4：理解しにくかった  　　       　(3～1はなし)

  5：した　　　　4：少しした　　　3：しなかった　         (2･1はなし)

  5：6時間以上 　4：4～6時間程度　3：2～4時間程度　2：1～2時間程度　1：1時間未満
3

14) 5 4

13)

2

3 2

3 2

1

3 2 1

5 4

1

12) 5 4 3 2 1

11) 5 4

1

10) 5 4 3 2 1

9) 3 2

8) 5 4 3 2 1

4 3 2 1

5)

17) 5 4

4) 5 4 3 1

3 2

1

6) 5

2

5 4 3 2

1

2

　5:していた（「そのような私語などはなかった。」を含む）4:していなかった　　(3～1はなし)

3) 5 4 3 2
 3) 講義において板書の仕方や配布プリントあるいは液晶プロジェクターなどの視聴覚機器は適切でしたか。

　5：適切であった　　　　　　　　　4：板書が読みづらかった

　3：プロジェクターが見にくかった  2：プリントやプロジェクターは使用されなかった　(1はなし)

 4) 教員は講義の進行を妨げるような行為(私語など)があった場合、注意していましたか。

2) 5 4 3 2 1

学籍番号の初めの４桁を黒く
しっかりと塗りつぶしてください。

例）学籍番号　50110000

◎この授業について、よかったこと、改善を求めたいこと、その他の意見や感想を自由に述べてください。

また、アンケートに掲げて欲しい項目がありましたら、下記の空欄に書いて下さい。　　（農学部FD委員会委員長）

「学生による授業評価」調査票（農学部）

　この調査票は、本学部の授業内容・方法を一層充実・改善するための資料となるものです。

記入にあたっては、学生諸君の素直な評価をお願いします。なお、この調査はあなたの成績と一切関係はありません。

　下記の項目の質問について、適切と思われる番号の丸数字を塗りつぶして下さい。

また、それぞれの質問の項目で、指定された箇所以外でも、とくに評価できる点あるいは改善すべき点があれば、「記述欄」に書いて下さい。

1) 5 4 3 1

←

4
桁
目

←

3
桁
目

←

2
桁
目

←

1
桁
目
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-6 農学部専門科目「学生による授業評価」調査票（実験・実習） 
 

 
 

（出典：農学部 FD 委員会提供資料） 
 

  

授業科目名 実施年月日　　平成　　　年　　　月　　　日

1桁目・・・ 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 A B -

2桁目・・・ 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 - - t

3桁目・・・ 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 - - -

4桁目・・・ 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 - - -

115) ティーチングアシスタントは適切な指導補助を行いましたか。 15) 5 4 3 2

1

14) あなたは実験を通じて、実験技術等が向上しましたか。 14) 5 4 3 2 1

13) レポートの評価（訂正等）は適切でありましたか。 13) 5 4 3 2

1

12) レポートの考察や学習課題等の助言がなされていましたか。 12) 5 4 3 2 1

11) レポートの書き方の指導が適切でありましたか。 11) 5 4 3 2

1

10) 不適切（不真面目な学生も含む）な実験・実習をしている学生にはその都度、教員

　　　は注意する等の指導をしていましたか。
10) 5 4 3 2 1

 9) 実験・実習器具・機械が適切に配分されていましたか。 9) 5 4 3 2

1

 8) 学生の質問に丁寧に対応していましたか。 8) 5 4 3 2 1

 7) 実験・実習に教官としての熱意が感じられましたか。 7) 5 4 3 2

1

 6) 実験・実習前あるいは実習中の教官の説明は適切でありましたか。 6) 5 4 3 2 1

 5) 機械・器具の使用法の説明が明確でありましたか。 5) 5 4 3 2

1

 4) 実験・実習に関する説明は要点が理解できる説明でありましたか。 4) 5 4 3 2 1

 3) 実験・実習に関する資料（実験書あるいはプリント資料）は学生に理解できるように

　　工夫されていましたか。
3) 5 4 3 2

3 2 1

 2) 実験・実習の時間設定が適切でありましたか。 2) 5 4 3 2 1

学籍番号の初めの４桁を黒く
しっかりと塗りつぶしてください。

例）学籍番号　50110000

◎この授業について、よかったこと、改善を求めたいこと、その他の意見や感想を自由に述べてください。

また、アンケートに掲げて欲しい項目がありましたら、下記の空欄に書いて下さい。　　（農学部FD委員会委員長）

「学生による授業評価」調査票（実験・実習）

　この調査票は、本学部の実験・実習内容・方法を一層充実・改善するための資料となるものです。

記入にあたっては、学生諸君の素直な評価をお願いします。なお、この調査はあなたの成績と一切関係はありません。

　下記の項目の質問について、適切と思われる番号の丸数字を塗りつぶして下さい。

また、それぞれの質問の項目で、指定された箇所以外でも、とくに評価できる点あるいは改善すべき点があれば、「記述欄」に書いて下さい。

【5:非常に満足　4:やや満足　3:普通　2:やや不満　1:非常に不満】

「

実
験
・
実
習
に
関
す
る
項
目

」

 1) 実験・実習に関するシラバスは、適切でありましたか。 1) 5 4

←

4
桁
目

←

3
桁
目

←

2
桁
目

←

1
桁
目



宮崎大学農学部 分析項目Ⅱ 

－8-22－ 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-7 農学部専門科目「学生による授業評価」の結果（平成 25年度） 
 

 
 

 
 

 
 

表B-1-1　植物生産環境科学科の講義科目集計結果 （％）

必修科目 選択科目
2科目 1科目 36科目

質問番号 質問内容 選択肢
 

質問１ 講義は聞き取りやすかった 5) 89 100 94
質問２ 講義のスピードは適切だった 5) 90 98 94
質問３ 視聴覚機器は適切であった 5) 84 100 95
質問４ 私語などを注意していた 5) 80 100 96

86 100 95

質問５ シラバスはわかりやすかった 5) 71 93 91
質問６ 講義の目標は理解できた 5) 85 95 95
質問７ 講義に興味を持てた 5) 80 86 91
質問８ ねらいは明確にされていた 5) 80 88 96
質問９ 授業の内容は準備されていた 5) 95 93 98
質問10 説明は理解しやすかった 5) 78 95 93
質問11 難易度は適切であった 5) 80 91 89
質問12 内容の量は適切であった 5) 72 91 90

80 92 93

質問13 予習した 5)と4) 32 63 68
質問14 復習した 5)と4) 43 65 77
質問15 1週間当たり平均学習時間数 5)と4)と3) 17 30 39

31 53 61

72 86 87

平均（1-4）

専門科目専門基盤科目
（必修科目）

科目区分

講義科目数

「この授業方法に関する項目」

「講義の内容に関する項目」

平均（5-12）
「学生自身の学習態度に関する項目」

平均（13-15）

平均(1-15)

表B-2-1　森林緑地環境科学科の講義科目集計結果 （％）

必修科目 選択科目
8科目 13科目 12科目

質問番号 質問内容 選択肢
 

質問１ 講義は聞き取りやすかった 5) 90 92 95
質問２ 講義のスピードは適切だった 5) 90 95 95
質問３ 視聴覚機器は適切であった 5) 92 94 91
質問４ 私語などを注意していた 5) 95 94 91

92 94 93

質問５ シラバスはわかりやすかった 5) 87 90 90
質問６ 講義の目標は理解できた 5) 90 94 90
質問７ 講義に興味を持てた 5) 86 88 84
質問８ ねらいは明確にされていた 5) 98 97 93
質問９ 授業の内容は準備されていた 5) 97 98 94
質問10 説明は理解しやすかった 5) 85 92 86
質問11 難易度は適切であった 5) 80 84 78
質問12 内容の量は適切であった 5) 88 88 85

89 91 87

質問13 予習した 5)と4) 68 70 55
質問14 復習した 5)と4) 76 79 73
質問15 1週間当たり平均学習時間数 5)と4)と3) 28 37 28

57 62 52

83 86 82

平均（1-4）

専門科目専門基盤科目
（必修科目）

科目区分

講義科目数

「この授業方法に関する項目」

「講義の内容に関する項目」

平均（5-12）
「学生自身の学習態度に関する項目」

平均（13-15）

平均(1-15)

表B-3-1　応用生物科学科の講義科目集計結果 （％）

必修科目 選択科目
11科目 13科目 12科目

質問番号 質問内容 選択肢
 

質問１ 講義は聞き取りやすかった 5) 90 92 98
質問２ 講義のスピードは適切だった 5) 87 91 97
質問３ 視聴覚機器は適切であった 5) 86 93 95
質問４ 私語などを注意していた 5) 93 95 98

89 93 97

質問５ シラバスはわかりやすかった 5) 87 95 97
質問６ 講義の目標は理解できた 5) 88 96 97
質問７ 講義に興味を持てた 5) 82 91 94
質問８ ねらいは明確にされていた 5) 93 96 98
質問９ 授業の内容は準備されていた 5) 97 97 98
質問10 説明は理解しやすかった 5) 83 93 97
質問11 難易度は適切であった 5) 67 90 88
質問12 内容の量は適切であった 5) 81 90 93

85 93 95

質問13 予習した 5)と4) 65 70 72
質問14 復習した 5)と4) 81 81 84
質問15 平均学習時間 5)と4)と3) 47 55 49

64 69 68

82 88 90

平均（1-4）

専門科目専門基盤科目
（必修科目）

科目区分

講義科目数

「この授業方法に関する項目」

「講義の内容に関する項目」

平均（5-12）
「学生自身の学習態度に関する項目」

平均（13-15）

平均(1-15)
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（出典：農学部 FD 委員会提供資料） 
 

  

表B-4-1　海洋生物環境学科の講義科目集計結果 （％）

必修科目 選択科目
4科目 12科目 19科目

質問番号 質問内容 選択肢
 

質問１ 講義は聞き取りやすかった 5) 95 84 94
質問２ 講義のスピードは適切だった 5) 89 85 96
質問３ 視聴覚機器は適切であった 5) 88 80 92
質問４ 私語などを注意していた 5) 86 92 94

90 85 94

質問５ シラバスはわかりやすかった 5) 79 82 89
質問６ 講義の目標は理解できた 5) 85 89 94
質問７ 講義に興味を持てた 5) 91 88 89
質問８ ねらいは明確にされていた 5) 88 90 95
質問９ 授業の内容は準備されていた 5) 95 92 97
質問10 説明は理解しやすかった 5) 88 85 92
質問11 難易度は適切であった 5) 61 77 88
質問12 内容の量は適切であった 5) 81 83 89

84 86 92

質問13 予習した 5)と4) 16 21 23
質問14 復習した 5)と4) 71 83 79
質問15 1週間当たり平均学習時間数 5)と4)と3) 21 34 36

51 60 53

76 78 83平均(1-15)

平均（1-4）

注）質問13：　5)は「した」，4)は「少しした」
注）質問14：　5)は「した」，4)は「少しした」
注）質問15：　5)は「6時間以上」，4)は「4～6時間程度」，3)は「2～4時間程度」

専門科目専門基盤科目
（必修科目）

科目区分

講義科目数

「この授業方法に関する項目」

「講義の内容に関する項目」

平均（5-12）
「学生自身の学習態度に関する項目」

平均（13-15）

（％）

専門基盤
科目

（必修科
目）

必修科目 選択科目

5科目 13科目 16科目

質問番号 質問内容 選択肢

 

質問１ 講義は聞き取りやすかった 5) 79 90 89

質問２ 講義のスピードは適切だった 5) 82 94 96

質問３ 視聴覚機器は適切であった 5) 85 92 92

質問４ 私語などを注意していた 5) 89 95 96

84 93 93

質問５ シラバスはわかりやすかった 5) 85 94 94

質問６ 講義の目標は理解できた 5) 88 96 98

質問７ 講義に興味を持てた 5) 86 91 95

質問８ ねらいは明確にされていた 5) 92 94 93

質問９ 授業の内容は準備されていた 5) 98 98 99

質問10 説明は理解しやすかった 5) 85 94 95

質問11 難易度は適切であった 5) 69 85 92

質問12 内容の量は適切であった 5) 69 88 90

84 93 95

質問13 予習した 5)と4) 40 46 44

質問14 復習した 5)と4) 73 72 71

質問15 1週間当たり平均学習時間数 5)と4)と3) 36 40 35

50 52 50

77 85 85

「講義の内容に関する項目」

平均（5-12）

「学生自身の学習態度に関する項目」

平均（13-15）

平均(1-15)

表B-5-1　畜産草地科学科の講義科目集計結果

科目区分
専門科目

講義科目数

「この授業方法に関する項目」

平均（1-4）

（％）

専門基盤
科目

（必修科
目）

必修科目 選択科目

0科目 18科目 0科目

質問番号 質問内容 選択肢

 

質問１ 講義は聞き取りやすかった 5) 94

質問２ 講義のスピードは適切だった 5) 90

質問３ 視聴覚機器は適切であった 5) 92

質問４ 私語などを注意していた 5) 93

#DIV/0! 92

質問５ シラバスはわかりやすかった 5) 92

質問６ 講義の目標は理解できた 5) 97

質問７ 講義に興味を持てた 5) 97

質問８ ねらいは明確にされていた 5) 96

質問９ 授業の内容は準備されていた 5) 98

質問10 説明は理解しやすかった 5) 96

質問11 難易度は適切であった 5) 81

質問12 内容の量は適切であった 5) 86

#DIV/0! 93

質問13 予習した 5) 36

質問14 復習した 5)と4) 90

質問15 平均学習時間数 5)と4) 48

58

0 86

平均（5-12）

「学生自身の学習態度に関する項目」

平均（13-15）

平均(1-15)

科目区分
専門科目

講義科目数

「この授業方法に関する項目」

平均（1-4）

「講義の内容に関する項目」

表B-6-1　獣医学科の講義科目集計結果
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-8 農学部２年次生を対象とした学習カルテ：アンケートの結果（平成 26年

度） 

質問項目（教育の成果に関する質問） （ある程度）そう思う 

共通教育 専門教育 

授業を通して総合的な判断力が身についた。 51.4% (131/255)  

授業を通して自然や社会とかかわりながら現場から学ぶ態度が

身についた。 

53.7% (137/255)  

授業を通して課題解決能力が身についた。 49.4% (127/257)  

授業を通して外国語によるコミュニケーション能力が身につい

た。 

38.0% (97/255)  

授業を通して聞く力や相手の考えを理解する力が身についた。 57.9% (147/254)  

授業を通して自分の考えをまとめて相手に伝える力が身につい

た。 

46.9% (120/256)  

授業を通して文章読解力が身についた。 44.1% (113/256)  

授業を通してレポートや文章を書く力が身についた。 60.9% (156/256)  

授業を通して自発的に学習する態度が身についた。 44.4% (114/257)  

（出典：宮崎大学 教育・学生支援センター提供資料にもとづく） 
 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-9 農学部最終年次生を対象とした学習カルテ：アンケートの結果（平成 26

年度） 

質問項目（教育の成果に関する質問） （ある程度）そう思う 

共通教育 専門教育 

授業を通して総合的な判断力が身についた。 49.6% (58/117) 88.2% (105/119) 

授業を通して自然や社会とかかわりながら現場から学ぶ態度が

身についた。 

43.3% (52/120) 84.2% (101/120) 

授業を通して聞く力や相手の考えを理解する力が身についた。 52.5% (63/120) 70.0% (84/120) 

授業を通して自分の考えをまとめて相手に伝える力が身につい

た。 

52.9% (63/119) 70.0% (84/120) 

授業を通して文章読解力が身についた。 55.0% (66/120) 73.1% (87/119) 

授業を通してレポートや文章を書く力が身についた。 60.5% (72/119) 92.5% (111/120) 

授業を通して専門分野の知識を応用できる能力が身についた。 29.2% (35/120) 93.3% (112/120) 

授業を通して自発的に学習する態度が身についた。 29.4% (35/119) 79.8% (95/119) 

授業を通して課題解決能力が身についた。 45.8% (54/118) 81.5% (97/119) 

（出典：宮崎大学 教育・学生支援センター提供資料にもとづく） 
 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

成績評価及び単位取得において学生が優れた成績を修めていること、ほとんどの学生が

標準修業年限で卒業していること、獣医師国家試験合格率が高く推移していること、一定

割合の学生が家畜人工授精師、食品衛生管理者及び毒物劇物取扱責任者の資格を取得して

おり、学芸員資格の取得者が増加していることなどから、学生が身に付けるべき学力、資

質及び能力を修得していると判断される。これらは、在学生、学生の保護者ならびに雇用

者の期待に沿うものである。 

また、学生による授業評価や学習カルテ：アンケートの結果において、専門科目の授業

に対する学生の満足度は高く、教育の成果に対する高い評価が認められる。これらは、在

学生ならびに学生の保護者の期待に沿うものである。 

以上を総合して、農学部における学業の成果は、想定する関係者の期待に応えていると

判断される。 

 



宮崎大学農学部 分析項目Ⅱ 

－8-25－ 

観点 進路・就職の状況 

（観点に係る状況） 

農学部の就職率は 92～98%であり（資料Ⅱ-Ⅱ-2-1）、就職先の 89～92%（それぞれ平成

22 年度及び 26 年度）が農学関連の組織、会社、団体などである。また、修士課程への進

学率は 23～27%である（資料Ⅱ-Ⅱ-2-1）。農学部卒業生に行ったアンケート（資料Ⅱ-Ⅱ

-2-2）によると、「本学部の教育は満足できるものと思いますか」との質問に対し、「満足

できる」あるいは「どちらかといえば満足できる」との回答が 86%を占めた（資料Ⅱ-Ⅱ

-2-3）。また、農学部卒業生の就職先に行ったアンケート（資料Ⅱ-Ⅱ-2-4）によると、「本

学部の教育をどのように評価していただけるでしょうか」との質問に対し、「高く評価して

いる」あるいは「どちらかといえば評価している」との回答が 86%に達した（資料Ⅱ-Ⅱ

-2-5）。 

 
資料Ⅱ-Ⅱ-2-1 農学部卒業生の進路 

項目 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

卒業者（学位取得者）総数 262 264 287 260 263 266 

就職希望者数 171 173 192 164 165 186 

就職率（専門関連分野） 77.0% 80.0% 80.0% 76.0% 71.6% 85.7% 

就職率（全体） 93.0% 95.4% 92.2% 96.3% 96.4% 97.8% 

修士課程進学者総数 71 68 65 68 65 62 

修士課程進学率 27.1% 25.8% 22.6% 26.2% 24.7% 23.3% 

（出典：H21～H25 は大学機関別認証評価 自己評価書（平成 26 年６月）を一部修正、H26

は農学部学生支援委員会提供資料にもとづく） 
 

資料Ⅱ-Ⅱ-2-2 農学部卒業生に行ったアンケートの方法と内容 

アンケートの方法 郵送時期 平成 27 年４月、郵送先 131 件 

回収時期 平成 27 年５月、回収率 36.6% 

アンケートの内容 質問 1．基礎学力は、職務に際しての能力として役に立っていると思いますか 

質問 2．実務上の問題点と課題を理解し、適切に対応する能力と判断力が、職務

に際しての能力として役に立っていると思いますか 

質問 3．記述力、口頭発表力、討議等のコミュニケーション能力が、職務に際し

ての能力として役に立っていると思いますか 

質問 4．自然科学の基礎知識は、職務遂行上の素養として役に立っていると思い

ますか。 

質問 5．専門領域の基礎知識は、職務遂行上の素養として役に立っていると思い

ますか 

質問 6．国際的視点から多面的にものごとを考える能力が職務に際しての能力と

して役に立っていると思いますか 

質問 7．技術者としての倫理観は、職務遂行上の素養として役に立っていると思

いますか 

質問 8．本学部の教育は満足できるものと思いますか 

（出典：農学部 FD 委員会提供資料） 
 
  



宮崎大学農学部 分析項目Ⅱ 

－8-26－ 

資料Ⅱ-Ⅱ-2-3 農学部卒業生に行ったアンケートの結果 
質問８．本学部の教育は満足できるものと思いますか 

 
 

（出典：農学部 FD 委員会提供資料） 
 

資料Ⅱ-Ⅱ-2-4 農学部卒業生の就職先に行ったアンケートの方法と内容 

アンケートの方法 郵送時期 平成 27 年４月、郵送先 131 件 

回収時期 平成 27 年５月、回収率 48.8% 

アンケートの内容 質問 1．基礎学力は、職務に際しての能力として役に立っていると思いますか 

質問 2．実務上の問題点と課題を理解し適切に対応する能力と判断力が、職務に

際しての能力として役に立っていると思いますか 

質問 3．記述力、口頭発表力、討議等のコミュニケーション能力が、職務に際し

ての能力として役に立っていると思いますか 

質問 4．自然科学の基礎知識は、職務遂行上の素養として役に立っていると思い

ますか 

質問 5．門領域の基礎知識は、職務遂行上の素養として役に立っていると思いま

すか 

質問 6．国際的視点から多面的にものごとを考える能力が、職務に際しての能力

として役に立っていると思いますか 

質問 7．技術者としての倫理観は、職務遂行上の素養として役に立っていると思

いますか 

質問 8．採用された本学部の卒業生から判断して、本学部の教育は満足できるも

のとお考えでしょうか 

質問 9．今後も求人の必要が生じたときには、本学部の卒業生を採用していただ

けるでしょうか 

質問 10．以上の事柄などを総合して、本学部の教育をどのように評価していただ

けるでしょうか 

（出典：農学部 FD 委員会提供資料） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-2-5 農学部卒業生の就職先に行ったアンケートの結果 
質問 10．以上の事柄などを総合して、本学部の教育をどのように評価していただけるでしょうか 

 

 
 

（出典：農学部 FD 委員会提供資料） 
 

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

就職率が 92～98%であり、就職先の 89～92%が農学関連の組織、会社、団体などであるこ

とは、受験生、在学生ならびに学生の保護者の期待に十分に応えるものである。また、卒

業生の 86%が本学部の教育に満足している事実は、在学生及びその保護者の期待を超える

ものであるとみなせる。さらに、就職先の 86%が本学部の教育を評価している事実は、雇

用者の期待を超えるものであるとみなせる。 

以上を総合して、農学部における進路・就職の状況は、想定する関係者の期待を上回る

と判断される。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

１．地域貢献と国際貢献のための人材育成「産業動物コンサルタント育成プログラム」

と「グローバル人材育成学部教育プログラム」のために、平成 28年度から入学定員

を 20名増員する取組を始めた（前出資料Ⅱ-Ⅰ-1-9、8-8 頁）。 

２．第１期中期目標期間終了時点と比較して、外国人及び女性の専任教員がわずかでは

あるが増加し、教員の多様化による活動が可能となった（資料Ⅲ-１）。 

３．平成 26年度に、成績に関する申し立て方法についての見直し及び改正（前出資料Ⅱ

-Ⅰ-2-11、8-16 頁）を行うことにより、成績評価の客観性と厳格性に寄与した。 

４．平成 21年度に採択された「畜産基地を基盤とした大学間連携による家畜生産に関す

る実践型統合教育プログラム開発」を平成 22 及び 23 年度に試行した後、平成 24

年度からは「畜産基地を基盤とした大学間連携による実践型適正家畜生産技術者養

成教育（畜産基盤教育）」として、学部学生 10名（３大学合計 30名）に対するプロ

グラムに発展させた（資料Ⅲ-２）。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

１．学芸員の資格取得者が大きく増加する傾向にあり（前出資料Ⅱ-Ⅱ-1-4、8-19 頁）、

学生の就職への効果が見込まれる。 

２．本学部の教育に対する卒業生及び就職先の評価が大きく上昇した。すなわち、アン

ケートで肯定的な評価をした割合が、平成 21 年の調査では 65～70%（資料Ⅲ-３、

総合評価）であったのが、平成 27 年の調査では 86%（前出資料Ⅱ-Ⅱ-2-3、Ⅱ-Ⅱ-2-5、

8-26,27 頁）へと増加した。 

 

資料Ⅲ-１ 「女子学生と女性教員との座談会」を開催しました 

7 月 13 日（月）「女子学生と女性教員との座談会」を農学部 1階ラウンジにて開催しました。この座

談会は農学部などで活躍する4人の女性研究者に女子学生が日ごろ抱いている将来への不安や疑問を気

軽に相談する場を設け、女子学生を支援するものです。 

座談会ではお茶やお菓子を食べながらの和気藹々とした雰囲気の中、今後の進路や就職活動、取り組

んでいる研究テーマなど様々な話題について時には雑談も交えた活発な対話が行われていました。 

参加者からは「就職でどのような人材が求められるのか聞くことができて参考になった」、「女性研

究者と話す機会は少ないのでこのような機会を得られて良かった」、「楽しかった。また参加したい」

といった意見が聞かれるなど、今回の座談会は女子学生たちにとって今後の進路を考える上で有意義な

時間となったようです。 

  
 

（出典：http://www.miyazakiac.jp/agr/news/「女子学生と女性教員との座談会」を開催し

ました） 
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資料Ⅲ-２ 「畜産基盤教育」の発展 

最終モデルカリキュラム案 「ティーチング・ポートフォリオ開発ワー

クショップ」への参加 

 

 

（出典：宮崎大学・東海大学・南九州大学「文部科学省大学教育充実のための戦略的大学連

携支援プログラム 平成 21 年度採択課題 畜産基地を基盤とした大学間連携による家畜

生産に関する実践型統合教育プログラム開発」最終報告（平成 24 年 3 月）より抜粋） 

 

資料Ⅲ-３ 卒業生や就職先等の関係者からの意見聴取（平成 21年 3月卒業生対象） 

学部卒業生 質問 1～11 において、「身についた」（「十分身についた」を含む）と回答した割合が

60％以上であるのは、質問 1～6、10、11 であった。これらの質問は、多面的に物事を

考える能力、技術者倫理、基礎知識、専門知識、実験デザイン能力・解析力・説明能力、

課題探求能力、自己学習能力、計画的に仕事をすすめまとめる能力に関連する項目であ

る。これらのことから、基礎および専門教育により成り立つ課題探求型教育に対して良

好な評価が得られていることが示された。 

一方、「身についた」（「十分身についた」を含む）と回答した割合が 40％を下回る項

目はなかった。 

総合評価も 70％が「満足している」（「十分満足している」を含む）であり、卒業生か

らの評価は概ね良好であると考えられた。 

雇用者（学部卒

業生） 

質問 1～11 において、「身につけている」（「十分身につけている」を含む）と回答し

た割合が 60％以上であるのは、質問 3、7、10、11 であった。これらの質問は、基礎知

識、社会的適応力、自己学習能力、計画的に仕事を進めまとめる能力に関連する項目で

ある。 

一方、「身につけている」（「十分身につけている」を含む）と回答した割合が 40％を

下回る項目はなかった。 

総合評価も 65％が「満足している」（「十分満足している」を含む）となっており、雇

用者からの評価は概ね高いものと考えられる。 

（出典：宮崎大学農学部 平成 20 年度「卒業生・就職先雇用者による教育評価」報告書より

抜粋） 
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Ⅰ 農学研究科の教育目的と特徴 
 

 農学研究科は、大学教育の基礎の上に高度の専門的な知識と技能を修めるとともにわが

国農業の近代化に即応するため、高級技術者、研究者並びに教育者の養成を目指し、修士

課程を置いている。その教育研究目的を達成するため、平成 26 年度に従来の５専攻を１専

攻６コースに改組した。 

 

１ 農学研究科の教育目的 

農学研究科の教育目的は、教育理念及び教育目標として定められている（資料Ⅰ-１）。

教育目的の核は「農学（食料、環境、資源および生命）に関する高度な専門知識と応用能

力を有し、課題解決能力に優れ、国際性豊かで、人間社会に貢献できる高度専門技術者お

よび研究者の育成」であり、宮崎大学の中期目標において「大学の基本的な目標」【教育】

として謳われている「『人間性』、『社会性・国際性』、そして『専門性』を培う教育を実施

し、その質の向上を図るとともに、多様な地域社会の要請に応えることのできる有為の人

材を育成する。」と整合性がとられている。 
 

２ 組織の特徴や特色 

修士課程は、学部の５学科（植物生産環境科学科、森林緑地環境科学、応用生物科学科、

海洋生物環境学科及び畜産草地科学科）に繋がる５コースに加え、農学専攻（１専攻）の

特色を活かし、分野横断型の実践プログラムを提供する１コース（農学国際コース）の計

６コースを設置している（後出資料Ⅱ-Ⅰ-1-3、9-5 頁）。また、研究分野の高度化及び学

際化等に配慮し、コース間や他研究科が協力して豊かなカリキュラムを準備することで、

学生が指導教員の下で履修科目を選択的に設定できるようにしている。さらに、農学と工

学との連携を目指した高度専門技術者の育成も可能にしている。 

 

３ 入学者の状況 

農学研究科の定員は 68 名であり、独立行政法人国際協力機構(JICA)が実施する「未

来への架け橋・中核人材育成プロジェクト（PEACE プロジェクト）」、「アフリカの

若者のため産業人材育成イニシアティブ（ABE イニシアティブ）」などの受入や秋入

学制度を実施し、外国人留学生も積極的に受入れている（資料Ⅰ-2）。 

 

[想定する関係者とその期待]  

農学研究科では、以下の１）～６）のとおり関係者からの期待に対し努力している。 

１）進学を希望する卒業生（学士）や外国人留学生： 

公平な選抜方法や多様な入試区分、特色ある教育内容の充実を期待している。 

２）在学生： 

取得した学位の成果を生かせる満足度の高い職場への就職又は大学院（博士課程）

への進学ができること。 

３）保護者： 

質の高い教育・研究環境が提供され、本人の能力・希望に沿った就職先・進学先

が担保されること。 

４）雇用者 

問題解決能力及び社会に対する責任を十分身に付けた、高度専門技術者を育成し

供給すること。 

５）地域 

課程修了後における再教育や課題解決に必要な知識の提供等、生涯教育の場とし

ての役割、並びに技術相談、共同研究や受託研究の受け皿としての役割が求めら

れている。 

６）国外 

学生の受け入れ、世界的に貢献できる人材の育成と供給すること。 
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資料Ⅰ-1 農学研究科の教育理念・目標 

（出典：http://www.agr.miyazaki-u.ac.jp/grad/newgrad/newgrad.html） 

 

資料Ⅰ-2 農学研究科の入学者の状況 

コース（農学専攻） 定員 H26 H27 

一般 留学生 計 一般 留学生 計 

植物生産環境科学コース 68 17 0 17 6 0 6 

森林緑地環境科学コース 9 0 9 10 0 10 

応用生物科学コース 16 0 16 13 0 13 

海洋生物環境科学コース 13 0 13 8 0 8 

畜産草地科学コース 3 0 3 3 0 3 

農学国際コース 7 9 16 4 9 13 

計 68 65 9 74 44 9 53 

（出典：農学研究科入試資料） 

 

本研究科では、学部教育の専門性をさらに深化させ、専門性の高い分野で高度で先端的な科学技術を修

得できる大学院教育を行います。国内外の食料、環境、資源および生命に関する問題点を解決し、自然

環境と調和のとれた持続的生産社会の創造に貢献できるとともに、農学に関する高度な専門知識と応用

能力を有する国際性豊かな高度専門技術者および研究者の育成を目指します。 

 

▼植物生産環境科学コース：植物機能の開発・向上、生物環境の解析・制御、生産・加工・流通におけ

る農業生産環境の改善、地域生態系の管理等に関する高度な専門知識を教育し、その研究者や実践者を

養成します。さらに国際的視野を持ち、安全で持続的な植物生産とその利活用に寄与できる人材を育成

します。 

 

▼森林緑地環境科学コース：人類の生存には水資源や森林・緑地の適切な管理が重要です。本コースで

は森林および緑地の環境保全と生態系修復、森林資源や水資源の持続的利用に関する先端技術を教授し、

国際社会での活躍も視野に、資源・環境問題に指導的な立場で活躍できる高度専門技術者・研究者の育

成を目指します。 

 

▼応用生物科学コース：生物科学に関わる知識と技術を有し、応用生物科学分野での科学技術の発展に

寄与できる総合的な知識と実践力を備えた高度技術者および研究者を養成します。また国際化・情報化

時代に対応できる人材の育成を目指します。本コースの修了生は、農業、化学、食品、医薬等の分野の

技術者・研究者としての活躍が期待されます。 

 

▼海洋生物環境科学コース：海洋・河川・池沼などの水圏における生物生産につながる幅広い基礎知識

と応用技術を有し、水圏生物の生物多様性および生態系との調和を前提とした生産・利用技術の発展に

貢献できる高度専門技術者および研究者を育成します。また、海洋生物や水産科学分野の中心的リーダ

ーとして国際的に活躍できる人材の育成を目指します。 

 

▼畜産草地科学コース：「土―草―家畜のつながり」と「from Farm to Table」を教育理念として、環境

調和型・持続生産型の安全で高品質な畜産物生産システムに関する高度な教育研究を通じて、世界的視

野を持ち、畜産草地に関して多面的に展開できる理論と専門的技術を修得した高度な専門職業人の養成

を目指します。 

 

▼農学国際コース：農学専攻（一専攻）の特色を活かし、学部教育で不十分であった分野横断型の環境

保全的生物生産、動植物の統合的防疫、および生物遺伝資源の保存と利活用に関する課題探求・問題解

決型の 3 つの実践プログラムを提供します。そして、海外の学術交流締結校と連携した相互交流教育を

実践することにより、農学に関する多様で高度な専門知識・技能を国際的に活用し展開できる高度専門

技術者および研究者を育成することを教育目標とします。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

農学研究科の専攻と定員は、資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 に示すとおりであり、教員構成は、資料Ⅱ-

Ⅰ-1-2 に示すとおりである。農学国際コースを除く５つのコースには教育・研究上必要な

研究指導教員及び研究指導補助教員を配置し、大学院設置基準を満たしている。教員は各

自が所属するコースの学生に加え、農学国際コースに所属する学生の教育・研究にも当た

る。外国人及び女性の教員数は学部とほぼ同様であり、別添資料Ⅱ-Ⅰ-1-4 を参照された

い。 

教育研究活動に関わる事項は、研究科委員会を中心に審議され、資料Ⅱ-Ⅰ-1-3 に示す

教育実施体制により運営されている。研究科教務委員会は、定期的、継続的に開催され、

コースの教育活動を支援し、評価委員会は教員の教育活動の点検評価を行っている。中期

計画に掲げる教育研究組織の見直しや点検評価に基づく改善は改善委員会と FD 委員会が

それぞれ行っている。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 農学研究科における専攻と定員（宮崎大学学務規則第 61 条） 平成 27年

5 月 1日現在 

研

究

科

名 

専

攻

名 
コース名 

修士課程 

１年 2 年 計 
入学定員 収容定員 

農

学

研

究

科 

農

学

専

攻 

植物生産環境科学コース 
森林緑地環境科学コース 
応 用 生 物 科 学 コ ー ス 
海洋生物環境科学コース 
畜 産 草 地 科 学 コ ー ス 
農 学 国 際 コ ー ス 

68 136 

6 
10 
13 
8 
3 

13(9） 

17 
9 
16 
13 
3 

16(9) 

23 
19 
29 
21 
6 

29(18) 
計 68 136 53(9) 74(9) 127(18) 

（出典：宮崎大学学務規則第 61 条） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 農学研究科の教員構成（平成２７年５月１日） 

コース 教授 准教授 講師 助教 計 

植物生産環境科学コース 7 8 1 3 19 

森林緑地環境科学コース 8 5 1 0 14 

応用生物科学コース 9 9 0 2 20 

海洋生物環境科学コース 7 7 0 0 14 

畜産草地科学コース 8 5 0 4 17 

計 39 34 2 9 84 

（出典：農学研究科部内資料） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-3 農学研究科の運営組織図 

 
（出典：農学研究科部内資料） 

 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

農学研究科は、各コースの教育目標を達成するために、宮崎大学基本規則に基づき教員

組織を編成し、編成された専任教員の配置は、大学院設置基準を満たしている。また、研

究科委員会を中心に、教育を実施する上で必要な組織を編成し、教育内容や教育方法の改

善に向けて取り組む体制を整備している。これら教育実施組織及び教育改善組織は十分機

能し、成果を上げ、教育水準を向上させている。 
以上、本研究科における教育の改善に向けて取り組む体制は整備され、成果を上げてい

ることから、在学生、保護者および雇用者の高度専門技術者の育成を期待する関係者に対

し、期待される水準にあると判断する。 
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観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

農学研究科は、その教育理念・教育目標（前出資料Ⅰ-１、9-3 頁）及びディプロマポリ

シー(卒業認定・学位授与に関する方針)（後出資料Ⅱ-Ⅰ-2-8、9-12 頁）を踏まえ、カリ

キュラムポリシーを定めている（資料Ⅱ-Ⅰ-2-1）。 

農学研究科の教育課程表を資料Ⅱ-Ⅰ-2-2 に示す。研究科に所属するすべての学生は、

農学が探求する諸課題とその関連性に関する高度な理解を共有するために、１年次に開講

される「農学共通セミナー」の受講が必須となっている（資料Ⅱ-Ⅰ-2-3）。また、１、２

年次に開講される専攻共通科目の「特別講義」についても履修が義務付けられている。こ

れらの科目を受講することにより、学生は本学の研究科に共通する教育目的を達成するた

めの基礎から専門までの知識と学力を身に付けることができる。さらに、工学研究科との

間で農工連携科目（資料Ⅱ-Ⅰ-2-4）を設定するなど、産業構造の変化に対応した新分野及

び境界領域の教育を積極的に行っている。さらに、１専攻という特徴を生かして、所属す

るコース以外の専門科目群の中から「選択科目」として 10 単位以上を取得できるようにし

た柔軟な教育課程を構成している（資料Ⅱ-Ⅰ-2-5）。 

指導教員による「特別研究」10 単位が１、２年次を通して行われ、学生は集大成として

の修士論文を作成するが、この間に充実した専門教育を受けると同時に先端的研究に取り

組むことにより、高度な専門知識や問題解決能力を身に付けることができる。なお、課程

修了要件として必修科目と選択科目を合わせて、30 単位以上取得する必要がある（資料Ⅱ

-Ⅰ-2-5）。 

平成 26 年度の改組により設置された農学国際コースでは、農学分野横断的な内容の３つ

のプログラムを設定し、それぞれのプログラム独自の分野横断的なカリキュラムを作成し

た。各プログラムでは、演習を授業内容に加えることにより、より実践的かつ専門性の高

い知識と技術を教授することが可能となった。さらに、同コースでは、すべての授業を英

語で実施することにより、学生の英語能力の向上を図るとともに、英語での研究発表を最

終目標とした英語による発表要旨の作成、プレゼンテーション演習、及び学会や交流協定

校での研究発表を経験させることを目的としてサイエンスコミュニケーションの授業を行

っている。また、留学生との交流を通じて、学生の積極性や国際性を涵養している。以上

の取組から、高度な専門性を擁した国際感覚豊かなスペシャリストの育成を目指している

（資料Ⅱ-Ⅰ-2-6）。 

文部科学省特別経費により「生物遺伝資源教育プログラムの国際的展開（平成 22～26 年

度）」を実施し、国際的視野を備えた生物遺伝資源に関する専門技術者の育成を目的として、

教育機会の提供と基盤の整備を行っている。さらに、海外の教育研究機関との提携により、

生物遺伝資源の科学的取り扱い並びに生物多様性条約及び関連法規に準拠した法的扱いが

できる国際的な視野を持つ人材育成を行っている（遺伝資源キュレーターの養成）（資料Ⅱ

-Ⅰ-2-7）。 

学位授与に関して、農学研究科は、ディプロマポリシー(卒業認定・学位授与に関する方

針)を定め、公表している（資料Ⅱ-Ⅰ-2-8）。ディプロマポリシーに定められた素養・能力

の修得は、上述のような教育内容・方法によって担保されている。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-1 農学研究科のカリキュラムポリシー 

（出典：http://www.agr.miyazaki-u.ac.jp/grad/newgrad/newgrad.html） 

  

▼植物生産環境科学コース 

1．植物生産システムに関する高度な専門的知識を修得するための科目の設置。 

2．生物資源や農業生産環境に関する高度な専門的知識を修得するための科目の設置。 

3．国際社会での持続的な植物生産に関する高度な専門的知識を修得するための科目の設置。 

 

▼森林緑地環境科学コース： 

1．自然環境や国土の保全、水資源の安定的な利用など、安全で快適な生活環境と生物資源利用の調和を

目指した森林緑地管理を計画・実行に関する高度な専門的知識を修得するための科目の設置。 

2．樹木・菌類、非生物材料等の特性を深く理解し、環境と調和した材料の開発や緑化を実践するための

科目の設置。 

3．国際性を涵養するための科目 

 

▼応用生物科学コース： 

1．生物機能科学および食品機能化学に関する高度な専門的知識を修得するための科目の設置。 

2．応用生物科学分野の先端的、独創的な科学技術を応用して地域・国際社会に寄与できる基礎的能力と

協調性・倫理性を養うための科目の設置。 

3．調査研究から得られる情報・データを正確に解析し、客観的に理解してまとめる能力を修得するため

の「特別研究」の設置。 

4．高いコミュニケーション能力と論理的かつ客観的なプレゼンテーション能力および語学能力を養うた

めのセミナー等の実施。 

 

▼海洋生物環境科学コース： 

1．水域環境、水産増養殖、水産資源、生態及び生命に関する高度な専門知識を修得するための科目の設

置。 

2．水産科学に関連する研究者及び高度専門技術者としてのプレゼンテーション能力やコミュニケーショ

ン能力を修得する科目の設置。  

3．修士論文および科学論文を作成する能力を養成する科目の設置。  

4．国際性を涵養するための科目の設置。 

 

▼畜産草地科学コース： 

1．環境調和型・持続生産型の安全で高品質な畜産物生産システムに関する高度な専門的知識・技術を修

得するための科目の設置。 

2．自然環境と調和のとれた持続的な畜産草地生産システムの構築に関する諸課題に、多面的観点から論

議し、解決策を提示する能力を養成する科目の設置。 

3．国内外の「食料・農業・農村」をめぐる諸課題に、高度専門職業人としての倫理性・協調性の下、自

らの考えを提示・表現できる能力を涵養する科目の設置。 

4．国際性を涵養するための科目の設置。 

 

▼農学国際コース： 

1．環境保全型生物生産、動植物の統合的防除、生物遺伝資源の保存と利活用に関する高度な専門的知識・

技術を修得するための科目の設置。 

2．高度専門職業人として自らの考えを提示・表現できる能力を涵養する科目の設置。 

3．修士論文を作成する能力を養成する科目の設置。 

4．国際性を涵養する科目の設置。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-2 農学研究科教育課程表 

 

（出典：農学研究科部内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-3 農学共通セミナーシラバス 

分類（農学研究科） 

授業科目：農学共通セミナー 担当教員：関係教員 全専攻共通 研究室番号： 

英語名：Common Seminar on Agricultural Sciences 

単位数：２ 対象学年：１年次生 実施時期：前期 教室等：L-109 

＜授業のねらい＞ 

教育目的 食・環境・資源・健康・生命など農学が探求する諸課題とその関連性に関する高度な理解を共有するこ

と。 

到達目標  各学生の研究課題に関して農学における位置づけを理解する。 

＜授業内容＞ 

授業計画（担当教員） 

1 回目/1st 

九州における林業・木材産業の変貌（藤掛一郎） 

Transformation of forestry and forest products industry in Kyushu (Ichiro Fujikake) 

 

2 回目/2nd 

森林の生態系サービスと生物多様性（伊藤哲） 

Ecosystem service and biodiversity of forests (Satoshi Ito) 

 

3 回目/3rd 

森林バイオマスの化学的・生物的変換（亀井一郎） 

Chemical and biological conversion of woody biomass (Ichiro Kamei) 

 

4 回目/4th 

知的財産権制度の基本（新城裕司） 

Basics of Intellectual Property (Yuji Shinjo) 

 

5 回目/5th 

植物突然変異育種技術の進展（平野智也） 

Advances in plant mutation breeding (Tomoya Hirano) 

 

6 回目/6th 

畜産食品科学に関する最新の知見（仲西友紀） 

Current topics in technology and processing of animal products (Tomonori Nakanishi) 
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7 回目/7th 

海洋生物資源の機能と利用（幡手英雄） 

Function of marine bio-resources and their utilization (Hideo Hatate) 

 

8 回目/8th 

農業上重要な細菌の同定と分類（ウルバンチク・ヘンリク） 

Identification and classification of agriculturally important bacteria (Henryk Urnanchik) 

 

9 回目/9th 

宮崎県産ヤマメを海水で育てる-ヤマメの海水適応、成長、繁殖を探る-（内田勝久） 

Aquaculture of landlocked masu salmon in seawater‐their environmental adaptation, growth and 

reproduction‐ (Katsuhisa Uchida) 

 

10 回目/10th 

動物の生殖制御技術について（續木靖浩） 

Technology for animal reproduction (Yasuhiro Tsuzuki) 

 

11 回目/11th 

林内放牧：林業と畜産を結合する多機能土地利用（平田昌彦） 

Forest grazing: a multifunctional land use linking forest and animal industries (Masahiko Hirata) 

 

12 回目/12th 

条件不利地域へのネピアグラス栽培の導入（石井康之） 

Napiergrass cultivation introduced into less-favored areas (Yasuyuki Ishii) 

 

13 回目/13th 

バイオ燃料および植物油脂合成調節メカニズム（湯淺高志） 

Biofuel and regulation mechanism of plant seed oil production (Takashi Yuasa) 

 

14 回目/14th 

農業技術の研究開発と社会経済的評価（山本直之） 

Research and socioeconomic evaluation of agrotechnology (Naoyuki Yamamoto) 

 

15 回目/15th 

地球温暖化と果樹生産（鉄村琢哉） 

Fruit growing and global warming (Takuya Tetsumura) 

（出典：シラバス検索システムより抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-4 農工連携科目 

●農工連携科目 

兼担科目 農学研究科 応用生態学
兼担科目 農学研究科 生体分子機能化学特論
兼担科目 農学研究科 食品栄養機能学特論
兼担科目 農学研究科 微生物機能開発学特論
兼担科目 工学研究科 技術経営とベンチャービジネス特論
兼担科目 工学研究科 知的財産管理と技術者倫理
兼担科目 工学研究科 生物工学特論
兼担科目 工学研究科 生体触媒工学
兼担科目 工学研究科 環境生物工学
兼担科目 工学研究科 生物環境化学
兼担科目 工学研究科 海岸環境工学特論
兼担科目 工学研究科 環境システム工学特論

農工連携科目

 
 農学と工学の融合する分野の教育を、工学研究科と連携協力して実施する目的で、農工連携科目を設

定している。農工連携科目は、２種類あり、農学・工学のそれぞれの研究科教員が開講する科目を両研 
究科の学生が受講することのできる兼担科目が設置されている。 

（出典：キャンパスガイドより抜粋） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-5 農学研究科修士課程の履修方法 

履修方法 

 ○履修方法 

 １．必修科目14単位、選択科目16単位以上、計30単位以上を取得する。選択科目は、原則と

して、専攻共通科目、コース選択科目、農工連携共通科目の中から選択する。 

 ２．コース選択科目については、指導教員と相談し、各コースが認める選択科目から選択す

る。ただし、指導教員担当の科目１科目を含むこと。 

 ３．指導教員と履修計画を相談し、本学の他研究科の授業科目を履修したときは、15単位ま

でを修了要件の所要単位に含めることができる。なお、15単位には他大学の大学院及び

外国の大学院で履修した授業科目を10単位まで含めることができる。 

 ４．講義及びセミナーについては、15時間の授業をもって1単位とし、演習については30時

間、特別研究については45時間の授業をもって１単位とする。 

 

○教育研究指導体制（複数教員指導制） 

   １名の学生に対し、主指導教員１名と副指導教員２名の複数の教員により、多様な視点に

基づく専門分野及び関連分野に関する教育と研究指導を実施し、高い研究能力を備えた人

材を育成する。 

 

○学位の種類 

   本研究科を修了した者には、修士（農学）、修士（水産学）または修士（学術）の学位が

授与される。なお、学位の種類を選択するにあたっては、履修計画を立てる際に指導教員と

相談の上定め、学位規程に基づき申請する。 

（出典：キャンパスガイドより抜粋） 
  



宮崎大学農学研究科 分析項目Ⅰ 

－9-11－ 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-6 農学国際コースの履修課程表 

（出典：キャンパスガイドより抜粋） 

  

農学国際コース

Plant Growth Regulation and
Environment

2 2
位田教授
稲葉(丈)准教授

Plant Production and
Environmentally Safer
Agriculture

2 2
大野准教授
本勝准教授

Agricultural Mechanization
and Ergonomics

2 2
御手洗教授
木下准教授
槐島准教授

Transition and Current
Issues of Agriculture and
Forestry

2 2 関係教員

Biodiversity Conservation
in Agricultural and Forest
Land Use

2 2
伊藤教授
光田准教授
平田(令)講師

Advanced Soil and Water
Engineering

2 2 多炭教授

Interdisciplinary Leading-
edge Technology for
Functional Food Design

2 2
榊原(陽)教授
山﨑(正)准教授
榊原(啓)准教授

Fishery Production and
Marine Environment

2 2 関係教員

Production and Biosecurity
in Aquaculture

2 2
伊丹教授
吉田(照)教授
田岡准教授

Integrated Livestock
Production Management

1 1 関係教員

Practice of Integrated
Livestock Production
Management

1 1 関係教員

Integrated Forage
Production Management

1 1 関係教員

Practice of Integrated
Forage Production
Management

1 1 関係教員

Countermeasure of Animal
Infectious Diseases

2 2
三澤教授
末吉教授
乗峰教授

Biological Genetic
Resources

2 2 関係教員

Role of Genetic Resource to
Society

2 2
明石教授
権藤助教
田中助教

Bioinformatics 2 2
明石教授
田中助教

Practice and Method of
Model Genetic Resources 1

3 3
明石教授
権藤助教
田中助教

Practice and Method of
Model Genetic Resources 2

3 3
明石教授
権藤助教
田中助教

特 別 講 義 ( 農 学 国 際 ) ② 関 係 教 員

特 別 研 究 ( 農 学 国 際 ) ⑩ 指 導 教 員

2

生物遺伝資源
の保存と利活用
に関する実践プ

ログラム

Program of
Conservation
and Use of

Genetic
Resources

専 攻 共 通 科 目

担　当　教　員
前 後

コース選択
科目

環境保全型生
物生産に関す
る実践プログ

ラム

Program of
Sustainable
Agriculture

動植物の統括
的な防疫に関
する実践プログ

ラム

Program of
Animal and

Plant Disease
Control

前 後

10

○印は必修単位数を示す

科目区分
実践プログラ

ム区分
授 業 科 目

単
位
数

１年次 ２年次
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-7 遺伝資源キュレーター養成プログラム 

○遺伝資源キュレーター養成プログラム
　大学院農学研究科において履修                                                     

授　　　業　　科　　目 単位数 備　考

Biological genetic resources 2 必須

Bioinformatics 2 必須

Role of genetic resource to society 2 必須

Practice and method of model genetic resources 1 3 必須

Practice and method of model genetic resources 2 3 必須

　　　　　遺伝資源専門技術者（遺伝資源キュレーター）資格の取得について

１）遺伝資源専門技術者（遺伝資源キュレーター）資格の認定について
遺伝資源キュレーター養成プログラムは、生物遺伝資源の研究や応用に必要とされる専
門的技術と、社会に対し安全と安心を提供する上で必要な生物多様性に関わる法規等
の実務を理解することにより、専門性の高い職業技術者の養成を目的としている。
  本学では、下記に掲げる本プログラムに関する科目の単位を修得し、修士課程を修了
することで遺伝資源キュレーターの資格を取得することができる。

２）遺伝資源キュレーター養成プログラムの履修について
1. 遺伝資源専門技術者（遺伝資源キュレーター）資格の取得のためには農学国際コース
「生物遺伝資源の保存と利活用に関する実践プログラム」で開講される授業科目（①表）
１２単位を全て修得すること。
2. 設備等の都合により、受講者数を制限することがある。
3. 受講するに当たり、交通費等について、一部自己負担がある場合がある。

 

（出典：キャンパスガイドより抜粋） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-8 農学研究科のディプロマポリシー(卒業認定・学位授与に関する方針) 

▼植物生産環境科学コース： 

1．植物生産システムについて高度な専門的知識を有し、農業課題に対して科学的論究ができるとともに、

専門性に基づいて産業の発展に貢献することができる。 

2．経済活動とともに環境に調和した生物資源の適正な管理・利用、食料生産における機械化・装置化など

農業生産環境の向上・発展を担うことができる。 

3．国際社会において、安全で持続的な植物生産とその利活用に寄与することができる。 

 

▼森林緑地環境科学コース： 

1．森林・緑地の機能や林産物の利用に関する高度な専門知識と技術を広く修得し、その知識及び技術を応

用して森林・緑地環境における諸課題に意欲的に取り組める。 

2．自らの判断プロセスを論理的かつ効果的に他者に伝えるための高度なプレゼンテーション能力および豊

かなコミュニケーション能力を有している。 

3．地域および国際社会において、協調性と高い倫理性を持って資源・環境問題に貢献できる。 

 

▼応用生物科学コース： 

1．生物機能科学や食品機能化学に関する高度な専門的知識と技術を有し、多方面から論理的に考察し、解

決できる能力を有している。 

2．応用生物科学分野の先端的、独創的な科学技術を応用して地域・国際社会に寄与できる基礎的能力およ

び高い協調性と倫理性を有している。 

3．諸課題の目的達成のため、専門性の高い研究計画をデザインし、調査研究を進める能力を有している。 

4．取り組んだ調査研究から得られた情報を正確に解析し、客観的に理解してまとめる能力を有している。 

5．英語の科学情報を検索・精読できる語学能力を有し、且つ高いコミュニケーション能力と論理的・客観

的なプレゼンテーション能力を有している。 

 

▼海洋生物環境科学コース： 

1．水域環境の保全、水産資源の管理、水産化学、増養殖および水産資源の利用に関する高度な専門知識や
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技術を有している。 

2．水域環境と調和のとれた持続的生産社会を構築するために、水圏生物と人間社会との共存を前提に、問

題点を専門的・論理的に洞察ができ、その解決策を提案できる。  

3．国際社会や水産関連産業において、協調性と高い倫理性を持って、自ら行動できる。  

4．研究結果を論理的に説明するためのプレゼンテーション能力やコミュニケーション能力を有している。 

 

▼畜産草地科学コース： 

1．環境調和型・持続生産型の安全で高品質な畜産物生産システムに関する高度な専門的知識や技術を有す

る。  

2．自然環境と調和のとれた持続的な畜産草地生産システムを構築するために求められる諸課題を、多面的

観点から論述し、解決策を提示できる。 

3．地域・国際社会の「食料・農業・農村」をめぐる諸課題に、協調性、高い倫理性を持ちながら、自らの

考えを提示・表現できる能力に習熟する。  

 

▼農学国際コース： 

1．農学に関する分野横断型の多様で高度な専門知識・技能を修得する。 

2．環境保全型生物生産の実現や安全で自然環境と調和のとれた持続的な生物生産システムの構築、あるい

は生物資源の有する潜在能力の発掘やその利活用を図ることができる。 

3．国際社会において、上記各分野で指導的立場で活躍できる。 

（出典：http://www.agr.miyazaki-u.ac.jp/grad/newgrad/newgrad.html） 

 

(水準)  期待される水準を上回っている。 

(判断理由) 

研究科（コース）の教育理念・教育目標及びディプロマポリシーを踏まえたカリキュラ

ムポリシーを定め、基盤的な知識に関する講義から始めて、各分野における先端的な理論、

研究方法、研究技能の修得に至る体系的な教育課程を編成している。 

このほか、所定単位を取得した場合、遺伝資源専門技術者（遺伝資源キュレーター）の

資格が認定されるプログラムが用意されている。 
学生の多様なニーズに応え、農工連携科目の設定をはじめ、履修目標や履修モデルを学

生に示すとともに、外国人留学生を受け入れやすくするため、英語による授業の受講のみ

で学位を修得できる農学国際コースの整備や、秋入学による受け入れを行っている。 

また、実験・実習等における指導を工夫するなど、学生や社会からの要請に対応し、各

専門分野において高度な専門知識を修得させることのできる豊富な授業内容となっている。 

以上のことより、本研究科における教育内容・方法は、想定する関係者の期待される水

準を上回っていると判断できる。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

修了認定は、単位取得状況並びに特別研究及び最終試験の審査結果に基づき研究科委員

会で行っている。身につけた主体的な研究能力及び課題探求能力を２年間の特別研究（修

士論文）により判定すると、72％～87％の学生が優れた成績を修めており、単位修得率は、

92％～98％である（資料Ⅱ-Ⅱ-1-1）。 

在学生を対象として、本研究科の教育の成果について、「学生による授業評価」アンケー

ト調査を実施し、資料Ⅱ-Ⅱ-1-2 に示す結果を得た。また、修了者への教育評価は、資料

Ⅱ-Ⅱ-1-3 のとおりである。さらに、教育の成果としての学生の研究業績（学会発表、論

文投稿、受賞）を資料Ⅱ-Ⅱ-1-4 に示す。 
 
資料Ⅱ-Ⅱ-1-1 特別研究（修士論文）の成績の推移 

 入学年度 学位論文 
秀 

100～90 

優 

89～80 

良 

79～70 

可 

69～60 

単位 

修得率＊ 

不可 

59～0 

農

学

研

究

科 

H24 特別研究 30.6% 53.2%  6.5% 1.6% 91.9% 0.0% 

H25 特別研究 17.5% 69.8% 11.1% 0.0% 98.4% 0.0% 

H26 特別研究 26.3% 45.6% 17.5% 7.0% 96.4% 0.0% 

注 ＊ 端数処理、退学者等の関係で、単位修得率と不合格率（E）の合計は 100％にならない。 

（出典：農学研究科部内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-2 農学研究科学生による授業評価アンケート結果 

研究科 質問項目（教育の成果） 
回答 

H25 H26 

農学研究科 

講義の目標は理解できた 95％ 93％ 

講義に興味を持てた 94％ 92％ 

説明は理解しやすかった 94％ 93％ 

有益な情報や示唆をえた 96％ 94％ 

（出典：農学研究科部内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-3 農学研究科修了生による教育評価アンケート結果 
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8. 本研究科の教育は満足できるものと思いますか

満足できる どちらかと言えば満足できる どちらかと言えば満足できない 満足できない 解らない

 
（出典：農学研究科部内資料） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-4 農学研究科学生の研究業績 

年度 在学者数 学会発表（件） 論文投稿（件） 各種コンベンション受賞（件） 

H21 130 170 35 2 

H22 136 244 29 0 

H23 131 202 46 2 

H24 132 191 54 3 

（出典：大学機関別認証評価 自己評価書（平成 26年６月）） 
 

(水準) 期待される水準を上回っている。 

(判断理由) 

学生の学力や資質・能力を判定するために、適正な単位認定を行っており、ほとんどの

学生は優秀な成績で修士論文を仕上げている。これを裏付けるように、学生による学会発

表や論文投稿が高い水準を維持している。毎年ではないものの、年に数名の学生が賞を受

けている。 

平成 25 年度と 26 年度に「学生による授業評価」を実施し、90％以上の学生が講義の目

標に理解を示すとともに有益な情報や示唆が得られたと回答している。また修了生の教育

評価も、特に本研究科の教育を総合的に評価する項目となる質問８の満足度については、

「満足できる」「どちらかといえば満足できる」が 100％との高い評価を得ている。 

以上のことより、学生は学力や資質・能力を十分身に付けており、本研究科の学業の成

果は、想定する関係者の期待される水準を上回っていると判断できる。 
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観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

農学部の大学院課程修了生の進路又は就職状況を資料Ⅱ-Ⅱ-2-1 に示す。平成 22～26 年

度の就職率は全体として、就職を希望する修了者（学位取得者）の 95～100％と良好であ

り、専門関連分野への就職率は８割以上となっている。 

また、修了生や就職先等の関係者からの意見聴取を実施している（資料Ⅱ-Ⅱ-2-2、資料

Ⅱ-Ⅱ-2-4）。 

その結果、100%「本研究科教育に満足している」、「本研究科教育を評価する」との回答

であった（資料Ⅱ-Ⅱ-2-3、資料Ⅱ-Ⅱ-2-5）。 

学生が進路・就職先を決める際、各専攻では、学生を少人数グループに分けるなどの工

夫をして担当教員を置き、進学や就職に関する指導、相談及び助言を行っており、きめ細

かく対応している。また農学部学生支援委員会が中心となり就職支援のための講演会・講

習会を実施している。資料Ⅱ-Ⅱ-2-6 に平成 26年度の農学部学生支援委員会の活動例を示

す。 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-2-1 農学研究科修了生の進路 

修了年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

農学研究科 

修士課程 

修了者(学位取得者)総数 56 59 62 56 63 57 

就職希望者数 51 47 56 44 51 43 

就職率(専門関連分野) 84.0% 91.0% 81.0% 84.0% 91.4% 86.0% 

就職率(全体) 94.2% 95.7% 94.6% 100% 100% 100% 

博士課程進学者総数 0 8 1 7 5 2 

博士課程進学率 0.0% 13.6% 1.6% 12.5% 7.9% 3.5% 

（出典：農学研究科部内資料） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-2-2 農学研究科の修了生に行ったアンケートの方法と内容 

アンケートの方法 郵送時期 平成 27 年 4月，郵送先 37 件， 

回収時期 平成 27 年 5月，回収率 27% 

アンケートの内容 質問1．基礎学力は，職務に際しての能力として役に立っていると思いますか 

質問2．実務上の問題点と課題を理解し、適切に対応する能力と判断力が、職務

に際しての能力として役に立っていると思いますか 

質問3．記述力、口頭発表力、討議等のコミュニケーション能力が、職務に際し

ての能力として役に立っていると思いますか 

質問4．自然科学の基礎知識は，職務遂行上の素養として役に立っていると思い

ますか 

質問5．専門領域の基礎知識は，職務遂行上の素養として役に立っていると思い

ますか 

質問6．国際的視点から多面的にものごとを考える能力が職務に際しての能力と

して役に立っていると思いますか 

質問7．技術者としての倫理観は，職務遂行上の素養として役に立っていると思

いますか 

質問8．本研究科の教育は満足できるものと思いますか 

（出典：農学研究科部内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-2-3 農学研究科修了生に行ったアンケートの結果 

質問８．本研究科の教育は満足できるものと思いますか 

 

 

  （出典：農学研究科部内資料） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-2-4 農学研究科修了生の雇用者に行ったアンケートの方法と内容 

アンケートの方法 郵送時期 平成 27 年 4月，郵送先 37 件， 

回収時期 平成 27 年 5月，回収率 48.7% 

アンケートの内容 質問 1．専門能力は，職務に際しての能力として役に立っていると思いますか 

質問 2．実務上の問題点と課題を理解し、適切に対応する能力と判断力が、職務に

際しての能力として役に立っていると思いますか 

質問 3．記述力、口頭発表力、討議等のコミュニケーション能力が、職務に際して

の能力として役に立っていると思いますか 

質問 4．課題探究能力は，職務に際しての能力として役に立っていると思いますか 

質問 5．専門技術者としての知識は，職務遂行上の素養として役に立っていると思

いますか 

質問 6．研究者としての知識は，職務遂行上の素養として役に立っていると思いま

すか 

質問 7．技術者としての倫理観は，職務遂行上の素養として役に立っていると思い

ますか 

質問 8．本研究科の教育は満足できるものと思いますか 

質問 9．採用された本研究科の修了生から判断して，本研究科の教育は満足できる

ものでしょうか 

質問 10．今後も求人の必要が生じたときには，本研究科の修了生を採用していただ

けるでしょうか 

質問 11．以上の事柄などを総合して，本研究科の教育をどのように評価していただ

けるでしょうか 

（出典：農学研究科部内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-2-5 農学研究科修了生の雇用者に行ったアンケートの結果 

質問11．以上の事柄などを総合して，本研究科の教育をどのように評価していただけるでしょうか。 

 

 

（出典：農学研究科部内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-2-6 平成 26年度の農学部就職委員会活動例 

１．学生の就職支援に関する教員向け講座 平成 26 年 5月 16 日（金）開催 教職員 25 名参加 

２．就職ガイドブック活用講座 平成 26 年 5月 20 日（火）開催 学生 29 名 教職員 1名参加 

３．「就職のための卒業生による講演会」の実施について 

第１回 平成 26 年 11 月 6 日（木）開催 学生 31 名 教職員 15 名参加 

第２回 平成 26 年 11 月 27 日（木）開催 学生 29 名 教職員 8名参加 

第３回 平成 26 年 12 月 4 日（木）開催 学生 29 名 教職員 8名参加 

４．面接実践講座 平成 26 年 12 月 11 日（木）開催 学生 70 名 教職員 2名参加 
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５．エントリーシート作成講座 平成 27 年 1月 15 日（木）開催 学生 63 名 教職員 2名参加 

（出典：農学研究科部内資料） 

 (水準) 期待される水準を上回っている 

(判断理由) 

本研究科修了生の就職率は、高い値で推移し、専門関連分野へ就職する者が多い。 

平成 24 年度以降、就職を希望する修了者（学位取得者）の就職率は 100％を維持してい

る。また、各コースでは就職担当の教員を配置し、進学や就職に関する指導、相談、助言

を行うとともに、農学部学生支援委員会も学生の就職活動を組織的に支援している。大学

院修了生の大部分が大学院教育で提供された基礎知識や専門知識を十分身に付けたと感じ

ており、総合評価では大学院教育に対する満足度は 100％である。一方、雇用者の多くも、

自主的、継続的に学習できる能力や与えられた制約の下で計画的に仕事を進めまとめる能

力を学生が十分身に付けていると考えており、修了生の実験・調査の計画・遂行・解析・

考察・説明能力、自主的な学習能力及び仕事の遂行能力などにも高い評価を与えている。

以上のことから、大学院修了生に対する関係者からの評価は期待される水準を上回ってい

ると判断できる。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 
（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

「留学生の受け入れ」 
１．平成 26年度に日本人、私費外国人留学生の秋入学を実施し、平成 27 年度には、

国費留学生についても秋入学ができるよう制度化し、多様な学生の受入を図っ
た。 
平成 26 年 10 月入学 私費外国人留学生１名 
平成 27 年 10 月入学 私費外国人留学生３名 国費外国人留学生１名 

２．平成 26年度に英語の授業のみで学位取得を可能とした、農学国際コースを設置
した。 
平成 26 年度農学国際コース 16 名入学うち９名留学生 
平成 27 年度農学国際コース 13 名入学うち９名留学生 

３．留学生の増加に伴い、キャンパスガイド、科目登録マニュアルを英文化したこ
とで、受講に伴う手続きが円滑に行われるようになった。 

 
（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

「修了生・就職先アンケートの比較」（資料Ⅲ-1） 
１．平成 21年度に実施した修了生へのアンケートでは、教育に対する総合的評価の

満足度は 75％で、平成 27 年度に実施した修了生へのアンケートでの満足度は
100％となり、25 ポイントの上昇があった。 
また、平成 21 年度に実施した雇用者へのアンケートでは、教育に対する総合的
評価の満足度は 66.7％で、平成 27年度に実施した雇用者へのアンケートでの
満足度は 100％となり、33.3 ポイントの上昇があった。 

 
資料Ⅲ-１ 修了生・就職先アンケートの比較 

（出典：農学研究科部内資料） 
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修

了

生 

  

雇

用

者 

  

十分満足し

ている

0%

満足してい

る

75%

ほとんど満足で

きない…

全く満足してい

ない

0%

どちらとも言え

ない

25%

十分満足し

ている

20%

満足してい

る

47%

ほとんど満

足できない

0%

全く満足し

ていない

0%

どちらとも言

えない

33%



宮崎大学医学獣医学総合研究科 

－10-1－ 

 

 

10．医学獣医学総合研究科 

 

 

 

Ⅰ 医学獣医学総合研究科の教育目的と特徴・・10－２ 

Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 ・・・・・・10－４ 

    分析項目Ⅰ 教育活動の状況 ・・・・・・10－４ 

    分析項目Ⅱ 教育成果の状況 ・・・・・・10－20 

  Ⅲ 「質の向上度」の分析 ・・・・・・・・・10－25 
 



宮崎大学医学獣医学総合研究科 

－10-2－ 

Ⅰ 医学獣医学総合研究科の教育目的と特徴 
 

本学は、「世界を視野に、地域から始めよう」のスローガンを掲げ、多様な社会の要請に

応えるために、学際的な生命科学、環境科学に特色を持つ大学の創造を基本理念として、

医学と獣医学の極めて密接な学問的背景とこれまでの連携・協力の実績を踏まえて、医学

と獣医学が融合した大学院医学獣医学総合研究科博士課程が平成 22年４月に設置され、修

士課程については、平成 26 年４月に設置された。 

 

【教育目的】 

修士課程では、専門分野に偏らない幅広い基礎知識の修得を図り、国際的に活躍できる

生命科学領域の研究者・教育者を志す人材の養成、家畜防疫対策や人獣共通感染症に関す

る専門知識を有する畜産関連の人材の養成、合理的・科学的な思考能力を持った専門的医

療支援技能者及びその教育者の養成並びに生命科学、医療に関する十分な基礎的知識を有

した倫理コンサルタントの養成を目的としている。 

博士課程では、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究めて、学術文化の継承

発展に貢献することを目標とし、医学・獣医学に関する広範な知識に基づいた総合的判断

力及び高度な研究能力を備え、技術・知識基盤社会の形成に資する国際的に通用する医学・

獣医学研究者並びに高度な研究マインドに裏打ちされた質の高い指導的臨床医及び獣医師

を養成することを目的としている。 

 

【特徴】 

医学獣医学総合研究科は全国唯一の医学と獣医学が完全に融合した研究科であり、他大

学にも見られる様な単に医学と獣医学の協働研究を意図するものでは無く、教育、地域・

国際貢献あるいは管理運営すべてを共同で行うものである。そのため、双方向からの融合

した実質的教育が実施され、例えば人獣共通感染症においては、人（医学が対象）及び家

畜などの動物（獣医学が対象）を医学と獣医学の立場から教授できるようになっている。

このような医学と獣医学が融合した教育を通して、複眼的視野を有した指導能力のある人

材を養成する。また国外からの留学生の受け入れ実績を活かし、グローバルに活躍できる

人材を育成する。医学・獣医学の分野で活躍している社会人を多く受け入れている実績を

活かし、学び直しを推進する。大学院設置基準第 14 条「教育の特徴」適用し、有識者が離

職することなく修学することが可能となるよう昼夜開講し、授業時間は指導教員との協議

の上、設定している。学生が職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一

定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し、修了することができる長期履修学生制度を

設けているのが「教育の特徴」としている。また、国費外国人留学生・政府派遣留学生を

対象に秋期入学（10 月入学）を実施していることも「教育の特徴」である。 

 

【想定する関係者とその期待】 

１．日本はもとより世界における BSE、鳥インフルエンザあるいは豚インフルエンザなど、

特に人獣共通感染に対する制御を目指した研究への期待は極めて高い。人獣共通感染

症の早期診断、治療、防疫、制御には、医学・獣医学の両方からのアプローチが必要

であり、両分野が連携した教育研究が必要かつ有効である。本学が位置する宮崎県は

日本でも有数の畜産県であり、家畜や家禽からのヒトへの感染を防ぐ意味においても、

その必要性は特に高い｡ 

２．民間企業や官公庁関係の研究所の多くが創薬研究や安全性試験などにおいて実験動物

とヒトの身体の構造や生理機能を熟知した人材を必要としているが、現在、両者につ

いて教授する大学院組織は我が国には無く、また、医学教育においては動物を用いた

実験は不可欠なものであり、大学院での教育研究ではさらにその必要性が大きい。 

３．本学の位置する宮崎県は、日本でも有数の畜産県であるが、産業動物に対する高度な

専門性と優れた研究能力を持ち、指導的な立場で活躍できる産業動物臨床獣医師が不

足しており、その人材育成及び研究が期待されている。 
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  ４．伴侶動物の治療において、小動物臨床獣医学教育の実質化、高度化が全国的な問題

となっているものの、その打開策は全く見えていない。全国的に小動物臨床の指導者

が不足している状況が大きな原因と言われているが、それ以上に高度な診療技術が獣

医学領域では発達していないという事実が深刻な問題である。この問題に対する有効

な打開策の一つは、医学分野で先行して開発が進んでいる高度な診療技術を獣医学臨

床教育者が取り入れ波及させることであり、そのためには医学・獣医学が連携した研

究の実施が期待されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 

（観点に係る状況） 

医学獣医学総合研究科の教育目標を達成するため、宮崎大学基本規則に基づき、修

士課程１専攻及び博士課程１専攻を置き、教育研究上に必要な教員を配置し、大学設

置基準も満たしている。学生定員及び在学者数は、資料Ⅱ-Ⅰ-1-1に示すとおりであり、

教員構成は、資料Ⅱ-Ⅰ-1-2に示すとおりである。    
教育研究に関する事項は、教授で構成する研究科委員会を中心に審議されている。

また、研究科の運営を円滑に行うため運営委員会を設置している（資料Ⅱ-Ⅰ-1-3）。 
研究指導及び授業担当については、資格審査に関する規程等（資料Ⅱ-Ⅰ-1-4）に基

づき、研究科委員会において審議し、了承を得た教員のみに担当を命じている。 
研究科における研究・教育の指導は、主指導教員１人及び副指導教員２人からなる指導

教員グループにより行うものとしており、主指導教員は、研究指導を担当する資格を有す

る教授又は准教授としており、副指導教員は、原則として、研究指導又は研究指導の補助

を担当する資格を有する教員のうちから、医学系及び獣医学系の教員各１人としている。

副指導教員は、主指導教員が、当該学生と協議の上、決めるものとしている（資料Ⅱ-Ⅰ

-1-5）。 

また、フロンティア科学実験総合センターや産業動物防疫リサーチセンター（平成 23

年 10 月設置）における全学の特色ある施設を利用した教育・研究が推進されている（資料

Ⅱ-Ⅰ-1-6）。 

本研究科では、自己点検・評価について、継続的な自己点検評価及び教育改善を行って

いる。具体的には、第２期中期目標・中期計画による年度計画の実施状況を検証し、その

結果は毎年度、自己評価報告書として取りまとめ、公表している。 

平成 27 年度には、自己点検報告書を作成するとともに外部評価についても実施し、外部

評価報告書としてとりまとめ、本研究科の WEB ページにおいて公開している（資料Ⅱ-Ⅰ

-1-7、資料Ⅱ-Ⅰ-1-8）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 学生定員と在学生数（平成 27 年 5月 1 日） 

専攻 コース 
定

員 

学年（在学者数） 
合計 

1 年 2 年 ３年 ４年 

医科学獣医科学

専攻（修士課程）              

生命科学研究者育成コース 

8 

 15  11  -  -  26 

高度医療関連技師養成コース  0  2  -  -  2 

生命倫理コーディネーターコース  1  2  -  -  3 

医学獣医学専攻     

（博士課程） 

高度臨床医育成コース 

23 

10 7 6 8 31 

高度獣医師育成コース 2 4 3 5 14 

研究者育成コース 30 31 13 27 101 

（出典：医学獣医学総合研究科内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 教員組織の構成と専任教員の配置（H27.5.1 現在） 

区 分 

 

 

 

課程・専攻 

現  員 
設置基準で必要な研究指導教員 

及び研究指導補助教員 

指導教員数 
研究指導補助教員

数 
指導教員数 

研究指導 

補助教員数 小計 
教授数 

（内数） 

修士 医科学獣医科学専攻 64 47 0 6 6 

博士 医学獣医学専攻 74 51 6 30 30 

（出典：医学獣医学総合研究科内資料） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-3 宮崎大学大学院医学獣医学総合研究科委員会規程（抜粋） 
 
（審議事項） 

第２条 研究科委員会は、次の事項を審議する。 

(1) 研究科の教員人事に関する事項 

(2) 研究科の予算に関する事項 

(3) 研究科の教育課程の編成に関する事項 

(4) 研究科学生の入学、退学、休学、修了、除籍及び懲戒その他学生の身分に関する事項 

(5) 研究科学生の学位授与に関する事項 

(6) その他研究科の教育又は研究に関する重要事項 

 

（組織） 

第３条 研究科委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 研究科長 

(2) 副研究科長 

(3) 研究科担当の専任教授 

 

（研究科運営委員会） 

第７条 研究科委員会に、研究科の運営を円滑に行うため研究科運営委員会（以下「運営委員会」とい

う。）を置く。 

２ 研究科委員会が、運営委員会に委ねた事項については、運営委員会の議決をもって研究科委員会の

議決とすることができる。 

３ 運営委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、研究科委員会が別に定める。 
 

（出典：宮崎大学大学院医学獣医学総合研究科委員会規程） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-4 宮崎大学大学院医学獣医学総合研究科担当教員の資格審査に関する規

程（抜粋） 
 
（趣旨) 

第１条 この規程は、宮崎大学大学院医学獣医学総合研究科（以下「研究科」という。）担当教員の資

格審査に関し、必要な事項を定める。 

 

（研究科担当教員） 

第２条 研究科担当教員は、次の各号に掲げる教員とする。 

(1) 研究指導教員 

宮崎大学（以下「本学」という。）の医学部及び農学部獣医学科、フロンティア科学実験総合セ

ンター、産業動物防疫リサーチセンター及びテニュアトラック推進機構の教授、准教授及び講師

で、研究科博士課程及び修士課程の学生の研究指導を担当する資格を有する教員 

(2) 授業担当教員 

本学の医学部、農学部獣医学科、フロンティア科学実験総合センター、産業動物防疫リサーチ

センター及びテニュアトラック推進機構の教授、准教授、講師及び助教で、研究科博士課程及び

修士課程の授業を担当する資格を有する教員 

(3) 補助指導教員 

次の(ｱ)及び(ｲ)のいずれかに該当する本学の医学部、農学部獣医学科、フロンティア科学実験

総合センター、産業動物防疫リサーチセンター及びテニュアトラック推進機構の助教で、研究指

導教員の推薦があった場合、研究科長が研究科博士課程及び修士課程の研究指導や授業の補助を

命ずる教員 

(ｱ) 助教としての在職期間が６月以上の者 

(ｲ) 博士の学位を有する者又は博士の学位を有する者に匹敵する研究業績を有する者で、修士課程

修了後５年以上の研究歴を有する者、医学部、歯学部若しくは獣医学科を卒業後６年以上の研

究歴を有する者又は大学（短大を除く。）卒業後８年以上の研究歴を有する者 

 

（資格審査の付議） 

第３条 研究科長は、前条第１号及び第２号の研究科担当教員に係る資格審査の必要が生じたときは、

別に定める教員候補者調書一式を添え、宮崎大学大学院医学獣医学総合研究科委員会（以下「研究科

委員会」という。）に資格審査を付議する。 

 

（資格審査の判定） 

第４条 資格審査は、宮崎大学大学院医学獣医学総合研究科運営委員会（以下「運営委員会」という。）
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が、別に定める基準により判定を行い、研究科委員会に報告する。 

 

（資格審査判定の可否） 

第５条 研究科委員会は、前条の運営委員会からの報告に基づき、可否投票を行い、資格審査判定につ

いて議決する。 
 

（出典：宮崎大学大学院医学獣医学総合研究科担当教員の資格審査に関する規程） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-5 宮崎大学大学院医学獣医学総合研究科委員会規程（抜粋） 
 
（指導教員グループ） 

第１２条 研究科における研究・教育の指導は、主指導教員１人及び副指導教員２人からなる指導教員

グループにより行うものとする。 

２ 主指導教員は、研究指導を担当する資格を有する教授又は准教授とする。 

３ 副指導教員は、原則として、研究指導又は研究指導の補助を担当する資格を有する教員のうちから、

医学系及び獣医学系の教員各１人とする。 

４ 副指導教員は、主指導教員が、当該学生と協議の上、決めるものとする。 

 

（研究指導計画書） 

第１３条 指導教員グループは、当該学生に対して課程修了までの研究指導計画書を作成した上で、学

生に明示し、研究科長へ提出する。 

 

（研究報告書） 

第１４条 学生は、各学年末ごとに、指導教員グループの指導のもとに研究報告書を作成し、研究科長

に提出する。 

 

（教育方法の特例） 

第１５条 教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その他特定の時間又は時期において授

業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。 

 

（履修方法） 

第１６条 修士課程の学生は、別表１に掲げる授業科目のうちから、30 単位以上（生物系以外の学部出

身者及びサービスイノベーション人材の研究指導を受ける者は 32 単位以上）を修得しなければならな

い。 

２ 博士課程の学生は、別表２に掲げる授業科目のうちから、30 単位以上を修得しなければならない。 

３ 授業は、講義、演習、実験・実習及び研究とする。 

 

（授業科目の選定等） 

第１７条 履修する授業科目の選定は、指導教員の指示に従うものとする。 

２ 指導教員が教育研究上必要と認めるときは、他のコースの授業科目及び単位を指定して履修させる

ことができる。 
 

（出典：宮崎大学大学院医学獣医学総合研究科委員会規程） 

 
資料Ⅱ-Ⅰ-1-6 全学のセンター等の目的と役割 
附属施設等の名称 目的・役割 

フロンティア科学

実験総合センター 

本学における生命科学分野の研究及び本学の教育研究全般の実験支援を行い、生

命科学研究を始めとする教育研究の総合的推進を図る 

（出典：http://www.miyazaki-u.ac.jp/frontier） 

産業動物防疫 

リサーチセンター 

本学の教育・研究戦略に基づき、産業動物の重要な伝染病に対する疫学、国際防

疫及び診断・予防法に関する先端的研究を行うこと、加えて発生時の防疫措置の

立案及び再発防止等の適切な対策を講じることのできる危機管理能力を有した人

材を養成し、産業動物防疫に関する教育・研究の拠点として、国内外の畜産基盤

の安定化に寄与する 

（出典：http://www.miyazaki-u.ac.jp/cadic） 

（出典：フロンティア科学実験総合センター及び産業動物防疫リサーチセンターＨＰ） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-7 外部評価報告書（抜粋） 

 

外部評価委員による各観点に対する評価 

 

１） 教育活動についての評価 

４：優れている。 

・医学と獣医学が融合した研究科として、コース毎にアドミッション・カリキュラム・ディプロマ・ポ

リシーが明確に定められており、学生への授業等アンケートにおいても満足度が高く、また、定員も

十分に充たされており、成果が十分に現れている。 

・特に、医学、獣医学及び両分野に関連した研究領域で国際的に活躍できる研究者を育成する「研究者

育成コース」への期待が持てる。 

・社会人学生のために夜間や土日に講義を実施していることは評価できるが、担当する各教員の負担に

ついても配慮していただき、教職員の配置、さらには処遇について永続的な発展が望めるよう更なる

検討を要する。 

 

２）研究活動についての評価 

５：特に優れている。 

・「医学獣医学融合による統合動物実験研究プロジェクト」をはじめとした、医学系と獣医学系の教員の

共同による多くの研究が推進されている。 

・恒常的に論文や特許が発表されているとともに、多くの外部資金を獲得できている。 

・医学・獣医学の領域を生かした研究の成果が現れてきており、今後も、全国的に先導的な研究や新し

い領域の発展が望める。 

 

３）地域社会貢献、国際貢献活動についての評価観点 

４：優れている。 

・鳥インフルエンザや口蹄疫等における感染症に対する周知においては、すばらしい成果をあげている。 

・学術的なシンポジウムだけでなく、青少年を対象とした事業や一般市民も含めた講演会等を定期的に

開催し、研究成果等を地域社会へ還元できている。 

・国際的なシンポジウムやセミナーについても、積極的に開催している。 

・留学生についても多く受入れており、特に、東南アジアを中心とした地域の発展に貢献している。 

・これまでの実績を発展させ、国際機関等への参加等、世界に通じるよう人材育成を期待する。 

 

４）総合評価 

４：優れている。 

医学系と獣医学系それぞれの異なる系統の教員が綿密に連携し、また、フロンティア科学実験セン

ターや産業動物防疫リサーチセンター等の特色あるセンターを生かした教育・研究が推進されてお

り、設置の目的に沿った運営ができていると判断する。 

今後も、国内では初めて医学と獣医学が連携・融合して設置された大学院としての特色を最大限に

生かし、これまでの実績をより発展させ、地域はもとより、世界をリードする人材育成や研究に従事

されることを期待する。 

 

参考：〔評価基準に対する５段階評価〕 
５：特に優れている。 
４：優れている。 
３：普通である。 
２：少しの改善を要する。 
１：大幅な改善を要する。 

 

（出典：外部評価報告書） 
 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-8 外部評価報告書 

（http://www.miyazaki-u.ac.jp/ijudaigakuin/pdf/20160128gaibuhyokahokokusyo.pdf） 

（出典：医学獣医学総合研究科ウェブサイト） 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）  

本研究科は、教育目標を達成するために、宮崎大学基本規則に基づき教員組織を編成し、

編成された専任教員の配置は、大学院設置基準を満たしている。また、指導体制について
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も整備され、フロンティア科学実験総合センターや産業動物防疫リサーチセンターにおけ

る全学の特色ある施設を利用した教育・研究が推進されており、教育水準を向上させてい

る。 

外部評価（委員：大分大学長、麻布大学長、県内医師・獣医師の会長、宮崎県商工労働

部長、JA 宮崎経済連常務理事）においても上記のとおり高い評価を受けており、関係者へ

の期待に十分応える成果を挙げている。 

 以上、本研究科における教育の改善に向けて取り組む体制は整備され、成果を上げてい

ることから、関係者に対し、期待される水準にあると判断する。 
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観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

コース毎にコースの教育理念、アドミッション・ポリシー（どのような学生を入学させ

るのか）、カリキュラム・ポリシー（どのような教育・研究をやるのか）及びディプロマ・

ポリシー（どのような能力を身につけた者に学位を与えるのか）を整備しており、医学系

と獣医学系の教員が協働して、それぞれの得意分野・専門分野について教育を行うことで、

医学・獣医学の融合という研究科の設置趣旨によるメリットが最大限に生かされた専門性

の高い教育内容となっている（資料Ⅱ-Ⅰ-2-1、資料Ⅱ-Ⅰ-2-2、資料Ⅱ-Ⅰ-2-3、資料Ⅱ-

Ⅰ-2-4）。 
学生からの多様なニーズに応えるため、入学した社会人学生のために長期履修、夜間履

修制度を設けている。具体的には、社会人入学生のほとんどが夜間履修生であることを配

慮し夜間履修生用の時間割を組み、学生が勤務と両立できるよう対応している。講義は基

本的に土日に開講し、全て撮影し DVD に保存することで、勤務等で講義に出席できなかっ

た学生に対して DVD による補講ができるよう準備している。平成 24 年度からは、臨床医と

して勤める学生が勤務後講義に出席できるよう、臨床医を対象とする高度臨床医育成コー

スの研究科目「研究特論（高度臨床医育成コース）」を、土日開講から平日夕方の開講と

している（資料Ⅱ-Ⅰ-2-5）。また、平成 27 年度からは、博士課程において、秋季入学を

導入し、７名が入学している。 

養成人材像に応じた教育方法や自主的学習を促す教育指導方法の工夫としては、和文及

び英文のシラバスを作成し、冊子体の配付やウェブサイトを通して学生へ周知している。

シラバスの活用状況について学生アンケートで確認したところ、履修計画の確認に活用し

ている割合が高かった（資料Ⅱ-Ⅰ-2-6）。 

教員による相互授業評価を実施し、教育内容・方法の改善等にも繋げている。（資料Ⅱ-

Ⅰ-2-7）。 

本研究科の特徴として国内で唯一の完全に医学と獣医学とが融合した研究科ということ

から、その特色を活かすためにそれぞれに属する教員が連携して学生を指導する体制をと

っている。例えば、両所属の教員がそれぞれスーパーバイザーとして助言を与えつつ、学

生自らが運営して、研究発表及び討論する科目（サイエンスコミュニケーション特論）等

も設けている。国際社会への貢献を視野に入れた人材育成のため、学生に対してサイエン

スコミュニケーション特論において、英語で研究の進捗状況を発表させるとともに、国際

会議での発表を推奨している。同時に、留学生を積極的に受入れることでサイエンスコミ

ュニケーション特論が国際的な観点からも異なる学修歴をもつ学生の中で互いに切磋琢磨

しながら自らの能力を磨く機会となっている（資料Ⅱ-Ⅰ-2-8、資料Ⅱ-Ⅰ-2-9）。 

ティーチングアシスタント（TA）やリサーチアシスタント（RA）の従事を推奨しており、

TA による教育経験や、RA による実験補助等の経験を積ませることで、実践力の育成に努

めている。 

「人獣共通感染症および越境感染症制圧のための研究・人材育成ネットワークの構築（平

成 22～24 年度）」のプログラムにおいては、学生を派遣し、支援を行った。 

文部科学省特別経費「高度な専門職業人の養成や高度な専門教育機能の充実」高度な技

術と指導性を有する家畜衛生・家畜臨床獣医師育成事業－宮崎に甚大な被害をもたらした

口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザを教訓に－」においては口蹄疫や鳥インフルエンザな

どの産業動物の感染症の実践的教育を実施できた。 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-1 修士課程の教育概要 
 

本専攻は、医学と獣医学を融合した高度な研究活動を実践している本研究科博士課程への進

学を視野に入れた教育研究を行うものであり、また、地域社会の要請に応えうる人材の輩出を

考慮した教育研究を目指すものである。そして、本専攻での修学は、医学・獣医学分野及び医

療社会学分野の研究と教育、あるいは高度な診療支援に携わる人材の養成を主眼としており、

生命科学の発展と社会の福祉向上に寄与することを使命としている。 

したがって、本専攻では、次のような人材を求めている。 

 

（１）各コースの概要 

①生命科学研究者育成コース 
〇アドミッション・ポリシー：将来、医学・獣医学領域の生命科学研究者としての道を志す農学、

薬学（４年制）、理学、工学などの自然科学系学部卒業者や医療関連や畜産関連機関等で働く社

会人、あるいは、社会学的側面から医学・獣医学領域生命科学研究の課題や医療に関する研究を

志す人文社会科学系学部卒業者。または、海外において６年制未満の課程を卒業した獣医学士。 
〇カリキュラム・ポリシー：本コースでは、研究基盤科目において生命科学の基盤的知識を教授し、

その後、研究科目において、科学的な思考過程に涵養、生命科学関連領域に関する研究方法の理

論、情報収集方法などを学び、生命科学研究において修士論文作成のための研究指導を行う。 
〇ディプロマ・ポリシー： 
・医学・獣医学領域の生命科学研究者や教育者、あるいは産業動物に関連する機関の職員として科

学的な思考で人獣共通感染症などに対応し啓蒙動が出来る能力 
・海外において６年制未満の課程を卒業した獣医学士で、獣医学領域で研究者や教育 
者として活躍できる能力。 

【学位】修士（医科学）・修士（動物医科学） 
 
②高度医療関連技師養成コース 

〇アドミッション・ポリシー：医療系専門学校や４年制大学学部を卒業後、専門職業人として医療

現場で医療支援の実務に携わっている社会人。あるいは、将来、医療支援の実務に携わることを

考えている４年制大学学部卒業生。 
〇カリキュラム・ポリシー：本コースでは、種々の医療現場における専門的医療支援技能者が、合

理的・科学的な思考能力を修得する。専門技術学基礎演習では個々の専門医療支援領域に関する

最新の動向と技術の理論について学び、その後、各専門分野で研究を遂行するために必要な基礎

知識と技能を修得させ、それぞれの専門分野における研究テーマにより修士論文作成のための研

究指導を行う。 
〇ディプロマ・ポリシー： 
・合理的、科学的な思考能力を有し、より高度で先進的な医療支援に携われる能力 
・該当医療支援領域における後進の教育・指導に当たれる能力 
【学位】修士（医科学） 

 
③生命倫理コーディネーターコース 

〇アドミッション・ポリシー：医療・福祉系の学部卒業生、農学・工学などの自然科学系学部卒業

生、心理学、社会学、教育学、哲学、法学などの人文社会科学系学部卒業生など、幅広いバック

グラウンドを持つ学部卒業生及び、臨床心理士や医療・看護・福祉関連の資格 
〇カリキュラム・ポリシー：本コースでは、生命倫理及び基礎医学に関する知識を修得した上で、

医事法学、研究倫理・臨床倫理領域における最新の倫理指針や法律、社会環境疫学・医療統計学

を学び、さらに専門的な倫理学的方法論、倫理的推論のプロセス、並びに倫理コンサルテーショ

ンのスキルを修得し、生命倫理領域における研究テーマにより修士論文作成のための研究指導を

行う。 
〇ディプロマ・ポリシー： 
・生命倫理に精通し、先端研究や臨床研究に対応できる能力 
・倫理的・法的・社会的に生命倫理の課題に対応できる能力 
【学位】修士（医科学） 

 
（２）カリキュラムの特徴 

【履修方法】 

○「研究基盤共通科目」について、専攻必修の講義として、５科目 10 単位を履修。 

ただし、生物系以外の学部出身者については基礎細胞生物学を含む 6 科目 12 単位を履修。 

○「研究基盤選択共通科目」について、３科目６単位以上を選択履修。ただし、生命科学研究者育

成コースの者は医学獣医学総合研究科博士課程の２科目４単位（サイエンスコミュニケーション

特論、先端的医学獣医学特論）、生命倫理コーディネーターコースの者は社会環境疫学・医療統
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計学、医療関連法規２科目４単位を選択すること。 

○「コース別研究科目」について、各コースに設定された演習・実習科目の中から３科目６単位以

上、研究（８単位）を履修。 

○高度医療関連技師・サービスイノベーション人材養成コースのうち、サービスイノベーション人

材の研究指導を受ける者は「研究基盤共通科目」について専攻必修の講義として、5 科目 10 単

位を履修。 「研究基盤選択共通科目」について、社会環境疫学・医療統計学又は医療関連法規

のどちらか 1 つ及び医療サービスイノベーション論、医療サービス統計論、医療サービス知識創

造論の 4 科目 8 単位を履修。 「研究科目」について、医療サービス統計論演習、医療サービス

知識創造論演習、医療サービスイノベーション演習Ⅰ、医療サービスイノベーション演習Ⅱ及び

生命倫理コーディネーターコースの医療サービスサイエンス基礎演習の 5 科目 6 単位以上、研

究(8 単位）を履修。 

【修了要件】 

修士課程に２年以上在学し、30 単位以上（生物系以外の学部出身者及びサービスイノベーション

人材の研究指導を受ける者は 32 単位以上）を修得し、必要な研究指導を受け、かつ本研究科が行う

修士論文審査及び最終試験に合格することを修了要件とする。本専攻を修了した者には、修士（医科

学）又は修士（動物医科学）が与えられる。 

 
（３）教育課程の特色 

「研究基盤共通科目」と「研究基盤選択共通科目」及び生命科学研究者育成コースの研究科目にお

いては、医学系と獣医学系の教員が協働して、それぞれの得意分野・専門分野について教育を行うこ

とで、医学と獣医学の融合という研究科の設置趣旨に則って、高い専門性に基づいた講義を幅広く実

施できることが大きな特色である。したがって、本専攻設置によるメリットが最大限に生かされた専

門性の高い教育システムとそれに対応した教員体制となっている。 
 

（出典：学生募集要項等） 
 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-2 博士課程の教育概要 
 

本研究科は、医学獣医学専攻の１専攻であり、その中に「高度臨床医育成コース」、「高度獣医師育

成コース」及び「研究者育成コース」の３コースが設定されている。これにより、高度な専門性と優

れた研究能力に裏打ちされた高度専門職業人としての臨床医並びに獣医師の養成と広範な知識に基づ

いた総合的判断力と高度な研究能力を備え、医学、獣医学、あるいはその両者にまたがる関連分野にお

ける技術・知識基盤の形成において世界をリードする医学・獣医学研究者の養成を行う。 

 

（１）各コースの概要 

①高度臨床医育成コース 

○教育理念：高度の専門性が必要とされる医療業務に必要な診断・治療技術と高い倫理観に裏打ち

された専門性、医学、獣医学、その他の生物学研究に関する幅広い基礎知識とそれに裏打ちされ

た医療情勢の変化に対応する能力、動物実験などの臨床研究遂行に必要な知識と経験や人獣共通

感染症に関する幅広い知識等に裏打ちされた研究能力を有する高度専門職業人としての臨床医を

育成する。 

○アドミッション・ポリシー：医学、獣医学を含めた生物学的研究に関する幅広い基礎知識を基盤

とした優れた研究能力をもちつつ、日進月歩の勢いで発展する医科学に対しても的確に対応でき

る能力、さらには崇高な倫理観に裏打ちされた高度な臨床的専門性を持った指導的臨床医を志す

人材（医師）を求める。 

○カリキュラム・ポリシー：本コースでは、複数指導体制の下で、症例検討会に参加し、症例研

究、臨床研究を行い、学会発表、論文作成を行い、各分野別の臨床研究を自立して遂行し得る能

力を修得することを到達目標とする。 

研究科目では、臨床研究を遂行するために必要な基礎知識を体系的に修得するとともに、ヒト由

来検体を扱う際に生じる倫理問題について学ぶ。特別研究科目では、各専門分野で臨床研究を遂

行するために必要な基礎知識を修得させる。研究指導科目では、疾病の成因、新しい安全な診断・

検査・治療法の開発・評価、臨床疫学など、患者に対する診療を通じた臨床研究のテーマを課し、

博士論文作成のための研究指導を行う。研究科目及び特別研究科目では、各医学専門学会での専

門医資格取得を視野に入れた診断・治療技術を修得させる。 

○ディプロマ・ポリシー：高い倫理観を有する専門性の高い診断・治療技術に裏打ちされた高度

な研究マインドを持った指導的臨床医としての能力および臨床と研究をバランスよく経験するこ

とにより、双方を兼ね備えた高度臨床医としての能力を有する。 

○学位の名称：【学位】博士（医学） 
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②高度獣医師育成コース 

○教育理念：伴侶動物や産業動物の健康を管理するために必要な高度な診断技術と治療法及び研究

能力を身につけた獣医師及び指導的獣医師、また、食肉衛生、家畜衛生及び公衆衛生関係で働く

獣医師に対して指導できる高度獣医師を育成する。 

○アドミッション・ポリシー：すでに獣医師として現場で活躍しつつ、より高度な専門技術と研究

能力を身につけたいという明確な目的意識を有する人材、あるいは産業動物獣医師の指導に当た

る農業共済組合等や家畜衛生、公衆衛生関係の官公庁に所属し指導的獣医師として活躍したい人

材を求める。新規卒業生においては、学部教育で培われた知識や技術をさらに発展させ、より高

度な専門性を求めるモチベーションの高い人材を求める。 

○カリキュラム・ポリシー：本コースでは、複数指導体制の下で、獣医診療において専門性の高

い診断・治療技術を修得し高度な研究マインドを有する指導的獣医師の育成を目的とする。また、

本コースは、獣医診療に軸足をおいた他に類を見ない特色あるコースとする。研究科目では、学

部教育よりも専門的に高度に細分化した教育（獣医周産期特論、牛の脂質代謝障害特論、獣医循

環器学、食中毒特論など）と医学関係の先端的画像診断学や麻酔学などを取り入れた実践的教育

を実施する。特別研究科目では各専門分野で臨床研究を遂行するために必要な基礎知識を修得さ

せる。研究指導科目では、それぞれの専門分野における研究のテーマを課し、博士論文作成のた

めの研究指導を行う。 

○ディプロマ・ポリシー：獣医診療において、獣医学の診断・検査法、治療法、手術方式を学び、

その手法を履修することで、専門性の高い診断・治療技術を修得し、高度な研究マインドと指導

的獣医師としての能力を有する。 

○学位の名称：【学位】博士（獣医学） 

 

③研究者育成コース 

○教育理念：医学、獣医学及び他の生物学的研究に関する幅広い基礎知識、様々な基礎研究の遂行

に必要な動物実験等の知識と実験手技、自立した研究者として様々な情勢の変化に対応しながら

研究を進める能力を有し、医学、獣医学及び両分野に関連した研究領域で国際的に活躍できる研

究者を育成する。 

○アドミッション・ポリシー：幅広い基礎知識や社会変化に対応する能力を有して自立した研究者

として、医学、獣医学、及び両分野に関連した研究領域で国際的に活躍する研究者及び教育者を

志す人材を求める。本コースでは、医学部、獣医学部を卒業した者だけでなく、歯学・薬学部を

卒業した学生や、他の研究分野の修士課程修了者など他分野で培った専門能力を基盤として、生

命科学分野での学際的研究を開拓し、将来、人々の福祉と健康増進に寄与することを志す人材も

積極的に受け入れる。 

○カリキュラム・ポリシー：本コースでは、複数指導体制の下で実験・研究を行うとともに、ラ

ボセミナーに参加するほか、学会発表、論文作成を行い、先端的な医学・獣医学の研究を自立し

て遂行し得る能力を修得することを到達目標とする。研究科目では、医学・獣医学分野での研究

を遂行するために必要な知識を体系的に修得させる。特別研究科目では、自立した研究者に求め

られる資質や能力とともに、各専門分野で研究を遂行するために必要な基礎知識や実験手技を修

得させる。研究指導科目では、それぞれの専門分野における研究のテーマを課し、博士論文作成

のための研究指導を行う。 

○ディプロマ・ポリシー：・国際的に活躍できる医学・獣医学の教育研究を担う能力 

および医学・獣医学の両分野にまたがる幅広い専門知識と、研究に必要な実験のデザイン等の研

究遂行能力を有する。 

     

（２）カリキュラムの特徴 

教育課程は、医学・獣医学の連携・融合した研究の基礎となる科目として「研究基盤科目（必修

10 単位）」とコース毎の「研究科目（必修２単位）、特別研究科目（選択 12 単位）、研究指導科目

（必修６単位）」で構成し、30 単位を修了要件単位としている。以下にカリキュラムの概要を記し

ている。 

 

①研究基盤科目（必修 10 単位） 

医学・獣医学の連携・融合した研究の基礎となる科目として設定し、医学・獣医学あるいはそ

れに関連した分野の研究を遂行するために必要な一般的知識や研究手法（研究者倫理、知的

財産や情報管理、論文作成についての知識等を含む）のほか、特に大動物・小動物を用いた

実験について体系的に修得し、さらに、本研究科の重点研究領域でもある生理活性物質と人

獣共通感染症の研究に関する基本的な知識、サイエンスコミュニケーションの能力、医学及

び獣医学系研究分野における最新の知識や研究手法に関する知識を修得する。以下の科目郡

からなる。 

○「基盤的研究方法特論（Ⅰ）～（Ⅲ）」では、融合科目として設定し、医学科、獣医学科、フロ
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ンティア科学実験総合センターの専任教員から、動物実験、遺伝子組換え、RI 実験、細胞培養

学等の研究の基盤となる技法の講義を履修する。 

○「医学獣医学研究特論」では、本研究科における様々な研究領域の中でも、特に医学と獣医学

の連携によって重点的な教育研究が行われる生理活性物質と人獣共通感染症研究の基盤となる

基礎的知識と研究法を履修する。また、生理活性物質研究を例にしてトランスレーショナルリ

サーチの進め方についても履修する。 

○「サイエンスコミュニケーション特論」では、医学系及び獣医学系の大学院生が発表会を企画・

実施するとともに、自ら行っている研究課題の口演発表を行う。これにより、本特論では、大

学院生相互の理解を深め、研究成果活用法等について視野を広げ、新たな興味を喚起させると

ともに、サイエンスコミュニケーションの実践の場となる。 

○「先端的医学獣医学研究特論」は、医学及び獣医学の分野における著名な講師による最先端の

セミナーを通して、専門分野の知識を深める。 

 

②研究科目（必修２単位） 

○各コースの専門性を高めるため、独自の授業内容を設定し、各コースの目的に応じた専門的知

識を履修する。 

 

③ 特別研究科目（選択必修 12 単位） 

○各コースの領域毎に設定された科目を、主指導教員の領域から４単位、副指導教員（原則として

副指導教員２名は医学系と獣医学系の教員で構成）の領域から８単位を選択必修し履修する。原

則として副指導教員２名は医学系と獣医系の教員１名ずつで構成されることから、特に高度臨床

医育成コース及び高度獣医師育成コースの学生は、自コース所属以外の教員を選任することにな

り、コースを越えた科目の履修が可能になる。医学・獣医学に関する複数の学修課題を通して、

特定の専門分野において体系的に履修し、論文作成のために必要な研究の立案、遂行ができる

能力を修得する。研究課題や修了後の進路に応じた複数の科目を履修できるので、幅広い専門

知識の修得が可能になる。 

 

④研究指導科目（必修６単位） 

学生は、選択した研究課題について、指導教員及び副指導教員（原則として副指導教員２名は医

学系と獣医学系の教員で構成）の研究指導に従って研究計画を策定し、その研究計画の下に実験や

理論を展開し、研究論文を作成する。 

【履修方法】 

専攻必修の講義として「研究基盤科目」の科目１０単位、コースに設定された「研究科目」の科

目２単位を必修として履修する。また、コース毎に設定された「特別研究科目」を主科目(主指導教

員の研究領域の科目）として４単位以上、副科目（副指導教員２名（原則として副指導教員２名は

医学系と獣医学系の教員で構成）の領域の科目）として８単位以上を選択して履修する。コースに

設定された「研究指導科目」６単位を必修として履修する。さらに、修了要件単位以外の科目とし

て、論文作成科目（語学）（選択４単位）を履修することができる。 

 

（３）教育課程の特色 

   教育研究の柱となる領域(専攻分野)は、医学・獣医学分野であり、また、本教育課程の編成の基

本的な考え方は以下のとおりである。 

まず、「研究基盤科目」を全員必修とすることにより、医学研究・獣医学研究のみならず様々な

生命科学分野での基礎・応用研究に必要となる幅広い基礎知識の修得を図る（専門分野に偏らない

基礎的素養の涵養）。 

     一方、本教育課程の目的は、国際的に活躍できる生命科学領域の研究者・教育者を志す人材の養

成、家畜防疫対策や人獣共通感染症に関する専門知識を有する畜産関連の人材の養成、合理的・科

学的な思考能力を持った専門的医療支援技能者及びその教育者の養成、そして生命科学、医療に関

する十分な基礎的知識を有した倫理コンサルタントの養成である。 

そこで、医科学獣医科学専攻の中に、「生命科学研究者育成コース」、「高度医療関連技師養成コ

ース」及び「生命倫理コーディネーターコース」の３コースを設定し、コースごとに必要とされる

科目を選択科目の中から選択するとともに、それぞれの専門分野ごとに特色ある研究科目（演習・

実習、研究）からなる教育プログラムを実施し、各コースの人材養成の目標に対応した知識・技術・

能力の修得を図る。 
 

（出典：学生募集要項等） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-3 博士課程教育カリキュラム及び履修モデル 
 
 
 

教育カリキュラム（履修コース）

高度臨床医育成コース研究者育成コース高度獣医師育成コース

医学獣医学研究特論 （生理活性物質研究・人獣共通感染症研究）

高度獣医師コース
研究特論

高度臨床医コース
研究特論

研究者コース
研究特論

先端的医学獣医学特論

サイエンスコミュニケーション特論

特別研究科目

（演習）

研究指導科目
（論文作成）

1年 基盤的研究方法特論 （I）、（II）、（III）

1〜２年

1〜２年

1〜３年

1〜４年

1〜４年

研究指導科目
（論文作成）

研究指導科目
（論文作成）

特別研究科目

（演習）

特別研究科目

（演習）
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（出典：外部評価報告書） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-4 平成 27年度先端的医学獣医学特論（大学院特別セミナー）計画 

― Special lecture on cutting-edge medicine and veterinary medicine ― 

講演予定演題 及び 内容 講演者 開催日 

「ヒトと動物のインフルエンザ」 
東京大学農学生命科学研究科獣医学専攻 

獣医微生物研究室 教授 
6 月 4日 

「組織修復とサイトカイン・ケモカイン」 和歌山県立医科大学法医学教室 教授 6 月 29 日 

「変形性関節症の分子メカニズム」 
東京大学大学院医学系研究科骨軟骨再生

医療 准教授 
7 月 6日 

「医療統計の落とし穴」 岐阜大学医学部附属病院 輸血部 講師 7 月 14 日 

「脳神経系の発達過程における出生の重

要性」 

金沢大学大学院医薬保健学総合研究科教

授 
7 月 15 日 

「心臓リモデリングにおける炎症、低酸素

シグナルの役割」 

東京大学大学院医学系研究科循環器内

科・特任講師 
8 月 10 日 

「ボルデテラ属細菌の病原性 −百日咳と

ブタ萎縮性鼻炎の発症機構の類似と相違

−」 

大阪大学微生物病研究所感染機構研究部

門分子細菌学分野 教授 
11 月 20 日 

「難治癌の革新的な医療の開発」 
大阪大学大学院医学系研究科附属最先端

医療イノベーションセンター特任教授 
12 月 8 日 

「日本の大型野生動物と人間社会」 
特定非営利活動法人 三重県自然環境保

全センター 職員 
12 月 10 日 

「細胞増殖・分化調節因子としてのエピゲ

ノム動態」－組織細胞化学的アプローチの

必要性- 

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 医

療科学専攻組織細胞生物学 教授 
2 月 4日 

（出典：医学獣医学総合研究科内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-5 社会人入学・夜間開講制度利用・長期履修講制度利用者数 

入学年度 社会人入学生数 夜間開講制度利用者数 長期履修講制度利用者数 

H22 21 21 14 

H23 13 13 2 

H24 16 16 7 

H25 19 15 6 

H26 21 17 2 

H27 25 21 11 

（出典：医学獣医学総合研究科内資料） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-6 資料シラバスに関するアンケート調査結果や学習指導法の分類結果 

 

シラバスの作成状況 

研究科 

シラバス作成状況 

Ｈ24 年度 平成 25 年度 

科目数 登録数 割合(％) 科目数 登録数 割合(％) 

医学獣医学総合研究科 115 115 100.0% 117 117 100.0% 

計 669 575 85.9% 662 662 100.0% 

 

学生アンケートによるシラバスの活用状況 

研究科 回答数 
シラバスの活用状況（複数回答可） 

履修計画 授業の準備 成績評価 オフィスアワー 

医学獣医総合研究科 39 29 10 13 2 

計 39 29 10 13 2 

 

学生アンケートによるシラバスの充実度 

研究科 項目 
シラバスの充実度 

学生数 割合(％) 

医学獣医総合研究科 

そう思う 18 
97.4％ 

ある程度そう思う 20 

あまりそう思わない 1 
2.6％ 

そう思わない 0 

小計 39  

（出典：シラバスシステム） 
 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-7 平成 27年度教員間相互授業評価の実施 

授業科目名 授業名 授業日 

研究特論 

（高度獣医師育成コース） 

 

牛の脂質代謝障害特論 

 

９月12日 

研究特論 

（研究者育成コース） 

 

生体内水代謝特論 

 

９月13日 

研究特論 

（高度臨床医育成コース） 

 

内分泌・代謝疾患 

 

９月８日 

（出典：医学獣医学総合研究科内資料） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （出典：医学獣医学総合研究科内資料） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-2-9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：外部評価報告書） 
 
（水準）期待される水準にある。 
（判断理由） 

コース毎にアドミッション・カリキュラム・ディプロマ・ポリシーが明確に定められ

ており、シラバスの充実度についても、アンケートの結果から充分な内容が提供できて

いる。 

社会人や外国人留学生等の学生の多様なニーズに応えるために、長期履修学生制度や

秋期入学（10月入学）及び夜間や休日開講等の柔軟な対応を実施している。  

社会からの要請に対応し、医学系と獣医学系の教員が協働して、それぞれの得意分野・

専門分野よる高い専門性に基づいた教育を幅広く実施できている。したがって、本専攻

設置によるメリットが最大限に生かされた専門性の高い教育システムとそれに対応した

教員体制となっている。 
以上の通り、本研究科設置によるメリットが最大限に生かされた特色ある教育を実施

しており、関係者より期待される水準にあると判断する。 

  



宮崎大学医学獣医学総合研究科 分析項目Ⅱ 

－10-20－ 

分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

（観点に係る状況） 

授業の目標に対する到達度、理解度、教員の授業に対する準備及び授業の満足度に関し

てアンケートを実施し、教育に対する満足度等が高いといえる（資料Ⅱ-Ⅱ-1-1）。 

学会発表・論文投稿等の成果は資料Ⅱ-Ⅱ-1-2 のとおりである。 

博士論文の審査においては、研究指導者や共同執筆者を審査委員から外し、３名（主査

１名、副査２名）の審査委員を選挙によって研究科委員会メンバーから選出することにし

ている。選出方法として、審査対象学生が医学系であれば主査は医学系教授、副査は医学

系と獣医系からそれぞれ１名を選出する。学生が獣医系であれば、主査は獣医学系教授、

副査は医学系と獣医系からそれぞれ１名を選出することとなる。また論文審査以外に一般

公開の口頭発表と質疑応答が行われ、審査委員の意見が示された後に、最終的な合否が研

究会委員会の投票で決定されることとなっており、厳格な基準において判定している（資

料Ⅱ-Ⅱ-1-3）。 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-1 学生による授業評価アンケート結果 

設問 回答率 

１）講義はよく準備されていた 94％ 

２）研究に対する意欲が刺激された 88％ 

３）講義であなたの知識が増えた 89％ 

（出典：医学獣医学総合研究科内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-2 学生の学会発表及び論文投稿状況の推移 

  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 合計 

学会発表 25 42 72 86 225 

論文投稿数 2 8 24 36 70 

邦文論文数 3 13 17 12 45 

外国雑誌掲載論文数 7 7 18 26 58 

（出典：医学獣医学総合研究科内資料） 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-3 

宮崎大学大学院医学獣医学総合研究科博士に関する学位論文審査細則（抜粋） 
 

（目的） 

第１条 この細則は、宮崎大学大学院医学獣医学総合研究科（以下「研究科」という。）博士に関する学

位論文審査を円滑に行うために定めるものである。 

 

（論文提出の資格要件、時期等） 

第２条 宮崎大学学位規程（以下「規程」という。）第３条第３項の規定により学位論文を提出しようと

する者は、12 月中旬までに学位論文を提出するものとする。 ただし、宮崎大学学務規則（以下「学

務規則」という。）第 76 条第２項に定める単位を修得した者又は学位論文を提出する日の属する学年

末までに、単位を修得する見込みがある者でなければならない。 

２ 研究科に４年以上在学し、所定の単位を修得している者にあっては、前項の規定にかかわらず、学

位論文の提出の時期は問わないものとする。 

３ 研究科に４年以上在学し、所定の単位を修得したうえ退学した者が、再入学しないで学位論文を提

出する際は、退学から１年以内の場合は、規程第３条第３項の規定により学位の授与を申請したもの

とし、退学から１年を超えて提出する場合は、規程第３条第４項の規定により学位の授与を申請した

ものとする。 

 

（早期修了予定者の論文提出の資格要件、時期等） 

第３条 学務規則第 76 条第２項ただし書きに規定する優れた研究業績を上げた者（以下「早期修了予

定者」という。）とは、Current Contents に収録され、入学年度の学術雑誌のインパクトファクタ－

（２年平均）が５点以上の雑誌に掲載された原著論文１編、若しくは 2.5 点以上の雑誌に掲載された

原著論文２編以上を有するものとする。 

２ 前条第１項に定める時期までに学位論文を提出できない者にあっては、翌年の５月下旬までに提出
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することができるものとする。 

３ 宮崎大学医学部医学科及び宮崎大学農学部獣医学科の学士課程において、一定の期間研究室に配属

され、筆頭著者ないし共著者として、原著論文（英文）が査読がなされる国際学術雑誌に受理又は掲

載された者は、第１項の限りでない。 

 

（課程修了者以外の論文提出の資格要件、時期等） 

第４条 規程第３条第４項の規定により学位論文を提出しようとする者は、次の各号のいずれかに該当

する研究歴を有する者とし、学位論文の提出の時期は問わないものとする。 

(1) 大学において６年制の課程（医学、歯学、薬学、獣医学）を卒業した者は､９年以上 

(2) 大学院修士課程を修了した者は、10 年以上 

(3) ４年制大学の課程を卒業した者は、12 年以上 

 

（資格審査） 

第５条 学位論文を提出しようとする者は、事前に資格審査を受けなければならない。 

２ 学位論文提出の資格審査は、大学院医学獣医学総合研究科運営委員会が行う。 

３ 資格審査に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（学力の確認） 

第６条 規程第 10 条第１項に規定する外国語は、英語とする。 

 

（論文審査願出） 

第７条 規程第３条の規定に基づき学位論文の審査を願い出る者は、次に掲げる書類等を添え、主指導

教員又は論文紹介教員を経て、研究科長に提出するものとする。この場合において、規程第３条第３

項の規定により学位論文を提出する者は、第２号及び第 10 号から第 13 号を除き、規程第３条第４項

の規定により学位論文を提出する者は、第１号を除き提出するものとする。 

(1) 学位論文審査願（別紙様式第１） １部 

(2) 学位論文審査申請書（別紙様式第２） １部 

(3) 論文目録（別紙様式第３） ４部 

(4) 学位論文 ３部 

(5) 学位論文（別刷） ６０部 

(6) 論文要旨（和文にあっては 2,000 字程度又は英文にあっては 1,200 語程度）４部（別紙様式第

４） 

(7) 承諾書（学位論文が共著の場合）（別紙様式第５） ４部 

(8) 学位論文提出者及び共著者が担当した研究内容一覧（学位論文が共著の場合）４部（別紙様式第

６） 

(9) 履歴書（別紙様式第７） ２部 

(10) 最終学校の卒業証明書又は修了証明書 １部 

(11) 研究歴証明書（別紙様式第８） １部 

(12) 研究指導担当有資格教員の推薦状（別紙様式第９） １部 

(13) 学位論文審査手数料 国立学校における授業料その他の費用に関する省令（昭和 36 年文部省令

第９号）に係る通達の定める額 

２ 学位論文（別刷）が未刷の場合は、前項の規定にかかわらず第５号の部数は学位論文の写しを４部

とし、第６号の部数を６０部とする。 

３ 学位論文（別刷）は、原則として審査後返却する。 

４ 学位論文は、単著を原則とし、規程第３条第３項の規定により提出しようとする者の学位論文は当

該者が研究科在学中に作成したものに限るものとする。ただし、共著による場合は学位論文提出者が、

筆頭者であるものに限るものとし、他の共著者の承諾書（別紙様式第５）、学位論文提出者及び共著者

が担当した研究内容一覧（別紙様式第６）を添付しなければならない。なお、equally contributed 

author として、論文中に明記がある場合に限り、筆頭者と見なすことができるものとする。 

５ 学位論文は、前項に掲げる要件のほか、Current Contents に収録され、PubMed(Medline)で検索で

き、査読がなされる国際学術雑誌に掲載された英文の原著論文でなければならない。なお、大学紀要

掲載論文及び症例報告は認めない。 

６ 早期修了予定者の学位論文は、前２項に掲げる要件のほか、第３条第１項の要件を満たすものでな

ければならない。 
 

（出典：宮崎大学大学院医学獣医学総合研究科博士に関する学位論文審査細則） 

            
（水準）期待される水準にある。 
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（判断理由） 
学生の学力や資質・能力を判定するために、適正な単位認定を行っており、また、学術

研究分野の融合の特色を生かして、異なる分野の教員が協働して複数で学生の研究指導や

論文作成指導を実施できている。学生にとっては多面的に指導が受けられるとともに、新

たな視点から研究を発展できるメリットがあったと考えられ、これらのことにより、学会

発表・論文投稿等の成果があげられた。 

以上のことより、学生は設置の趣旨における学力や資質・能力を十分身に付けており、

期待される水準にあると判断する。 
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観点 進路・就職の状況  

（観点に係る状況） 

完成年度（博士）の平成 25 年度には平成 22 年度入学生が最終学年になり、初めての修

了生がでることとなったが、29 名の入学者の内、実際にはわずか 20.7％の６名の修了者

に留まった。これは、学生に占める社会人学生及び留学生の割合が高く、仕事や家庭の事

情で長期履修制度を利用したり、休学したりする学生の数が多かったためである（資料Ⅱ-

Ⅱ-2-1）。 

修了者の合計は、23 名（平成 27 年 10 月現在）であり、進路・就職の状況は資料Ⅱ-Ⅱ

-2-2 のとおりである。半数が社会人であり、在学中から勤務していた者である。留学生に

ついては、ほぼ帰国をしている。なお、大学に就職した者が２名、製薬会社が１名である

（資料Ⅱ-Ⅱ-2-2）。 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-2-1 修了者数 

  人数 

平成 25 年度修了者 6 

平成 26 年度修了者 11 

平成 27 年度修了者（10 月 1日現在） 6 

（出典：医学獣医学総合研究科内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-2-2 修了者の進路 

入学年度 授与年月日 修了後進路等※ 備考 免許等 

Ｈ22. 4. 1 H26.3.24 － 社会人 獣医師 

Ｈ22. 4. 1 H26.3.24 － 社会人 医師 

Ｈ22. 4. 1 H26.3.24 帰国 留学生   

Ｈ22. 4. 1 H26.3.24 帰国 留学生   

Ｈ22. 4. 1 H26.3.24 帰国 留学生 医師 

Ｈ22. 4. 1 H26.3.24 － 社会人 歯科医師 

Ｈ22. 4. 1 H26.11.21 － 社会人  

Ｈ22. 4. 1 H27.3.24 － 社会人 医師 

Ｈ22. 4. 1 H27.3.24 － 社会人 医師 

H23. 4. 1 H27.3.24 － 社会人 医師 

H23. 4. 1 H27.3.24 主婦     

H23. 4. 1 H27.3.24 － 社会人 医師 

H23. 4. 1 H27.3.24 － 社会人 医師 

H23. 4. 1 H27.3.24 大学     

H23. 4. 1 H27.3.24 － 社会人 医師 

H23. 4. 1 H27.3.24 帰国 留学生   

H23. 4. 1 H27.3.31 製薬会社     

H23. 4. 1 H27.4.28 帰国 留学生   

H23. 4. 1 H27.4.28 － 社会人 薬剤師 

H22. 4. 1 H27.7.28 － 社会人 医師 

H23. 4. 1 H27.9.24 帰国 留学生   

H23. 4. 1 H27.10.28 － 社会人 医師 

H23. 4. 1 H27.10.28 大学 留学生   

（出典：医学獣医学総合研究科内資料） 
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（水準）期待される水準にある。 
（判断理由） 

学生に占める社会人学生及び留学生の割合が高く、また、仕事や家庭の事情で長期履

修制度を利用者、休学者も多いため就職支援の必要性は低いが、学生からの相談があれ

ば随時、相談に乗って支援を行っている。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

 ※第１期との比較ができないため該当なし 
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Ⅰ 農学工学総合研究科の教育目的と特徴 
 

宮崎大学大学院農学工学総合研究科博士後期課程は、鹿児島大学大学院連合農学研究科

(博士課程)並びに宮崎大学大学院工学研究科博士後期課程におけるこれまでの実績を踏ま

え、さらに宮崎大学の第１期中期目標・中期計画に定めた「生命科学や環境科学に関連す

る特色ある博士課程を構築するため、大学院研究科の再編を図る」を達成するため、平成

19 年に設置したものである。 

 

１. 農学工学総合研究科博士後期課程の教育目標 

 宮崎大学の教育目標に基づき、農学工学総合研究科博士後期課程（以下、「本研究科」と

いう。）では、21 世紀の喫緊の課題である低環境負荷・持続型生産システムの構築、持続型

地域社会が必要とする社会基盤の保全、生物及び微生物の機能を活かした新規機能性食品

の開発、地域バイオマス資源の有用物質への変換、ナノテクノロジーを応用した機能性材

料の創生、自然共生型エネルギーの活用とその変換技術、省エネルギー化・高度情報化さ

れた生産技術の開発、高度なソフトウェアを活用した情報処理システムの構築等の課題解

決に貢献できる人材を育成する。また、社会人や留学生を積極的に受け入れ、地域産業界

との連携及び国際的教育を行う。 

 

２. 組織の特徴と特色 

 本研究科は、資源環境科学専攻(環境共生科学教育コース、持続生産科学教育コース)、

生物機能応用科学専攻(生命機能科学教育コース、水域生物科学教育コース)及び物質・情

報工学専攻(新材料エネルギー工学教育コース、生産工学教育コース、数理情報工学教育コ

ース)の３専攻・７教育コースから構成される。資料Ⅰ-1 は、各専攻・教育コースの教育目

的と特徴をまとめたものである。 

 

３. 入学者の状況 

 本研究科はアドミッションポリシーに基づいて、一般入試、社会人入試、外国人留学生

入試の３種類の入試を行っており、１年次定員は 16 名である。平成 22～27 年度の入学者

は 112 名(４月入学者 91 名、10 月入学者 21 名)で、その内訳は一般 57 名 (51%)、社会人

32 名(29%)、外国人留学生 23 名(20%)となっている。（資料Ⅰ-2）このように、社会人や外

国人留学生を積極的に受け入れており、特に社会人入学者が多いのが本研究科の特徴であ

る。 

 

[想定する関係者とその期待] 

 想定する関係者とは、在学生・修了生・受験生やその家族、修了生の就職先及び農学工

学総合研究科博士後期課程と関係のある地域・国際社会である。これらの関係者からは、

上記の教育目標で記載した 21世紀の喫緊の課題を解決し、地域と国際社会に貢献できる高

度専門技術者の養成が求められている。 
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資料Ⅰ-1 各専攻・教育コースの教育目的と特徴 

資源環境

科学専攻 

１．専攻の教育目的と特徴 

資源環境科学専攻では、資源の枯渇、自然及び生活環境の悪化、食料危機など

の人類が直面しつつある課題に取り組むために、資源の有効利用と資源循環に

よる環境負荷の低減を基調とした、安全で活力ある循環型社会の構築に貢献で

きる高度専門技術者の養成を目的としている。そのため、本専攻では、都市、

農耕地、森林を一体化した循環系及び共生系として捉え、省資源、資源の再利

用と再生利用による健全な資源循環・環境共生型の農・工業生産体系や安全で

豊かな生活における低環境負荷型システムに関する教育研究を深化させる。 

また、動植物資源の利活用と動植物機能の開発向上、動植物生産過程における

生態系の動態解明、及び生産環境整備と機械化・装置化などを通じて、安心・

安全で持続型の生物生産システムの開発に関する教育研究を行う。  

特に本専攻では、温暖地域特有の豊かなバイオマス資源の利活用技術論とその

循環、森林・農耕地、都市空間を通じての資源循環とその制御技術、快適な都

市空間の創出や農山村及び都市部における防災機能の強化と生態的・化学工学

的環境修復技術の開発などに対応するため、農学と工学が連携・融合して総合

的な教育研究を行い、地域の要請に応えるとともに、地球規模での課題解決に

貢献できる人材養成を目指す。 

学位: 博士（農学）、博士（工学）、博士（学術） 

 

２．教育コースの教育目的と特徴 

（１）環境共生科学教育コース 

本教育コースでは、農林畜産業から生み出されるバイオマス資源を活用したエ

ネルギー問題の解決と資源循環型地域社会の創出、森林を中心とした豊かな自

然と豊富な生物資源の利活用による CO2 濃度上昇抑制、水源涵養、環境修復技

術、防災機能の強化、快適な地域都市空間の創出などの環境問題に対応するた

めに、農学と工学が連携・融合した学際・総合的な教育研究を行う。また、持

続型社会の構築を目指して、自然や生態系と調和・共生するために必要な理論

や技術・方法論などを教授する。 

養成する人材像: 

・資源・環境問題に農学・工学双方の視点から取り組み、双方の知識を総合的

に応用して問題解決できる、資源・環境スペシャリストとしての高度専門技

術者  

・物質循環学、生態学、都市計画学などに関する高度な専門知識を有し、豊か

で安心・安全な住みよい地域社会の創生に貢献する地域づくりの高度専門技

術者  

・地域社会基盤の環境保全・建設・防災・診断・維持管理に関する高度専門技

術者  

 

（２）持続生産科学教育コース 

本教育コースでは、生物資源の有効利用、開発と適正管理による持続型生産科

学技術に関する教育研究を行う。そのため植物生産科学、動物生産科学及び農

業環境工学分野が連携し、総合的な農学教育研究を通して、持続生産に係わる

動植物生産の解析・制御、動植物資源の利活用、動植物機能の開発・向上、病

害虫の制御、動植物の生理機能の解析、動植物生産過程での生態系の動態解明、

及び農業生産の環境整備と機械化・装置化を通じて、持続型生産システムの開

発に対応できる教育研究を行う。 

養成する人材像: 

・動植物の生理機能の解析、動植物生産過程での生態系の動態解明を通じて、

安定した持続型農業技術を習得し、地域農業の持続的発展に貢献できる高度
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専門技術者 

・動植物資源、林野資源の有効活用及び総合的な農学教育研究を通して、より

豊かな農山村の再生に寄与できる高度専門技術者  

・農業の機械化・装置化と生産物の流通・加工システムに係わる分野とが連携

した教育研究により、新たな食品産業の創出に対応できる高度専門技術者  

生物機能

応用科学

専攻 

１．専攻の教育目的と特徴 

生物機能応用科学専攻は、動植物、微生物及び水産生物資源が有する諸機能の

解明と、それに基づいた知見により、本地域及び国際社会が抱える食料・エネ

ルギー・環境問題に貢献できる高度専門技術者の養成を目的としている。その

ために、微生物が有する潜在機能を解明し、環境汚染物質の分解や地域バイオ

マス資源の有用物質への変換に関する教育研究を行う。 

また、動植物や食品が有する機能性評価システムの構築や、機能性物質検索シ

ステムの開発に関する教育研究を行う。  

さらに、水域生物の高度有用活用のために、機能性水産食品の開発や高機能性

物質の探索、温暖な気候を反映した特徴的な水域生態系の保全と適正な資源管

理、並びに水域環境の保全と水産生物の効率的生産を両立させる先端的高度水

産増養殖技術について教育研究を行う。 

特に本専攻では、微生物学、酵素工学、培養工学による地域バイオマス資源の

機能解明とその利用技術の開発、動植物及び微生物を利用した環境保全技術開

発・遺伝子解析と生体情報工学との連携による食生活の改善、新規健康食品及

び医薬品の開発などに関して、農学と工学が連携・融合して総合的な教育研究

を行い、地域社会のニーズや国際的諸課題に対応できる人材養成を目指す。  

学位: 博士（農学）、博士（工学）、博士（学術） 

 

２．教育コースの教育目的と特徴 

（１）生命機能科学教育コース 

本教育コースでは、動植物や微生物の持つ生命機能を活用して食と健康・生物

資源・環境を包括的に捉え、生化学・遺伝子工学・生物工学・食品機能科学な

どについての教育研究を行う。微生物が有する潜在機能を開発し、環境汚染物

質の分解や地域バイオマス資源の有用物質への変換について分子レベルから培

養工学の分野まで、農学と工学が連携して教育する。また、地域の食品が持つ

機能性評価システムの構築や、機能性物質の検索システムの開発に関する教育

を行い、これら食品中の機能性物質に対する生体調節機構や解毒代謝を細胞レ

ベルでの解明に関する教育へと発展させた教育を行う。 

養成する人材像: 

・微生物機能と食品機能の知識と利用技術を備えた高度専門技術者  

・微生物の潜在機能を開発し、環境汚染物質の分解や地域バイオマス資源の有

用物質への変換についての知識と技術を備えた高度専門技術者  

・食と健康を総合的に捉えて指導できる食と健康に関する高度専門技術者  

 

（２）水域生物科学教育コース 

本教育コースでは、水生生物を利用した有効物質の探索、食品の開発、有効微

生物の探索と応用、水産資源の管理に関わる、水域生物の生態系及び遺伝学的

解析、水産増養殖に関しての教育研究を行う。この分野では、人間社会と水域

環境との関わりから生ずる環境問題、資源管理、生態系の保全、食料問題を水

産科学的に捉える必要があり、水域生物に関わる課題に対応できる教育研究を

行う。 

養成する人材像: 

・水域における微生物機能と食品機能の知識と利用技術を備えた高度専門技術
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者  

・水域における生態系を理解し、水産資源の管理と保全に関わる高度専門技術

者  

・安心・安全な水産物生産と水域環境保全とを両立させる水産増養殖技術を有

する高度専門技術者 

物質・情

報工学専

攻 

１．専攻の特徴と教育目的 

物質・情報工学専攻は、環境調和・循環型及び高度情報化社会の課題に取り組

むために、環境調和型新材料の構築、エネルギーの変換・解析、省エネルギー

化・高度情報化された生産技術の開発、高度なアルゴリズムとソフトウェアを

活用した情報処理技術及び数理モデルの構築に貢献できる高度専門技術者の養

成を目的としている。そのため、ナノオーダーで制御された機能性材料の創生

等及び自然共生型エネルギーの高効率変換システムの開発、エネルギー計測及

び解析に関する教育研究を行う。また、生産工学等に基づいた計測・制御シス

テムの開発、環境負荷低減型の設計・生産技術、情報ネットワーク技術等に基

づいた生産情報の知的管理等の課題に対応できる教育研究を行う。  

さらに、農学、生物学及び情報科学が連携したバイオインフォマティクスによ

って、医用情報の管理・ゲノムが内包する情報の解明や食品が有する機能性の

解明と予測、分子モデリングの理論開発、複雑な非線形現象のモデル化・解析・

シミュレーション、情報通信・集積回路の解析・設計等に対応した教育研究を

行う。 

本専攻では、工学系の多くの分野が連携して、教育研究を展開し、豊かな創造

性と独創性をもって地域及び国際的な課題解決に貢献できる人材養成を目指

す。 

学位: 博士（工学）、博士（学術） 

 

２．教育コースの特徴と教育目的 

（１）新材料エネルギー工学教育コース 

本教育コースでは、環境調和・循環型の機能性材料の創生及びエネルギーの変

換・解析などについて教育研究を行う。そのため、化学・電気工学・材料工学

が連携して、ナノオーダーで制御された機能性材料の創生及び新型薄膜半導体

製造及び評価技術、太陽電池・燃料電池等の自然共生型エネルギーの高効率変

換システムの開発などの課題に対応する教育研究を行う。さらに、ハドロン物

理学や原子物理学・天体物理学を基盤とする高エネルギー粒子（素粒子・X線・

レーザー・プラズマ等）のエネルギー計測及び解析に関わる教育研究を行う。 

養成する人材像: 

・ナノオーダーで制御された機能性材料の創生及び半導体製造・評価技術の開

発ができる高度専門技術者  

・高効率のエネルギー変換システムの基盤技術となる知識と技術を備えた高度

専門技術者  

・ハドロン物理学・原子物理学・天体物理学を基盤とする高エネルギー粒子の

制御・計測ができる高度専門技術者  

 

（２）生産工学教育コース 

本教育コースでは、生産技術の省エネルギー化及び高度情報化について教育研

究を行う。そのため、機械工学と情報工学を緊密に連携させ、生産工学・振動

工学・流体工学に基づいた計測・制御システムの開発、超微細・高品質の機械

加工技術及び環境負荷を考慮した構造材料の開発・生産技術に対応した教育研

究を行う。また、情報ネットワーク技術・ソフトウェア技術・数理工学手法に

基づいた生産情報の知的管理等の課題に対応できる教育研究を行う。 

養成する人材像: 
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・省エネルギー・環境保全の観点から、生産工学・振動工学・熱流体工学に基

づいた計測・制御システムの開発ができる高度専門技術者  

・機械の設計・加工・生産技術の開発ができる高度専門技術者  

・情報ネットワーク技術・ソフトウェア技術に基づいた知的生産情報管理がで

きる高度専門技術者  

 

（３）数理情報工学教育コース 

本教育コースでは、高度な情報処理技術と知識を体得し、数理モデルの構築と

解法、アルゴリズムとソフトウェアに関する教育研究を行う。そのため、農学、

生物学、及び情報科学が連携したバイオインフォマティクスによって、医用情

報の管理及びゲノムが内包する情報の解明や食品が有する機能性(健康維持や

抗ウィルス性)の解明と予測に対応した教育研究を行う。また、分子モデリング

の理論開発、複雑な非線形現象のモデル化・解析・シミュレーション、情報通

信・集積回路の解析・設計、自己修復型コンピュータシステム開発などの課題

に対応できる教育研究を行う。 

養成する人材像: 

・情報生物科学(バイオインフォマティクス)技術を応用した遺伝子解析及び医

用情報などの知識と技術を備えた高度専門技術者  

・複雑な非線形現象のモデル化・解析・シミュレーション、情報通信、分子モ

デリングなどの知識と技術を備えた高度専門技術者  

（出典：農学工学総合研究科ウェブサイト） 

 

資料Ⅰ-2 入学者の状況 

 
平成 22

年度 

平成 23

年度 

平成 24

年度 

平成 25

年度 

平成 26

年度 

平成 27

年度 
計 

一 般 ４ １４ １１ ８ １３ ７ ５７ 

社会人 １１ ２ ４ ７ ４ ７ ３５ 

留学生 ４ ２ ４ ５ ５ ７ ２７ 

計 １９ １８ １９ ２０ ２２ ２１ １１９ 

 （出典：農学工学総合研究科内資料） 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 
分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 

（観点に係る状況） 

 本研究科は、教育研究目標を達成するために、３専攻７講座を置いており、教員組織の

構成及び専任教員の配置は、資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 に示すとおりである。専攻ごとの入学定員と在

学生数の状況（平成 27 年５月１日現在）を資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 のとおり示す。本研究科は、教

育に係る重要事項を審議する研究科委員会を中心にした教育実施体制により運営されてい

る（資料Ⅱ-Ⅰ-1-3）。研究科運営委員会を定期的・継続的に開催し、教育活動を円滑に推

進している。また、全学と連携して PDCA 改善システムを構築し、研究科 FD 専門委員会を

中心として、組織的・継続的な教育改善を行っている（資料Ⅱ-Ⅰ-1-4）。 

本研究科は、平成 19 年度認証評価の指摘により、農学と工学の融合教育体制を確立する

ため、入試委員・指導教員グループ・学位論文審査委員の全てにおいて農学系及び工学系

の双方の教員を配置しており、また、３専攻の必修科目を融合領域科目としている。その

結果、平成 26 年度認証評価において融合の効果と実績が主な優れた点として評価された。 

入試については、アドミッションポリシーに基づいて、一般入試、社会人入試、外国人

留学生入試の３種類の入試を行っており、外国人留学生及び社会人学生の入学を促進する

ために秋季入学も実施している。アドミッションポリシーは、募集要項、本研究科ウェブ

サイト及び学内掲示板にて周知を行っている。また、平成 26 年度に渡日前入試の実施を決

定し、平成 27年 10 月入学入試において、初めて渡日前入試を実施した（資料Ⅱ-Ⅰ-1-5）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-1-1 博士後期課程の教員組織と専任教員の配置（平成 27年 5月 1 日） 

専攻 講座 教授 准教授 助教 小計 合計 

設置基準

で必要な

専任教員 

資源環境科学専攻 
環境共生科学 20 14 3 37 

60 
専門分野

が融合領

域のため

必要教員

数の定義

はない 

持続生産科学 10 9 4 23 

生物機能応用科学 

専攻 

生命機能科学 7 8 2 17 
34 

水域生物科学 8 9 0 17 

物質・情報工学 

専攻 

新材料エネル

ギー工学 
14 12 2 28 

64 
生産工学 8 8 3 19 

数理情報工学 6 11 0 17 

総計 73 71 14 158  

 （出典：農学工学総合研究科内資料） 

  

資料Ⅱ-Ⅰ-1-2 専攻ごとの学生定員と在学生数（平成 27 年 5 月 1 日） 

専攻 教育コース 
入学 

定員 

在学 

生数 

内訳 

一般 社会人 留学生 

資源環境科学専攻 
環境共生科学 

７ ３６ ６ １６ １４ 
持続生産科学 

生物機能応用学専

攻 

生命機能科学 
４ １６ １０ ４ ２ 

水域生物科学 

物質・情報工学専

攻 

新材料エネルギー工学 

５ ２２ １３ ４ ５ 生産工学 

数理情報工学 

（出典：宮崎大学概要及び農学工学総合研究科内資料） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-3 運営組織図 

 
（出典：農学工学総合研究科内資料） 

 

Ⅱ-Ⅰ-1-4 PDCA 改善システム 

 

（出典：農学工学総合研究科内資料） 
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資料Ⅱ-Ⅰ-1-5 

５．入試方法 

(3)外国人留学生入試 

選考は、学力検査及び書類審査により行う。学力検査は、口述試験により行う。 

なお、宮崎大学と交流協定を結んでいる大学に在籍している者は、在籍する大学にお

いてインターネットを用いたテレビ会議等による口述試験を受験することができる。（た

だし、インドネシアの協定校在籍者は、すべて、ブラウィジャヤ大学で受験することと

する。）この試験を希望する者は、希望指導教員とあらかじめ十分に相談した上、出願時

に申し出ることとする。 

（出典：農学工学総合研究科入学募集要項） 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

 本研究科は、教育研究目標を達成するために、宮崎大学基本規則に基づき、各教育領域

に必要な教員を適切に配置し、その配置は大学院設置基準を満たしている。各教員の専門

性と教育カリキュラムを適切に組み合わせて、教育成果を挙げることのできる教育実施体

制を構成している。また、研究家委員会の下に教育を実施する上で必要な組織を編成し、

履修モデルの設定や複数指導体制を実施することによって、単位の実質化と教育の質の向

上に貢献している。研究科運営委員会や FD 専門委員会等を中心とした各種委員会が組織

的・継続的に開催されており、PDCA 改善システムが適正に機能していると判断される。 

入試においては、アドミッションポリシーが明確に定められそれに基づく受け入れを実

施している。また、入試方法の改善を検討した結果、外国人留学生入試について交流協定

校在籍者を対象とした渡日前入試の実施を決定した。 

 以上のとおり、本研究科の教育実施体制は、期待される水準を満足すると判断する。 
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観点 教育内容・方法 

（観点に係る状況） 

 本研究科は、基礎科目群、研究基盤科目群、特別研究からなる教育プログラムを設け、

基盤科目群（３単位）及び特別研究（５単位）を必修に指定し、研究基盤科目群から２科

目（４単位）以上を選択履修することを修了（12 単位）の要件としている（資料Ⅱ-Ⅰ-2-1）。

この要件及び履修方法、カリキュラム・ポリシー及びディプロマ・ポリシーを全学生に配

付する履修案内に記載しており、また、入学時オリエンテーションや本研究科ウェブサイ

トにより周知している。アクティブラーニングを実施する授業科目について、その旨をシ

ラバスに必ず記載するよう平成 27 年度より担当教員に依頼しており、その結果を資料

Ⅱ-Ⅰ-2-2 に示す。また、異なる学術研究分野の融合の特色を生かし、異なる分野の教員が

複数協働して学生の研究や論文作成指導を行っている。更に、各専攻の必修講義（２単位）

はすべて、異なる分野の教員がオムニバス形式で授業を行う融合科目となっている。入学

試験委員及び学位論文審査委員においても１名の学生に必ず異なる分野の教員が協働して

行っている。 

 学位授与については、本研究科規程及び取扱要領により学位授与にかかる要件を定めて

おり、それに従って学位審査及び判定を行っている（資料Ⅱ-Ⅰ-2-3）。 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-1  

1－4 研究指導の方法 

 主指導教員１名及び副指導教員２名以上が、履修指導及び研究指導を行います。学生は、

主指導教員及び副指導教員の研究指導に基づき研究計画を策定し、その研究計画に従って

実験や理論を展開し、研究論文を作成します。 

1－5 履修の方法 

基礎科目群（必修：３単位）、研究基盤科目群（選択：４単位以上）、特別研究（必修：

５単位）計 12単位以上を取得する。 

（出典：農学工学総合研究科履修案内） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-2 アクティブラーニングの記載がある科目数 

研究科共通科目 １ 

資源環境科学専攻 ４ 

生物機能応用科学専攻 ３ 

物質・情報工学専攻 ３ 

          （出典：平成 27年度シラバス） 

 

資料Ⅱ-Ⅰ-2-3 

（学位論文の提出） 

第２条 学位規程第３条第３項の規定により学位の授与を受けようとする者は、次の各号

に掲げる書類を研究科長に提出するものとする。 

  （略） 

（学位論文審査委員会） 

第３条 学位規程第７条第２項及び研究科規程第21条第１項に規定する学位論文審査委員

会（以下「審査委員会」という）は、次のとおりとする。 

  （略） 

（出典：農学工学総合研究科学位授与に関する取扱要領） 
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（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

 本研究科は、教育目的に沿って基盤科目群（必修３単位）、研究基盤科目群２科目（選択

４単位以上）及び特別研究（必修５単位）をバランス良く配置し、講義、実験及び演習を

組み合わせた適正な授業体系としている。また、各専攻の全必修講義を融合科目とし、学

生一名にかかる入試委員、指導教員、学位論文審査委員のすべてを異なる分野の教員が融

合して担当しており、農工融合の実績として、平成 26年度認証評価で優れた点として評価

されている。 

 以上のとおり、本研究科の教育内容・方法は、期待される水準を満足すると判断する。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果 

（観点に係る状況） 

 学力や能力を判定するために、成績評価基準ならびにシラバスに明記された成績評価方

法に従って試験やレポート等を評価し、適正に単位認定を行い、単位の実質化を図ってい

る。平成 22～27 年度の成績分布状況等を資料Ⅱ-Ⅱ-1-1 に示す。 

本研究科設置後、標準修業年限（３年）を経過した学生は 131 名であり、うち 14 名は長

期履修者である。標準修業年限修了者の推移を資料Ⅱ-Ⅱ-1-2 に示す。 

学生の研究成果について、学会等からの客観的な評価を受けるために学会発表及び論文

発表を促進しており、平成 22～27 年度は 382 件の学会発表を行い、224 篇の論文投稿を行

った（資料Ⅱ-Ⅱ-1-3）。また、学会賞等の受賞歴を資料Ⅱ-Ⅱ-1-4、日本学術振興会特別研

究員の採択状況を資料Ⅱ-Ⅱ-1-5 に示す。 

授業評価調査表により、学生による授業評価についてアンケート調査を実施しており、

平成 20～25 年度の調査結果の集計及び分析を行った。その結果、各項目において肯定的な

回答の割合が増えていると思われる（資料Ⅱ-Ⅱ-1-6）。 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-1 修得科目の成績分布と単位修得率 

 100～90 点 89～80 点 79～70 点 69～60 点 単位修得率 59 点以下 

平成 22 年度 43% 52% 5% 0% 100% 0% 

平成 23 年度 57% 42% 1% 0% 100% 0% 

平成 24 年度 45% 49% 3% 1% 99% 1% 

平成 25 年度 60% 38% 1% 1% 100% 0% 

平成 26 年度 44% 52% 3% 1% 100% 0% 

平成 27 年度 57% 41% 1% 1% 100% 0% 

（出典：農学工学総合研究科内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-2 標準修業年限（3年）修了状況 

 
平成 19

年度 

平成 20

年度 

平成 21

年度 

平成 22

年度 

平成 23

年度 

平成 24

年度 

平成 25

年度 

入学者数 25 32 18 19 18 19 
17 

4 月入学のみ 

標準修業年限

修了者数 

10 

(40.0%) 

13 

(40.6%) 

6 

(33.3%) 

9 

(47.4%) 

13 

(72.2%) 

10 

(52.6%) 

6 

(35.2%) 

中途退学者

数 

3 

(12.0%) 

3 

(9.4%) 

4 

(22.2%) 

1 

(5.3%) 

1 

(5.6%) 

1 

(5.3%) 

1 

(5.9%) 

長期履修者

数 

4 

(16.0%) 

3 

(9.4%) 

1 

(5.6%) 

4 

(21.1%) 

1 

(5.6%) 

1 

(5.3%) 

5 

(29.4%) 

（出典：農学工学総合研究科内資料） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-3 学生の学会発表及び論文投稿状況 

 在学者数 
学会発表 論文投稿 

総件数 件数/名  総件数 件数/名 

平成 22 年度 70 48 0.69 37 0.52 

平成 23 年度 72 56 0.78 35 0.49 

平成 24 年度 70 102 1.46 43 0.61 

平成 25 年度 79 64 0.81 40 0.51 

平成 26 年度 73 38 0.52 30 0.41 

平成 27 年度 74 74 1.00 39 0.53 

（出典：農学工学総合研究科ウェブサイト） 



宮崎大学農学工学総合研究科 分析項目Ⅱ 

－11-13－ 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-4 学会賞等の受賞 

専攻名 受賞等 

資源情報工学専攻 

・ Silver poster award, 28th International Horticultural 

Congress 2010,Lisbon, Portugal 

・平成 22 年度土木学会全国大会第 65 回年次学術講演会年次学術

講演会優秀講演者賞 

・平成 24 年日本生物環境工学会・日本農業気象学会九州支部合同

大会ベストプレゼンテーション賞 

・第 51 回化学関連支部合同九州大会 優秀ポスター賞 

・第 26 回九州地区若手ケミカルエンジニア討論会 ポスター賞 

・化学工学会第 47回秋季大会 分離プロセス部会ポスター賞 

生物機能応用科学専攻 

・セルロース学会第 17回年次大会ポスター賞 

・第 17 回日本生物工学会九州支部沖縄大会支部学生賞 

・平成 22 年度日本農芸化学会西日本支部奨励賞 

・第 48 回化学関連支部合同九州大会日本農芸化学会西日本支部 

ポスター賞 

・JSoFF Young Investigator Award (YIA) 

・Poster Award, 8th Symposium on Diseases in Asian 

Aquaculture - DAA VIII 

・第 12 回国際比較免疫学会ポスター発表 1位 

・第 8 回アジア魚病学会 ポスター賞 

・平成 24 年度九州大学地区高分子若手研究会・冬の講演会ポスタ

ー賞 

・P450, UGT, SULT 研究会優秀ポスター賞 

・Alltech Japan Young Scientist 2013 

・セルロース学会 第 21回年次大会優秀ポスター賞 

・第 51 回化学関連支部合同九州大会繊維学会西部支部若手研究

者賞 

・日本食品保蔵学会創立 40 周年記念大会論文賞 

物質・情報工学専攻 

・第 28 回国際園芸学会ポスター発表銀賞 

・平成 23年度生態工学会論文賞 

・結晶工学分科会 2012 年分科会発表奨励賞 

・第 4回半導体・材料デバイスフォーラムポスター発表奨励賞 

・平成 25年電気学会全国大会優秀論文発表賞 

・電気設備学会九州支部賞 

・電子情報通信学会奨励賞 

・International Conference on Artificial Life and Robotics 

(ICAROB) Best Paper Award 

・A study on human interface system using the direction of eyes 

and face 

・Certificate of Merit 

（出典：農学工学総合研究科ウェブサイト） 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-1-5 日本学術振興会特別研究員採択状況 

 平成 22 

年度 

平成 23 

年度 

平成 24 

年度 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

採択者数 ０ １ ４ ５ ５ ３ 

（出典：農学工学総合研究科内資料） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-1-6 学生による授業評価調査表の調査結果 

（出典：農学工学総合研究科委員会（平成 27 年 2月 20 日）資料） 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

学生はいずれの科目も満足すべき成績で単位を修得したことから、十分な学力を修得し

たと考えられる。修了状況について、標準修業年限修了者数は 33～72％で推移しているが、

本研究科は社会人学生が一定数在籍しており、長期履修制度を活用する学生がいることが

一因と考えられる。業績においては、論文投稿、学会発表、学会賞等の件数は安定して推

移しており、日本学術振興会特別研究員も継続して採択されている。学生の授業評価調査

結果では、肯定的な回答が年々増えており、授業改善の効果が出ていると考えられる。 

以上のとおり、本研究科の教育成果の状況は、期待される水準を満足すると判断する。 
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観点 進路・就職の状況 

（観点に係る状況） 

平成 22～27 年度における修了者数 86 名のうち、就職者数は 78 名(約 92％)であり、内訳

を資料Ⅱ-Ⅱ-2-1 に示す。 

平成 24 年度に修了者及び就職先へのアンケートを実施し、解析した結果、就職先は国公

立大学 41％、民間企業 17%、公的試験研究機関 17%、その他 25%であり、その他も概ね大学

共同利用機関法人と官公庁に類別されることから、就職先としては大学関係が過半数を占

めている。職種は研究（開発）職 72%、教職 14%、技術営業職７%、その他７％である。本

研究科修了者に対して要求される能力としては、専門能力が圧倒的に第１位であり、次い

で問題解決能力、課題発掘能力、研究開発能力、創造力などである（資料Ⅱ-Ⅱ-2-2）。 

 

資料Ⅱ-Ⅱ-2-1 修了者の就職状況 

  修了者数 就職者数 
就職先内訳 

その他 
県内 県外 

平成 22 年度 17 (3) 14 (2) 2 (0) 12 (2) 3 (1) 

（%）     82.4% 11.8% 70.6% 17.6% 

平成 23 年度 16 (4) 15 (4) 7 (1) 8 (3) 1 (0) 

（%）     93.8% 43.8% 50.0% 6.3% 

平成 24 年度 8 (2) 7 (1) 2 (0) 5 (1) 1 (1) 

（%）     87.5% 25.0% 62.5% 12.5% 

平成 25 年度 19 (2) 17 (2) 6 (2) 11 (0) 2 (0) 

（%）     89.5% 31.6% 57.9% 10.5% 

平成 26 年度 13 (3) 13 (3) 8 (3) 5 (0) 0 (0) 

（%）     100.0% 61.5% 38.5% 0.0% 

平成 27 年度 

(%) 

13 (2) 12  (2) 5  (0) 7  (2) 1  (0) 

  92.3% 38.5% 53.8% 7.7% 

合計 86 (16) 78 (14) 30 (6) 48 (8) 8 (2) 

（%）   90.7% 34.9% 55.8% 9.3% 

（ ）内は女子で内数。 

外国人留学生を含む。 

（出典：農学工学総合研究科内資料） 
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資料Ⅱ-Ⅱ-2-2 修了生・就職先アンケート（抜粋） 
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（出典：農学工学総合研究科ウェブサイト） 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

平成22～26年度における修了者数73名のうち、就職者数は66名であり、約90％であり、

各年の推移は 82～100％と概ね高い割合で推移している。 

修了者及び就職先へのアンケート結果において、就職先としては大学関係が過半数を占

めている。また、職種は研究（開発）職 72%、教職 14%、技術営業職７%、その他７％であ

り、研究者あるいは高度専門技術者の包括される職種と考えられる。これらは、博士後期

課程の教育が就職先に直接反映された結果と推察される。博士後期課程修了者に対して要

求される能力としては、専門能力が圧倒的に第１位であり、次いで問題解決能力、課題発

掘能力、研究開発能力、創造力などであり、将来職場の中核を担う人材としての期待度の

高さがうかがわれ、本研究科のミッションである、総合的判断力と高度な研究能力を備え

た技術・知識基盤社会の形成に資する人材育成の役割を果たしていると推察される。 

以上のとおり、本研究科の進路・就職の状況は、期待される水準を満足すると判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

農学と工学の融合教育体制を確立するため、入試委員・指導教員グループ・学位論文審

査委員の全てにおいて農学系及び工学系の双方の教員を配置しており、また、３専攻の必

修科目を融合領域科目としている。その結果、平成 26年度認証評価において融合の効果と

実績が主な優れた点として評価された。 

入試において、外国人留学生受験者の負担を軽減し、入学を促進するために、渡日前入

試の実施を決定した（資料Ⅱ-Ⅰ-1-5、11-9 頁）。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

本研究科の授業は、農学と工学が融合した比較的広範囲な分野にわたっていえるが、学

生の授業評価調査結果では、概ね肯定的な回答を得ている。「授業内容に興味をもてた」「受

講して知力・学力の向上に役立った」という学生の能力向上に資する項目においても、「そ

う思う」、「どちらかといえばそう思う」の回答が 80%を超えている（資料Ⅱ-Ⅱ-1-6、11-14

頁）。 

 

 以上、これらの取組を通して、教育方法の改善に努め、教育の質を向上させたと判断し

た。 


	教育_79_宮崎大学
	教育_79_01_宮崎大学_教育文化学部
	教育_79_02_宮崎大学_教育学研究科
	教育_79_03_宮崎大学_教職実践開発専攻
	教育_79_04_宮崎大学_医学部
	教育_79_05_宮崎大学_看護学研究科
	教育_79_06_宮崎大学_工学部
	教育_79_07_宮崎大学_工学研究科
	教育_79_08_宮崎大学_農学部
	教育_79_09_宮崎大学_農学研究科
	教育_79_10_宮崎大学_医学獣医学総合研究科
	教育_79_11_宮崎大学_農学工学総合研究科



